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はじめに 
 

「令和６年度（2024年度）統計法施行状況報告」（以下「本報告」という。）

は、統計法（平成19年法律第53号。以下「法」という。）第55条第２項の規定に

基づき、令和６年度（2024年度）中の法の施行状況に関し、各府省等の報告を総

務省において取りまとめ、その概要を記述したものであり、インターネットを通

じて公表するとともに、統計委員会に報告するものである。 

本報告は、「公的統計の整備に関する基本的な計画」（令和５年（2023年）３

月28日閣議決定。以下「第Ⅳ期基本計画」という。）が開始されてから、２回目

の取りまとめとなる。 

なお、構成は３部構成としており、それぞれの内容は以下のとおりである。 

 

第１部：令和６年度（2024年度）における主な統計行政の動きを概括したもの 

第２部：基本計画の内容や進捗状況について各府省の報告を取りまとめたもの 

第３部：公的統計の作成、調査票情報等の利用及び提供、統計リソースの確保、   

人材育成等の各種状況を取りまとめたもの 
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第１部 令和６年度（2024年度）における統計行政の主な動き 

 

１ ＰＤＣＡサイクルによる公的統計の品質の確保・向上に向けた取組 

  公的統計の総合的な品質向上に向けた取組の一つである、統計調査を行う

に当たってのＰＤＣＡサイクルの導入について、各府省は、所管する統計調

査を対象として、実施計画を定めて計画的に点検・評価を実施し、その結果

を活用した改善に取り組んでいる。令和６年度（2024年度）においては、各

府省で合計115件（基幹統計調査が20件、一般統計調査が95件）の点検・評

価が実施されており、調査ごとに見ると、点検・評価の取組が施行された令

和２年（2020年）10月から令和６年度（2024年度）末までに、全体の９割以

上の調査において点検・評価が実施されている。 

また、総務省は、各府省によるＰＤＣＡサイクル実施の更なる充実・実効

性確保のための統計作成プロセス診断を令和６年度（2024年度）は９つの基

幹統計調査に対して実施するとともに、診断に基づく助言の内容や診断によ

り把握した好事例を点検・評価による改善事例と共に共有し横展開を図るな

どの支援を行っている。 

 

２ 令和２年（2020年）産業連関表の公表 

  我が国の産業連関表は、国内において１年間に行われた財・サービスの生

産の状況や、産業相互間及び産業と最終需要（家計など）との間の取引状況

などを、一つの行列形式にまとめた基幹統計（10府省庁共同作成）であり、

経済構造を明らかにするとともに、国民経済計算や経済波及効果分析の基礎

資料を提供することを目的に、おおむね５年ごとに作成されている。 

   令和６年（2024年）６月に公表された令和２年（2020年）産業連関表では、

令和２年（2020年）において新型コロナウイルス感染症による運輸、飲食・

宿泊などの部門への影響が明らかとなった。 

また、ＧＤＰを含む国民経済計算の精度向上に寄与することが期待される

ＳＵＴ体系移行の取組については、令和２年（2020年）産業連関表の公表に

併せて、ＳＵＴ（供給表・使用表）を公表した。これによって、産業連関表

と使用表との比較により、サプライチェーン面で影響があった分野における

副業の状況を把握するなどの分析が可能となった。 

 

３ 令和６年（2024年）経済センサス-基礎調査の実施 

  経済センサス-基礎調査は、我が国全ての産業分野における事業所・企業

の産業、従業者規模等の基本的構造を全国及び地域別に明らかにするととも

に、事業所・企業を対象とする各種統計調査の基盤となる情報を整備するこ

とを目的とした基幹統計調査であり、５年ごとに実施されている。 

  令和６年（2024年）経済センサス-基礎調査では、これまで実施していた

調査方法を変更し、 

・調査員調査を廃止し、国が民間事業者を活用してオンライン・郵送調査を
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実施すること 

・同時期に実施する経済構造実態調査及び個人企業経済調査と一体的に実施

し、両方の調査が対象となる企業に対しては、共通封筒を用いて調査票を

配布するなどの対応を行うほか、調査事項が重複する設問については、基

礎調査の回答を不要とすること 

 として、地方公共団体、統計調査員及び報告者の負担の軽減を図ったところ

である。 

  令和６年（2024年）経済センサス‐基礎調査は、令和６年（2024年）６月

１日に実施され、令和７年（2025年）５月30日に速報集計結果が公表されて

いる。 

 

４ 国連統計委員会の委員国への選出（再選） 

  国連統計委員会は、昭和21年（1946年）に国連経済社会理事会に置かれた

委員会であり、国際的な統計基準の設定、概念及び手法の整備並びにその各

国国内及び国際レベルでの実施を担っており、毎年ニューヨークの国連本部

において開催されている。 

  我が国は、昭和37年（1962年）以降、昭和45年（1970年）から昭和47年

（1972年）までの３年間を除き、継続して委員国を務めている。令和６年

（2024年）４月に、同理事会において、アジア太平洋の委員国枠４か国のう

ち２か国の改選が行われたところ、我が国はアラブ首長国連邦とともに選出

され、令和10年（2028年）まで引き続き委員国を務めることとなった。 

  令和７年（2025年）３月に開催された国連統計委員会第56回会合において

は、国民経済計算の新たな国際基準（2025ＳＮＡ）、持続可能な開発目標

（ＳＤＧ）グローバル指標の枠組みの包括的な見直し等について活発な議論

が行われたところ、我が国からも検討すべき課題や我が国の取組等に係る発

言を行っている。また、同委員会の下に設置された専門家会合等にも出席し、

国連統計委員会での決定に至るまでの議論に参画したところ、今後とも委員

国として国連統計委員会の諸活動に積極的に貢献していく。 

  なお、令和７年度（2025年度）には、国連統計委員会の下に設けられた

「ＳＤＧ指標に関する機関間専門家グループ（ＩＡＥＧ-ＳＤＧs）」 会合

を我が国に招致する予定となっている。 

 

５ 調査票情報の提供の迅速化・円滑化 

  行政機関の長又は独立行政法人等（その業務の内容その他の事情を勘案し

て大規模な統計調査を行うことが想定されるものとして政令で定めるものに

限る。以下「指定独立行政法人等」という。令和６年度（2024年度）末現在、

日本銀行が該当する。）は、統計調査によって集められた情報である調査票

情報（法第２条第11項）について、法第33条又は第33条の２の規定に基づき、

統計の作成や統計的研究を行う者等からの求めに応じ、統計調査によって集

められた情報である調査票情報を提供することができるとされている。 
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  これまで統計調査を所管する府省庁ごとに行っていた調査票情報の提供に

係る申出手続は、利用者の利便性の向上及び手続の迅速化・円滑化を推進す

るため、令和７年（2025年）３月31日からミクロデータ利用ポータルサイト

（miripo）に申出受付窓口を一元化するミクロデータ利用電子申出窓口（e-

Micro）を開設し、申出受付から利用後の報告までの手続を集約して実施で

きるようにした。 

  また、利用者による調査票情報の一層の柔軟な利活用を可能にするため、

令和７年（2025年）３月31日から、利用者が自宅や研究室等から、インター

ネット回線を経由して調査票情報等を格納するシステムにアクセスし、分

析・集計が可能となるリモートアクセス方式による調査票情報の提供を開始

した。 

 

  

5



 

6



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第２部 基本計画の推進状況 
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第２部 基本計画 

  

１ 基本計画について 

 （１）基本計画に関する統計法施行状況報告 

    法第４条第１項において、政府は、公的統計の整備に関する施策の総合

的かつ計画的な推進を図るため、基本計画を定めなければならないと規定

されている｡ 
    この基本計画については、同条第６項において、統計をめぐる社会経済

情勢の変化を勘案し、及び公的統計の整備に関する施策の効果に関する評

価を踏まえ、おおむね５年ごとに変更することが定められているが、この

「効果に関する評価」は、法第55条の規定に基づく総務大臣による統計法

施行状況報告に対する統計委員会の審議によって実施される。また、法第

４条第７項において、統計委員会は、基本計画の実施状況を調査審議し、

公的統計の整備に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため必要が

あると認めるときは、総務大臣又は総務大臣を通じて関係行政機関の長に

勧告することができるとされており、同条第８項において、総務大臣又は

関係行政機関の長は、前項の規定による勧告に基づき講じた施策について

統計委員会に報告しなければならないとされている。 
基本計画は、まず第Ⅰ期基本計画（計画期間：平成21年度（2009年度）

から平成25年度（2013年度）まで）が平成21年（2009年）３月に閣議決定

された。その後、毎年度の統計法施行状況報告による評価を経て、公的統

計をめぐる情勢の変化等（資料１参照）も踏まえ、第Ⅱ期基本計画（計画

期間：平成26年度（2014年度）から平成29年度（2017年度）まで（１年短

縮））、第Ⅲ期基本計画（計画期間：平成30年度（2018年度）から令和４

年度（2022年度）まで。令和２年（2020年）６月に一部改正）及び第Ⅳ期

基本計画（計画期間：令和５年度（2023年度）から令和９年度（2027年度）

まで）が、前期の基本計画を変更した計画としてそれぞれ閣議決定されて

いる。 

 

図表１ 統計法施行状況報告による基本計画の評価及び推進 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

基本計画の 

策定・変更 

【各府省】 
計画の推進 

【総務省】 

推進状況等の 
報告・公表 

【統計委員会】 
推進状況等の評価 

〈毎年度のサイクル〉 

〈おおむね５年に１回〉 

意見 
必要があると 

認めるときは 

勧告 

勧告に基づき 

講じた施策に 

ついて報告 
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（２）第Ⅳ期基本計画の概要 

第Ⅳ期基本計画（以下の記述において、単に「基本計画」という場合

は、第Ⅳ期基本計画を指す。）は、公的統計の整備に関する基本的な方

針や取組の方向性、継続的な取組事項等を示した「本文」と、令和５年

度（2023年度）からおおむね５年間に各府省が講ずべき具体的な措置、

方策、実施時期等を定めた「別表」で構成されており、別表には、国民

経済計算の精度向上・充実などの「公的統計の整備に関する事項」と、

統計利活用の推進基盤の改善・強化を通じた統計の有用性確保・向上な

どの「公的統計の作成・提供・利用の基盤整備」が掲げられている。 

 

２ 基本計画の進捗状況 

 （１）令和６年度（2024年度）における主な取組実績 

令和６年度（2024年度）における基本計画の進捗状況を的確に把握す

るため、基本計画別表に掲げられた118事項について、各府省から取組実

績の報告を受けた。 

基本計画別表記載事項に関する各府省の取組実績のうち、令和６年度

（2024年度）中に進捗のあった主な取組の状況は、図表２のとおりであ

る。 

なお、令和６年度（2024年度）における全事項の取組実績については、

「別編[基本計画 事項別推進状況]」に掲載している｡ 

 

図表２ 令和６年度（2024年度）における各府省の主な取組実績等 

基本計画の記載 主な取組実績 

【国民経済計算の精度向上・充実】

No.17 

令和７年（2025年）を目途に策定予定

の国民経済計算の新たな国際基準 （2025

ＳＮＡ（仮称））策定に向けた国際議論

に引き続き積極的に関与するとともに、

できる限り速やかにその実装を図るた

め、基礎的な検討を着実に進める。 

2025ＳＮＡの策定に向けて国連等が作成する事項

別論点ペーパーや、それらを統合した勧告事項リス

トについて、関係機関と連携しつつ意見表明を行う

とともに、我が国の研究事例について国際会議で随

時発表を行うなど、国際議論へ積極的に参画した。

同時に、2025ＳＮＡの採択後の実装に向けた検討を

進めた。具体的には、我が国の先進的な研究事例と

してマーケティング資産へのフローの投資に関する

試算を令和５年（2023年）11月の国際会議で発表し

たほか、データの資本化等の主要な検討課題の実装

に関する課題を検討するための国際的なタスクチー

ムにも参画している。 

また、こうした国際議論の動向と我が国の研究事

例等について、令和５年（2023年）６月の第34回国

民経済計算体系的整備部会及び令和６年（2024年）
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７月の第38回国民経済計算体系的整備部会に報告し

た。 

さらに、令和６年度（2024年度）においては、

2025ＳＮＡの草案や実施戦略、推計ガイダンス案に

ついて、関係機関と連携しつつ意見表明を行った。 

なお、令和７年（2025年）３月には、国連統計委

員会において、2025ＳＮＡを国民経済計算の新たな

国際基準とすることが採択され、その概要を同年４

月の第40回国民経済計算体系的整備部会において報

告した。 

【経済統計の体系的整備の推進】No.19 

次回（令和８年）経済センサス‐活動

調査について、ＳＵＴ体系への移行に係

る検討状況や、中間年の実態を把握する

経済構造実態調査との関係にも留意しつ

つ、調査事項の見直し等を検討する。 

 国民経済計算のＳＵＴ体系への移行に向けた対応

について、中間年の実態を把握する経済構造実態調

査との関係にも留意しつつ、調査事項の見直し等の

検討を行った。それを踏まえ、ＳＵＴ体系で使用す

る生産物分類への対応については、各府省等関係者

の意見を踏まえ、令和８年（2026年）経済センサス

‐活動調査の品目案の策定（サービス分野の改善及

び財分野の導入）を行った。 

なお、現在の経済構造実態調査で調査項目として

いる支払利息については、各府省等関係者へ確認し

た結果、利活用が見込めないことから、経済センサ

ス‐活動調査における採用は見送る予定である。 

【雇用・労働環境に関する新たな統計の

整備等】No.43 

毎月勤労統計調査について、母集団労

働者数の推計方法や季節調整法の見直し

など、更なる結果精度の向上を目指し、

調査の改善に取り組む。 

令和６年（2024年）１月の毎月勤労統計調査の改

善に関するワーキンググループ報告書において、長

期にわたり変更のなかった季節調整法を新しいプロ

グラム（Ｘ-12-ＡＲⅠＭＡ）に変更することで、こ

れまでのプログラムでの課題が解消され、安定性を

向上させる改善が期待できることが確認できたこと

から、令和７年（2025年）１月分から、新しいプロ

グラム（Ｘ-12-ＡＲⅠＭＡ）に変更して季節調整値

を公表した。 

令和６年（2024年）11月に「厚生労働統計の整備

に関する検討会」の下に「毎月勤労統計調査の改善

に関するワーキンググループ」を再設置し、母集団

労働者数の結果精度の向上を図るため、母集団労働

者数の推計で用いている雇用保険データの適用率に

ついて検討を行い、令和７年（2025年）３月７日の

第３回ワーキンググループにおいて、検討結果の取

りまとめを行った。 

11



その結果、長期にわたり変更のなかった適用率に

ついて、これまで産業・規模で一律であったものか

ら、実績データに基づいて、毎年、産業・規模別に

設定することで、現在の推計方法よりも精度向上が

図られる可能性が高いことが確認された。令和７年

（2025年）１月分から、産業・規模別に適用率を設

定することで対応している。 

【調査票情報等の提供及び活用】No.63 

 匿名データやオーダーメード集計につ

いて、利用者のニーズを踏まえつつ、提

供する統計調査の種類や年次の追加等を

行う。 

行政機関が提供する匿名データの作成早期化を図

るため、基幹統計調査の匿名データの作成に係る統

計委員会への諮問の時期の前倒しが可能になったこ

と等に伴い、「匿名データの作成・提供に関するガ

イドライン」（平成21年(2009年)２月17日総務省政

策統括官（統計基準担当）決定）を令和６年(2024

年）10月10日付けで改正・施行した。 

行政機関が提供する匿名データは、令和６年度

（2024年度）末時点で２省所管の８調査（76年次

分）であり、令和６年度（2024年度）において３年

次分のデータの追加を行った。 

また、行政機関及び日本銀行が提供するオーダー

メード集計は、令和６年度（2024年度）末時点で10

府省等所管の31調査（435年次分）であり、令和６

年度（2024年度）において18年次分のデータの追加

を行った。 

引き続き、ユーザーニーズ等を踏まえつつ、提供

する統計調査の種類や年次の追加を行う予定であ

る。 

【地方公共団体との連携・支援】No.96 

 地方公共団体からの意見聴取の内容を

踏まえ、統計調査の環境改善に向けた地

方公共団体における調査手法の見直しや

高度化等の取組の支援を検討する。 

地方公共団体における調査手法の見直しや高度化

等の取組を支援する観点から、令和６年（2024年）

11月、都道府県における統計の品質確保・向上に資

する取組事例を事例集として取りまとめ、都道府県

や調査実施省に展開した。 

 

 

（２）令和６年度（2024年度）における取組の関連指標等 

基本計画では、フォローアップについて「統計委員会は、基本計画に

盛り込まれた事項について、それらの実施状況等の確認に加え、個々の

統計調査における調査環境等の実情や今後の見通しなども考慮し、関連

指標等も効果的に活用してモニタリングを行うなど、評価の充実を図り、

改善を後押しするようフォローアップを行う。」とされている。 

これを踏まえ、統計法施行状況報告において、公的統計の整備につい
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て全体の状況をふかんできるような指標などの関連指標の報告を求める

こととしている。 

令和６年度（2024年度）における取組の関連指標等については図表 

３のとおりである。 

 

図表３ 令和６年度（2024年度）における取組の関連指標等 

項目 令和６年度（2024年度） 令和５年度（2023年度） 

公的統計の作成 

 各府省が所管する基幹統計調

査、一般統計調査の数 

基幹統計調査： 50件 

一般統計調査：211件 

基幹統計調査： 50件 

一般統計調査：210件 

統計情報の提供 

 公表を行った件数 

（うち、e-Statへの登録件数） 

基幹統計： 46件 （46件） 

一般統計調査： 156件（146件） 

加工統計： 28件 （28件） 

業務統計： 412件（185件） 

基幹統計： 44件 （44件） 

一般統計調査： 163件（161件） 

加工統計： 29件 （29件） 

業務統計： 413件（182件） 

e-Statの統計表アクセス件数 66,527,751件 34,868,309件 

調査票情報等の利用及び提供 

 法第32条に基づく二次利用件

数 
688件 671件 

法第33条及び第33条の２に基

づく調査票情報提供件数 
2,259件 2,694件 

 うち、オンサイト利用件数 55件 57件 

法第34条に基づくオーダーメ

ード集計件数 
27件 21件 

法第36条に基づく匿名データ

提供件数 
36件 39件 

公的統計の品質確保・向上 

 点検・評価の実施件数 115件 76件 

プロセス診断の実施件数 ９件 ４件 

基幹統計の作成に従事する職

員数 
879人 894人 

誤り発見ルールに基づく報告

件数 
123件 121件 

統計データアナリスト・アナ

リスト補の認定状況（累計） 

統計データアナリスト：123人 

統計データアナリスト補：435人 

統計データアナリスト： 68人 

統計データアナリスト補：307人 
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オンライン調査の推進 

 基幹統計調査及び一般統計調

査におけるオンライン調査の

導入率（注１） 

93.1％ 90.5％ 

基幹統計調査におけるオンラ

イン回答率（注１、注２） 

企業系調査：55.2％ 

世帯系調査：26.1％ 

企業系調査：50.2％ 

世帯系調査：20.6％ 

統計作成の効率化 

 行政記録情報等を活用してい

る統計調査の数（注１） 
106件 99件 

ビッグデータ等を経常的に活

用している統計等の数（注１） 
11件 10件 

（注１）「基幹統計調査及び一般統計調査におけるオンライン調査の導入率」、「基幹統計調査におけるオンライン回答率」、

「行政記録情報等を活用している統計調査の数」及び「ビッグデータ等を経常的に活用している統計等の数」に関して、

令和５年度（2023年度）の値は令和５年（2023年）12月末現在。令和６年度（2024年度）の値は令和７年（2025年）３

月末現在 

（注２）令和５年度（2023年度）の値については令和５年（2023年）12月末現在、令和６年度（2024年度）の値については令

和７年（2025年）３月末現在に回答調査客体数が確定している直近の基幹統計調査（５年に１度の周期調査等を含む。）

におけるオンライン回答率 

 

（３）令和５年度(2023年度)統計法施行状況に関するフォローアップ 

統計委員会では、令和６年（2024年）７月22日に、基本計画に掲げら

れた事項に対する令和５年度（2023年度）の取組状況などについて報告

を受け、報告内容について企画部会において審議を行った（同年７～９

月に計３回）。 

統計委員会における審議事項や取組状況に対する評価は図表４のとお

りである。 

 

図表４ 令和５年度（2023年度）統計法施行状況に関する審議の状況 

審議事項 取組状況に対する評価、今後の方向性等 

21世紀出生児縦断調査

（平成22年出生児）の

今後の方向性等に係る

検討状況 

21世紀出生児縦断調査（平成22年出生児）は、同一調査客体に対す

る調査結果を積み上げていく重要な調査であり、継続実施されること

により価値を増すと考えられるため、厚生労働省及び文部科学省の共

管調査として継続実施することは評価できる。 

今後、厚生労働省及び文部科学省が十分に連携し、調査の実施主体

が文部科学省に移管される令和８年度（2026年度）の調査実施に向け

て検討を行い、体制の整備に努めることが必要であり、統計委員会と

しても今後の取組を注視していくこととする。 

厚生労働省及び文部科学省の共管調査となることで、少子化対策の

みならず、こどもや若者を取り巻く環境が進路選択等に与える影響を

明らかとすることができ、別途実施する21世紀出生児縦断調査（平成

13年出生児）との世代間比較も可能となることから、こども・若者政

策を担うこども家庭庁とも情報共有を行いつつ、両省が連携・調整
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し、将来的にその結果が有効活用できるよう、調査内容について関係

機関が一体的に検討を進めていくことが必要と考えるところ、現状、

他の縦断調査を含め、施策ニーズに応じた調査内容の検討がされてい

るなど、両省における検討も進捗しており、今後の取組が期待され

る。 

公的統計におけるＰＤ

ＣＡサイクルの確立・

定着に向けた「点検・

評価」及び「統計作成

プロセス診断」の実施

状況 

令和２年度（2020年度）に開始した各府省における「点検・評価」

の取組については、令和５年度（2023年度）までにほぼ一巡するな

ど、おおむね着実に実施されているものと評価できる。ＰＤＣＡサイ

クルの確立は統計の品質確保・向上に必要不可欠な取組であることか

ら、その中核となる「点検・評価」の着実な実施と更なる充実・改善

に取り組むことが期待される。 

「統計作成プロセス診断」については、令和５年度（2023年度）に

おいて、診断の方針及び要求事項の策定を経て、順調に診断の本格実

施に至ったことを評価できる。令和６年度（2024年度）は、初めて年

間を通して実施する年でもあり、今後、診断の計画的かつ円滑な実施

に向け、診断ノウハウの蓄積・共有を図ることが必要である。また、

診断の助言等を踏まえた各府省における改善の取組状況について、積

極的に把握するとともに、好事例と併せてその横展開に取り組むこと

が期待される。 

統計に関する国際貢献

の状況 

統計行政における国際貢献については、2025ＳＮＡの検討を含めた

国際会議への参画のほか、新型コロナウイルス感染症の影響で一時期

停滞していた統計職員の派遣や受入れによる国際協力も順調に進んで

いるなど、一定程度取り組まれている状況が見られる。国連アジア太

平洋統計研修所（ＳＩＡＰ）における研修生についても、オンライン

研修の受講者数を維持しつつ、対面研修の受講者数が新型コロナウイ

ルス感染症の影響以前の水準より増えていることは評価できる。 

令和６年（2024年）４月に我が国は、引き続き、国連統計委員会の

委員国に選出された（任期令和10年（2028年）まで）ことも踏まえ、

今後、国際会議等への参加を一層進め、統計行政に関する情報発信の

機会・内容を拡充することにより、我が国における統計の技能や知識

を国際社会に展開しつつ、国際統計人材を育成していくとともに、Ｓ

ＩＡＰの運営への協力を通じた諸外国における更なる能力構築に取り

組むことが期待される。 
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第３部 項目別実施状況 
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第３部 項目別実施状況 

 

１ 公的統計の作成 

（１）基幹統計の指定、変更等の状況 

法第２条第４項においては、行政機関が作成する統計のうち、 

① 国勢統計（国勢調査により作成される統計） 

② 国民経済計算 

③ 政策上特に重要な統計、民間で広く利用されると見込まれる統計又

は国際条約等において作成が求められている統計等として、総務大臣

が指定した統計 

を基幹統計としており、令和６年度（2024年度）末現在において、基幹統

計の総数は、54統計となっている（資料２参照）。 

また、法第７条においては、総務大臣が、基幹統計の指定をしようとす

るとき又は指定の変更若しくは解除をしようとするときは、統計を作成す

る行政機関の長に協議するとともに、統計委員会の意見を聴かなければな

らないとされており、指定、変更又は解除したときは、その旨を公示する

こととされている。 

 

（２）基幹統計調査の実施、変更等の承認状況 

基幹統計の作成方法は、統計調査による作成と、統計調査以外の方法に

よる作成の二類型に大別される。 

法第２条第６項においては、基幹統計の作成を目的とする統計調査を基

幹統計調査としている。また、法第９条又は第11条においては、行政機関

の長は、基幹統計調査を新たに実施する場合又は変更若しくは中止する場

合には、あらかじめ、総務大臣の承認を受けなければならないとされてお

り、総務大臣は、承認の申請があったときは、統計委員会が軽微な事項と

認めるものを除き、同委員会の意見を聴かなければならないとされている。 

令和６年度（2024年度）に、基幹統計調査の実施又は変更若しくは中止

について総務大臣が承認した件数は30件であり、このうち、統計委員会の

答申を経たものは６件であった（図表５、資料３及び４参照）。 

 

      図表５ 基幹統計調査の承認件数等（令和６年度（2024年度）） 

府省名 
総務大臣の承認件数 

 
（参考） 

所管する基幹
統計調査の数 

うち統計委員会
の答申を経た 
件数 総数 (新規) (変更) (中止) 

総務省 6 0 6 0 1 13 

財務省 1 0 1 0 0 2 

文部科学省 2 0 2 0 0 4 

厚生労働省 4 0 4 0 1 7 
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農林水産省 5 0 5 0 3 7 

経済産業省 2 0 2 0 0 6 

国土交通省 10 0 10 0 1 9 

総務省・経済産業省 0 0 0 0 0 2 

合計 30 0 30 0 6 50 
（参考） 
令和５年度 

（2023年度)の実績 
23 1 22 0 10 50 

 

 

（３）統計調査以外の方法により作成する基幹統計に関する通知の状況 

法第26条においては、行政機関の長は、統計調査以外の方法により基幹

統計を作成する場合又はその作成方法を変更する場合（政令で定める軽微

な変更を除く。）には、その作成方法について、あらかじめ、総務大臣に

通知をしなければならないとされており、総務大臣は、当該通知のあった

基幹統計の作成方法を改善する必要があると認める場合には、統計委員会

の意見を聴いた上で当該行政機関の長に対して意見を述べることができる

とされている。 

令和６年度（2024年度）に、統計調査以外の方法による基幹統計に係る

作成方法について総務大臣に通知が行われたものは、産業連関表及び人口

推計の２件であり、総務大臣が意見を述べたものはなかった。 

 

（４）一般統計調査の実施又は変更の承認状況等 

法第２条第７項においては、行政機関が行う統計調査のうち、基幹統計

調査以外の統計調査を一般統計調査としている。また、法第19条又は第21

条においては、行政機関の長は、新たに一般統計調査を実施する場合又は

変更（総務省令で定める軽微な変更を除く。）する場合は、あらかじめ、

総務大臣の承認を受けなければならないとされており、一般統計調査を中

止する場合、あらかじめ、総務大臣にその旨を通知しなければならないと

されている。 

令和６年度（2024年度）に、一般統計調査の実施又は変更について総務

大臣が承認した件数は89件、中止について総務大臣に通知が行われた件数

は３件であった（図表６、資料５及び６参照）。 

なお、令和６年度（2024年度）末現在で、承認が有効となっている一般

統計調査は211件となっている。 

 

      図表６ 一般統計調査の承認件数等（令和６年度（2024年度）） 

府省名 

承認した一般統計調査の件数 中止した 
一般統計調
査の件数 

（参考） 
所管する 
一般統計調
査の数 

総数 
新規の 
申請 

変更の 
申請 

人事院 2 0 2 0 4 

内閣府 5 1 4 0 17(1) 
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個人情報保護委員会 2 2 0 0 1 

消費者庁 0 0 0 0 1 

こども家庭庁 3 2 1 1 4 

総務省 4(1) 3(1) 1 0 7 

法務省 0 0 0 0 1 

財務省 1 0 1 0 3(1) 

文部科学省 7(1) 0 7(1) 0 19(2) 

厚生労働省 34(1) 4 30(1) 2 66(2) 

農林水産省 8 1 7 0 32(2) 

経済産業省 4(1) 1(1) 3 0 10(1) 

国土交通省 18 6 12 0 43 

環境省 3  0 3 0 7(1) 

合計 89(2) 19(1) 70(1) 3 211(5) 

（参考） 
令和５年度 

（2023年度)の実績 
85(3) 16(2) 69(1) 6 210(5) 

 
（注１）（ ）内の数値は共管調査（複数の府省が共同で行う調査）の数であり、承認件数の内

数。共管調査は、共管の府省にそれぞれ１件と計上しているため、各府省の承認件数を単
純合計しても、合計と一致しない。 

（注２）「所管する一般統計調査の数」欄には、令和６年度（2024年度）末現在で、承認が有効
となっている一般統計調査を計上している。なお、各府省の産業連関構造調査はまとめて
１調査としているため、合計欄にのみ計上し、各府省欄には計上されていない。 

（注３）複数回承認されている場合、それぞれ１件と計上している。 

 

（５）指定地方公共団体が行う統計調査 

法第24条第１項においては、地方公共団体（地方公共団体の規模を勘案

して政令で定めるものに限る。以下「指定地方公共団体」という。令和６

年度（2024年度）末現在で、47都道府県及び20指定都市）の長その他の執

行機関が統計調査を行おうとする場合には、あらかじめ、総務大臣に届け

出なければならないとされており、これを変更しようとするときも同様と

されている。 

令和６年度（2024年度）に、指定地方公共団体の長その他の執行機関が

統計調査の新規実施の届出を行った件数は168件、統計調査の変更の届出

を行った件数は232件であった（図表７、資料７及び８参照）。 

 

  図表７ 指定地方公共団体が行う統計調査の届出件数 

（令和６年度（2024年度）） 

 統計調査の新設の届出件数 統計調査の変更の届出件数 

都道府県 124 185(5) 

指定都市 44 53(6) 

合計 168 232(5) 
（参考） 
令和５年度 

（2023年度）の実績 
163(3) 212(6) 

 
（注１）（ ）内の数値は共管調査（複数の地方公共団体が共同で行う調査）の数であり、届出件

数の内数。共管調査は、共管の地方公共団体にそれぞれ１件と計上しているため、各地方公
共団体の届出件数を単純合計しても、合計と一致しない。 

（注２）複数回届出されている場合、それぞれ１件と計上している。 
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（６）指定独立行政法人等が行う統計調査 

法第25条においては、指定独立行政法人等が、統計調査を行おうとする

場合には、あらかじめ、総務大臣に届け出なければならないとされており、

これを変更しようとするときも同様とされている。 

令和６年度（2024年度）に、指定独立行政法人等が統計調査の新規実施

又は変更の届出を行った件数は３件であった。 

 

（７）事業所母集団データベースの整備及び情報の利用状況 

法第27条第１項に基づき、総務大臣は、公的統計の作成主体である行政

機関、地方公共団体又は独立行政法人等（以下「行政機関等」という。）

による正確かつ効率的な統計の作成及び統計調査その他の統計を作成する

ための調査における被調査者（当該調査の報告を求められる個人又は法人

その他の団体。）の負担の軽減に資することを目的として、事業所母集団

データベースを整備している。 

行政機関等は、同条第２項第１号又は第２号に掲げる目的のため、事業

所母集団データベースに記録されている情報の提供を受けることができる

とされている。 

令和６年度（2024年度）に、行政機関等が事業所母集団データベースに

記録されている情報の提供を受けた件数は271件であった（図表８参照）。 

 

図表８ 事業所母集団データベースの情報の利用状況 

（令和６年度（2024年度）） 

提供先 

府省等名 

提供を受けた 

件数 

 

うち調査対象の抽出

目的 

うち統計の作成目的 うち調査対象の抽出

及び統計の作成目的 

人事院        2 1 1 0 

内閣府        5 3 2 0 

個人情報保護委員会        1 1 0 0 

総務省  8 5 0 3 

財務省        1 1 0 0 

厚生労働省 14 12 2 0 

農林水産省 1 1 0 0 

経済産業省 5 3 1 1 

国土交通省 3 3 0 0 

都道府県 119 113 4 2 

指定都市 21 19 2 0 
都道府県及び指定都市

以外の地方公共団体 
89 80 5 4 

指定独立行政法人等 1 1 0 0 
指定独立行政法人等以
外の独立行政法人等 

1 0 1 0 

合計 271 243 18 10 
（参考） 

令和５年度 
（2023年度）の実績 

257 226 15 16 
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（８）重複是正及び調査履歴登録の実施状況 

行政機関は、事業所母集団データベースを利用することにより、事業

所・企業を対象とした調査について、①統計調査（事実の報告を求めるこ

とにより行う調査）の実施前に調査対象を確認し、過重な調査負担が課さ

れている事業所・企業を統計調査の対象から除外（重複是正）するととも

に、②統計調査及び統計調査には該当しない統計を作成するための調査

（事実ではなく、意識の把握を目的とする調査等。以下「意識調査等」と

いう。）の実施後に、調査対象となった又は回答を行った個々の事業所・

企業の履歴の登録（調査履歴登録）をしている。 

令和６年度（2024年度）に、行政機関が事業所母集団データベースを用

いて重複是正を行った統計調査は64件、調査履歴登録を行った統計調査及

び意識調査等は143件であり、それぞれ対象となる統計調査の全てについ

て、重複是正及び調査履歴登録が行われている（図表９参照）。 

 

図表９ 重複是正及び調査履歴登録の実施状況（令和６年度（2024年度）） 

 

府省名 

重複是正 調査履歴登録 

対象調査 

件数 

実施調査 

件数 

実施率 

（％） 

対象調査 

件数 

実施調査 

件数 

実施率 

（％） 

人事院 2 2 100.0 2 2 100.0 

内閣府   3(1) 3(1) 100.0 5(1) 5(1) 100.0 

個人情報保護委員会    1 1 100.0 0 0 - 

こども家庭庁    1 1 100.0 2 2 100.0 

総務省 6(1) 6(1) 100.0 10(2) 10(2) 100.0 

財務省   4(1) 4(1) 100.0 4(1) 4(1) 100.0 

文部科学省   3(1) 3(1) 100.0 13(1) 13(1) 100.0 

厚生労働省 21(1) 21(1) 100.0 33(1) 33(1) 100.0 

農林水産省 8(1) 8(1) 100.0 30(2) 30(2) 100.0 

経済産業省 6(2) 6(2) 100.0 18(3) 18(3) 100.0 

国土交通省 13 13 100.0 29 29 100.0 

環境省   0  0 -   3(1)   3(1) 100.0 

合計 64(4) 64(4) 100.0 143(6) 143(6) 100.0 
（参考） 

令和５年度 

（2023年度）の実績 
75(3) 74(3) 98.7 148(5) 148(5) 100.0 

 
（注）（ ）内の数値は共管調査（複数の府省が共同で行う調査）の数であり、対象調査件数等の内数。共管

調査は、共管の府省にそれぞれ１件と計上しているため、各府省の対象調査件数等を単純合計しても、合
計と一致しない。 
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２ 統計情報の提供 

（１）公的統計の公表の状況 

ア 基幹統計の公表の状況 

法第８条第１項においては、行政機関の長は、基幹統計を作成したと

きは、当該基幹統計をインターネットの利用その他の適切な方法により

公表しなければならないとされている。 

令和６年度（2024年度）に、行政機関が第一報（速報）の公表を行っ

た基幹統計は、46件であった。 

これらのうち、統計の品質を構成する公表の適時性の向上のため、前

回よりも公表が早期化された基幹統計は、統計調査により作成された40

件のうち、２件あった。 

また、予定していた時期よりも公表が遅延した基幹統計は４件あった

（図表10参照）。 

 

図表10 公表を行った基幹統計の件数等 （令和６年度（2024年度）） 

府省名 

公表を行った基幹統計の件数 

公表が早
期化され
た件数 

公表が遅
延した件
数 

総数 

統計の作成方法別の状況 

統計調査により作成された件

数 
統計調査以

外の方法に

より作成さ

れた件数 

経常調査に

より作成さ

れた件数 

周期調査等

により作成

された件数 

内閣府 1 0 0 1 0 0 

総務省 10(1) 7(1) 1 2 0 0 

財務省 2 2 0 0 0 0 

文部科学省 2 2 0 0 0 0 

厚生労働省 9 6 1 2 2 1 

農林水産省 6 5 1 0 0 2 

経済産業省 8(1) 7(1) 0 1 0 0 

国土交通省 9 8 1 0 0 1 

合計 46(1) 36(1) 4 6 2 4 
（参考） 
令和５年度

（2023年度)の
実績 

44(1) 35(1) 4 5 2 2 

（注１）令和６年度（2024年度）に統計調査以外の方法により作成・公表された基幹統計は、国民経済
計算（内閣府）、人口推計（総務省）、生命表（厚生労働省）、社会保障費用統計（厚生労働省）
及び鉱工業指数（経済産業省）である。 

（注２）（ ）内の数値は共管調査（複数の府省が共同で行う調査）の数であり、公表を行った基幹統
計の件数の内数。令和６年度（2024年度）の１件は経済構造統計であり、共管の府省にそれぞれ
１件と計上しているため、各府省の公表を行った基幹統計の件数を単純合計しても、合計と一致
しない。 

（注３）産業連関表については、10府省庁の共同事業であるところ、便宜上、総務省で計上している。 
（注４）本表でいう「経常調査」とは、１年以下の周期（毎月、毎四半期、半年など）で行われる統計

調査のことをいい、「周期調査等」とは、１年を超える周期（２年に１回、５年に１回など）又
は１回限りで行われる統計調査のことをいう。以下同じ。 
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イ 一般統計調査の結果の公表の状況 

法第23条第１項においては、行政機関の長は、一般統計調査の結果を

作成したときは、特別な事情がある場合を除き、当該結果をインターネ

ットの利用その他の適切な方法により公表しなければならないとされて

いる。 

令和６年度（2024年度）に、行政機関が第一報の公表を行った一般統

計調査の結果は156件であった。 

これらのうち、統計の品質を構成する公表の適時性の向上のため、前

回よりも公表が早期化された一般統計調査は１件あった。 

また、予定していた時期よりも公表が遅延した一般統計調査は15件あ

った（図表11参照）。 

 

図表 11 公表を行った一般統計調査の件数等 （令和６年度（2024年度）） 

府省名 

公表を行った一般統計調査の件数 公 表 が
早 期 化
さ れ た
件数 

公 表 が
遅 延 し
た件数 総数 

経常調査に
より作成さ
れた件数 

周期調査等に
より作成され
た件数 

人事院 2 2 0 0 0 

内閣府 11(1) 9(1) 2 0 1 

個人情報保護委員会 1 0 1 0 0 

消費者庁 1 0 1 0 0 

こども家庭庁 4 2 2 0 2 

総務省 7(1) 5 2(1) 0 1 

法務省 1 0 1 0 0 

外務省 1 0 1 0 0 

財務省 2(1) 2(1) 0 0 0 

文部科学省 14(2) 11(2) 3 0 1 

厚生労働省 47(2) 38(2) 9 1 5 

農林水産省 30(2) 24(2) 6 0 3 

経済産業省 11(2) 10(1) 1(1) 0 1 

国土交通省 24 17 7 0 1 

環境省 6(1) 3(1) 3 0 0 

合計 156(6) 118(5) 38(1)  1 15 
（参考） 
令和５年度 

（2023年度）の実績 
163(6) 118(5)  45(1) 5 16 

（注）（ ）内の数値は共管調査（複数の府省が共同で行う調査）の数であり、公表を行った一般
統計調査の件数の内数。共管調査は、共管の府省にそれぞれ１件と計上しているため、各府
省の公表を行った一般統計調査の件数を単純合計しても、合計と一致しない。 
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ウ 業務統計の作成状況 

個別の法令の規定に基づいてなされる申請、届出、登録、報告等によ

り行政機関が保有する各種行政記録情報や、地方公共団体が保有する業

務記録情報（以下「行政記録情報等」という。）を用いて経常的に作成

されている統計（業務統計）として、各府省から報告があったものは、

令和６年度（2024年度）末時点で414件であった。 

これらのうち、ホームページや刊行物で公表されているものは412件

であった（図表12参照）。 

 

図表 12 業務統計の作成状況等（令和６年度（2024年度）末現在） 

府省名 件数 
 

うち公表を行った件数 

内閣官房 13(1) 13(1) 

人事院 15(1) 15(1) 

内閣府 4 4 

警察庁 2 2 

個人情報保護委員会 1 1 

消費者庁 7 7 

こども家庭庁 13 13 

総務省 61 60 

法務省 15 14 

外務省 4 4 

財務省 36 36 

文部科学省 46 46 

厚生労働省 77 77 

農林水産省 41 41 

経済産業省 15(4) 15(4) 

国土交通省 30 30 

環境省 26(4) 26(4) 

防衛省 13 13 

合計 414(5) 412(5) 
（参考） 

令和５年度 
（2023年度）の実績 

415(5) 413(5) 

（注）（ ）内の数値は共管統計（複数の府省が共同で行う調査）の数であり、共管統計は、
共管の府省にそれぞれ１件と計上しているため、各府省の対象統計数を単純合計しても、
合計と一致しない。 
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（２）統計調査結果等のe-Statへの登録状況 

法第54条においては、総務大臣は、公的統計を利用しようとする者の

利便を図るため、インターネットの利用を通じて迅速に公的統計の所在

に関する情報を提供できるよう必要な措置を講ずるものとされている。 

これを踏まえ、総務省を中心とした政府全体の取組として、行政機関

が作成する統計に関する情報のワンストップサービスを実現するための

ポ ー タ ル サ イ ト で あ る 「 政 府 統 計 の 総 合 窓 口 （ e-Stat ） 」

（https://www.e-stat.go.jp/）を運営している（資料９及び10参照）。 

行政機関が登録した統計表ファイル、統計データ、公表予定、新着情報、

調査票項目情報、統計分類、調査計画等の各種統計関連情報は、e-Statを

通じて提供されており、e-Statは法第８条及び第23条の規定に基づく統計

の公表の取組の中核を担っている。 

基本計画では、これまでも推進してきた統計データのe-Statへの集約を

引き続き行うこととしており、行政機関が作成した公的統計については、

原則として、e-Statへ登録することとしている。 

令和６年度（2024年度）に行政機関が公表を行った公的統計のうち、e-

Statへ登録されているものは、基幹統計46件、一般統計調査の結果146件、

加工統計（他の統計を加工することによって作成される統計をいう。以下

同じ。）28件、業務統計185件であった（図表13参照）。 

 

図表13 基幹統計、一般統計調査の結果、加工統計及び業務統計のe-Statへの登録状況 

 （令和６年度（2024年度）） 

府省名 

基幹統計 一般統計調査の結果 加工統計 業務統計 

        

公表を行った

件数 

うちe-Stat 

への登録件数 

公表を行った

件数 

うちe-Stat 

への登録件数 

公表を行った

件数 

うちe-Stat 

への登録件数 

公表を行った

件数 

うちe-Stat 

への登録件数 

内閣官房 0 0 0 0 0 0 13(1) 2 

人事院 0 0 2 2 0 0 15(1) 4 

内閣府 1 1 11(1) 11(1) 1 1 4 1 

警察庁 0 0 0 0 0 0 2 2 

個人情報保護委員会 0 0 1 1 0 0 1 0 

消費者庁 0 0 1 1      0 0 7 1 

こども家庭庁 0 0 4 3 0 0 13 4 

総務省 10(1) 10(1) 7(1) 5 4 4     60 19 

法務省 0 0 1 0 0 0 14 12 

外務省 0 0 1 1 0 0 4 4 

財務省 2 2 2(1) 2(1) 0 0 36 31 

文部科学省 2 2 14(2) 14(2) 0 0 46 5 

厚生労働省 9 9 47(2) 45(2) 2 2 77 45 
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農林水産省 6 6 30(2) 28(2) 12 12 41 18 

経済産業省 8(1) 8(1) 11(2) 10(1) 4 4 15(4) 9 

国土交通省 9 9 24 23 5 5 30 8 

環境省 0 0 6(1) 5(1) 0 0 26(4) 7 

防衛省 0 0 0 0 0 0 13 13 

合計 46(1) 46(1) 156(6) 146(5) 28 28 412(5) 185 
（参考） 
令和５年度 

（2023年度）の実績 
44(1) 44(1) 163(6) 161(6) 29 29 413(5) 182 

（注１）「加工統計」には、基幹統計以外の加工統計を計上している。 

（注２）（ ）内の数値は共管調査（複数の府省が共同で行う調査）の数であり、各項目の件数の内数。共管調査は共管の

府省にそれぞれ１件と計上しているため、各府省の対象調査件数を単純合計しても、合計と一致しない。 

 

（参考）図表14 基幹統計、一般統計調査の結果、加工統計及び業務統計の 

e-Statへの登録状況（分野別）（令和６年度（2024年度））  

分野名 

e-Stat への登録件数 

基幹統計 
一般統計調

査の結果 
加工統計 業務統計 

国土・気象 0 0 0 2 

人口・世帯 4 5 1 6 

労働・賃金 5 21 0 20 

農林水産業 6 22 9 13 

鉱工業 5 5 2 4 

商業・サービス業 2 2 1 0 

企業・家計・経済 8 20 5 6 

住宅・土地・建設 4 10 4 2 

エネルギー・水 3 2 1 3 

運輸・観光 3 8 1 3 

情報通信・科学技術 1 6 0 3 

教育・文化・スポーツ・生活 1 9 0 5 

行財政 0 2 0 34 

司法・安全・環境 0 8 0 24 

社会保障・衛生 4 22 1 39 

国際 0 1 2 8 

その他 0 3 1 13 

合計 46 146 28 185 

（注）分野名については、政府統計の総合窓口（e-Stat）の区分・定義により、政府統計コードに基づ
き区分している。 
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また、e-Statの利便性や検索機能の向上のため、登録された公的統計に

ついて、調査の概要等の統計を利用する際に必要な情報の登録を推進して

おり、その登録状況は以下のとおりであった（図表15参照）。 

 

図表15 基幹統計、一般統計調査の結果、加工統計及び業務統計における調査の

概要等のe-Statへの登録状況（令和６年度（2024年度）） 

（基幹統計） 

府省名 

基幹統計 

e-Statの 

登録件数 

うち 

「調査の概要

（統計の概

要）」の登録

件数 

うち 

「機械判読

可能なデー

タ形式」の

登録件数 

うち 

「時系列

表」の登録

件数 

うち 

「分類項目・

集計項目一

覧」の登録件

数 

うち 

「地域区分」

を登録すべき

統計の件数 

 

うち 

「地域区分」 

登録件数 

内閣府 1 1 1 1 0 0 0 

総務省 10(1) 10(1)    10(1) 6 3(1) 6 2 

財務省 2 2     2 1 0 1 0 

文部科学省 2 2     2 2 0 0 0 

厚生労働省 9 9     9 8 5 3 3 

農林水産省 6 6     6 6 0 5 5 

経済産業省 8(1) 8(1) 8(1) 7 3(1) 4 2 

国土交通省 9 9     9 8 8 6 5 

合計 46(1) 46(1)    46(1) 39 18(1) 25 17 
（参考） 

令和５年度 
（2023年度）の実績 

44(1) 44(1) 44(1) 36 16(1) 21 13 

（注１）本表は、統計調査により作成された基幹統計及び統計調査以外の方法により作成された基幹統計を計上している。 

（注２）（ ）内の数値は共管調査（複数の府省が共同で行う調査）の数であり、各項目の件数の内数。共管調査は、共

管の府省にそれぞれ１件と計上しているため、各府省の対象調査件数を単純合計しても、合計と一致しない。 

（注３）「機械判読可能なデータ形式」とは、汎用的なコンピュータが一定の条件の基に自動的に解読し、再利用（加工、

編集、引用、転載、複製、改変等）できるデータ形式のことをいう。以下同じ。 

（注４）「時系列表」とは、一時点ごとの統計の集計表とは別に、各期の統計を時系列的に結合した集計結果をいう。以

下同じ。 

（注５）「分類項目」とは、集計の際に用いる分類（産業や職業等）や区分（年齢階級・従業者規模等）、「集計項目一

覧」とは、集計表の内容を一覧にしたものに関する情報をいう。以下同じ。 

（注６）「「地域区分」を登録すべき統計」とは、地域別の結果を公表している統計のことをいい、「「地域区分」登録

件数」には、統計を地域別に表章している場合であって、各地域の具体的範囲についての説明を掲載していること

をいう。以下同じ。 
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（一般統計調査の結果） 

府省名 

一般統計調査の結果 

e-Statの 

登録件数 

うち 

「調査の概要

（統計の概

要）」の登録

件数 

うち 

「機械判読

可能なデー

タ形式」の

登録件数 

うち 

「時系列

表」の登録

件数 

うち 

「分類項目・

集計項目一

覧」の登録件

数 

うち 

「地域区分」

を登録すべき

統計の件数 

 

うち 

「地域区分」 

登録件数 

人事院 2 2     2 0 0 0 0 

内閣府 11(1) 11(1) 11(1) 5(1) 1 4 0 

個人情報保護委員会 1 1 1 0 0 0 0 

消費者庁 1 0 1 0 0 0 0 

こども家庭庁 3 1 3 1 0 0 0 

総務省 5 4 5 1 0 2 0 

法務省 0 0 0 0 0 0 0 

外務省 1 1 1 0 1 1 0 

財務省 2(1) 2(1) 2(1) 2(1) 0 0 0 

文部科学省 14(2) 14(2) 14(2) 6(1) 1 2(2) 0 

厚生労働省 45(2) 44(2) 45(2) 17(1) 13 9(2) 6 

農林水産省 28(2) 28(2) 28(2) 14 1 14 13 

経済産業省 10(1) 9(1) 10(1) 7 2 1 1 

国土交通省 23 20 22 8 8 11 7 

環境省 5(1) 5(1) 5(1) 0 1 0 0 

合計 146(5) 137(5) 145(5) 59(2) 28 42(2) 27 
（参考） 
令和５年度 

（2023年度）の実績 
161(6) 153(5) 159(6) 56(1) 31 45(2) 25 

（注）（ ）内の数値は共管調査（複数の府省が共同で行う調査）の数であり、各項目の件数の内数。共管調査は、共管

の府省にそれぞれ１件と計上しているため、各府省の対象調査件数を単純合計しても、合計と一致しない。 

 

 

（加工統計） 

府省名 

加工統計 

e-Statの 

登録件数 

うち 

「調査の概要

（統計の概

要）」の登録

件数 

うち 

「機械判読

可能なデー

タ形式」の

登録件数 

うち 

「時系列

表」の登録

件数 

うち 

「分類項目・

集計項目一

覧」の登録件

数 

うち 

「地域区分」

を登録すべき

統計の件数 

 

うち 

「地域区分」 

登録件数 

内閣府 1 1     1 1 0 0 0 

総務省 4 4 4 3 0 1 1 

厚生労働省 2 2     2 1 2 0 0 
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農林水産省 12 11 12 10 0 2 1 

経済産業省 4 4 4 3 0 0 0 

国土交通省 5 5 5 4 4 2 2 

合計 28 27 28 22 6 5 4 
（参考） 

令和５年度 
（2023年度）の実績 

29 26 29 23 5 5 4 

（注）本表は、基幹統計以外の加工統計を計上している。 

 

（業務統計） 

府省名 

業務統計 

e-Statの 

登録件数 

うち 

「調査の概要

（統計の概

要）」の登録

件数 

うち 

「機械判読

可能なデー

タ形式」の

登録件数 

うち 

「時系列

表」の登録

件数 

うち 

「分類項目・

集計項目一

覧」の登録件

数 

うち 

「地域区分」

を登録すべき

統計の件数 

 

うち 

「地域区分」 

登録件数 

内閣官房 2 1 2 1 0 0 0 

人事院 4 4 4 1 0 0 0 

内閣府 1 1 1 0 0 1 0 

警察庁 2 2 2 2 0 2 2 

個人情報保護委員会 0 0 0 0 0 0 0 

消費者庁 1 1 1 0 0 0 0 

こども家庭庁 4 1 4 0 0 0 0 

総務省 19 10 16 8 0 2 2 

法務省 12 12 12 8 0 11 10 

外務省 4 4 3 3 0 3 2 

財務省 31 21 31 21 1 8 0 

文部科学省 5 5 5 3 0 0 0 

厚生労働省 45 33 41 26 2 4 2 

農林水産省 18 17 18 12 0 7 4 

経済産業省 9 5 8 3 1 5 1 

国土交通省 8 8 6 3 0 2 0 

環境省 7 7 6 2 0 1 1 

防衛省 13 13 13 0 0 2 1 

合計 185 145 173 93 4 48 25 

（参考） 
令和５年度 

（2023年度）の実績 
182 145 171 87 4 48 25 
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（３）政府統計の総合窓口(e-Stat) による統計情報の提供状況 

令和６年度（2024年度）末時点において、e-Statには734件の統計が登

録されており、約100.1万件の統計表が提供されている。また、令和６年

度（2024年度）には約6,653万件のアクセスがあった（クローラーによる

アクセス（注）を除く。）（図表16参照）。 
（注）検索エンジン運営会社による検索用インデックス作成のためのデータ収集を目的とした機

械による自動アクセス 
 

図表16 e-Statの統計表アクセス件数の推移 

（注）アクセス件数は、基幹統計・一般統計調査の情報に関するコンテンツに係るもののほか、

業務統計や加工統計の情報に関するコンテンツに係るものも含む。 

 

（参考）図表17 e-Statの分野別統計表アクセス件数の推移 

分野名 

e-Statの統計表に対するアクセス件数 

令和４年度 
（2022年度） 

令和５年度 
（2023年度） 

令和６年度 
（2024年度） 

国土・気象 16,523 18,570 16,214 

人口・世帯 6,806,667 6,417,632 11,998,971 

労働・賃金 3,037,625 2,748,122 4,117,679 

農林水産業 9,208,494 8,183,873 21,646,786 

鉱工業 528,235 471,463 813,939 

商業・サービス業 188,286 166,797 651,409 

企業・家計・経済 5,285,158 4,595,388 7,394,440 

住宅・土地・建設 3,224,023 3,011,060 5,227,851 

府省名 

e-Statの統計表に対するアクセス件数 

令和４年度 
（2022年度） 

令和５年度 
（2023年度） 

令和６年度 
（2024年度） 

内閣官房     36,011 32,852 34,168 

人事院     67,106 61,614 96,795 

内閣府  1,149,892 1,030,180 1,437,073 

総務省  10,655,941 9,412,718 14,235,176 

法務省  911,713 850,437 1,189,052 

外務省     20,512 22,741 28,780 

財務省  2,514,622 1,529,848 3,259,082 

文部科学省  2,064,470 2,116,786 2,832,704 

厚生労働省  7,695,333 6,825,765 13,576,335 

農林水産省 10,386,991 8,931,658 23,658,329 

経済産業省    756,922 673,411 1,201,430 

国土交通省  3,663,026 3,207,575 4,735,122 

環境省    283,065 158,887 224,918 

防衛省      13,066 13,837 18,787 

合計 40,218,670 34,868,309 66,527,751 
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エネルギー・水 112,852 89,688 94,127 

運輸・観光 968,640 613,353 685,495 

情報通信・科学技術 370,521 305,196 544,151 

教育・文化・スポーツ・生活 2,207,305 2,324,389 3,228,017 

行財政 467,929 397,229 548,845 

司法・安全・環境 1,194,309 886,884 1,194,472 

社会保障・衛生 3,386,530 2,719,714 4,546,343 

国際 2,966,406 1,674,524 3,543,657 

その他 249,167 244,427 275,355 

合計 40,218,670 34,868,309 66,527,751 
（注）分野名については、政府統計の総合窓口（e-Stat）の区分・定義により、政府統計コードに基づき区分し

ている。 

 

（参考）図表18 アクセス件数の多い政府統計の推移 

（令和４年度（2022年度）） 

府省名 統計（調査）名 アクセス件数 

総務省 国勢調査 2,572,962 

財務省 普通貿易統計 2,324,407 

厚生労働省 人口動態調査 2,244,890 

農林水産省 作物統計調査 1,891,689 

農林水産省 青果物卸売市場調査 1,456,749 

農林水産省 農林業センサス 1,244,970 

総務省 家計調査 1,217,385 

総務省 労働力調査 1,113,915 

農林水産省 農業経営統計調査 969,072 

文部科学省 学校基本調査 950,195 

 

（令和５年度（2023年度）） 

府省名 統計（調査）名 アクセス件数 

厚生労働省 人口動態調査 2,165,040 

総務省 国勢調査 2,090,603 

国土交通省 建築着工統計調査 1,620,771 

農林水産省 作物統計調査 1,607,567 

財務省 普通貿易統計 1,391,199 

農林水産省 農林業センサス 1,363,327 

文部科学省 学校基本調査 1,094,870 

総務省 消費者物価指数 965,281 

農林水産省 農業経営統計調査 959,654 

総務省 家計調査 946,073 
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（令和６年度（2024年度）） 

府省名 統計（調査）名 アクセス件数 

厚生労働省 人口動態調査 6,533,180  

農林水産省 作物統計調査 3,892,647  

農林水産省 農業経営統計調査 3,498,596  

財務省 普通貿易調査 3,069,521  

農林水産省 農林業センサス 3,003,911  

総務省 国勢調査 2,779,212  

農林水産省 青果物卸売市場調査 2,776,649  

国土交通省 建築着工統計調査 2,339,474  

総務省 労働力調査 1,653,340  

総務省 消費者物価指数 1,489,260  
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 ３ 調査票情報等の利用及び提供 

統計調査によって集められた情報である調査票情報は、統計調査に対する

国民の信頼を確保するため、法第40条の規定により、統計調査を実施するに

当たって予定されていた統計を作成するために用いる目的以外には、原則と

して、利用又は提供してはならないこととされている。ただし、法又は条例

に特別の定めがある場合には目的外の利用又は提供を認めており、法では、

「特別の定め」に該当する規定として、統計目的で調査票情報を二次的に活

用することを可能とするため、法第32条から第36条までの規定が置かれてい

る。 

 

 （１）調査票情報の二次利用 

法第32条においては、行政機関の長又は指定独立行政法人等は、統計の

作成若しくは統計的研究（以下「統計の作成等」という。）を行う場合又

は統計調査その他の統計を作成するための調査に係る名簿を作成する場合

には、その行った統計調査に係る調査票情報を自ら用いること（二次利用）

ができるとされている。 

令和６年度（2024年度）に、行政機関又は指定独立行政法人等が、所管

する統計調査の調査票情報を二次利用した件数は688件であった（図表19

及び資料11参照）。 

図表19 法第32条の規定に基づく調査票情報の二次利用件数 

（令和６年度（2024年度）） 

統計調査 

所管府省等名 
利用件数 

 

統計の作成等を行う
場合 

統計調査その他の統計を作
成するための調査に係る名

簿を作成する場合 

内閣府 3  3  0  

総務省 26  26  0  

財務省 7  6  1  

文部科学省 104  93  11  

厚生労働省 175  163  12  

農林水産省 138  121  17  

経済産業省 101  93  8  

国土交通省 133  130  3  

環境省 1  1  0  

合計 688(0) 636(0) 52(0) 
（参考） 

令和５年度（2023
年度）の実績 

671(5) 622(5) 49(0) 

（注１）令和６年度（2024年度）に利用を開始したものの数（利用目的ごとに計上）であり、令和
５年度（2023年度）以前から継続して利用しているものは含まない。 

（注２）（ ）内の数値はオンサイト施設において調査票情報の二次利用を行った内数である。 
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これらの具体的な利用目的等の例は、図表20のとおりとなっている。 

 

図表20 法第32条の規定に基づく調査票情報の二次利用の具体例 
統計調査名 

（所管府省等） 
調査票情報の利用目的（概要） 

学校基本調査 
（文部科学省） 

自治体におけるいじめ認知件数・不登校児童生徒数等の状況や児童生
徒数、学校風土、スクールカウンセラー及びスクールソーシャルワーカ
ーが活動している学校状況及び学校における児童生徒数・教職員数等に
ついて、過去５か年分を経年比較するなど調査・分析し、効果的な不登
校・いじめ対策の施策検討の参考とするために利用 

農林業センサス 
（農林水産省） 

個々の統計調査の特徴及び欠測値の特性に応じた欠測処理方法の検討
を行い、最適と考えられる欠測処理方法を提示するため、欠測処理結果
の検証・評価を行う研究を実施するために利用 

全国輸出入コンテナ 
貨物流動調査 
（国土交通省） 

港湾政策の変遷とコンテナ貨物流動の変化に関する分析を行うために
利用 

 

（２）調査票情報の提供 

法第33条においては、行政機関の長又は指定独立行政法人等は、 

  ・ 行政機関、地方公共団体、独立行政法人等その他これに準ずる機関（以

下「公的機関等」という。）が、統計の作成等又は統計調査その他の統計

を作成するための調査に係る名簿の作成を行う場合（法第33条第１項第１

号） 

  ・ 公的機関等が行う統計の作成等と同等の公益性を有する統計の作成等と

して総務省令で定めるものを行う者が、当該総務省令で定める統計の作成

等を行う場合（法第33条第１項第２号） 

に、総務省令で定めるところにより、これらの者からの求めに応じ、その

行った統計調査に係る調査票情報をこれらの者に提供することができると

されている。 

後者の場合について、統計法施行規則（平成20年総務省令第145号。以

下「規則」という。）第11条においては、公的機関等が行う統計の作成等

と同等の公益性を有する統計の作成等として、 

  ・ 公的機関等が、これらの者以外の者に委託し、又はこれらの者以外の者

と共同して行う調査研究に係る統計の作成等（規則第11条第１項第１号） 

  ・ 公的機関等が、その実施に要する費用の全部又は一部を公募の方法によ

り補助する調査研究に係る統計の作成等（規則第11条第１項第２号） 

  ・ 行政機関の長又は地方公共団体の長その他の執行機関が、その政策の企

画、立案、実施又は評価に有用であると認める統計の作成等その他法第33

条第１項第２号に規定する同等の公益性を有するものとして特別な事由が

あると認める統計の作成等（規則第11条第１項第３号） 

であって、規則第42条に規定する調査票情報を適正に管理するために必要

な措置が講じられているものが規定されている。 

令和６年度（2024年度）に、行政機関又は指定独立行政法人等が、法第

33条第１項第１号に該当するとして、調査票情報を提供した件数は1,940
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件であった。また、同項第２号に該当するとして、調査票情報を提供した

件数は302件であった（図表21及び資料12参照）。 

 

図表21 法第33条の規定に基づく調査票情報の提供件数 

（令和６年度（2024年度）） 

統計調査 

所管府省等名 

法第33条第１項第１号該当件数 

（公的機関等への提供） 

法第33条第１項第２号該当件数 
  公的機関等が行う統計の作成等と同等の公益 

性を有する統計の作成等を行う者への提供 

 統計の作成
等を行う場
合 

統計調査そ
の他の統計
を作成する
ための調査
に係る名簿
を作成する
場合 

 公的機関等
が委託又は
共同して行
う調査研究
に係る統計
の作成等を
行う者への
提供 

公的機関等
が費用の全
部又は一部
を公募の方
法により補
助する調査
研究に係る
統計の作成
等を行う者
への提供 

行政機関の長
又は地方公共
団体の長その
他の執行機関
が政策の企
画、立案、実
施又は評価に
有用であると
認める等の統
計の作成等を
行う者への提
供 

内閣府 3  3  0  
3  
(2) 

0  
3  
(2) 

0  

こども家庭庁 2  2  0  1  0   1  0  

総務省 
155  
(7) 

151  
(7)  

4  
69  
(19) 

2  
67  
(19)   

0  

財務省 13  12  1  3  1  2  0  

文部科学省 174  170  4  17  0  17  0  

厚生労働省 834  825  9  
118  
(4) 

1  
(1) 

116  
(3) 

1  

農林水産省 44  44  0  6  0  6  0  

経済産業省 
467  
(1) 

455  
(1)  

12  
35  
(4) 

0  
35  
(4)  

0  

国土交通省 239  238  1  45  3  17  25  

環境省 9  9  0  
5  
(1)  

0  
5  
(1)   

0  

合計 
1,940  

(8) 
1,909  
 (8) 

31  
(0) 

302  
(30) 

7  
(1) 

269  
(29) 

26  
(0) 

（参考） 
令和５年度（2023年

度）の実績 

2,333  
(14) 

2,259  
(14) 

74  
(0)  

352  
(34) 

21  
(2) 

300  
(32) 

31  
(0) 

（注１）令和６年度（2024年度）に利用を開始したものの数（利用目的ごとに計上）であり、令和５年度
（2023年度）以前から継続して利用しているものは含まない。 

（注２）（ ）内の数値はオンサイト施設において調査票情報を提供した件数である。 

 

また、法第33条の２第１項においては、行政機関の長又は指定独立行政

法人等は、上述の法第33条第１項に定めるもののほか、総務省令で定める

ところにより、一般からの求めに応じ、その行った統計調査に係る調査票

情報を学術研究の発展に資する統計の作成等その他の行政機関の長又は指

定独立行政法人等が行った統計調査に係る調査票情報の提供を受けて行う

ことについて相当の公益性を有する統計の作成等として総務省令で定める

ものを行う者に提供することができるとされている。 
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行政機関の長又は指定独立行政法人等が行った統計調査に係る調査票情

報の提供を受けて行うことについて相当の公益性を有する統計の作成等に

ついて、規則第19条においては、 

・ 学術研究の発展に資すると認められる統計の作成等（規則第19条第１項

第１号） 

・ 高等教育の発展に資すると認められる統計の作成等（規則第19条第１項

第２号） 

が規定されている。 

学術研究の発展に資すると認められる統計の作成等については、 

  ⑴ 学校教育法（昭和22年法律第26号）第１条に規定する大学若しくは高等

専門学校若しくは同法第124条に規定する専修学校（同法第125条第１項に

規定する専門課程に限る。）（以下「大学等」という。）若しくは公益社

団法人若しくは公益財団法人が行う調査研究（公益社団法人又は公益財団

法人が行う調査研究については、公益社団法人及び公益財団法人の認定等

に関する法律（平成18年法律第49号）第２条第４号に規定する公益目的事

業（⑶において「公益目的事業」という。）に該当するものに限る。以下

この⑴において同じ。）又はこれらの者がこれらの者以外の者に委託し、

若しくはこれらの者以外の者と共同して行う調査研究に係る統計の作成等 

  ⑵ 大学等に所属する教員が行う調査研究、又は当該教員がこれら以外の者

と共同して行う調査研究に係る統計の作成等 

  ⑶ その実施に要する費用の全部又は一部を大学等、公益社団法人又は公益

財団法人が公募の方法により補助（公益社団法人又は公益財団法人が行う

補助については、公益目的事業に該当するものに限る。）する調査研究に

係る統計の作成等 

  ⑷ 行政機関の長又は地方公共団体の長その他執行機関が、法第33条の２第

１項に規定する相当の公益性を有するものとして特別な事由があると認め

る統計の作成等 

が規定されている。 

令和６年度（2024年度）に、行政機関又は指定独立行政法人等が、規則

第19条第１項第１号に該当するとして、調査票情報を提供した件数は16件

であった（図表22及び資料13参照）。 
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図表22 法第33条の２の規定に基づく調査票情報の提供件数 

（令和６年度（2024年度）） 

統計調査 

所管府省等名 

法第33条の２第１項該当件数 

学術研究の発展に資すると認められる場合 

（規則第19条第１項第１号） 

高等教育の発展に 

資すると認められ

る場合 

（規則第19条第１

項第２号） 

 
大学等若しく
は公益社団法
人若しくは公
益財団法人が
行う調査研究
又はこれらの
者が委託若し
くは共同して
行う調査研究
に係る統計の
作成等を行う
者への提供 

大学等に所
属する教員
が行う調査
研究、又は
当該教員が
これら以外
の者と共同
して行う調
査研究に係
る統計の作
成等を行う
者への提供 

大学等、公益
社団法人又は
公益財団法人
が費用の全部
又は一部を公
募の方法によ
り補助する調
査研究に係る
統計の作成等
を行う者への
提供 

行政機関又は
地方公共団体
その他の執行
機関が、法第
33条の２第１
項に規定する
相当の公益性
を有するもの
として特別な
事由があると
認める統計の
作成等を行う
者への提供 

総務省 7(7) 0  6(6) 1(1) 0  0  

文部科学省 0  0  0  0  0  1(1) 

厚生労働省 7(7) 0  7(7) 0  0  0  

経済産業省 1(1) 0  1(1) 0  0  0  

国土交通省 1(1) 0  1(1) 0  0  0  

合計 16(16) 0(0) 15(15) 1(1)    0(0) 1(1) 

（参考） 

令和５年度（2023

年度）の実績 
9(9) 2(2) 6(6) 1(1) 0(0) 0(0) 

（注１）令和６年度（2024年度）に利用を開始したものの数（利用目的ごとに計上）であり、令和５年
度（2023年度）以前から継続して利用しているものは含まない。 

（注２）（ ）内の数値はオンサイト施設において調査票情報を提供した件数である。 

 

これらの具体的な利用目的等の例は、図表23のとおりとなっている。 

 

図表23 法第33条及び第33条の２の規定に基づく調査票情報の提供の具体例 
統計調査名 

（所管府省等） 
提供先 調査票情報の利用目的（概要） 

人口動態調査 
（厚生労働省） 

地方公
共団体 

県下における悪性新生物り患の現状を把握し、今後におけるがん
対策の推進及び医療水準の向上に資するために利用 

経済構造実態調査 
（経済産業省） 

地方公
共団体 

市の地方集計及び公表を行うために利用 

国民生活基礎調査 
（厚生労働省） 

大学 社会保険料など、保健・医療サービスの財源の累進性と、サービ
ス利用の公正性を正確に把握するために利用 

国勢調査 
（総務省） 

大学 地域によって個人の就業行動や賃金構造にどのような相違が見ら
れるかを実証的に明らかにし、個々人の就業と賃金所得、さらには
地域移動に作用する社会経済的要因を洞察するために利用（※） 

社会生活基本調査 
（総務省） 

大学等 家族成員による育児支援の実態を明らかにすることで、母親のイ
ンフォーマル雇用に与える影響を検討するために利用（※） 

（注）オンサイト利用の事例は概要欄に「（※）」を付している。 

 

なお、令和６年度（2024 年度）の調査票情報の提供に関する平均審査日

数（全期間）は 8.9日となっている（図表 24参照）。 
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図表 24 調査票情報の提供に関する申出件数及び平均審査日数 

                    （令和６年度（2024年度）） 

統計調査 

所管府省等名 
申出件数 平均審査日数 

内閣府 2 5.0 

こども家庭庁 3 13.3  

総務省 136 3.8  

財務省 14 5.7 

文部科学省 74 18.9  

厚生労働省 347 9.6  

農林水産省 48 6.0 

経済産業省 419 4.5  

国土交通省 253 15.7  

環境省 9 15.8  

全体 1,305 8.9 
（注）申出件数は、令和６年（2024 年）年４月１日以降に申出を受け付けたもののうち、令和７年

（2025 年）３月 31 日までに調査票情報の提供まで行った件数であり、それ以降に調査票情報の

提供を行ったものは含まない。 

また、平均審査日数は、これらの審査に要した日数の平均値である。 

 

（３）オーダーメード集計の実施 

法第34条においては、行政機関の長又は指定独立行政法人等は、その業

務の遂行に支障のない範囲内において、総務省令で定めるところにより、

一般からの委託に応じ、その行った統計調査に係る調査票情報を利用して、

学術研究の発展に資する統計の作成等その他の行政機関の長又は指定独立

行政法人等が行った統計調査に係る調査票情報を利用して行うことについ

て相当の公益性を有する統計の作成等として総務省令で定めるものを行う

こと（以下「オーダーメード集計」という。）ができるとされている。 

上述の調査票情報を利用して行うことについて相当の公益性を有する統

計の作成等について、規則第27条第１項においては、 

・ 学術研究の発展に資すると認められる統計の作成等（規則第27条第１項

第１号） 

・ 教育の発展に資すると認められる統計の作成等（規則第27条第１項第２

号） 

・ デジタル社会形成基本法（令和３年法律第35号）第39条第２項第13号に

規定する特定公共分野に係る統計の作成等（規則第27条第１項第３号） 

が規定されている。 

令和６年度（2024年度）末現在、行政機関及び指定独立行政法人等がオ

ーダーメード集計の対象としている統計調査は31調査（435年次分）であ

った（資料14参照）。これらのうち、18調査については、法第37条の規定

に基づき、独立行政法人統計センターに委託してオーダーメード集計の結
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果を提供している。 

令和６年度（2024年度）のオーダーメード集計の提供件数は27件であっ

た（図表25及び資料15参照）。 
 

図表25 オーダーメード集計の結果の提供件数（令和６年度（2024年度）） 

統計調査 
所管府省等名 

オーダーメ
ード集計の
結果の提供
件数 

 

（参考） 
統計調査ごと
に計上した場
合の提供件数 

学術研究の発
展に資すると
認められる統
計の作成等 

教育の発展に
資すると認め
られる統計の
作成等 

デジタル社会
形成基本法第
39条第２項第
13号に規定す
る特定公共分
野に係る統計
の作成等 

総務省 16 13 2 3 16 

厚生労働省 5 4 0 1 5 

国土交通省 5 1 0 4 5 

日本銀行 1 1 0 0 1 

合計 27 19 2 8 27 
（参考） 

令和５年度（2023
年度）の実績 

21 13 1 7 22 

（注）１件の申出で複数の統計調査に係るオーダーメード集計の提供を受け付けている場合があるため、

統計調査ごとに計上した場合の提供件数を参考値として記載している。 

 

（４）匿名データの作成及び提供 

法第35条第１項においては、行政機関の長又は指定独立行政法人等は、

その行った統計調査に係る調査票情報を加工して、匿名データを作成する

ことができるとされており、同条第２項においては、行政機関の長は、基

幹統計調査に係る匿名データを作成しようとするときは、あらかじめ、統

計委員会の意見を聴かなければならないとされている。 

また、法第36条第１項においては、行政機関の長又は指定独立行政法人

等は、総務省令で定めるところにより、一般からの求めに応じ、法第35条

第１項の規定により作成した匿名データを学術研究の発展に資する統計の

作成等その他の匿名データの提供を受けて行うことについて相当の公益性

を有する統計の作成等として総務省令で定めるものを行う者に提供するこ

とができるとされている。 

上述の匿名データの提供を受けて行うことについて相当の公益性を有す

る統計の作成等について、規則第35条第１項においては、 

・ 学術研究の発展に資すると認められる統計の作成等（規則第35条第１項

第１号） 

・ 教育の発展に資すると認められる統計の作成等（規則第35条第１項第２

号） 

・ 国際社会における我が国の利益の増進及び国際経済社会の健全な発展に

資すると認められる統計の作成等（規則第35条第１項第３号） 

・ デジタル社会形成基本法第39条第２項第13号に規定する特定公共分野に
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係る統計の作成等（規則第35条第１項第４号） 

が規定されている。 

令和６年度（2024年度）末現在、行政機関及び指定独立行政法人等が匿

名データの提供を行っている統計調査は８調査（76年次分）であった（資

料14参照）。これらのうち、７調査については、法第37条の規定に基づき、

独立行政法人統計センターに委託して匿名データの提供を実施している。 

令和６年度（2024年度）の匿名データの提供件数は36件であった（図表

26及び資料15参照）。 

 

図表26 匿名データの提供件数（令和６年度（2024年度）） 

統計調査 

所管府省等名 

匿名デー

タの提供

件数 

 

（参考） 

統計調査 

ごとに 

計上した 

場合の 

提供件数 

学術研究

の発展に

資すると

認められ

る統計の

作成等 

教育の発

展に資す

ると認め

られる統

計の作成

等 

国際社会

における

我が国の

利益の増

進等に資

すると認

められる

統計の作

成等 

デジタル

社会形成

基本法第

39条第２

項第13号

に規定す

る特定公

共分野に

係る統計

の作成等 

総務省 28 27 1 0 0 35 

厚生労働省 8 7 1 0 0 8 

合計 36 34 2 0 0 43 
（参考） 

令和５年度（2023年度） 
の実績 

39 29 10 0 0 43 

（注）１件の申出で複数の統計調査に係る匿名データの提供を受け付けている場合があるため、統計調

査ごとに計上した場合の提供件数を参考値として記載している。 

 

（５）調査票情報等の適正管理のための措置 

法第39条第１項においては、調査票情報等を適正に管理するために必要

な措置として総務省令で定めるものを講じなければならないとされており、

同項各号において、対象機関ごとに当該措置を講じなければならない情報

が規定されている。 

対象機関が講じなければならない措置については、規則第41条において、

主体・対象となる情報ごとに組織的管理措置、人的管理措置、物理的管理

措置、技術的管理措置等のカテゴリーを設定し、それぞれ適正管理措置を

講ずべき具体的な措置内容を規定している。 

行政機関の長、地方公共団体の長その他の執行機関、独立行政法人等及

び受託者（法第39条第１項各号に定める情報の取扱いに関する業務の委託

を受けた者その他の当該委託に係る業務を受託した者）においては、法第

39条及び規則第41条の規定に基づき、「調査票情報等の管理及び情報漏え

い等の対策に関するガイドライン」（平成21年２月６日総務省政策統括官

（統計基準担当）決定）を参考として、調査票情報等を適正に管理するた
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めの措置（管理簿の整備、研修の実施、点検・監査の実施等）を講じてい

る。 

令和６年度（2024年度）には、過失により調査関係書類を紛失するなど

の管理上問題がある事案が確認されたため、関係機関においては、調査票

情報等の管理の徹底について指導する等、再発防止に引き続き取り組んで

いる。 
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４ ＰＤＣＡサイクルの確立 

（１）ＰＤＣＡサイクルの確立・定着に向けた点検・評価の取組状況 

自立的・主体的なＰＤＣＡサイクルを確立し、公的統計の品質確保・向

上を図るため、各府省は、「ＰＤＣＡサイクルによる公的統計の品質確

保・向上のためのガイドライン」（令和２年７月30日統計行政推進会議申

合せ（令和５年７月28日改定 ）。以下「ＰＤＣＡガイドライン」とい

う。）に基づき、所管する統計調査を対象として、実施計画を定めて計画

的に点検・評価を実施し、その結果を活用した改善に取り組んでいる。 

ＰＤＣＡガイドラインでは、各府省における点検・評価の実施について、

その対象を基幹統計調査及び一般統計調査とし、試験調査や母集団情報の

整備等を目的とする１回限りの一般統計調査は除くこととしている。また、

点検・評価の実施頻度については、 

・ 年次調査（又は年次より短い周期の調査）及び２年以下の周期調査に 

ついては、定期的（例えば年次調査は３年ごと、２年以下の周期調査は

４年ごと）に点検・評価を実施することを基本とし、そのうち、特定一

般統計調査（重要・広範に利活用され、その品質が重要政策や多くのユ

ーザー等に影響するもの）以外の一般統計調査については、点検・評価

の実施頻度を低くする（例えば年次調査で５年ごととするなど）ことが

できること 

・ ３年以上の周期の調査については、当該周期の都度（３年周期であれ

ば３年に１度）、点検・評価を実施することを基本とすること 

・ 調査計画の変更承認申請を予定している場合には、その変更を行う前

に点検・評価を実施することを原則とすること 

などが定められている。 

 

各府省の点検・評価の実施状況については、令和６年度（2024年度）に

各府省が実施した件数は合計115件（基幹統計調査が20件、一般統計調査

が95件）である（図表27参照）。 

 

図表27 令和６年度（2024年度）の点検・評価の実施件数 

府省名 合計 基幹統計調査 一般統計調査 

人事院 3 - 3 

内閣府 3 - 3 

個人情報保護委員会 0 - 0 

消費者庁 0 - 0 

こども家庭庁 0 - 0 

総務省 5 5 0 

法務省 0 - 0 

財務省 1 1 0 
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文部科学省 5 1 4 

厚生労働省 45 3 42 

農林水産省 33 4 29 

経済産業省 5 4 1 

国土交通省 15 2 13 

環境省 0 - 0 

合計 115 20 95 

（注）複数回点検・評価を実施した統計調査や複数府省が共管している統計調査
は重複計上している。 

 

点検・評価対象となる統計調査数が合計322調査（基幹統計調査53調査、

一般統計調査269調査）であるのに対し、点検・評価の取組が施行された

令和２年（2020年）10月から令和６年度（2024年度）末までに各府省が点

検・評価を実施した統計調査数は合計297調査（基幹統計調査53調査、一

般統計調査244調査）と、府省によってやや差異はあるものの、全体とし

て９割以上の調査において実施された（図表28参照）。 
 

図表28 令和２年度（2020年度）から令和６年度（2024年度）までに 

各府省が点検・評価を実施した統計調査数（注１） 

府省名 
点検・評価実施対象の 

統計調査数 

【A】 

点検･評価実施済みの 

統計調査数（注２） 

【B】 

  
    

基幹統計

調査 

一般統計

調査 
    

基幹統計 

調査 

一般統計 

調査 

人事院 4 - 4 4 (100%) - (-%) 4 (100%) 

内閣府（注３） 21 - 21 20 (95%) - (-%) 20 (95%) 

個人情報保護委員会 1 - 1 0 (0%) - (-%) 0 (0%) 

消費者庁 1 - 1 0 (0%) - (-%) 0 (0%) 

こども家庭庁（注４） 9 - 9 4 (44%) - (-%) 4 (44%) 

総務省 24 15 9 24 (100%) 15 (100%) 9 (100%) 

  中止調査を除く
（注 5）

 22 14 8 22 (100%) 14 (100%) 8 (100%) 

法務省 1 - 1 0 (0%) - (-%) 0 (0%) 

財務省 8 2 6 5 (63%) 2 (100%) 3 (50%) 

  中止調査を除く
（注 5） 6 2 4 5 (83%) 2 (100%) 3 (75%) 

文部科学省 23 4 19 22 (96%) 4 (100%) 18 (95%) 

厚生労働省 89 7 82 87 (98%) 7 (100%) 80 (98%) 

  中止調査を除く
（注 5） 86 7 79 84 (98%) 7 (100%) 77 (97%) 

農林水産省 41 7 34 41 (100%) 7 (100%) 34 (100%) 

  中止調査を除く
（注 5） 40 7 33 40 (100%) 7 (100%) 33 (100%) 

経済産業省 27 9 18 25 (93%) 9 (100%) 16 (89%) 

  中止調査を除く
（注 5） 22 8 14 22 (100%) 8 (100%) 14 (100%) 
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国土交通省 66 9 57 59 (89%) 9 (100%) 50 (88%) 

  中止調査を除く
（注 5） 63 9 54 59 (94%) 9 (100%) 50 (93%) 

環境省 7 - 7 6 (86%) - (-%) 6 (86%) 

合計 322 53 269 297 (92%) 53 (100%) 244 (91%) 

中止調査を除く
（注 5） 306 51 255 288 (94%) 51 (100%) 237 (93%) 

（注１）本表は、令和２年度（2020年度）～令和６年度（2024年度）に実施されていた統計調査のうち、試験調査
や母集団情報の整備等を目的とする１回限りの一般統計調査及び令和６年度（2024年度）末時点で初回の調
査の結果公表が完了していない統計調査は除いて、１調査ごとの点検の有無を整理した。また、令和６年度
（2024年度）末時点で移管されている統計調査は移管後の府省等の実績に含めている。なお、複数府省が共
管している統計調査については、重複計上している。 

（注２）括弧内の数値は、点検・評価実施率（B÷A×100）である。 
（注３）移管前の所管府省等である、内閣官房（１調査）が実施した点検・評価実績を含む。 
（注４）移管前の所管府省等である、内閣府（１調査）及び厚生労働省（３調査）が実施した点検・評価実績を含

む。 
（注５）令和６年度（2024年度）末までに中止された統計調査を除いて整理した。 

 

また、点検・評価の結果を踏まえて業務マニュアルの整備・改善や調査

項目・集計項目の見直しに取り組むなど、点検・評価を通じた改善の事例

も見られる（図表29参照）。 

総務省は、各府省における点検・評価の取組状況を取りまとめ、統計委

員会（統計作成プロセス部会）に報告を行うとともに、点検・評価を通じ

た改善の事例など、各府省の取組の参考となる情報を共有し、横展開を図

るなどの支援をしている。 

さらに、点検・評価結果の取扱いに関して、総務省では、統計作成プロ

セスの透明化措置として、ＰＤＣＡガイドラインに基づき、各府省から提

出を受けた点検・評価結果について、当該調査に係る調査計画と併せて閲

覧できるよう、e-Statに一元的に掲載している。 

 

図表29 点検・評価を通じた課題等の改善例 

区分 改善例 

＜マネジメントの改善＞ 

１ 業務の標準化等を図るため
の業務マニュアルの整備・
改善 

① 業務マニュアルの新規整備・既存マニュアルの
内容拡充 

② 前工程から後工程への情報・ワークフロー図を
業務マニュアルに追加 

③ 委託事業者の担当者が使用する業務マニュアル
を充実・改善 

④ 関係者相互の情報共有を図るようマニュアルを
整備 

＜企画の改善＞ 

２ 統計調査を取り巻く環境の
変化に応じた調査項目・集計
項目の見直し 

① 社会情勢の変化への対応のため、調査項目を見
直し 

② 利活用状況等を踏まえ、集計項目を見直し 

③ 行政データ活用による業務効率化と調査項目の
見直し 
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３ 結果精度確保のための標本
設計の見直し 

○ 実査環境や利活用状況を鑑みて標本設計を見直
し 

４ 報告者等の負担軽減や業務
の効率化等を図るためのデジ
タル技術の活用 

① 報告者負担軽減、誤記防止のため、オンライン
による回答を導入 

② オンライン回答用のExcel電子調査票をＨＴＭＬ
化 

③ 利活用状況を踏まえ、公表のデジタル化を進
め、印刷物での公表を廃止 

＜公表・提供の改善＞ 

５ 品質表示の充実 ○ 公表予定の適時掲載や抽出方法等の情報提供 

６ 公表時期の遅延や集計作業
の漏れへの対応 

① 公表予定時期までに公表できなかったことを踏
まえ、再発防止のために業務工程を見直し 

② 点検・評価において、調査計画上の集計項目の
一部の未公表を把握したことを踏まえ、今後、全
ての集計項目を公表するよう改善 

 

（２）統計作成プロセス診断の実施状況 

総務省で任用する専門家等（統計監理官）による統計作成プロセス診断

については、基本計画の中で、各府省において点検・評価が実施される際

に、これと併せて、「全ての基幹統計調査を対象に計画的に行う」ことと

されている。また、各府省は、上記（１）の点検・評価の際に把握した課

題や改善すべき点への対応を検討するに当たり、診断における助言等を活

用することとされている。 

統計作成プロセス診断は、診断の実施方法などを定めた統計作成プロセ

ス診断の方針（フレームワーク）及び診断の基準となる要求事項について、

統計委員会（統計作成プロセス部会・要求事項等検討タスクフォース）で

の審議・了承を経て、令和５年（2023年）７月28日に決定（総務省政策統

括官（統計制度担当）決定）したことを受けて、令和５年度（2023年度）

後半から本格的に実施されている。 

令和６年度（2024年度）においては、通年で９つの基幹統計調査を対象

に実施され、それぞれ統計監理官による確認を経て、業務マニュアルの充

実等に関する助言等（図表30参照）や調査票の改善等の好事例（図表31参

照）が取りまとめられた。 

総務省は、統計作成プロセス診断の実施状況を取りまとめ、統計委員会

（統計作成プロセス部会）に報告を行うとともに、助言等の内容や診断を

通じて把握された好事例など、各府省の取組の参考となる情報を共有し、

横展開を図るなどの支援をしている。 
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図表30 プロセス診断を踏まえて助言等を行った主な事例 

区分 助言等 

＜マネジメントの改善＞ 

１ 業務マニュアルの充実等 

 

業務マニュアルは整備されているが、

各プロセスの作業手順等の記載に留ま

っていた事例等について 

① 各プロセスのマニュアルは充実しているが、全体像
が分かるような業務フロー図を作成しマニュアルに追
加することを検討してはどうか。 

② 標本設計の背景・考え方について、有識者会議等に
おける議論・検討等を経て整理された内容とともに記
載されていると、将来的なマニュアル変更等の際に確
認・検証（当該整理内容と整合性がとれたものとなっ
ているかどうか等）に役立つと考えられることから、
記載してはどうか。 

③ 集計システムのプログラムの内容がブラックボック
ス化しないよう、開発及び更新時に業務委託した際の
要件定義書等を業務マニュアルに位置付け、それを把
握・管理してはどうか。 

④ 管理職等がマネジメントを行うにあたって調査を理
解・把握することが必須である。人事異動等の際に新
任の管理職等にもわかりやすいような業務フローの概
略図等を整備し、管理職等がマネジメントをしやすく
してはどうか。 

⑤ 関係者の理解増進の観点から、調査現場に近い組織
等に業務フロー図を周知してはどうか。 

２ 地方出先機関等におけるノウ
ハウの共有等 

 

地方出先機関等が、調査対象の選定や調

査票の配布、取集、督促、疑義照会等を

担っている事例等について 

① 回答率を高めるための各地方出先機関等の効果的な
取組について把握・分析し、他の地方出先機関へも横
展開が可能なものについては、横展開を検討してはど
うか。 

② 都道府県間で調査対象の選定に差がでてしまうと、
結果にも影響する可能性がある。できるだけ多くの場
（例：連絡会議など）において都道府県ごとの情報を
共有し、大きな差異が生じないよう検討することを今
後の課題としてはどうか。 

３ コミュニケーションの円滑化 

 

組織内において、普段から一体感の醸成

を意図したコミュニケーションをとり相

談しやすい雰囲気づくりに取り組んでい

る事例について 

〇 コミュニケーションの円滑化は、全員の積極的参加
及び相互の支援を促し、品質優先で風通しの良い組織
風土の形成に資する。普段から取り組んでいるコミュ
ニケーションを通じた相談しやすい雰囲気づくりに加
え、このような取組を例えば「ミッション」として明
文化・共有することで、考えを継承し、継続的に取り
組むことが可能ではないか。 

＜審査・集計の改善＞ 

４ 調査票の審査 

 

調査票審査のプロセスにおいて、少しで

も欠測値があった場合に、有効回答から

除いている事例について 

〇 一部の情報が欠けていることで、調査票全体で有効
回答にならないことが生じている現状は、調査で集め
た情報をロスしていることになる。 
「一部が欠けている情報でも、使えるような情報は使
う」といった手法について、中長期的な視野で検討を
進めてはどうか。 

＜公表・提供の改善＞ 
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５ 調査結果の公表  

 

参考情報の公表を推奨する事例につい

て 

〇 統計作成プロセスの観点※から、調査対象数だけで
なく、有効回答数及び標本誤差についても内部で適
切に把握・管理するとともに、透明性の観点から、
これらの情報をホームページ等で公表することが望
ましいと考える。なお、公表することについては、
中長期的な視野で検討を進めてはどうか。 

※ ＰＤＣＡガイドラインにおける要求事項（抜粋） 

 「統計作成府省は、標本抽出や復元推計の方法、目標精度・回収率等

（母集団及び標本の規模に関する情報を含む。）の参考情報の e-Stat

への一元的な掲載に対応しなければならない。」 

 

担当者向けの照会対応マニュアルが作

成されているが、統計利用者がより利

用しやすい公表を推奨する事例につい

て 

〇 照会対応の手順やポイントを記載している内部向け
マニュアルを統計利用者側に向けてのＦＡＱ等とし
て整理し、あらかじめ公表することで、統計利用者
の利便性向上や照会対応の負担を軽減してはどう
か。 

＜全体的な取組等＞ 

６ その他の改善取組 ① 「実査」から「公表・提供」までの手順を統計作成
ガイドブックに基づき体系的に整理した業務マニュ
アルについて、「企画」、「評価」、「マネジメン
ト」等についても一体に整理することで、当該統計
調査に係る業務全体をより把握しやすいマニュアル
にすることを検討してはどうか。これにより、評価
及び次回調査への企画（Check→Act→Plan）も含め
た、より一層の品質管理活動を推進することが可能
となるのではないか。 

② 委託業者と職員とのやりとりに用いる連絡表は、多
岐にわたる内容を検索できるよう整理・分類するこ
と等を検討しているが、情報を構造化することで、
委託業者とのやりとりをよりスムーズにすること
や、事例の整理を通じてシステムや業務の改善の参
考にすること等、連絡表（既存の情報）の価値を引
き出し、有効活用することにつながる。引き続き積
極的に取り組んでいただきたい。 

 

図表31 プロセス診断を通じて把握した好事例の主な事例 
区分 好事例 

＜マネジメントの改善＞ 

１ 業務マニュアルの充実等 ① 実査から公表・提供までを統括するマニュアルと、
業務を遂行する上での背景事情・考え方を伝える研修
教本とが揃っており、背景事情・考え方については変
更箇所も含めて対面での説明・伝達によって担当者レ
ベルまでしっかりと共有する仕組みを設けている。 

② 調査実施後に調査の総括として、調査の企画から実
施状況を踏まえた課題抽出に至るまでの業務全体を体
系的・網羅的に把握できる資料をまとめており、更に
次回調査に向けての検討課題は、次回調査の企画の際
に検討・対応が行われている。 

③ システムの民間委託に当たり、情報処理及びセキュ
リティ関係の知識を持っている人材を確保・育成し、
このような人材が仕様書内容の検討を行うことは、意
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図することを的確に反映させたり、不足に気づく等細
部にわたって行き届いた仕様とすることに資する。 

２ 本省と地方出先機関等の相互
連携 

① 本省と地方出先機関等が相互にアクセスできる共有
フォルダを設けるとともに、調査対象者ごとの状況が
リアルタイムで把握できる電子版名簿を用いて進捗管
理をしている。 

② 「現場重視」の考え方が担当部内に浸透しており、
実施系統の声を的確に反映し、本省と実施系統が密に
コミュニケーションを行うなど安心して実施系統が意
見を言える環境作りを目指している。 

③ 実施系統が直面した課題は、統計幹事通知を定め、
所定様式で本省へ報告させ、改善の種として活かして
いる。本省で把握した課題は、調査計画見直し時に統
計幹事まで、共有している。課題は、本省と実施系統
との間で共有し、組織的に解決することとしている。 

④ 調査員端末を利用した調査が実施されているとこ
ろ、次期システムの調査員端末については、調査員の
意見を最大限活かせるよう、開発者に対し、ユーザー
の要求を明確に伝えるなど、進捗管理や技術的助言を
行う業者を有効に活用している。調査員と都道府県、
本省との良好なコミュニケーションの確保や、調査員
の活動実態が把握できるように設計・開発が進められ
ている。 

３ システムの活用による業務
効率化の取組 

① 一連の業務プロセスについて、システムを活用して
進捗管理を実施し、全ての関係者が共有する仕組みに
なっている。また、進捗管理にとどまらず、実査スケ
ジュールの見直し等にも活用している。 

② タブレットを活用したシステムの導入により、従
来、対面または電話等で行っていた研修や疑義照会が
オンラインで実施可能となり、調査員の活動に必要な
事務手続もシステムで行えるようになっている。これ
らにより、実施系統担当者の業務効率化が図られてい
る。 

③ 都道府県との情報共有について、通常のメール等に
加え、システム内の掲示板機能を活用している。この
掲示板機能は、全都道府県を対象とした一斉掲載に加
えて、都道府県ごとの掲載や、都道府県からの書き込
みもできるなど、双方向の情報共有が可能なツールを
整備している。 

④ オンライン調査システム（政府統計共同利用システ
ム）とＡＰＩ連携を行い、回答データを表示するシス
テムを用いて都道府県がリアルタイムで回答状況を確
認し調査員に共有することにより、報告者への訪問回
数が減少し、調査票の取集事務を効率的に実施してい
る。 

＜実査の改善＞ 

４ 調査票の改善等 ① 調査票の記入要領等が、報告者にとって可能な限り
見やすく分かりやすいものとなるよう、民間広報の専
門家にアドバイスを求める取組を行っている。 

② 電子調査票の導入当初、客体の誤操作（未回答のま
ま送信）による白紙回答が多かったことの反省を生か
して、エラーチェック機能を入れるなど、より良いも
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のとしていくために、段階的にシステムの改善等を確
実に進めていることは、アジャイル型行政の好例であ
る。 

③ 電子調査票は、オンライン調査システムの機能を最
大限生かしながら、入力者の記入誤りを防ぐため、桁
間違いをしないよう吹き出しを横に出すなどの工夫を
している。 

④ オンライン調査票の論理チェックについて調査現場
から修正意見を吸い上げ、マクロ等のシステムチェッ
クを絶えず改善している。 

５ オンライン調査の促進 ① 非オンライン調査客体について分析し、状況を把握
しており、オンライン回答率を 100%にすることを目指
している。 

② 委託業者から報告者への疑義照会時や報告者からの
問合せ時等、折に触れてオンライン回答を勧めること
は、既存の接触機会を生かし、オンライン回答を自然
に促進できるものと考えられる。 

６ 調査員の教育等 ① 「調査員事務打合せ会」や「調査員合同指導会」の
開催を通じて、調査員教育が確実に行われている。調
査員相互の意見交換の場を設け、相互研鑽による調査
員の能力向上を図るなど、調査員から受けた意見を調
査の企画等に反映させている。 

② 調査員の業務内容をマニュアル類で定めるととも
に、採用後も定期的に能力を評価する仕組みを整備し
ている。 

＜審査・集計の改善＞ 

７ 調査票データの保存 ○ 調査票データだけでなく、データ訂正の経緯・理由
の詳細等を共に保管しており、この取組はトレーサビ
リティの観点から、後々の検証や問題発生時の対応に
役立てることができる。 

＜公表・提供の改善＞ 

８ 調査結果の公表 ① 利用者からの問い合わせに関して、統計表の掲載場
所や照会の多い用語の定義などについて正確かつ迅速
に回答するため、照会対応マニュアルを作成してお
り、組織的にノウハウを共有、引継いでいる。 

② 公表マニュアルに対応する詳細な作業チェックリス
トが存在し、工程管理が確実に行われている。 

＜全体的な取組等＞ 

９ その他の改善取組 ① 調査票データや集計データの審査は本省及び実施系
統において「チェックリスト」に基づき実施するとと
もに、身近な事例を業務改善に結びつけることを目的
として実施系統においてもチェックリストへの項目追
加が可能になっている。これはＰＤＣＡサイクルを自
主的・主体的に実施している。 

② 令和５年度（2023 年度）に実施した統計作成プロセ
ス診断における助言を省内で他調査にも展開・反映し
ている。 
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５ 統計リソースの確保・人材育成 

（１）統計リソース（予算・人員）の重点的な配分の状況 

統計委員会による「令和７年度における統計リソースの重点的な配分に

関する建議」（令和６年５月22日付け統計委第４号。以下「リソース建議」

という。）において、統計リソース（予算・人員）を重点的に配分すべき

とされている取組に関する令和７年度（2025年度）の歳出予算は、約56億

円となっている（資料16参照）。 

リソース建議に掲げられた取組については、令和６年度（2024年度）補

正予算にも計上されており、約19億円となっている。これを令和７年度当

初予算と合わせると、リソース建議関連は総額で約75億円規模となってい

る（図表32参照）。 

また、機構・定員について、各府省の定員は新規増13人、振替７人とな

っている（図表33参照）。 

 

図表32 リソース建議に係る重点分野別予算・人員の状況（予算） 

（単位：千円） 

 
建議事項 

 
 
 

 
府省名 

府省別 
事項計 

（予算額） 

①社会経済

の変化に的

確に対応す

る公的統計

の整備 

②統計の国

際比較可能

性の向上 

③統計デー

タの利活用

促進 

④品質の高

い統計作成

のための基

盤整備 

⑤デジタル

技術や多様

な情報源の

活用等によ

る正確かつ

効率的な統

計作成 

内閣府 150,278  150,278  105,264  0  0  0  

総務省 4,229,932  3,571,606  151,940  594,389  285,855  233,902  

財務省 104,861  44,549  0  0  44,549  60,312  

文部科学省 1,275,009  0  0  14,435  1,260,574  0  

厚生労働省 1,153,977  0  0  0  1,153,977  0  

農林水産省 152,130  0  0  0  152,130  0  

経済産業省 449,653  0  0  449,653  449,653  0  

国土交通省 5,290  0  0  0  5,290  0  

合計 7,521,130  3,766,433  257,204  1,058,477  3,352,028  294,214  

（注１）複数事項に該当するものがあるため、各府省の各項目の合計は、「府省別事項計」欄の額に合致

しない場合がある。 

（注２）個別の事業費から建議に係る予算を切り出せない場合もあり、予算額には事業費の総額をそのま

ま計上したものが含まれている。 

（注３）デジタル庁が一括計上する統計関係システムに係る経費については、当該システムに係る統計調

査等を所管する府省の予算額に含まれている。 
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図表33 リソース建議に係る重点分野別予算・人員の状況（定員） 

（単位：人） 

 
建議事項 

 
 
 

 
府省名 

府省別 
事項計 

（人数） 

①社会経済

の変化に的

確に対応す

る公的統計

の整備 

②統計の国

際比較可能

性の向上 

③統計データ

の利活用促進 

④品質の高

い統計作成

のための基

盤整備 

⑤デジタル

技術や多様

な情報源の

活用等によ

る正確かつ

効率的な統

計作成 

内閣府 1  -   1   -   -   -   

消費者庁 1 -   -   1 -   -   

総務省 
8 

【3】     
-   -   

1   
【1】             

7 
【1】 

 
【1】 

厚生労働省 3 -   -   1 1 2 

農林水産省 【3】 -   -   -   【3】 【3】 

経済産業省 【1】 -   -   【1】 -   -   

合計 
13 
【7】 

-   1   
3 

【2】 
8 

【4】 
2 

【4】 
（注１）振替による増員人数は【 】書きとした。 

（注２）複数事項に該当するものがあるため、 各府省の項目の合計は、「府省別事項計」欄の人数に合致し

ない場合がある。 
 

なお、リソース建議以外も含めた統計に係る予算の総額や、国の統計職

員数については、統計調査の実施周期などの影響もあり、単年度ごとの増

減に関する評価は困難なものではあるが、図表34のとおりとなっている。 
 

図表34 統計に係る予算額及び国の統計職員数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
（注１）各年度の補正予算額は含まず、破線及び括弧書きで示している予算額は、国勢調査関連経

費を除いた予算額 

（注２）毎年４月１日時点において国の統計機構に所属する職員の現在員数 
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（２）統計職員の配置状況 

令和６年度（2024年度）における統計職員数は1,987人となっている。 

また、基幹統計の作成に従事する本府省の職員数は、統計調査により作

成する基幹統計（48統計）が延べ747人、統計調査以外の方法により作成す

る基幹統計（６統計）が延べ132人で、合計延べ879人となっている（図表

35及び36参照）。 

 

図表35 統計調査により作成する基幹統計（48統計）別人員・体制 

（令和６年度（2024年度）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実員 10年以上
5年以上～
10年未満

2年以上～
5年未満

2年未満

国勢統計 28.0 28 9 9 5 5
住宅・土地統計 6.0 6 3 3 0 0
労働力統計 16.0 16 4 7 1 4
小売物価統計 44.0 44 24 10 5 5
家計統計 15.0 15 5 4 0 6
個人企業経済統計 4.0 4 1 1 0 2
科学技術研究統計 4.0 4 2 0 0 2
地方公務員給与実態統計 2.0 3 0 0 0 3
就業構造基本統計 4.0 4 2 2 0 0
全国家計構造統計 6.0 6 3 2 0 1
社会生活基本統計 6.0 6 3 2 1 0
サービス産業動態統計 10.0 10 2 5 1 2
経済構造統計（経済センサス‐基礎調査） 11.0 12 6 2 2 2
経済構造統計（経済センサス‐活動調査） 23.0 23 11 5 2 5
経済構造統計（経済構造実態調査） 21.5 23 11 6 3 3
法人企業統計 4.0 4 0 0 1 3
民間給与実態統計 4.3 6 0 2 2 2
学校基本統計 3.6 6 2 0 0 4
学校保健統計 1.2 5 1 0 1 3
学校教員統計 1.2 5 1 0 1 3
社会教育統計 1.2 5 1 0 1 3
人口動態統計 32.4 43 26 4 5 8
毎月勤労統計 14.5 21 7 5 1 8
薬事工業生産動態統計 2.3 3 0 0 1 2
医療施設統計 4.8 8 1 3 0 4
患者統計 6.0 11 3 1 1 6
賃金構造基本統計 9.9 16 7 1 2 6
国民生活基礎統計 12.1 15 7 1 2 5
農林業構造統計 16.8 41 27 5 6 3
牛乳乳製品統計 3.0 28 20 3 2 3
作物統計 22.6 50 36 5 5 4
海面漁業生産統計 4.3 29 21 3 3 2
漁業構造統計 7.8 32 22 5 3 2
木材統計 3.3 28 20 3 3 2
農業経営統計 24.3 50 32 4 6 8
経済産業省生産動態統計 23.0 37 26 4 1 6
ガス事業生産動態統計 1.2 3 0 0 0 3
石油製品需給動態統計 1.0 2 0 0 1 1
商業動態統計 7.5 21 12 1 2 6
経済産業省特定業種石油等消費統計 4.5 18 12 1 1 4
経済産業省企業活動基本統計 4.5 18 11 0 3 4

府省名 基幹統計名

統計作成に従事する職員数

業務量を
あん分した
実員相当数

従事する職員の人数（実員）
統計業務経験

経済産業省

総務省

総務省
（経産省共管）

財務省

文部科学省

厚生労働省

農林水産省
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（注１）経済構造統計については「経済センサス-基礎調査」、「経済センサス-活動調査」及び「経済構造実態調査」の

３つに、建築着工統計については「建築物着工統計調査／住宅着工統計調査」及び「建築工事費調査」の２つに、

建設工事統計については「建設工事受注動態統計調査」、「大手50社調査」及び「建設工事施工統計調査」の３つ

に区分して職員数を整理している。 

（注２）「統計作成に従事する職員数」は、省令職以上を除いてカウントしている。 

（注３）「業務量をあん分した実員相当数」は、職員が経常的に各統計に係る業務に専ら従事している場合は1.0人とカウ

ントし、職員が当該統計以外の統計業務や統計以外の業務を兼務している等の場合は、その従事状況を勘案して業

務量をあん分の上、1.0人未満の適宜の数字でカウントすることとし、これらのあん分後の職員数の合計を記載して

いる。 

（注４）「従事する職員の人数（実員）」は、上記注３のあん分を行う前の当該統計に従事する職員数を記載している。 

（注５）「統計業務経験」は、当該統計に従事する職員が、現在及び過去に統計業務に従事した期間を合計した従事期間

別の人数を記載している。 

 

図表36 統計調査以外の方法により作成する基幹統計（６統計）別人員・体制 

（令和６年度（2024年度）） 

 
（注１）「統計作成に従事する職員数」は、省令職以上を除いてカウントしている。 

（注２）「業務量をあん分した実員相当数」は、職員が経常的に各統計に係る業務に専ら従事している場合は

1.0人とカウントし、職員が当該統計以外の統計業務や統計以外の業務を兼務している等の場合は、その

従事状況を勘案して業務量をあん分の上、1.0人未満の適宜の数字でカウントすることとし、これらのあ

ん分後の職員数の合計を記載している。 

（注３）「従事する職員の人数（実員）」は、上記注２のあん分を行う前の当該統計に従事する職員数を記載

している。 

（注４）「統計業務経験」は、当該統計に従事する職員が、現在及び過去に統計業務に従事した期間を合計し

た従事期間別の人数を記載している。 

 

 

 

 

 

実員 10年以上
5年以上～
10年未満

2年以上～
5年未満

2年未満

内閣府 国民経済計算 53.0 53 11 10 12 20
総務省 人口推計 3.5 4 1 2 1 0

総務省（10府省共管） 産業連関表 24.9 41 9 6 6 20
生命表 2.0 11 3 3 1 4
社会保障費用統計 2.3 4 2 0 1 1

経済産業省 鉱工業指数 5.3 19 12 1 1 5
132 38 22 22 50

厚生労働省

合計

府省名 基幹統計名

統計作成に従事する職員数

業務量を
あん分した
実員相当数

従事する職員の人数（実員）
統計業務経験

港湾統計 3.1 4 0 2 1 1
造船造機統計 1.0 4 0 3 0 1
建築着工統計（建築物着工統計調査/住宅着工統計調査） 2.2 3 0 0 0 3
建築着工統計（建築工事費調査） 0.9 2 0 0 1 1
鉄道車両等生産動態統計 1.2 3 0 2 0 1
建設工事統計（建設工事受注動態統計調査） 1.3 2 0 0 0 2
建設工事統計（大手50社調査） 0.5 2 0 0 1 1
建設工事統計（建設工事施工統計調査） 1.4 2 0 0 0 2
船員労働統計 1.0 4 0 3 0 1
自動車輸送統計 4.1 5 1 2 1 1
内航船舶輸送統計 1.1 4 0 3 0 1
法人土地・建物基本統計 2.1 3 1 0 0 2

747 383 124 78 162

国土交通省

合計
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（３）統計品質管理官の配置状況

統計委員会による「公的統計の総合的な品質向上に向けて（建議）」

（令和４年８月10日付け統計委第11号）を踏まえ、基本計画では、統計の

品質管理体制を充実するため、これまでの「統計分析審査官」の体制を大

幅に見直し、公表前の審査の改善や誤り発見時の対応にとどまらず、統計

の品質管理全般の中核となる「統計品質管理官」を新設することとされて

いる。これを踏まえ、令和５年（2023年）４月に総務省及び各府省に統計

品質管理官を配置した。この統計品質管理官は、中央統計機構の支援機能

との連携等を図りつつ、統計の品質確保・向上に関する取組を政府一体と

して推進していくため、総務省の統計品質管理推進室（室長：総務省政策

統括官（統計制度担当））の職員となり、また、各府省に併任で配置され

て、統計の統括責任者（統計幹事等）を補佐し、その指揮の下で、各府省

における統計の品質管理に関する取組に従事している（図表37参照）。 

図表37 統計品質管理官体制図（令和６年度（2024年度）） 

（４）誤り発見ルールに沿った対応状況

各府省における公表数値等の誤り発見時の対応については、従前より内

閣官房から「各府省における公表数値等の誤りに係る疑義及び誤り発見後

の対応に関する内閣官房の対応等について」（令和２年６月17日付け内閣

官房統計改革推進室事務連絡）において示されたひな型を踏まえ、各府省

において対応ルールが策定され、これに沿った対応が行われてきた。 

その後、令和５年（2023年）４月に関係事務が内閣官房から総務省に移

管されたこと、また、従前の統計分析審査官に代わって統計品質管理官が

配置されたことなどを踏まえ、同年７月に総務省から新たに「各府省にお

ける公表数値等の誤り発生に備えた情報の保存及び誤り発見後の対応等に

ついて」（令和５年７月28日付け総務省統計品質管理推進室事務連絡）を

提示し、各府省において対応ルールの改定、職員への周知等が行われてい
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る。 

当該対応ルールに基づき、統計品質管理官（総括担当）が令和６年度

（2024年度）に各府省から報告を受けた件数は、６府省から123件（基幹統

計：６府省54件、一般統計調査：６府省69件）である（図表38参照）。 

 

図表38 誤り報告件数（年度別） 

報告年度 報告件数 

令和２年度（2020年度）  18 

令和３年度（2021年度）  46 

令和４年度（2022年度） 131 

令和５年度（2023年度） 121 

令和６年度（2024年度） 123 

(注）令和２年度（2020年度）の報告件数については、各府省におい

て対応ルールが策定された同年９月以降の報告件数を整理。 

 

 図表39 誤り報告件数（誤りの主体別）（令和６年度（2024年度）） 

統計の種類 

誤りの主体 

実施・作成者 
報告者 

担当府省 受託等機関 

基幹統計 33（4） 14（4） 17 

一般統計 33（2） 15（2） 28 

合計 66（6） 29（6） 45 

（注１）１件の報告の中で複数の誤りの主体について報告されているものがあるため、

合計は123件とならない。 

（注２）（ ）は、１件の報告の中で、担当府省と受託等機関の両方が誤りの主体と

なっている事例数（内数）。 

 

また、誤りの原因をみると、実施・作成者が誤りの主体となっているも

のでは、作業ファイルの計算式等の設定誤り、公表資料として作成した集

計表及びグラフ等における表記誤りなど、「手作業による誤り」が69件、

また、報告者が誤りの主体となっているものでは、基となる資料から調査

票に転記する際の入力誤り、調査客体の基データそのものの誤りなど、

「記入漏れ、記載ミス等による報告誤り」が32件となっている（図表40参

照）。 
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図表40 誤り報告件数（誤りの原因別）（令和６年度（2024年度）） 

統計の種類 

誤りの原因 

実施・作成者 報告者 

手作業による
誤り 

プログラム等
の改修漏れ、

不具合 

記入漏れ、 
記載ミス等に
よる報告誤り 

調査定義等
の誤認によ
る誤報告 

報告の漏れ 
・遅延 

基幹統計 31 13 10 9 3 

一般統計 38 14 22 9 0 

合計 69 27 32 18 3 

（注）１件の報告の中で、複数の誤りの原因について報告されているものがあるため、合計は 123 件となら

ない。 

 

再発防止策をみると、実施・作成者側の取組としては、改変履歴の作業

マニュアルへの追記など「業務マニュアル等の整備・追記」が63件、確認

チェック表の導入によるダブルチェックの徹底など「複数人チェックの実

施・徹底」が58件となっている。また、報告者に対する取組としては、留

意点を整理した手引書の配布や事務連絡・担当者会議での事例共有など

「誤り事例等の共有による報告者への注意喚起」が20件となっている（図

表41参照）。 

 

図表41 誤り報告件数（再発防止策別）（令和６年度（2024年度）） 

統計の 

種類 

再発防止策 

実施・作成者側（受託等機関を含む）の 
作業プロセスの改善等に関する取組 

報告者による 
正確な報告を確保するための取組 

業務 
マニュア
ル等の整
備・追記 

複数人 
チェックの 
実施・徹底 

基礎的審
査、分析的

審査の 
導入・徹底 

プログラ
ムの改修 

誤り事例等
の共有によ
る注意喚起 

提出前の
再確認の

徹底 

手作業 
業務の 
システ
ム化 

そ
の
他 

誤り事例等
の共有による
報告者への
注意喚起 

調査票、 
記入要領、
留意事項
の変更 

提出前の
再確認の

徹底 

そ
の
他 

基幹統計 26 23 14 17 13 8 4 12 6 2 8 1 

一般統計 37 35 17 11 7 7 5 15 14 15 9 5 

合計 63 58 31 28 20 15 9 27 20 17 17 6 

（注）１件の報告の中で複数の防止策について報告されているものがあるため、合計は123件とならない。 

 

（５）技術的アドバイザーの確保・活用状況 

統計委員会による「公的統計の総合的な品質向上に向けて（建議）」

（令和４年８月10日付け統計委第11号）を踏まえ、基本計画では、各府省

の統計幹事及び統計品質管理官を支えるため、学識経験者、民間の統計や

品質管理の専門家などを、技術的アドバイザーとして確保することとされ

ている。これを踏まえ、総務省統計研究研修所では、令和５年度（2023年

度）から、学識経験者、民間の統計や品質管理の専門家などを統計品質ア

ドバイザー及び統計技術アドバイザーとして任用しており、各府省におい
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てアドバイザーの知見を活用したい案件が発生した際には、適宜アドバイ

ザーへの相談が行われている。 

令和６年度（2024年度）においては、５府省等で統計品質アドバイザー

及び統計技術アドバイザーが活用されており、相談件数は延べ28件となっ

ている（図表42参照）。 

 

図表42 統計品質／技術アドバイザーの活用状況（令和６年度（2024年度））  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）１件の相談で複数の内容について相談している場合があるため、アドバイザーへの内容別相談件数の

合計は28件とならない。 

 

（６）統計データアナリスト等の認定状況 

令和元年（2019年）12月に統計改革推進会議統計行政新生部会が示した

「統計行政の新生に向けて」及び令和２年（2020年）６月に変更された第

Ⅲ期基本計画において、統計作成のみならず政策立案の支援も行うことが

できる統計業務資格保有者として、「統計データアナリスト」及び「統計

データアナリスト補」（以下これらを合わせて「統計データアナリスト等」

という。）の確保・育成等を図ることが求められた。これを踏まえ、総務

省政策統括官（統計制度担当）では関係規程を定め、令和３年度（2021年

度）から、統計データアナリスト等の認定を行っている。 

統計データアナリスト等の認定者数については、認定を開始した令和３

年度（2021年度）末時点では延べ65人であったが、認定資格の周知や、認

定要件である総務省統計研究研修所が実施する統計研修の受講推奨を継続

的に行った結果、令和６年度（2024年度）末時点において、累計で統計デ

ータアナリストは123人、統計データアナリスト補は435人が認定されてい

る（図表43参照）。 

 

4

4

6

6

その他

標本設計

集計・分析手法

統計のシステム化・デジタル

化

統計技術アドバイザーへの内容別相談件数
（件）

1

1

7

その他

統計業務に係る品質管理

統計の作成に関すること

統計品質アドバイザーへの内容別相談件数
（件）
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図表43 統計データアナリスト等の認定状況の推移 

 

    （注）認定数には、独立行政法人統計センター職員の人数を含む。 

 

（７）各種研修の充実・実施の状況 

総務省統計研究研修所では、統計作成の中核を担う統計人材の育成及び

統計を政策の立案等に活用するための統計リテラシー向上を目的として研

修を実施している。 

また、品質の高い統計の作成のための基盤整備として、専門性の高い人

材の育成等に資するため、統計作成のみならず政策立案の支援も行うこと

ができる政府機関の統計業務資格保有者として、統計データアナリスト等

の確保・育成・配置の加速に取り組んでおり、総務省統計研究研修所が実

施している当該資格認定に必要な業務レベル別研修（初級・中級・上級コ

ース）についてみると、令和６年度（2024年度）においては延べ約2,300人

が研修を修了している。このほか、総務省統計研究研修所では、分野別研

修を実施しており、また、各府省においても、府省内職員を対象とした独

自の統計研修が実施されるなど、政府全体で統計人材の育成が図られてい

る（資料17参照）。 

 

（８）府省の統計部局間の人的交流の状況 

基本計画では、「各府省の職員の統計業務経験の蓄積や専門性の向上に

資するため、総務省の統計部門に各府省の職員を受け入れ、ＯＪＴを行う

とともに、総務省の統計部門の職員を各府省へ派遣するなど、府省の統計

部局間の人的交流を促進する」こととされている。 

令和６年度（2024年度）における府省の統計部局間の人事交流の状況を

みると、８府省において計42人の人事交流が行われている（資料17参照）。 
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（９）都道府県統計専任職員等の配置状況 

政府が行う統計調査に関する事務のうち、統計法施行令（平成20年政令

第334号）で定めるところにより、地方公共団体の長が行うものについては、 

・ これに要する経費等は、地方財政法（昭和23年法律第109号）第10条の

４の規定により、地方公共団体が負担する義務を負わない、 

・ また、地方統計機構整備要綱（昭和22年７月11日閣議決定）により、

国が行う統計調査に必要な経費は、国費をもって充てること及び地方に

国庫負担の統計専任職員を置く 

とされている。 

    このため、総務省では、統計行政の政府横断的な調整機関として、これ

らの法律及び閣議決定に基づき、国が行う統計調査に従事する都道府県統

計専任職員の給与等を都道府県知事に交付し、地方統計機構の維持・整備

を図っている。 

    統計専任職員は、国家公務員の定員合理化計画に準じて措置されており、

「国の行政機関の機構・定員管理に関する方針－戦略的人材配置の実現に

向けて－」（平成26年７月25日閣議決定、令和６年６月28日一部変更）で

は、国家公務員の定数については、令和７年度（2025年度）以降、５年ご

とに基準年度を設定して、対基準年度末定員比で５年間で５％（年平均

１％）以上を合理化することが基本とされた。 

    統計専任職員の定数については、同方針に準じ、令和７年度（2025年度）

から令和11年度（2029年度）までの５年間で81人の合理化減に取り組むこ

ととし、令和７年度（2025年度）においては、令和６年度（2024年度）末

定員の17人減となる1,604人が措置されている。 

    また、統計専任職員が行う業務全般の周辺部分を弾力的に補助できる事

務補助職員（会計年度任用職員）の定数については、統計専任職員の体制

確保を図るため、令和７年度（2025年度）においては、令和６年度（2024

年度）と同数となる59人が措置されている（図表44参照）。 

 

図表44 統計専任職員及び会計年度任用職員の定員数の推移 

 令和３年度 

（2021年度） 

令和４年度 

（2022年度） 

令和５年度 

（2023年度） 

令和６年度 

（2024年度） 

令和７年度

（2025年度） 

統計専任職員 1,625人 1,617人 1,621人 1,621人 1,604人 

対
前
年
度 

合理化 ▲９人 ▲８人 ▲８人 ▲８人 ▲17人 

増 員 ０人 ０人 12人（注１） ８人（注２） ０人 

差 引 ▲９人 ▲８人 ４人 ０人 ▲17人 

会計年度任用職員 59人 59人 59人 59人 59人 
 （注１）統計品質確保体制の強化のための加配 

 （注２）調査環境の改善のための加配 
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（10）統計調査員希望者の登録状況 

    近年、プライバシー意識の高まりによる統計調査に対する協力意識の低

下など、統計調査環境の悪化等に伴い、統計調査員の確保が困難となって

いる状況がある。 

総務省では、こうした状況に対処するため、あらかじめ統計調査員とな

る意思を有する者（以下「統計調査員希望者」という。）を都道府県に登

録し、これら登録された統計調査員希望者（以下「登録調査員」という。）

の資質の向上を図るための必要な研修等を実施し、統計調査員の安定的な

確保に取り組んでいる。 

    令和６年度（2024年度）末における登録調査員数は136,007人であり、こ

のうち令和６年度（2024年度）中の新規登録調査員者数は11,669人である。

これら登録調査員数について、登録基準数（令和６年４月時点で123,920人）
（注）に対する登録率は109.8％となっている。 

   （注）登録基準数とは、市町村における「経済センサス－活動調査」の調査区数に２分の１を乗じて

得た数である。 

 

（11）都道府県職員及び登録調査員に対する研修の実施状況 

  ① 都道府県職員に対する研修の実施状況 

     都道府県及び市町村において統計事務に従事する職員（以下「統計関

係職員」という。）に対し、業務上必要とされる知識及び技術を習得さ

せ、地方統計機構の機能の充実強化に資することを目的として、地方統

計職員業務研修（以下「業務研修」という。）が実施されている。 

     業務研修は、総務省政策統括官（統計制度担当）が実施する中央研修

と都道府県統計主管部・課長が実施する地方研修（基礎研修・専門研修）

に区分され、それぞれ原則として、毎年１回実施されている。業務研修

のうち、令和６年度（2024年度）における中央研修の実施状況は、図表

45のとおりである。 

     

    図表45 中央研修の実施状況（令和６年度（2024年度）） 

開催日時 令和６年（2024年）４月25日（木）10時00分～17時

00分 

開催会場 総務省第２庁舎及びオンライン 

対象者 都道府県の統計関係職員うち、次のいずれかに該

当する者 

ⅰ） 地方研修において、講師の経験のある者又は

これから講師として講義を行おうとする者 

ⅱ） 地方研修の企画・運営等の事務に従事してい

る者又はこれから従事しようとする者 

受講者 43人（42都道府県） 

講義内容  

 統計行政の動き 災害等発生時における統計調査に係る対応について 

特別講義 滋賀県統計課の統計教育関連事業について 
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地方統計業務

研修の実務 

「統計実務基礎知識（必須科目）」のポイントにつ

いて 

班別討議 人材育成に係る研修の企画に関する意見交換 

 

  ② 登録調査員に対する研修の実施状況 

     総務省では、登録調査員を対象として、ⅰ）中核的・指導的統計調査

員の育成に資するための研修及びⅱ）基礎的・実践的知識等の習得に資

するための研修を企画・実施している。 

     令和６年度（2024年度）における登録調査員に対する研修は、対象と

する登録調査員に応じて、ⅰ）登録調査員中央研修及びⅱ）都道府県別

登録調査員研修を実施した（図表46及び47参照）。 

 

     図表46 登録調査員中央研修の実施状況（令和６年度（2024年度）） 

開催日時 令和６年（2024年）12月11日（木）13時00分～17

時00分 

開催会場 総務省第２庁舎及びオンライン 

対象者 ⅰ） 各地域において中核的・指導的な役割を担

う予定の登録調査員のうち、原則として次の

要件を満たす者 

・ 統計調査員の経験年数が５年以上の者 

・ 令和３年度（2021年度）～令和６年度

（2024年度）の間、何らかの国の統計調査

の調査員として活動した者 

・ 研修受講後、指導的な役割を担い活動で

きる者 

ⅱ） 統計調査員を直接指導する都道府県又は市

区町村の統計関係職員（任意） 

受講者 67人（登録調査員49人（33都道府県）、統計関係

職員18人） 

講義内容  

 講義Ⅰ 社会における統計の利活用事例について 

講義Ⅱ オンライン調査デモ版操作実演及び実習 

班別討議 ⅰ） 調査活動において成功した事例、成功に至

った工夫 

ⅱ） 調査活動において困った事例、困難だった

事例（解決した場合はその対応方法や方策を

含む。） 

 

     図表47 都道府県別登録調査員研修の実施状況（令和６年度（2024年度）） 

開催時期・時間・

回数 

令和６年（2024年）７月～令和７年（2025年）２

月 １回当たり３時間半程度（全国延べ63回） 

開催会場 都道府県庁・市町村役場等 

対象者 ⅰ） 新規登録調査員及び実査経験の浅い登録調
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査員 

ⅱ） 都道府県又は市区町村の統計関係職員（任

意） 

受講者 1,788人（登録調査員1,589人（45都道府県）、統

計関係職員199人） 

講義内容（例) (注)  

 講義Ⅰ ⅰ） 統計調査員の仕事について 

ⅱ） オンライン調査デモ版操作実演及び実習 

講義Ⅱ 接遇 

班別討議 ⅰ） 居留守を使われ、調査対象に会えないとき

の対処方法 

ⅱ） 調査対象に会えたものの、調査拒否や調査

票記入を断られた際の対処方法 

任意課目 都道府県において、研修受講者の資質向上に資す

ると考えられる任意の課目を設定し、講義を実施

（都道府県職員による講義、ベテラン調査員によ

るこれまでの経験を踏まえた講話等） 
（注）講義内容については、標準的な例を記載しており、都道府県において、地域の実情等を踏 

まえ、受講者の資質向上に資すると考えられる講義内容の企画を認めている。 
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６ 統計基盤のデジタル化、統計作成の効率化、報告者負担の軽減等 

（１）オンライン調査の推進状況 

ア オンライン調査の導入状況 

令和７年（2025年）３月末現在で、オンライン調査が導入されている

統計調査として各府省から報告があったものは244件となっており、導

入率は93.1％となっている（図表48参照）。 
 

   図表48 オンライン調査の導入状況（府省別） 

（令和７年（2025年）３月末現在） 

府省名 統計調査数  

  

オンライン調査 

導入統計調査数 

オンライン調査 

導入率（％） 

人事院 4 4 100.0 

内閣府 17(1) 17(1) 100.0 

個人情報保護委員会 1 0   0.0 

消費者庁 1 1 100.0 

こども家庭庁 8 5 62.5 

総務省 21(3) 21(3) 100.0 

法務省 1 1 100.0 

外務省 1 1 100.0 

財務省 6(2) 6(2) 100.0 

文部科学省 23(2) 22(2) 95.7 

厚生労働省 72(3) 62(3) 86.1 

農林水産省 41(3) 41(3) 100.0 

経済産業省 20(4) 20(4) 100.0 

国土交通省 50(1) 47(1) 94.0 

環境省 8(1) 8(1) 100.0 

合計 262(8) 244(8) 93.1 
（注１）統計調査数は、令和７年（2025年）３月末現在に回答調査客体数が確定している直近の基

幹統計調査及び一般統計調査の数（５年に１度の周期調査等を含む。）。なお、令和７年

（2025年）３月末現在で既に中止した統計調査であっても、同年３月末までに回答調査客体

数が確定したものについては統計調査数に含んでいる。また、各府省で実施している産業連

関構造調査についてはまとめて１調査として計上している（産業連関構造調査を実施してい

る各府省の統計調査数にも１調査として計上）。 

（注２）（ ）内の数値は共管調査（複数の府省が共同で行う調査）及び産業連関構造調査の数であ

り、統計調査数の内数。共管調査は、共管の府省にそれぞれ１件と計上しているため、各府

省の統計調査数等を単純合計しても、合計と一致しない。 

（注３）令和５年（2023年）から、他計式調査（調査員等が聞き取って記入する調査）で統計調査

員等がオンラインで回答を送信する調査方法も「オンライン調査」として計上している。 

 

 

また、令和２年（2020年）から令和５年（2023年）までにおけるオ

ンライン調査の導入率は、図表49のとおりとなっている。 
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図表49 過去４年間のオンライン調査の導入率 

府省名 
令和２年 
（2020年） 

（％） 

令和３年 
（2021年） 
（％） 

令和４年 
（2022年） 
（％） 

令和５年 
（2023年） 
（％） 

人事院 100.0 100.0 100.0 100.0 

内閣府 87.5 86.7 93.3 92.3 

 こども家庭庁（注） - - - 57.1 

総務省 95.8 95.5 95.2 100.0 

財務省 87.5 100.0 100.0 100.0 

文部科学省 95.5 95.5 95.5 95.7 

厚生労働省 74.0 71.8 72.1 81.7 

農林水産省 100.0 100.0 100.0 100.0 

経済産業省 97.1 100.0 100.0 100.0 

国土交通省 92.6 92.2 94.0 92.2 

環境省 75.0 83.3 83.3 85.7 

合計 88.6 87.7 88.2 90.5 
（注）こども家庭庁は令和５年（2023年）４月１日に設置された。 

 

イ オンライン回答の状況 

令和７年（2025年）３月末現在で、オンライン調査が導入されている

統計調査は、基幹統計調査で63件、一般統計調査で271件となっている。

また、各種別における、回答数に占めるオンライン回答数の割合（以下

「オンライン回答率」という。）の内訳は図表50のとおりとなっている。 
 

図表50 オンライン回答の状況（令和７年（2025年）３月末現在） 

種別 
オンライン調査

を導入している

統計調査数 

オンライン回答率 

20％未満 20％以上
50％未満 

50％以上
80％未満 

80％以上 

基幹統計調査 63 8 23 14 18 

 

個人・世帯 13 4 8 0 1 

事業所・企業 43 4 15 14 10 

教育機関 4 0 0 0 4 

行政機関 3 0 0 0 3 

一般統計調査 271 47 72 61 91 
 個人・世帯 56 23 20 5 8 
 事業所・企業 172 24 52 55 41 
 教育機関 8 0 0 0 8 
 行政機関 35 0 0 1 34 

合計 334 55 95 75 109 
（注１） 「オンライン調査を導入している統計調査数」は、令和７年（2025年）３月末現在に回答調査客

体数が確定している直近の基幹統計調査及び一般統計調査（５年に１度の周期調査等を含む。）に

ついて、各府省から報告を受けた単位（調査周期別、調査系統別等）で集計している。このため、

この欄の合計数と、図表48における「オンライン調査導入統計調査数」の合計数とは一致しない。 
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（注２） 本表における「個人・世帯」、「事業所・企業」、「教育機関」及び「行政機関」の種別は、そ

れぞれ、主な調査客体の属性を記載している。「教育機関」は学校又は社会教育施設を、「行政機

関」は国、地方公共団体などを指し、「事業所・企業」は「教育機関」及び「行政機関」以外の事

業所・企業に報告を求めるものを指す。 

なお、一つの報告単位において、複数の属性が該当する場合には、調査客体数が最も多いものに

分類されている。 

 

オンライン調査が導入されている基幹統計調査のうち、企業系調査の

オンライン回答率は、令和７年（2025年）３月末現在の単純平均値で

55.2％、世帯系調査のオンライン回答率は同26.1％となっている（図表

51参照）。 
 

図表51 基幹統計調査のオンライン回答率の推移（注６） 

 
（注１）主に事業所・企業を対象とした基幹統計調査（主に行政機関又は教育機関を対象とした基幹統計調

査を除く。）。以下同じ。 

（注２）主に個人・世帯を対象とした基幹統計調査（地方公務員給与実態調査を除く。）。以下同じ。 

（注３）各基幹統計調査（調査系統等が複数ある場合は、各府省から報告があった単位で分割）のオンライ

ン回答率の単純平均。なお、その年に調査を実施していない調査や、実施されていても回答調査客体

数が確定していない調査は、直近調査の値を使用している。 

（注４）世帯系調査の令和５年（2023年）の数値には、一部の都道府県のみにオンライン調査が導入された

統計調査を含む（回答率の分母は全都道府県としている）。当該統計調査を除くと、オンライン回答

率は21.9％となる。 

（注５）令和５年（2023年）から、他計式調査で統計調査員等がオンラインで回答を送信する調査方法も

「オンライン調査」として計上していることから、時系列比較をする際は注意を要する。 

（注６）令和元年（2019年）から令和５年（2023年）までの値は各年12月末現在。令和６年（2024年）の値

は令和７年（2025年）３月末現在 
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また、オンライン回答率向上に向けた取組として、各府省から報告

があったもののうち、主なものは図表52のとおりとなっている。 
 

図表52 オンライン回答率向上に向けた取組事例 

区分 統計調査名 取組事例 

電
子
調
査
票
に 

関
連
し
た
取
組 

情報通信業基本調査 ・自動計算機能、エラー該当箇所の明示機能の付与 

建設工事進捗率調査 
・紙調査票では記入前に手計算が必要となる一部の入力項目
について、Excel電子調査票では自動計算を用意 

雇用の構造に関する実態調査 
・ＨＴＭＬ形式による電子調査票の開発 
・回答不要事項の明示機能等の付与 

国民年金被保険者実態調査 
・スマートフォン・タブレットからの回答、エラーメッセー
ジ表示機能の付与 

回
答
方
式
等
に
関
連
し

た
取
組 

消費動向調査 
・これまでオンライン回答は２か月目以降の継続世帯のみで
あったところ、令和７年（2025年）３月調査から新規調査
世帯もオンライン回答を可能とした。 

住宅・土地統計調査 
・一時回答自動保存機能の導入、変更後パスワードの初期化
に対応 

食品流通段階別価格形成調査
（青果物調査） 

・電子メールから政府統計共同利用システムの利用への変更 

調
査
関
係
書
類
等
に 

関
連
し
た
取
組 

経済構造実態調査（製造業事
業所調査） 

・前回オンラインで提出してきた客体には、紙調査票を送付
せずオンライン調査票のログイン情報を通知 

法人企業統計調査 ・オンラインパンフレットやＨＰの掲載内容の見直し 

民間事業者等における内部通
報制度の実態調査 

・調査票配付時・回答督促はがきにオンライン回答用の二次
元コードを記載 

社会保障・人口問題基本調査
（人口移動調査） 

・オンライン回答システムにログインする際のパスワード設
定に際し、判読が困難で誤読の可能性の高い英数字を除外 

オ
ン
ラ
イ
ン
回
答
を
支
援
す
る
取
組 

労働災害動向調査 
・タブ順の整理、前年調査の状況を踏まえた自動審査を含む
ＵＩの改善、「オンライン調査利用ガイド」の改善等 

ガス事業生産動態統計調査 
・オンライン提出事業者のうち取り込みエラー事業者へのフ
ォロー（毎月） 

・提出リストを毎回確認（毎月） 

東京都市圏物資流動調査 

・回答不要な調査事項のジャンプ機能、明示機能等の付与、
分かりやすいエラーメッセージの表示機能の付与により回
答がしやすい調査票を作成している。実査本部を設置し電
話問合せ時にオンライン回答方法の説明を実施している。 

国民生活基礎調査 

・基本情報のプレプリント 
・問の解説ボタンやエラーメッセージの表示機能の装備 
・簡易的な論理チェックなどの審査機能の装備 
・オンライン回答の手引きの配布・改善 

そ
の
他 

雇用動向調査 ・オンライン回答状況の詳細な分析（産業別、規模別等） 

医療施設調査（静態調査） 
・アンケート、ヒアリング等によるオンライン調査に係る意
見、要望の把握 

犯罪被害実態（暗数）調査
（安全・安心な社会づくりの
ための基礎調査） 

・調査結果について、調査委託した民間業者から提出された
データについての確認及び分析作業を行った。 
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また、新たに実施することを検討しているオンライン回答率向上に

向けた取組として、各府省から報告があったもののうち、主なものは

図表53のとおりとなっている。 
 

図表53 新たに実施することを検討している取組 

・オンライン回答に必要な調査書類のみを事業所に先行送付し、その後、オンラ

イン回答がなかった事業所及び調査員が現地で把握した事業所（名簿にない事

業所）に対して紙の調査票を配布する。 

・チャットボットの導入（調査対象世帯からの問合せに対応） 

・マクロ無しExcel調査票の導入 

・過去オンラインで回答した者への調査票送付を取り止め、ログイン情報を通知

する取組について、対象者を拡大する。 

 

基幹統計調査において、オンライン回答率向上に対して影響を与え

ている固有の事情として、各府省から報告があったもののうち、主な

ものは図表54のとおりとなっている。 
 

図表54 オンライン回答率向上に対して影響を与えている固有の事情（注） 

・本調査のＰＣ利用率は47.1％となっており、回答者におけるPC利用環境が普及

していない状況にある。また、この背景要因には、70歳以上の事業主の割合が

46.0％と、高齢の回答者の割合が高いことにあるため、今後もオンライン回答

率を飛躍的に向上させることは難しいと考えている。 

・当該調査の結果における世帯類型については、約３割程度を高齢者世帯が占め

ており、オンライン回答率を飛躍的に上げるのは難しい状況にある。 

・調査対象が小規模事業所であることを踏まえ、調査精度の確保等のため、調査

計画上、調査員調査が原則としている。ただし、報告者の要望若しくは事情等

がある場合又は災害等に起因し、調査員調査のみでは困難な場合に限り、オン

ライン回答又は郵送調査を可能としている。 

・小規模事業所などではパソコン利用率が低く、記入人数が少ない事業所だと、

紙で提出する方が効率が良い等の理由や、推奨されたセキュリティレベルでな

いなど、飛躍的にオンライン回答率を上げるのは難しい状況にある。 

・高齢の方が多く、オンライン回答率を飛躍的に上げるのは難しい状況にある。 

・調査客体について、65歳以上の経営主の割合が高く、増加傾向にある。 

・回答に当たっては、複数の部署、担当者で回答することがあることや、社内稟

議の際に紙の様式が必要になることなどから、紙の調査票のニーズが一定数あ

りオンラインの回答率を飛躍的に向上させるのは難しい状況にある。 

・毎年、調査対象の多くが入れ替わるため、オンライン回答が定着しない。 

（注）オンライン回答率が８割未満の企業系調査及び５割未満の世帯系調査（いずれも基幹統計調査に限

る。）のオンライン回答率向上に対して影響を与えている固有の事情として各府省から報告があったも

のから作成 
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また、オンライン調査が導入されている基幹統計調査におけるオン

ライン回答率について、オンライン回答率向上に対して影響を与えて

いる固有の事情の有無別で比較した結果は、図表55のとおりとなって

いる。 
 

図表55 基幹統計調査のオンライン回答率の比較（固有の事情の有無別） 

（令和７年（2025年）３月末現在） 

 企業系調査 世帯系調査 

全調査 55.2％（n=43） 26.1％（n=12） 

 うち「固有の事情」なし 58.5％（n=37） 29.4％（n=9） 

 うち「固有の事情」あり 35.2％（n=6） 16.3％（n=3） 

令和５年又は６年に実施された調査 57.2％（n=39） 28.8％（n=7） 

 うち「固有の事情」なし 59.7％（n=34） 38.2％（n=4） 

 うち「固有の事情」あり 40.1％（n=5） 16.3％（n=3） 
（注１）各基幹統計調査（調査系統等が複数ある場合は、各府省から報告のあった単位で分割）のオンライ

ン回答率（オンライン回答数／総回答数）の単純平均。「全調査」のうち、令和７年（2025年）３月

末現在に実施していない調査や、実施されていても回答調査客体数が確定していない調査は、直近調

査の値を使用している。 

（注２）「固有の事情」の有無は、オンライン回答率向上に関して影響を与えている固有の事情について、

各府省からの報告の有無により区分したもの 

 
 

基幹統計調査におけるオンライン回答率を直近の調査と比較したと

ころ、その変化幅は図表56のとおりとなっている。 
 

図表56 基幹統計調査における直近のオンライン回答率の変化の状況 

（令和７年（2025年）３月末現在） 

  直近のオンライン回答率の変化（注１） 

  0pt未満 0pt以上 
5pt未満 

5pt以上 
10pt未満 

10pt以上 

企業系調査 
経常調査 3 17 12 4 

周期調査 0 0 3 3 

世帯系調査 
経常調査 1 2 0 1 

周期調査 0 3 1 3 
（注１）周期調査（調査周期が１年超の調査）については前回調査、経常調査（同１年以下の調査）につい

ては前年調査からのオンライン回答率の変化幅。前回調査においてオンライン調査を導入していない

又は調査実績がない調査を除く。 

（注２）オンライン調査が導入されている統計調査のうち、他計式のみで実施されている調査を除く。 

 

 

ウ オンライン調査の実施形態 

令和７年（2025年）３月末現在で、オンライン調査が導入されている

統計調査のうち、オンライン回答に当たって、政府統計共同利用システ

ムを用いているものは116件、各府省のシステムを用いているものは61

件となっている（図表57参照）。 
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図表57 オンライン調査の実施形態（令和７年（2025年）３月末現在） 

（注１）統計調査数は、令和７年（2025年）３月末現在に回答調査客体数が確定している直近の基幹統計調査及

び一般統計調査の数（５年に１度の周期調査等を含む。）。また、各府省で実施している産業連関構造調

査についてはまとめて１調査として計上している（産業連関構造調査を実施している各府省の統計調査数

にも１調査として計上）。 

（注２）（ ）内の数値は共管調査（複数の府省が共同で行う調査）及び産業連関構造調査の数であり、統計調

査数の内数。共管調査は、共管の府省にそれぞれ１件と計上しているため、各府省の統計調査数等を単純

合計しても、合計と一致しない。 

（注３）一つの統計調査にオンライン調査の提供機能が複数ある場合、提供機能ごとにそれぞれ１件と計上して

いるため、オンライン調査導入統計調査数の内訳を単純合計しても、合計と一致しない。 

（注４）各府省のシステムには、各府省独自のシステムのほか、委託により民間事業者のオンライン調査システ

ムを使用するもの及び電子政府の総合窓口（e-Gov）を使用しているものを計上している。 

 

また、令和２年（2020年）から令和５年（2023年）までにおける政府

統計共同利用システムの使用率は、図表58のとおりとなっている。 
 

図表58 過去４年間の政府統計共同利用システムの使用率 

府省名 
令和２年 

（2020年） 

（％） 

令和３年 

（2021年） 

（％） 

令和４年 

（2022年） 

（％） 

令和５年 

（2023年） 

（％） 

人事院 50.0 50.0 50.0 75.0 

内閣府 28.6 30.8 28.6 41.7 

こども家庭庁 - - - 25.0 

府省名 
オンライン
調査導入 

統計調査数 

  

政府統計

共同利用

システム  

各府省の

システム  

政府共通ネット

ワーク及び総合

行政ネットワー

ク（LGWAN）を

通じたオンライ

ン調査  

電子メール

（民間事業

者が提供す

る サ ー ビ

ス）を使用

した調査  

政府統計共

同利用シス

テム使用率

（％） 

人事院 4 3 0 0 4 75.0 

内閣府 17(1) 8(1) 7 1 3(1) 47.1 

消費者庁 1 0 1 0 0 0.0 

こども家庭庁 5 0 2 2 1 0.0 

総務省 21(3) 14(3) 6(1) 1 2(1) 66.7 

法務省 1 0 1 0 0 0.0 

外務省 1 0 0 0 1 0.0 

財務省 6(2) 3(1) 2 0 3(2) 50.0 

文部科学省 22(2) 7 5(1) 4 7(1) 31.8 

厚生労働省 62(3) 29 12(1) 8 18(2) 46.8 

農林水産省 41(3) 24 8(1) 3 23(2) 58.5 

経済産業省 20(4) 14(2) 4(1) 0 8(1) 70.0 

国土交通省 47(1) 15 15 1(1) 37(1) 31.9 

環境省 8(1) 2 0 0 6(1) 25.0 

全体 244(8) 116(4) 61(3) 20(1) 105(4) 47.5 
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総務省 60.9 66.7 65.0 66.7 

財務省 57.1 50.0 42.9 42.9 

文部科学省 23.8 23.8 28.6 27.3 

厚生労働省 45.6 45.9 46.8 49.3 

農林水産省 55.0 60.5 57.9 57.9 

経済産業省 47.1 53.3 56.5 66.7 

国土交通省 20.0 23.4 25.5 29.8 

環境省 16.7 20.0 20.0 16.7 

全体 40.5 43.8 44.2 47.9 

（注）各年の12月末現在に回答調査客体数が確定している直近の基幹統計調査及び一般統計調査（５年に１

度の周期調査等を含む。）における政府統計共同利用システムの使用状況を集計している。 
 

（２）統計調査における行政記録情報等の活用状況 

統計調査の実施にあたり、母集団情報の整備や調査事項の代替など、行

政記録情報等を活用している事例として各府省から報告があったものは、

106件となっている（図表59参照）。 
 

図表59 行政記録情報等を活用している統計調査（令和６年度（2024年度）末現在） 
     

 

府省名 

 

統計調査数 

うち 
 

母集団情報の 

整備 

うち 
 

調査事項の 

代替 

うち 
 

欠損値補完、 

審査での活用等 

内閣府 7 6 1  0 

こども家庭庁 4 4 0  0 

総務省      8(1) 6(1) 0  2 

法務省 1  1 0  0 

外務省 1 1 0 0 

財務省 3 3 0  2 

文部科学省 1 1 0  0 

厚生労働省 20 11 10  4 

農林水産省 14 10 7 0 

経済産業省 8(1) 8(1) 2  1 

国土交通省 35 33 13  1 

環境省 5 4 1  0 

合計 106(1) 87(1) 34 10 
（注１）（ ）内の数値は、共管統計（複数の府省が共同で作成する統計）の数であり、共管統計は、共管

の府省にそれぞれ１件と計上しているため、各府省の対象統計数を単純合計しても、合計と一致しな

い。  

（注２）統計調査の件数は、法に基づく統計調査の承認単位で計上している。  

（注３）内数については、行政記録情報等の活用形態で１件と計上しているため、内数を単純合計しても、

統計調査数と一致しない。 

（注４）調査事項の代替は、行政記録情報等を活用して統計調査の既存の調査項目を削減しているもののほ

か、元々統計調査において回答を求めていなかった場合に行政記録情報等を活用しているものを含む。 
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（参考）図表60 統計調査における行政記録情報等の活用形態 

 

また、上記106件について、活用している行政記録情報等の保有機関別

に分類すると、図表61のとおりとなっている。 
 

図表61 行政記録情報等の保有機関別の活用状況 

（令和６年度（2024年度）末現在） 

行政記録情報等の保有機関別の活用状況 件数 

調査実施府省が自ら保有する行政記録情報を活用 (x) 40 

調査実施府省以外の府省が保有する行政記録情報を活用  (y)       5 

地方公共団体等が保有する業務記録情報を活用  (z) 42 

xyzのうち、２つ以上に該当 19 

合計 106 

（注）件数は、法に基づく統計調査の承認単位で計上している。 

 

（３）ビッグデータ等の利活用の状況 

令和７年（2025年）３月末現在で、民間企業等が保有するビッグデータ

等（注）を経常的に活用している統計等として各府省から報告があったもの

は11件となっている（図表62参照）。 
（注）「ビッグデータ等」とは、ＩＣＴの進展により生成・収集・蓄積等が可能・容易になる多種

多量の民間企業等が保有するデータ全般を指す。 
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図表 62 民間企業等が保有するビッグデータ等を経常的に活用している統計等の例 

統計等の名称 

【作成機関】 

ビッグデータ等の名称 ビッグデータ等を活用する際

の形態 

小売物価統計調査（構造編） 

【総務省】 

・ＰＯＳデータ 

・インターネット通信販売の価格 

当該データを用いた分析集計資料を

作成 

消費者物価指数（ＣＰＩ） 

【総務省】 

旅行サービスに係るインターネッ

ト通信販売の価格 

品目別価格指数 

農林業センサス 農山村地域調査 

【農林水産省】 

・各種施設の位置情報（地図） 

・道路ネットワーク情報 

・公共交通の時刻表情報 

農山村地域調査の調査事項の一部代

替 

作物統計調査 

【農林水産省】 

人工衛星データ（降水量、地表面

温度、日射量、植生指数等） 

水稲の作柄概況を示す参考データと

して活用 

６次産業化総合調査 

【農林水産省】 

ウェブサイト上にある情報 ６次産業化総合調査の母集団情報の

補正 

商業動態統計調査 

【経済産業省】 

ＰＯＳデータ ・丁２調査票について、報告を求め

るために用いる方法の一つとし

て、選択肢に追加 

・丁２調査の調査対象は、紙やオン

ライン等による提出に代えて、報

告を求める事項を把握できるＰＯ

Ｓデータ等を経済産業省が契約す

る民間事業者に提供 

・民間事業者は、ＰＯＳデータ等を

報告を求める事項に組み替えた結

果を経済産業大臣に提出 

大都市交通センサス 

【国土交通省】 

交通系ＩＣカードの一件明細デー

タ 

鉄道利用者調査について、従前は駅

で調査票を配布し実際の利用者から

報告を得ていたところ、鉄道事業者

から提供を受けたＩＣカード情報を

基にした調査に変更  
（注）本表には、ビッグデータの利活用に関して基本計画に具体的な措置、方策等が盛り込まれた第Ⅲ期基

本計画の計画期間以降（平成30年度（2018年度）～）の事例を掲載している。 
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７ 国際比較可能性の向上、国際貢献等 

（１）ＳＤＧグローバル指標の公表状況 

持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）のためのグローバル指標の枠組みは、

平成29年（2017年）に国連統計委員会で合意された後、同年の国連総会で

採択されたものである。 

我が国では、令和６年（2024年）10月及び令和７年（2025年）３月のＳ

ＤＧｓ推進本部幹事会において、新たに計７つのグローバル指標の作成方

法等が決定され、全248指標（当時）のうち174指標が公表済みとなった。

指標の算出値等は、外務省ホームページ（JAPAN SDGs Action Platform

（https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/sdgs/statistics/index.html））におい

て公表されている。 

 

（２）国際貢献の状況 

令和６年度（2024 年度）には、５府省から延べ 103 人の職員が 34 の国

際会議に出席し、議論への参加、発表等を行った。また、令和６年度

（2024 年度）現在において、６府省が 11 の国際機関・国に延べ 27 人の職

員を派遣し、２府省が 33 か国から延べ 82 人の研修生を受け入れている

（テレワークによる派遣・受入れを含む。）。 

国民経済計算の新たな国際基準（2025ＳＮＡ）については、関連する国

際会議等に出席し、データの資本化に関する先行試算の取組等、我が国の

研究事例を発表し、国際的な議論に貢献した。また、2025ＳＮＡが採択さ

れた令和７年（2025 年）３月の国連統計委員会に出席し、ＳＮＡの本体系

に影響を与える主要な事項について、2025ＳＮＡが導入される前に、各国

における推計方法や実験的な推計結果が共有され、必要に応じて再検討が

なされることを要望する旨の発言を行った。 

国際連合アジア太平洋統計研修所（ＳＩＡＰ）に対して、昭和 45 年

（1970 年）の設立以来、現金及び現物の寄与を通じた研修への協力を行っ

ており、令和６年度（2024 年度）については、対面及びオンラインでの研

修を実施し、151か国・地域等、合計4,079人に対して研修を実施した（資

料 18参照）。 

このうち、ＳＤＧｓのモニタリングのための公的統計の理論と実務コー

スにおいては、総務省統計局をはじめ関係府省から職員を派遣し、国勢調

査や経済センサス、人口動態統計等について我が国の統計に関する講義を

実施した。 
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【別編 [基本計画 事項別推進状況] 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※ この「別編」には、基本計画別表「今後５年間に講ずる具体的施策」に掲げられた事項の

令和６年度（2024年度）における推進状況（取組実績）を掲載している。 

 

※ 「具体的な措置、方策等」欄における「◎」は基幹統計に係る事項を、「○」はその他の公

的統計に係る事項（基幹統計を含む公的統計全般に共通した事項を含む。）を示す。 

  

※ 「実施済等の別」欄の各類型は、令和６年度（2024年度）末時点での検討状況及び進捗状

況に対する各府省の自己評価の結果を表す。各類型の内容は以下のとおりである。 

 ・実施済：令和６年度（2024年度）末までに、基本計画の内容に沿った所要の措置を終えたもの 

・実施済（課題あり）：令和６年度（2024年度）末までに、基本計画の内容に沿った所要の措置を終え

たもののうち、その検討結果や実施過程において課題等が残されているもの 

 ・継続実施：基本計画で求められている事柄の性質上、期限は設けられていないが継続的・段階的な

措置・取組が必要なもの 

 ・実施・検討予定：令和６年度（2024年度）末までに実施済には至らなかったものの、引き続き実施・

検討が行われるもの 

 

※ 「令和６年度（2024年度）末時点の検討状況又は進捗状況」欄に担当府省名が【  】で

記載されていない場合、当該取組の担当府省は、「担当府省」欄と同一である。 
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【
基

本
計

画
 
事

項
別

推
進

状
況

】

項
　

目
N
o
.

具
 
体

 
的

 
な

 
措

 
置

 
、

方
 
策

 
等

担
当

府
省

実
施

時
期

令
和

６
年

度
（

2
0
2
4
年

度
）

末
時

点
の

検
討

状
況

又
は

進
捗

状
況

実
施

済
等

の
別

2
財

務
省

、
内

閣
府

・
継

続
実

施

　
Ｑ

Ｅ
の

精
度

向
上

に
向

け
て

、
供

給
側

推
計

品
目

の
細

分
化

、
共

通
推

計
項

目
の

拡
充

な
ど

を
含

む
推

計
方

法
の

包
括

的
な

見
直

し
を

推
進

す
る

。
ま

た
、

新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
感

染
症

の
影

響
へ

の
一

連
の

対
応

（
１

次
Ｑ

Ｅ
の

特
殊

補
外

、
季

節
調

整
に

お
け

る
ダ

ミ
ー

処
理

、
年

次
推

計
に

お
け

る
一

部
品

目
の

配
分

比
率

の
見

直
し

）
に

つ
い

て
、

必
要

に
応

じ
、

デ
ー

タ
蓄

積
を

踏
ま

え
て

検
証

す
る

。

内
閣

府
令

和
５

年
度

（
2
0
2
3
年

度
）

か
ら

実
施

す
る

。
可

能
な

も
の

に
つ

い
て

は
令

和
７

年
度

（
2
0
2
5
年

度
）

末
ま

で
に

結
論

を
得

る
。

法
人

企
業

景
気

予
測

調
査

の
関

連
に

つ
い

て
は

令
和

５
年

度
（

2
0
2
3
年

度
）

か
ら

実
施

し
早

期
に

結
論

を
得

る
。

１
次

Ｑ
Ｅ

の
推

計
手

法
の

関
連

に
つ

い
て

は
令

和
５

年
度

（
2
0
2
3
年

度
）

か
ら

実
施

す
る

。

　
報

告
者

負
担

軽
減

と
有

用
な

デ
ー

タ
確

保
の

両
立

を
図

る
た

め
に

、
法

人
企

業
統

計
・

附
帯

調
査

の
調

査
事

項
の

う
ち

、
１

次
Ｑ

Ｅ
推

計
の

改
善

に
資

す
る

と
考

え
ら

れ
る

事
項

に
つ

い
て

、
法

人
企

業
景

気
予

測
調

査
の

活
用

可
能

性
の

検
証

を
行

い
、

そ
の

結
果

を
踏

ま
え

、
法

人
企

業
景

気
予

測
調

査
の

調
査

項
目

の
見

直
し

に
つ

い
て

検
討

し
、

早
期

に
結

論
を

得
た

上
で

、
必

要
な

Ｑ
Ｅ

推
計

の
検

証
を

行
う

。
調

査
項

目
の

見
直

し
に

当
た

っ
て

は
、

法
人

企
業

統
計

・
附

帯
調

査
に

係
る

こ
れ

ま
で

の
検

討
状

況
並

び
に

法
人

企
業

景
気

予
測

調
査

に
お

け
る

過
去

の
見

直
し

の
経

緯
を

踏
ま

え
る

。
　

ま
た

、
上

記
を

含
め

、
１

次
Ｑ

Ｅ
の

民
間

企
業

設
備

及
び

民
間

在
庫

変
動

の
推

計
手

法
の

改
善

に
係

る
研

究
を

進
め

る
。

　
Ｑ

Ｅ
の

精
度

向
上

に
向

け
、

供
給

側
推

計
品

目
に

つ
い

て
、

第
１

段
階

と
し

て
、

令
和

４
年

（
2
0
2
2
年

）
７

－
９

月
期

四
半

期
別

Ｇ
Ｄ

Ｐ
速

報
（

２
次

速
報

値
）

か
ら

家
計

消
費

へ
の

影
響

が
大

き
い

品
目

に
つ

い
て

の
細

分
化

を
行

っ
た

。
引

き
続

き
第

２
段

階
と

し
て

、
商

業
マ

ー
ジ

ン
を

中
心

と
し

て
、

基
礎

統
計

の
利

用
可

能
性

を
は

じ
め

細
分

化
の

妥
当

性
を

令
和

６
年

度
に

検
証

し
、

そ
の

結
果

に
つ

い
て

、
令

和
７

年
（

2
0
2
5
年

）
４

月
の

第
4
0
回

国
民

経
済

計
算

体
系

的
整

備
部

会
に

お
い

て
報

告
の

上
、

令
和

７
年

度
（

2
0
2
5
年

度
）

中
に

実
施

予
定

の
次

期
基

準
改

定
時

に
実

装
を

予
定

し
て

い
る

。
　

新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
感

染
症

の
影

響
に

か
か

る
対

応
に

つ
い

て
、

第
Ⅳ

期
基

本
計

画
に

先
立

つ
令

和
４

年
（

2
0
2
2
年

）
末

か
ら

、
一

部
の

品
目

に
つ

い
て

、
業

界
統

計
等

を
用

い
た

１
次

Ｑ
Ｅ

に
お

け
る

補
外

方
法

を
通

常
の

補
外

方
法

と
し

て
採

用
す

る
と

と
も

に
、

令
和

５
年

（
2
0
2
3
年

）
末

に
実

施
し

た
令

和
４

年
度

（
2
0
2
2
年

度
）

国
民

経
済

計
算

年
次

推
計

で
は

、
固

定
さ

れ
た

配
分

比
率

で
は

捉
え

ら
れ

な
い

直
近

の
経

済
構

造
の

変
化

を
反

映
す

る
よ

う
、

各
種

統
計

等
を

活
用

し
、

配
分

比
率

の
見

直
し

を
行

っ
た

。
ま

た
、

季
節

調
整

に
お

け
る

ダ
ミ

ー
処

理
に

つ
い

て
は

、
予

測
系

列
を

用
い

た
異

常
値

処
理

方
法

に
関

し
、

感
染

拡
大

以
外

の
経

済
的

シ
ョ

ッ
ク

に
よ

る
影

響
が

み
ら

れ
る

期
間

や
、

経
済

的
シ

ョ
ッ

ク
が

見
ら

れ
な

い
と

思
わ

れ
る

期
間

に
お

け
る

有
効

性
の

検
証

を
行

い
、

令
和

５
年

（
2
0
2
3
年

）
1
0
月

の
第

3
5
回

及
び

令
和

６
年

（
2
0
2
4
年

）
1
0
月

の
第

3
9
回

国
民

経
済

計
算

体
系

的
整

備
部

会
に

お
い

て
報

告
し

た
。

同
部

会
で

の
議

論
を

踏
ま

え
、

令
和

６
年

（
2
0
2
4
年

）
末

の
令

和
６

年
（

2
0
2
4
年

）
７

－
９

月
期

四
半

期
別

Ｇ
Ｄ

Ｐ
速

報
（

２
次

速
報

値
）

以
降

、
当

面
の

間
、

速
報

期
間

の
異

常
値

設
定

に
か

か
る

信
頼

区
間

を
9
9
％

と
し

て
い

る
。

今
後

も
引

き
続

き
、

同
部

会
で

の
議

論
も

踏
ま

え
つ

つ
、

検
討

を
行

う
。

・
継

続
実

施

○ ◎

　
１

次
Ｑ

Ｅ
の

民
間

企
業

設
備

の
推

計
方

法
の

改
善

に
つ

い
て

は
、

全
国

企
業

短
期

経
済

観
測

調
査

（
短

観
）

及
び

法
人

企
業

景
気

予
測

調
査

を
用

い
た

試
算

の
改

善
に

つ
い

て
、

令
和

４
年

（
2
0
2
2
年

）
７

月
の

第
２

回
統

計
委

員
会

企
画

部
会

第
１

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ
会

合
に

お
い

て
、

第
Ⅳ

期
基

本
計

画
の

策
定

に
先

立
っ

て
報

告
し

た
。

ま
た

、
１

次
Ｑ

Ｅ
の

在
庫

変
動

の
推

計
方

法
の

改
善

に
つ

い
て

は
、

法
人

企
業

景
気

予
測

調
査

の
原

材
料

在
庫

Ｂ
Ｓ

Ⅰ
を

用
い

た
推

計
方

法
を

検
討

し
、

そ
の

試
算

結
果

を
国

民
経

済
計

算
体

系
的

整
備

部
会

に
３

度
に

わ
た

り
報

告
し

た
。

同
部

会
で

の
議

論
や

こ
れ

ま
で

の
分

析
結

果
を

踏
ま

え
、

法
人

企
業

統
計

を
用

い
な

い
方

法
も

含
め

た
民

間
在

庫
変

動
の

推
計

手
法

等
に

係
る

検
討

、
研

究
を

進
め

て
い

る
。

第
２

１
　

国
民

経
済

計
算

の
精

度
向

上
・

充
実

(
2
)
　

令
和

1
2

年
度

（
2
0
3
0
年

度
）

に
向

け
た

取
組

：
二

つ
の

柱
（

①
 
Ｑ

Ｅ
か

ら
基

準
改

定
に

至
る

、
そ

れ
ぞ

れ
の

段
階

で
の

精
度

の
向

上
②

 
産

業
連

関
表

及
び

国
民

経
済

計
算

の
Ｓ

Ｕ
Ｔ

体
系

へ
の

計
画

的
移

行
）

1
◎
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項
　

目
N
o
.

具
 
体

 
的

 
な

 
措

 
置

 
、

方
 
策

 
等

担
当

府
省

実
施

時
期

令
和

６
年

度
（

2
0
2
4
年

度
）

末
時

点
の

検
討

状
況

又
は

進
捗

状
況

実
施

済
等

の
別

3
◎

　
営

業
余

剰
・

混
合

所
得

及
び

雇
用

者
報

酬
に

係
る

推
計

手
法

の
改

善
等

を
通

じ
て

、
年

次
推

計
に

お
け

る
分

配
面

の
精

度
向

上
を

図
る

と
と

も
に

、
分

配
面

の
四

半
期

Ｇ
Ｄ

Ｐ
速

報
に

つ
い

て
、

こ
れ

ま
で

統
計

委
員

会
に

報
告

さ
れ

た
推

計
方

法
の

改
善

に
係

る
検

討
や

試
算

値
の

作
成

を
で

き
る

だ
け

速
や

か
に

進
め

、
参

考
系

列
と

し
て

の
公

表
可

否
、

可
と

す
る

場
合

に
お

け
る

公
表

方
法

等
に

つ
い

て
結

論
を

得
る

。

内
閣

府
令

和
５

年
度

（
2
0
2
3
年

度
）

か
ら

実
施

す
る

。
四

半
期

速
報

に
つ

い
て

は
令

和
７

年
度

（
2
0
2
5
年

度
）

末
ま

で
の

で
き

る
だ

け
早

い
時

期
に

結
論

を
得

る
。

・
　

年
次

推
計

に
お

け
る

分
配

面
の

精
度

向
上

に
つ

い
て

は
、

雇
用

者
数

推
計

の
精

緻
化

に
向

け
た

検
討

を
行

っ
た

。
令

和
７

年
（

2
0
2
5
年

）
４

月
の

第
4
0
回

国
民

経
済

計
算

体
系

的
整

備
部

会
に

報
告

し
た

。
　

分
配

側
系

列
の

四
半

期
速

報
（

分
配

Ｑ
Ｎ

Ａ
）

に
つ

い
て

は
、

令
和

５
年

（
2
0
2
3
年

）
３

月
の

第
3
3
回

国
民

経
済

計
算

体
系

的
整

備
部

会
へ

の
報

告
及

び
同

部
会

の
議

論
を

踏
ま

え
、

新
た

な
試

算
を

行
う

と
と

も
に

推
計

方
法

の
精

緻
化

等
を

詳
述

し
た

論
文

を
令

和
６

年
（

2
0
2
4
年

）
３

月
に

公
表

し
、

同
論

文
の

内
容

に
つ

い
て

、
令

和
６

年
（

2
0
2
4
年

）
４

月
の

第
3
7

回
国

民
経

済
計

算
体

系
的

整
備

部
会

に
報

告
し

た
。

同
部

会
で

の
議

論
も

踏
ま

え
、

令
和

７
年

（
2
0
2
5
年

）
４

月
の

第
4
0
回

国
民

経
済

計
算

体
系

的
整

備
部

会
に

お
い

て
、

季
節

調
整

系
列

の
試

算
結

果
、

補
助

金
の

推
計

方
法

の
精

緻
化

に
関

す
る

検
討

、
今

後
の

公
表

方
法

案
に

つ
い

て
説

明
し

た
。

実
施

・
検

討
予

定

4
◎

　
第

一
次

年
次

推
計

か
ら

基
準

年
推

計
に

至
る

推
計

手
法

の
シ

ー
ム

レ
ス

化
に

つ
い

て
、

令
和

７
年

度
（

2
0
2
5
年

度
）

中
に

実
施

予
定

の
次

期
基

準
改

定
に

お
け

る
基

準
年

推
計

と
の

整
合

性
を

図
り

つ
つ

、
改

定
差

の
縮

小
に

向
け

て
検

討
す

る
。

内
閣

府
令

和
５

年
度

（
2
0
2
3
年

度
）

か
ら

実
施

す
る

。

・
　

令
和

５
年

（
2
0
2
3
年

）
末

の
令

和
４

年
度

（
2
0
2
2
年

度
）

国
民

経
済

計
算

年
次

推
計

か
ら

、
サ

ー
ビ

ス
の

出
荷

額
推

計
の

う
ち

一
部

の
品

目
に

つ
い

て
、

基
準

年
推

計
に

用
い

る
「

経
済

セ
ン

サ
ス

－
活

動
調

査
」

の
中

間
年

版
と

し
て

シ
ー

ム
レ

ス
化

が
図

ら
れ

た
「

経
済

構
造

実
態

調
査

」
の

利
用

を
開

始
し

た
。

そ
れ

に
先

立
つ

、
令

和
５

年
（

2
0
2
3
年

）
1
0
月

の
第

3
5

回
国

民
経

済
計

算
体

系
的

整
備

部
会

に
お

い
て

、
同

方
針

を
報

告
。

 
令

和
７

年
度

（
2
0
2
5
年

度
）

中
に

実
施

予
定

の
次

期
基

準
改

定
に

お
い

て
は

、
サ

ー
ビ

ス
分

野
の

品
目

に
つ

い
て

生
産

物
分

類
を

踏
ま

え
た

見
直

し
を

行
う

と
と

も
に

、
「

経
済

構
造

実
態

調
査

」
の

利
用

品
目

を
拡

大
す

る
方

向
で

検
討

中
。

令
和

７
年

（
2
0
2
5
年

）
４

月
の

第
4
0
回

国
民

経
済

計
算

体
系

的
整

備
部

会
に

お
い

て
、

報
告

し
た

。

継
続

実
施

5
◎

　
令

和
２

年
産

業
連

関
表

に
お

け
る

教
育

の
中

間
投

入
構

造
の

推
計

に
つ

い
て

、
令

和
４

年
度

（
2
0
2
2
年

度
）

の
検

討
を

踏
ま

え
、

行
政

記
録

情
報

を
用

い
た

推
計

精
度

の
向

上
を

図
る

。

文
部

科
学

省
令

和
５

年
度

（
2
0
2
3
年

度
）

に
実

施
す

る
。

・
　

令
和

４
年

度
（

2
0
2
2
年

度
）

に
実

施
し

た
自

治
体

の
決

算
資

料
を

用
い

た
公

立
学

校
に

関
す

る
費

用
の

調
査

か
ら

得
ら

れ
た

デ
ー

タ
を

基
に

し
た

推
計

方
法

を
取

り
入

れ
、

投
入

値
の

推
計

精
度

の
向

上
を

図
っ

た
。

実
施

済

6
◎

　
産

業
連

関
表

（
取

引
基

本
表

）
に

つ
い

て
、

引
き

続
き

経
済

セ
ン

サ
ス

‐
活

動
調

査
の

利
活

用
拡

充
を

図
り

つ
つ

、
サ

ー
ビ

ス
分

野
の

Ｓ
Ｕ

Ｔ
体

系
移

行
に

取
り

組
み

、
令

和
２

年
産

業
連

関
表

（
取

引
基

本
表

）
と

と
も

に
、

Ｓ
Ｕ

Ｔ
を

作
成

・
公

表
す

る
。

産
業

連
関

表
作

成
府

省
庁

令
和

６
年

度
（

2
0
2
4
年

度
）

末
ま

で
に

実
施

す
る

。

・
　

産
業

連
関

表
（

取
引

基
本

表
）

、
Ｓ

Ｕ
Ｔ

（
供

給
表

、
使

用
表

）
に

つ
い

て
、

い
ず

れ
も

令
和

６
年

（
2
0
2
4
年

）
６

月
に

作
成

・
公

表
し

た
。

実
施

済

7
○

　
生

産
物

分
類

に
つ

い
て

は
、

令
和

８
年

経
済

セ
ン

サ
ス

‐
活

動
調

査
、

産
業

連
関

表
及

び
Ｓ

Ｕ
Ｔ

等
へ

の
適

用
を

図
る

た
め

、
次

期
日

本
標

準
産

業
分

類
の

改
定

内
容

等
を

踏
ま

え
て

必
要

な
見

直
し

を
行

い
、

財
分

野
と

サ
ー

ビ
ス

分
野

か
ら

な
る

全
体

版
を

整
備

す
る

。

総
務

省
令

和
５

年
度

（
2
0
2
3
年

度
）

末
ま

で
に

実
施

す
る

。

・
　

生
産

物
分

類
に

つ
い

て
は

、
日

本
標

準
産

業
分

類
（

第
1
4
回

改
定

）
の

改
定

内
容

等
を

踏
ま

え
た

見
直

し
を

行
い

、
財

分
野

と
サ

ー
ビ

ス
分

野
か

ら
な

る
全

体
版

を
整

備
し

、
「

生
産

物
分

類
（

2
0
2
4
 
年

設
定

）
」

を
令

和
６

年
（

2
0
2
4
年

）
３

月
1
8
日

に
決

定
（

総
務

省
政

策
統

括
官

（
統

計
制

度
担

当
）

決
定

）
し

、
公

表
し

た
。

実
施

済

8
◎

　
令

和
７

年
産

業
連

関
表

に
つ

い
て

、
産

業
分

類
や

生
産

物
分

類
、

基
礎

統
計

の
状

況
を

踏
ま

え
部

門
の

見
直

し
な

ど
を

行
い

、
全

面
的

な
Ｓ

Ｕ
Ｔ

体
系

移
行

に
取

り
組

む
。

産
業

連
関

表
作

成
府

省
庁

令
和

６
年

度
（

2
0
2
4
年

度
）

か
ら

実
施

す
る

。

・
　

令
和

６
年

度
（

2
0
2
4
年

度
）

以
降

、
令

和
２

年
産

業
連

関
表

の
推

計
の

状
況

等
を

踏
ま

え
、

令
和

７
年

（
2
0
2
5
年

）
産

業
連

関
表

の
見

直
し

・
検

討
を

行
う

予
定

で
あ

る
。

実
施

・
検

討
予

定

80



項
　

目
N
o
.

具
 
体

 
的

 
な

 
措

 
置

 
、

方
 
策

 
等

担
当

府
省

実
施

時
期

令
和

６
年

度
（

2
0
2
4
年

度
）

末
時

点
の

検
討

状
況

又
は

進
捗

状
況

実
施

済
等

の
別

9
◎

　
令

和
８

年
経

済
セ

ン
サ

ス
‐

活
動

調
査

と
サ

ー
ビ

ス
産

業
・

非
営

利
団

体
等

調
査

の
実

施
に

当
た

っ
て

の
連

携
強

化
に

つ
い

て
検

討
す

る
。

総
務

省
、

経
済

産
業

省

令
和

６
年

度
（

2
0
2
4
年

度
）

末
ま

で
に

結
論

を
得

る
。

・
　

令
和

８
年

（
2
0
2
6
年

）
経

済
セ

ン
サ

ス
‐

活
動

調
査

と
サ

ー
ビ

ス
産

業
・

非
営

利
団

体
等

調
査

の
連

携
強

化
に

つ
い

て
、

実
施

方
法

を
中

心
に

関
係

各
所

と
検

討
を

行
っ

た
。

　
こ

れ
を

踏
ま

え
、

令
和

８
年

度
（

2
0
2
6
年

度
）

に
実

施
予

定
の

サ
ー

ビ
ス

産
業

・
非

営
利

団
体

等
調

査
の

回
収

率
・

精
度

向
上

を
目

的
と

し
て

、
令

和
８

年
（

2
0
2
6
年

）
経

済
セ

ン
サ

ス
‐

活
動

調
査

の
最

新
の

名
簿

情
報

を
提

供
す

る
予

定
で

あ
る

。

実
施

済

1
0

◎
　

こ
れ

ま
で

の
経

済
構

造
実

態
調

査
や

サ
ー

ビ
ス

産
業

・
非

営
利

団
体

等
調

査
の

実
施

状
況

等
を

踏
ま

え
つ

つ
、

こ
れ

ら
の

費
用

項
目

の
整

合
性

の
向

上
に

つ
い

て
検

討
す

る
。

総
務

省
、

経
済

産
業

省

令
和

７
年

度
（

2
0
2
5
年

度
）

末
ま

で
に

結
論

を
得

る
。

・
　

令
和

３
年

度
（

2
0
2
1
年

度
）

に
実

施
し

た
サ

ー
ビ

ス
産

業
・

非
営

利
団

体
等

調
査

の
各

費
用

項
目

に
お

け
る

回
答

状
況

を
分

析
し

た
。

　
経

済
構

造
実

態
調

査
や

サ
ー

ビ
ス

産
業

・
非

営
利

団
体

等
調

査
の

費
用

項
目

の
整

合
性

の
向

上
に

つ
い

て
は

、
両

調
査

の
実

施
状

況
や

上
記

分
析

等
を

踏
ま

え
て

、
令

和
７

年
度

（
2
0
2
5
年

度
）

に
検

討
す

る
予

定
で

あ
る

。

実
施

・
検

討
予

定

1
1

○
　

令
和

７
年

（
2
0
2
5
年

）
を

対
象

と
す

る
産

業
連

関
構

造
調

査
な

ど
に

つ
い

て
、

Ｓ
Ｕ

Ｔ
体

系
移

行
も

踏
ま

え
不

足
す

る
分

野
の

拡
充

を
図

る
と

と
も

に
、

サ
ー

ビ
ス

産
業

・
非

営
利

団
体

等
調

査
を

軸
と

し
た

見
直

し
に

つ
い

て
検

討
す

る
。

産
業

連
関

表
作

成
府

省
庁

令
和

６
年

度
（

2
0
2
4
年

度
）

か
ら

実
施

す
る

。

・
　

令
和

６
年

度
（

2
0
2
4
年

度
）

に
、

財
分

野
を

含
め

た
Ｓ

Ｕ
Ｔ

体
系

へ
の

全
面

移
行

に
向

け
、

産
業

連
関

構
造

調
査

の
調

査
項

目
等

の
見

直
し

の
た

め
、

調
査

研
究

を
実

施
し

た
。

今
後

も
必

要
に

応
じ

て
調

査
研

究
を

実
施

し
、

サ
ー

ビ
ス

産
業

・
非

営
利

団
体

等
調

査
を

軸
と

し
た

見
直

し
に

つ
い

て
検

討
す

る
見

込
み

で
あ

る
。

継
続

実
施

1
2

◎
　

建
設

に
係

る
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
型

デ
フ

レ
ー

タ
ー

に
つ

い
て

、
統

計
委

員
会

に
報

告
さ

れ
た

一
連

の
研

究
成

果
等

を
踏

ま
え

、
残

さ
れ

た
課

題
の

検
討

を
進

め
、

国
民

経
済

計
算

の
次

期
基

準
改

定
に

お
け

る
実

装
を

目
指

す
。

ま
た

、
小

売
サ

ー
ビ

ス
（

マ
ー

ジ
ン

）
の

価
格

の
把

握
方

法
に

つ
い

て
、

統
計

委
員

会
に

報
告

さ
れ

た
研

究
成

果
及

び
令

和
４

年
（

2
0
2
2
年

）
以

降
の

経
済

構
造

実
態

調
査

の
結

果
を

踏
ま

え
、

国
民

経
済

計
算

に
お

け
る

実
装

に
向

け
た

研
究

を
進

め
る

。

内
閣

府
令

和
５

年
度

（
2
0
2
3
年

度
）

か
ら

実
施

す
る

。
建

設
に

つ
い

て
は

令
和

７
年

度
（

2
0
2
5
年

度
）

末
ま

で
に

結
論

を
得

る
。

小
売

サ
ー

ビ
ス

に
つ

い
て

は
令

和
７

年
度

（
2
0
2
5
年

度
）

か
ら

作
業

を
本

格
化

す
る

。

・
　

建
設

に
係

る
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
型

デ
フ

レ
ー

タ
ー

に
つ

い
て

は
、

令
和

４
年

（
2
0
2
2
年

）
８

月
の

第
４

回
統

計
委

員
会

企
画

部
会

第
１

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ
会

合
に

お
い

て
、

付
加

価
値

勘
案

法
を

用
い

た
デ

フ
レ

ー
タ

ー
の

次
期

基
準

改
定

で
の

実
装

を
目

指
し

て
引

き
続

き
検

討
を

進
め

る
こ

と
と

さ
れ

、
こ

れ
を

踏
ま

え
て

令
和

６
年

（
2
0
2
4
年

）
３

月
の

第
3
6
回

国
民

経
済

計
算

体
系

的
整

備
部

会
に

お
い

て
、

残
さ

れ
た

課
題

の
検

討
結

果
と

併
せ

て
推

計
結

果
及

び
Ｇ

Ｄ
Ｐ

へ
の

影
響

試
算

を
提

示
し

、
同

年
４

月
の

第
3
7
回

国
民

経
済

計
算

体
系

的
整

備
部

会
に

お
い

て
、

マ
ー

ク
ア

ッ
プ

率
を

5
0
％

反
映

さ
せ

る
方

法
で

実
装

す
る

こ
と

が
決

定
し

た
。

　
小

売
サ

ー
ビ

ス
価

格
に

つ
い

て
は

、
日

本
銀

行
が

統
計

委
員

会
に

報
告

し
た

研
究

成
果

及
び

令
和

４
年

（
2
0
2
2
年

）
以

降
の

経
済

構
造

実
態

調
査

の
結

果
を

踏
ま

え
て

、
国

民
経

済
計

算
に

お
け

る
実

装
に

向
け

た
研

究
を

進
め

た
。

実
施

・
検

討
予

定

1
3

◎
　

１
次

Ｑ
Ｅ

の
公

表
前

倒
し

の
可

能
性

に
つ

い
て

、
海

外
の

推
計

手
法

、
基

礎
統

計
等

の
公

表
時

期
や

早
期

化
の

可
能

性
、

推
計

精
度

へ
の

影
響

、
次

期
基

準
改

定
に

向
け

た
推

計
方

法
の

見
直

し
に

係
る

検
討

状
況

等
を

踏
ま

え
、

研
究

を
進

め
る

。

内
閣

府
令

和
５

年
度

（
2
0
2
3
年

度
）

か
ら

実
施

し
、

令
和

７
年

度
（

2
0
2
5
年

度
）

か
ら

作
業

を
本

格
化

す
る

。

・
　

海
外

の
推

計
手

法
、

推
計

精
度

へ
の

影
響

等
を

検
討

す
る

た
め

　
①

主
要

国
の

推
計

手
法

の
リ

サ
ー

チ
、

②
早

期
化

し
た

場
合

の
推

計
精

度
へ

の
影

響
を

つ
か

む
た

め
、

諸
外

国
に

な
ら

っ
て

各
早

期
化

段
階

ご
と

の
『

基
礎

統
計

の
カ

バ
ー

率
』

の
試

算
等

を
行

い
令

和
６

年
（

2
0
2
4
年

）
３

月
の

第
3
6
回

国
民

経
済

計
算

体
系

的
整

備
部

会
に

報
告

し
た

。
　

同
部

会
で

の
議

論
も

踏
ま

え
、

１
次

Ｑ
Ｅ

の
早

期
化

の
た

め
に

、
公

表
の

早
期

化
等

が
必

要
と

な
る

基
礎

統
計

の
リ

ス
ト

化
、

基
礎

統
計

が
利

用
で

き
な

く
な

る
項

目
に

つ
い

て
、

補
外

方
法

又
は

利
用

を
取

り
や

め
る

こ
と

の
検

討
を

行
い

、
同

年
1
0
月

の
第

3
9
回

国
民

経
済

計
算

体
系

的
整

備
部

会
に

報
告

し
た

。
今

後
も

、
同

部
会

で
の

議
論

を
踏

ま
え

、
引

き
続

き
検

討
を

行
う

。

継
続

実
施
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項
　

目
N
o
.

具
 
体

 
的

 
な

 
措

 
置

 
、

方
 
策

 
等

担
当

府
省

実
施

時
期

令
和

６
年

度
（

2
0
2
4
年

度
）

末
時

点
の

検
討

状
況

又
は

進
捗

状
況

実
施

済
等

の
別

1
4

◎
　

制
度

部
門

別
勘

定
の

更
な

る
整

備
に

つ
い

て
、

海
外

の
状

況
や

国
内

の
研

究
 
、

ニ
ー

ズ
を

踏
ま

え
つ

つ
検

討
し

、
次

期
基

準
改

定
ま

で
を

目
途

に
結

論
を

得
る

。

内
閣

府
令

和
７

年
度

（
2
0
2
5
年

度
）

中
に

結
論

を
得

る
。

・
　

令
和

５
年

（
2
0
2
3
年

）
６

月
の

第
3
4
回

国
民

経
済

計
算

体
系

的
整

備
部

会
に

お
い

て
、

総
務

省
統

計
委

員
会

担
当

室
か

ら
、

総
務

省
が

所
管

す
る

基
礎

統
計

の
利

活
用

の
可

能
性

や
海

外
の

状
況

に
つ

い
て

報
告

。
同

部
会

で
の

議
論

も
踏

ま
え

、
令

和
６

年
（

2
0
2
4
年

）
７

月
の

第
3
8
回

国
民

経
済

計
算

体
系

的
整

備
部

会
に

お
い

て
、

令
和

７
年

度
（

2
0
2
5
年

度
）

中
に

実
施

予
定

の
次

期
基

準
改

定
に

お
い

て
、

所
得

支
出

勘
定

及
び

資
本

勘
定

に
お

け
る

四
半

期
系

列
の

整
備

に
つ

い
て

報
告

。
引

き
続

き
公

表
に

向
け

推
計

手
法

等
の

検
討

を
行

う
。

実
施

・
検

討
予

定

(
3
)
　

未
来

に
向

け
た

先
行

投
資

1
5

◎
　

国
民

経
済

計
算

体
系

に
お

け
る

経
済

の
デ

ジ
タ

ル
化

の
よ

り
的

確
な

把
握

に
つ

い
て

、
海

外
の

状
況

や
国

内
の

デ
ー

タ
整

備
状

況
等

を
踏

ま
え

つ
つ

、
更

な
る

検
討

を
進

め
る

。

内
閣

府
令

和
５

年
度

（
2
0
2
3
年

度
）

か
ら

実
施

す
る

。

・
　

令
和

７
年

（
2
0
2
5
年

）
を

目
途

に
策

定
予

定
の

国
民

経
済

計
算

の
新

た
な

国
際

基
準

で
勧

告
さ

れ
る

予
定

の
デ

ー
タ

の
資

本
化

に
関

し
て

、
デ

ー
タ

、
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
及

び
デ

ー
タ

分
析

の
フ

ロ
ー

計
数

の
試

算
を

行
い

、
令

和
５

年
（

2
0
2
3
年

）
５

月
に

報
告

書
を

作
成

及
び

公
表

し
た

。
ま

た
、

デ
ー

タ
及

び
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
の

実
質

ス
ト

ッ
ク

額
の

試
算

を
行

い
、

令
和

６
年

（
2
0
2
4
年

）
８

月
に

報
告

書
を

作
成

及
び

公
表

し
た

。
さ

ら
に

、
各

国
の

統
計

機
関

、
国

際
機

関
の

Ｓ
Ｎ

Ａ
専

門
家

等
で

構
成

さ
れ

る
デ

ー
タ

の
資

本
化

に
関

す
る

国
際

タ
ス

ク
チ

ー
ム

に
参

画
し

、
試

算
結

果
を

共
有

す
る

な
ど

し
て

国
際

的
な

デ
ー

タ
資

産
に

関
す

る
推

計
方

法
の

開
発

に
向

け
て

議
論

を
深

め
た

。

継
続

実
施

1
6

◎
　

こ
れ

ま
で

の
内

閣
府

の
研

究
に

基
づ

き
、

脱
炭

素
の

観
点

か
ら

経
済

活
動

の
環

境
へ

の
影

響
を

Ｇ
Ｄ

Ｐ
に

反
映

さ
せ

る
指

標
の

研
究

を
行

う
と

と
も

に
、

そ
の

た
め

に
必

要
な

温
室

効
果

ガ
ス

等
の

排
出

勘
定

の
研

究
・

整
備

を
関

係
省

庁
と

連
携

し
て

進
め

、
成

果
を

公
表

す
る

。

内
閣

府
令

和
５

年
度

（
2
0
2
3
年

度
）

か
ら

実
施

す
る

。

・
　

温
室

効
果

ガ
ス

や
大

気
汚

染
物

質
の

排
出

削
減

努
力

を
Ｇ

Ｄ
Ｐ

に
反

映
さ

せ
る

汚
染

調
整

済
経

済
成

長
率

や
、

そ
の

た
め

に
必

要
な

大
気

排
出

勘
定

の
試

算
を

行
い

、
研

究
の

成
果

を
令

和
６

年
（

2
0
2
4
年

）
２

月
に

公
表

し
た

。

実
施

済

1
7

◎
　

令
和

７
年

（
2
0
2
5
年

）
を

目
途

に
策

定
予

定
の

国
民

経
済

計
算

の
新

た
な

国
際

基
準

 
（

2
0
2
5
Ｓ

Ｎ
Ａ

（
仮

称
）

）
策

定
に

向
け

た
国

際
議

論
に

引
き

続
き

積
極

的
に

関
与

す
る

と
と

も
に

、
で

き
る

限
り

速
や

か
に

そ
の

実
装

を
図

る
た

め
、

基
礎

的
な

検
討

を
着

実
に

進
め

る
。

内
閣

府
令

和
５

年
度

（
2
0
2
3
年

度
）

か
ら

実
施

す
る

。

・
　

2
0
2
5
Ｓ

Ｎ
Ａ

の
策

定
に

向
け

て
国

連
等

が
作

成
す

る
事

項
別

論
点

ペ
ー

パ
ー

や
、

そ
れ

ら
を

統
合

し
た

勧
告

事
項

リ
ス

ト
に

つ
い

て
、

関
係

機
関

と
連

携
し

つ
つ

意
見

表
明

を
行

う
と

と
も

に
、

我
が

国
の

研
究

事
例

に
つ

い
て

国
際

会
議

で
随

時
発

表
を

行
う

な
ど

、
国

際
議

論
へ

積
極

的
に

参
画

し
た

。
同

時
に

、
2
0
2
5
Ｓ

Ｎ
Ａ

の
採

択
後

の
実

装
に

向
け

た
検

討
を

進
め

た
。

具
体

的
に

は
、

我
が

国
の

先
進

的
な

研
究

事
例

と
し

て
マ

ー
ケ

テ
ィ

ン
グ

資
産

へ
の

フ
ロ

ー
の

投
資

に
関

す
る

試
算

を
令

和
５

年
（

2
0
2
3
年

）
1
1
月

の
国

際
会

議
で

発
表

し
た

ほ
か

、
デ

ー
タ

の
資

本
化

等
の

主
要

な
検

討
課

題
の

実
装

に
関

す
る

課
題

を
検

討
す

る
た

め
の

国
際

的
な

タ
ス

ク
チ

ー
ム

に
も

参
画

し
て

い
る

。
　

ま
た

、
こ

う
し

た
国

際
議

論
の

動
向

と
我

が
国

の
研

究
事

例
等

に
つ

い
て

、
令

和
５

年
（

2
0
2
3
年

）
６

月
の

第
3
4
回

国
民

経
済

計
算

体
系

的
整

備
部

会
及

び
令

和
６

年
（

2
0
2
4
年

）
７

月
の

第
3
8
回

国
民

経
済

計
算

体
系

的
整

備
部

会
に

報
告

し
た

。
　

さ
ら

に
、

令
和

６
年

度
（

2
0
2
4
年

度
）

に
お

い
て

は
、

2
0
2
5
Ｓ

Ｎ
Ａ

の
草

案
や

実
施

戦
略

、
推

計
ガ

イ
ダ

ン
ス

案
に

つ
い

て
、

関
係

機
関

と
連

携
し

つ
つ

意
見

表
明

を
行

っ
た

。
　

な
お

、
令

和
７

年
（

2
0
2
5
年

）
３

月
に

は
、

国
連

統
計

委
員

会
に

お
い

て
、

2
0
2
5
Ｓ

Ｎ
Ａ

を
国

民
経

済
計

算
の

新
た

な
国

際
基

準
と

す
る

こ
と

が
採

択
さ

れ
、

そ
の

概
要

を
同

年
４

月
の

第
4
0
回

国
民

経
済

計
算

体
系

的
整

備
部

会
に

お
い

て
報

告
し

た
。

継
続

実
施
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項
　

目
N
o
.

具
 
体

 
的

 
な

 
措

 
置

 
、

方
 
策

 
等

担
当

府
省

実
施

時
期

令
和

６
年

度
（

2
0
2
4
年

度
）

末
時

点
の

検
討

状
況

又
は

進
捗

状
況

実
施

済
等

の
別

1
8

○
　

医
療

、
介

護
、

教
育

の
質

の
変

化
を

反
映

し
た

価
格

の
把

握
手

法
に

つ
い

て
、

統
計

委
員

会
に

報
告

さ
れ

た
一

連
の

研
究

成
果

及
び

国
際

的
な

議
論

の
進

展
を

踏
ま

え
、

実
現

可
能

性
を

含
め

て
検

討
す

る
。

内
閣

府
、

関
係

府
省

令
和

５
年

度
（

2
0
2
3
年

度
）

か
ら

実
施

す
る

。

・
　

医
療

、
介

護
の

分
野

は
、

統
計

委
員

会
に

報
告

さ
れ

た
一

連
の

研
究

成
果

及
び

国
際

的
な

議
論

の
進

展
を

踏
ま

え
、

引
き

続
き

実
現

可
能

性
を

含
め

て
検

討
す

る
。

　
教

育
の

分
野

に
つ

い
て

は
、

令
和

４
年

度
（

2
0
2
2
年

度
）

統
計

法
施

行
状

況
報

告
に

お
い

て
、

現
時

点
で

は
相

当
程

度
困

難
と

の
報

告
を

行
っ

た
。

実
施

・
検

討
予

定
（

医
療

・
介

護
に

つ
い

て
）

及
び

実
施

済
（

教
育

に
つ

い
て

）

２
　

経
済

統
計

の
体

系
的

整
備

の
推

進
(
1
)
　

経
済

構
造

を
把

握
す

る
統

計
の

整
備

1
9

◎
　

次
回

（
令

和
８

年
）

経
済

セ
ン

サ
ス

‐
活

動
調

査
に

つ
い

て
、

Ｓ
Ｕ

Ｔ
体

系
へ

の
移

行
に

係
る

検
討

状
況

や
、

中
間

年
の

実
態

を
把

握
す

る
経

済
構

造
実

態
調

査
と

の
関

係
に

も
留

意
し

つ
つ

、
調

査
事

項
の

見
直

し
等

を
検

討
す

る
。

総
務

省
、

経
済

産
業

省

令
和

８
年

経
済

セ
ン

サ
ス

‐
活

動
調

査
の

企
画

時
期

ま
で

に
結

論
を

得
る

。

・
　

国
民

経
済

計
算

の
Ｓ

Ｕ
Ｔ

体
系

へ
の

移
行

に
向

け
た

対
応

に
つ

い
て

、
中

間
年

の
実

態
を

把
握

す
る

経
済

構
造

実
態

調
査

と
の

関
係

に
も

留
意

し
つ

つ
、

調
査

事
項

の
見

直
し

等
の

検
討

を
行

っ
た

。
そ

れ
を

踏
ま

え
、

Ｓ
Ｕ

Ｔ
体

系
で

使
用

す
る

生
産

物
分

類
へ

の
対

応
に

つ
い

て
は

、
各

府
省

等
関

係
者

の
意

見
を

踏
ま

え
、

令
和

８
年

（
2
0
2
6
年

）
経

済
セ

ン
サ

ス
‐

活
動

調
査

の
品

目
案

の
策

定
（

サ
ー

ビ
ス

分
野

の
改

善
及

び
財

分
野

の
導

入
）

を
行

っ
た

。
　

な
お

、
現

在
の

経
済

構
造

実
態

調
査

で
調

査
項

目
と

し
て

い
る

支
払

利
息

に
つ

い
て

は
、

各
府

省
等

関
係

者
へ

確
認

し
た

結
果

、
利

活
用

が
見

込
め

な
い

こ
と

か
ら

、
経

済
セ

ン
サ

ス
‐

活
動

調
査

に
お

け
る

採
用

は
見

送
る

予
定

で
あ

る
。

実
施

済

2
0

○
　

既
存

の
統

計
調

査
、

行
政

記
録

情
報

や
民

間
デ

ー
タ

等
で

は
十

分
に

把
握

し
き

れ
て

い
な

い
、

電
子

商
取

引
・

Ｄ
Ｘ

や
Ｇ

Ｘ
、

企
業

の
多

国
籍

化
な

ど
の

様
々

な
経

済
活

動
に

関
す

る
デ

ー
タ

ニ
ー

ズ
に

迅
速

に
対

応
し

て
実

態
を

把
握

す
る

た
め

の
新

た
な

枠
組

み
に

つ
い

て
、

既
存

統
計

調
査

の
調

査
事

項
と

の
整

合
性

や
継

続
性

、
ユ

ー
ザ

ー
ニ

ー
ズ

に
十

分
に

配
慮

し
な

が
ら

、
総

務
省

及
び

経
済

産
業

省
を

中
心

と
し

て
、

関
係

府
省

の
協

力
も

得
つ

つ
検

討
を

開
始

す
る

。

総
務

省
、

経
済

産
業

省
、

関
係

府
省

令
和

５
年

度
（

2
0
2
3
年

度
）

か
ら

実
施

す
る

。

・
　

令
和

６
年

度
（

2
0
2
4
年

度
）

に
４

回
開

催
さ

れ
た

統
計

委
員

会
デ

ジ
タ

ル
部

会
に

お
い

て
、

統
計

の
対

象
と

し
て

の
デ

ジ
タ

ル
化

に
つ

い
て

、
検

討
を

行
っ

た
。

有
識

者
か

ら
デ

ジ
タ

ル
化

の
実

態
を

把
握

す
る

際
の

課
題

等
に

つ
い

て
講

演
い

た
だ

く
と

と
も

に
、

総
務

省
統

計
委

員
会

担
当

室
か

ら
電

子
商

取
引

の
把

握
の

現
状

等
に

つ
い

て
報

告
を

行
っ

た
。

実
施

・
検

討
予

定

2
1

○
　

消
費

者
物

価
指

数
の

精
度

向
上

に
係

る
各

種
課

題
に

つ
い

て
引

き
続

き
検

討
を

行
い

、
そ

の
結

果
を

統
計

委
員

会
に

報
告

す
る

。

総
務

省
令

和
５

年
度

（
2
0
2
3
年

度
）

か
ら

実
施

す
る

。

・
　

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
販

売
価

格
を

含
め

た
ビ

ッ
グ

デ
ー

タ
等

の
代

替
デ

ー
タ

か
ら

物
価

指
数

を
作

成
す

る
品

目
の

適
用

範
囲

を
拡

大
す

る
た

め
、

従
来

調
査

デ
ー

タ
を

指
数

作
成

に
使

用
し

て
い

た
一

部
品

目
に

対
し

、
次

回
基

準
改

定
（

2
0
2
6
年

度
予

定
）

か
ら

Ｐ
Ｏ

Ｓ
デ

ー
タ

を
用

い
た

指
数

作
成

に
切

り
替

え
る

こ
と

を
目

指
し

検
討

を
行

っ
て

い
る

。

実
施

・
検

討
予

定

(
2
)
　

サ
ー

ビ
ス

産
業

・
企

業
関

連
統

計
の

整
備

2
2

○
　

サ
ー

ビ
ス

業
を

対
象

と
し

た
月

次
統

計
調

査
に

つ
い

て
、

関
連

統
計

調
査

の
関

係
整

理
や

公
表

早
期

化
の

検
討

を
引

き
続

き
進

め
る

と
と

も
に

、
サ

ー
ビ

ス
分

野
の

統
計

の
一

層
の

体
系

的
整

備
を

進
め

る
観

点
や

公
表

早
期

化
に

よ
っ

て
見

込
ま

れ
る

Ｑ
Ｅ

な
ど

の
利

活
用

ニ
ー

ズ
の

拡
大

に
も

照
ら

し
、

基
幹

統
計

の
整

備
に

向
け

た
検

討
を

行
う

と
と

も
に

、
既

存
の

一
般

統
計

調
査

と
の

重
複

是
正

な
ど

報
告

者
負

担
に

も
配

慮
し

た
検

討
を

行
い

、
結

論
を

得
る

。

総
務

省
、

経
済

産
業

省

令
和

６
年

度
（

2
0
2
4
年

度
）

末
ま

で
に

結
論

を
得

る
。

・
　

総
務

省
及

び
経

済
産

業
省

で
は

、
既

存
の

一
般

統
計

調
査

で
あ

る
サ

ー
ビ

ス
産

業
動

向
調

査
（

総
務

省
所

管
）

及
び

特
定

サ
ー

ビ
ス

産
業

動
態

統
計

調
査

（
経

済
産

業
省

所
管

）
を

統
合

し
、

新
た

な
基

幹
統

計
調

査
で

あ
る

「
サ

ー
ビ

ス
産

業
動

態
統

計
調

査
」

（
総

務
省

所
管

）
を

令
和

７
年

（
2
0
2
5
年

）
１

月
か

ら
実

施
す

る
こ

と
と

し
た

。
本

件
は

令
和

５
年

（
2
0
2
3
年

）
1
0
月

に
統

計
委

員
会

に
諮

問
さ

れ
、

同
年

1
2
月

の
答

申
を

経
て

承
認

さ
れ

た
。

　
新

調
査

は
、

上
記

２
調

査
を

統
合

す
る

こ
と

で
重

複
是

正
を

図
る

と
と

も
に

、
従

業
者

数
に

係
る

調
査

項
目

を
見

直
す

な
ど

報
告

者
負

担
の

軽
減

を
図

り
、

現
行

の
サ

ー
ビ

ス
産

業
動

向
調

査
よ

り
も

公
表

時
期

の
前

倒
し

を
し

て
、

利
活

用
の

拡
大

を
図

る
こ

と
と

し
た

。

実
施

済

83



項
　

目
N
o
.

具
 
体

 
的

 
な

 
措

 
置

 
、

方
 
策

 
等

担
当

府
省

実
施

時
期

令
和

６
年

度
（

2
0
2
4
年

度
）

末
時

点
の

検
討

状
況

又
は

進
捗

状
況

実
施

済
等

の
別

2
3

○
　

第
３

次
産

業
活

動
指

数
に

つ
い

て
、

作
成

の
基

礎
と

な
る

関
連

統
計

調
査

の
整

備
・

改
善

状
況

等
を

踏
ま

え
つ

つ
行

政
記

録
情

報
や

民
間

デ
ー

タ
の

活
用

を
含

め
、

引
き

続
き

精
度

や
利

便
性

の
向

上
な

ど
統

計
の

有
用

性
の

更
な

る
向

上
に

努
め

る
。

経
済

産
業

省
令

和
５

年
度

（
2
0
2
3
年

度
）

か
ら

実
施

す
る

。

・
　

第
３

次
産

業
活

動
指

数
に

つ
い

て
は

、
サ

ー
ビ

ス
産

業
動

向
調

査
（

総
務

省
）

と
特

定
サ

ー
ビ

ス
産

業
動

態
統

計
調

査
の

見
直

し
の

状
況

も
踏

ま
え

、
令

和
２

年
（

2
0
2
0
年

）
基

準
改

定
に

お
け

る
採

用
系

列
の

検
討

等
を

引
き

続
き

行
っ

た
こ

と
に

加
え

、
令

和
５

年
度

（
2
0
2
3
年

度
）

に
実

施
し

た
令

和
２

年
（

2
0
2
0
年

）
基

準
改

定
に

係
る

有
識

者
で

構
成

さ
れ

る
研

究
会

で
の

精
度

や
利

便
性

の
向

上
を

図
る

課
題

対
応

の
検

討
結

果
を

踏
ま

え
、

令
和

２
年

（
2
0
2
0
年

）
基

準
改

定
作

業
を

着
実

に
実

施
し

た
。

継
続

実
施

2
4

◎
　

法
人

企
業

統
計

調
査

に
お

け
る

欠
測

値
の

補
完

方
法

の
改

善
に

つ
い

て
、

新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
感

染
症

の
影

響
を

踏
ま

え
つ

つ
、

引
き

続
き

、
検

討
す

る
。

財
務

省
令

和
５

年
度

（
2
0
2
3
年

度
）

か
ら

実
施

す
る

。

・
　

学
識

経
験

者
を

交
え

た
研

究
会

を
開

催
し

、
大

き
な

景
気

変
動

が
あ

っ
た

時
期

を
含

め
て

検
証

し
た

結
果

、
欠

測
企

業
の

補
完

値
に

過
去

デ
ー

タ
を

利
用

す
る

こ
と

の
有

効
性

は
確

認
さ

れ
た

。
　

そ
の

た
め

、
法

人
企

業
統

計
の

調
査

結
果

を
集

推
計

す
る

シ
ス

テ
ム

に
対

し
、

上
記

の
欠

測
値

補
完

機
能

を
追

加
す

る
た

め
の

シ
ス

テ
ム

改
修

に
か

か
る

契
約

手
続

き
を

進
め

て
い

る
と

こ
ろ

で
あ

る
。

実
施

・
検

討
予

定

(
3
)
　

経
済

統
計

作
成

の
改

善
に

向
け

た
取

組

2
5

◎
　

経
済

セ
ン

サ
ス

‐
活

動
調

査
の

中
間

年
に

お
け

る
事

業
所

母
集

団
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
の

更
な

る
整

備
を

図
る

た
め

、
報

告
者

の
負

担
や

地
方

公
共

団
体

・
統

計
調

査
員

の
事

務
負

担
に

も
配

慮
し

つ
つ

、
事

業
所

・
企

業
の

基
本

的
事

項
の

更
新

範
囲

や
頻

度
を

高
め

る
こ

と
に

つ
い

て
、

経
済

セ
ン

サ
ス

‐
基

礎
調

査
の

見
直

し
を

含
め

て
検

討
を

行
う

。

総
務

省
令

和
６

年
経

済
セ

ン
サ

ス
‐

基
礎

調
査

の
企

画
時

期
ま

で
に

結
論

を
得

る
。

・
　

経
済

セ
ン

サ
ス

‐
活

動
調

査
の

中
間

年
に

お
け

る
事

業
所

母
集

団
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
の

更
な

る
整

備
・

充
実

を
図

る
た

め
、

有
識

者
を

交
え

た
「

事
業

母
集

団
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
研

究
会

」
に

お
い

て
整

理
さ

れ
た

今
後

の
事

業
所

母
集

団
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
更

新
の

方
向

性
（

更
新

頻
度

や
範

囲
）

を
踏

ま
え

、
経

済
セ

ン
サ

ス
‐

基
礎

調
査

の
調

査
計

画
に

つ
い

て
、

令
和

５
年

（
2
0
2
3
年

）
３

月
に

総
務

大
臣

へ
の

承
認

申
請

を
行

い
、

同
年

６
月

に
承

認
さ

れ
た

。

実
施

済

2
6

○
　

企
業

を
対

象
と

し
た

統
計

調
査

に
つ

い
て

、
引

き
続

き
、

各
統

計
調

査
の

役
割

分
担

に
つ

い
て

検
討

す
る

と
と

も
に

、
重

複
是

正
等

の
取

組
を

推
進

す
る

。

総
務

省
、

関
係

府
省

令
和

５
年

度
（

2
0
2
3
年

度
）

か
ら

実
施

す
る

。

・
　

令
和

６
年

（
2
0
2
4
年

）
経

済
セ

ン
サ

ス
‐

基
礎

調
査

で
は

、
事

業
所

・
企

業
の

負
担

軽
減

を
図

る
た

め
、

同
時

期
に

実
施

さ
れ

る
「

経
済

構
造

実
態

調
査

」
及

び
「

個
人

企
業

経
済

調
査

」
と

一
体

的
に

調
査

を
実

施
し

、
重

複
す

る
調

査
事

項
に

つ
い

て
は

基
礎

調
査

へ
の

回
答

を
不

要
と

し
た

上
で

、
そ

れ
ぞ

れ
の

調
査

か
ら

基
礎

調
査

へ
回

答
内

容
の

デ
ー

タ
移

送
を

実
施

す
る

こ
と

と
し

た
。

【
総

務
省

（
統

計
局

）
】

　
ま

た
、

事
業

所
母

集
団

デ
ー

タ
ベ

ー
ス

を
利

用
し

た
重

複
是

正
等

の
措

置
を

継
続

し
て

実
施

し
て

お
り

、
令

和
６

年
度

（
2
0
2
4
年

度
）

は
、

1
0
0
%

の
統

計
調

査
で

重
複

是
正

が
実

施
さ

れ
て

い
る

。
（

重
複

是
正

の
実

施
状

況
の

詳
細

に
つ

い
て

は
、

第
３

部
１

（
８

）
重

複
是

正
及

び
調

査
履

歴
登

録
の

実
施

状
況

　
参

照
）

【
総

務
省

（
政

策
統

括
官

）
】

継
続

実
施

・
　

令
和

６
年

度
（

2
0
2
4
年

度
）

、
経

済
産

業
省

所
管

３
統

計
調

査
（

経
済

産
業

省
企

業
活

動
基

本
調

査
、

海
外

事
業

活
動

基
本

調
査

、
海

外
現

地
法

人
四

半
期

調
査

）
に

つ
い

て
、

報
告

者
負

担
軽

減
及

び
利

活
用

状
況

の
検

証
等

の
た

め
調

査
研

究
事

業
を

実
施

。
報

告
企

業
の

ヒ
ア

リ
ン

グ
も

実
施

し
た

上
で

、
有

識
者

の
意

見
も

聴
取

し
検

討
を

行
っ

て
い

る
。

【
経

済
産

業
省

】
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具
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措

 
置
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方
 
策

 
等

担
当

府
省

実
施

時
期

令
和

６
年

度
（

2
0
2
4
年

度
）

末
時

点
の

検
討

状
況

又
は

進
捗

状
況

実
施

済
等

の
別

2
7

○
　

企
業

の
特

性
（

外
資

比
率

等
）

と
輸

出
入

行
動

を
関

連
付

け
た

新
た

な
統

計
の

作
成

に
つ

い
て

、
事

業
所

母
集

団
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
と

貿
易

統
計

デ
ー

タ
ベ

ー
ス

の
収

録
情

報
の

接
続

の
可

能
性

を
検

証
し

た
上

で
、

行
政

手
続

へ
の

影
響

や
個

別
企

業
の

情
報

の
秘

匿
と

い
っ

た
観

点
を

含
め

、
そ

の
作

成
可

能
性

を
検

証
・

検
討

す
る

。

財
務

省
、

総
務

省
令

和
５

年
度

（
2
0
2
3
年

度
）

か
ら

実
施

す
る

。

・
　

事
業

所
母

集
団

デ
ー

タ
ベ

ー
ス

の
法

人
番

号
に

つ
い

て
、

共
通

キ
ー

と
し

て
の

利
用

可
能

性
の

検
証

を
進

め
、

技
術

的
な

課
題

点
の

整
理

を
行

っ
て

い
る

。

実
施

・
検

討
予

定

2
8

○
　

海
外

現
地

法
人

の
活

動
を

よ
り

正
確

に
把

握
す

る
た

め
に

、
引

き
続

き
、

海
外

事
業

活
動

基
本

調
査

の
母

集
団

名
簿

の
整

備
、

充
実

に
向

け
た

検
討

を
行

う
。

経
済

産
業

省
令

和
５

年
度

（
2
0
2
3
年

度
）

か
ら

実
施

す
る

。

・
　

海
外

事
業

活
動

基
本

調
査

の
名

簿
情

報
に

関
す

る
民

間
情

報
に

つ
い

て
検

証
を

実
施

し
た

が
、

母
集

団
情

報
の

拡
充

に
関

す
る

新
た

な
情

報
は

得
ら

れ
て

い
な

い
。

引
き

続
き

、
名

簿
情

報
の

あ
り

方
に

つ
い

て
検

討
す

る
。

実
施

・
検

討
予

定

(
2
)
　

国
際

比
較

可
能

性
の

向
上

、
国

際
貢

献

2
9

○
　

統
計

委
員

会
や

各
府

省
と

連
携

を
図

り
、

引
き

続
き

Ｓ
Ｄ

Ｇ
グ

ロ
ー

バ
ル

指
標

の
対

応
拡

大
に

取
り

組
む

。
こ

の
際

、
既

存
の

統
計

調
査

で
は

算
出

困
難

な
も

の
も

あ
る

こ
と

か
ら

、
知

見
を

有
す

る
第

三
者

の
協

力
も

得
な

が
ら

、
新

し
い

情
報

源
の

活
用

可
能

性
の

検
討

を
進

め
る

。

内
閣

官
房

、
総

務
省

令
和

５
年

度
（

2
0
2
3
年

度
）

か
ら

実
施

す
る

。

・
（

第
３

部
７

（
１

）
Ｓ

Ｄ
Ｇ

グ
ロ

ー
バ

ル
指

標
の

公
表

状
況

　
参

照
）

継
続

実
施

3
0

○
　

統
計

委
員

会
の

知
見

を
活

用
す

る
と

と
も

に
、

Ｗ
Ｅ

Ｂ
会

議
シ

ス
テ

ム
や

テ
レ

ワ
ー

ク
な

ど
も

活
用

し
つ

つ
、

①
国

際
会

議
・

専
門

家
会

合
等

へ
の

積
極

的
な

参
加

・
情

報
発

信
、

②
国

際
機

関
等

へ
の

統
計

専
門

家
の

恒
常

的
な

派
遣

、
③

発
展

途
上

国
等

を
中

心
と

す
る

諸
外

国
か

ら
の

統
計

に
関

す
る

政
府

職
員

の
受

入
れ

、
④

国
際

連
合

ア
ジ

ア
太

平
洋

統
計

研
修

所
（

Ｓ
Ｉ

Ａ
Ｐ

）
の

運
営

に
対

す
る

協
力

等
の

取
組

を
一

層
充

実
し

、
国

際
貢

献
の

強
化

を
図

る
。

各
府

省
令

和
５

年
度

（
2
0
2
3
年

度
）

か
ら

実
施

す
る

。

・
（

第
３

部
７

（
２

）
国

際
貢

献
の

状
況

　
参

照
）

継
続

実
施

3
1

○
　

統
計

に
関

す
る

国
際

比
較

可
能

性
の

更
な

る
向

上
を

図
る

観
点

か
ら

、
統

計
委

員
会

を
中

心
に

各
府

省
間

と
連

携
し

、
政

府
全

体
と

し
て

の
国

際
機

関
へ

の
デ

ー
タ

提
供

や
情

報
発

信
の

拡
大

、
国

際
機

関
に

お
け

る
統

計
関

係
の

議
論

・
調

整
状

況
な

ど
に

関
す

る
情

報
共

有
の

強
化

に
向

け
、

総
務

省
が

主
催

す
る

「
国

際
統

計
に

関
す

る
ワ

－
キ

ン
グ

グ
ル

ー
プ

」
に

お
い

て
、

統
計

デ
ー

タ
の

提
供

拡
大

に
向

け
た

検
討

を
重

点
的

に
行

っ
て

い
く

な
ど

検
討

体
制

の
充

実
を

図
る

。

総
務

省
、

各
府

省
令

和
５

年
度

（
2
0
2
3
年

度
）

か
ら

実
施

す
る

。

・
　

総
務

省
が

取
り

ま
と

め
た

各
府

省
等

の
国

際
機

関
へ

の
デ

ー
タ

提
供

実
績

に
つ

い
て

、
「

国
際

統
計

に
関

す
る

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ
」

構
成

府
省

等
を

含
む

各
府

省
等

間
で

共
有

し
、

国
際

機
関

に
対

す
る

統
計

デ
ー

タ
の

提
供

拡
大

に
向

け
た

検
討

体
制

の
充

実
を

図
っ

た
。

　
ま

た
、

統
計

委
員

会
評

価
分

科
会

に
お

い
て

、
国

際
機

関
に

求
め

ら
れ

る
統

計
に

関
す

る
課

題
等

に
つ

い
て

、
我

が
国

及
び

主
要

国
に

お
け

る
国

際
機

関
へ

の
デ

ー
タ

提
供

実
績

に
関

し
、

収
集

・
整

理
し

た
情

報
を

基
に

審
議

を
行

っ
た

。

継
続

実
施

３
　

経
済

活
動

の
グ

ロ
ー

バ
ル

化
に

対
応

し
た

統
計

の
整

備
、

国
際

比
較

可
能

性
の

向
上

、
国

際
貢

献
(
1
)
　

経
済

活
動

の
グ

ロ
ー

バ
ル

化
に

対
応

し
た

統
計

の
整

備
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具
 
体

 
的

 
な

 
措

 
置

 
、

方
 
策

 
等

担
当

府
省

実
施

時
期

令
和

６
年

度
（

2
0
2
4
年

度
）

末
時

点
の

検
討

状
況

又
は

進
捗

状
況

実
施

済
等

の
別

４
　

人
口

や
暮

ら
し

に
関

す
る

統
計

の
整

備

3
2

○
　

少
子

高
齢

化
の

進
行

や
社

会
情

勢
の

変
化

な
ど

を
踏

ま
え

、
国

民
生

活
・

社
会

統
計

に
対

す
る

様
々

な
ニ

ー
ズ

に
柔

軟
に

対
応

す
る

た
め

、
関

係
府

省
が

連
携

し
、

必
要

と
な

る
調

査
の

実
施

方
法

等
に

関
す

る
研

究
を

推
進

す
る

。

総
務

省
、

厚
生

労
働

省
、

関
係

府
省

令
和

５
年

度
（

2
0
2
3
年

度
）

か
ら

実
施

す
る

。

・
　

関
係

者
と

協
力

の
上

、
令

和
５

年
度

（
2
0
2
3
年

度
）

か
ら

国
民

生
活

・
社

会
統

計
に

対
す

る
様

々
な

ニ
ー

ズ
へ

の
対

応
に

係
る

研
究

を
行

っ
て

い
る

と
こ

ろ

実
施

・
検

討
予

定

3
3

◎
　

社
会

保
障

費
用

統
計

に
つ

い
て

、
国

際
基

準
に

準
拠

し
た

地
方

公
共

団
体

の
社

会
保

障
支

出
の

総
合

的
な

把
握

に
向

け
、

引
き

続
き

情
報

収
集

や
検

討
を

行
い

、
改

善
を

図
る

。

厚
生

労
働

省
令

和
５

年
度

（
2
0
2
3
年

度
）

か
ら

実
施

す
る

。

・
　

総
務

省
の

調
査

（
地

方
単

独
事

業
（

ソ
フ

ト
）

の
決

算
額

に
関

す
る

調
査

※
等

）
に

関
す

る
情

報
収

集
を

行
い

、
社

会
保

障
費

用
統

計
へ

の
計

上
に

向
け

た
検

討
を

進
め

て
い

る
。

令
和

６
年

度
（

2
0
2
4
年

度
）

に
お

い
て

は
、

労
働

関
係

の
デ

ー
タ

に
つ

い
て

省
内

の
労

働
部

局
と

調
整

を
行

い
、

計
上

に
向

け
た

検
討

を
進

め
て

い
る

。
※

「
経

済
財

政
運

営
と

改
革

の
基

本
方

針
2
0
1
8
」

（
平

成
3
0
年

６
月

1
5
日

閣
議

決
定

）
の

指
摘

（
地

方
財

政
計

画
の

一
般

行
政

経
費

（
単

独
）

と
対

応
関

係
に

あ
る

地
方

単
独

事
業

（
ソ

フ
ト

）
に

つ
い

て
、

実
態

を
定

量
的

な
デ

ー
タ

で
把

握
す

る
と

と
も

に
、

法
令

と
の

関
係

を
含

め
て

見
え

る
化

す
る

）
に

基
づ

き
、

歳
出

小
区

分
別

に
調

査
を

実
施

す
る

も
の

実
施

・
検

討
予

定

3
4

◎
　

国
民

生
活

基
礎

調
査

の
オ

ン
ラ

イ
ン

調
査

の
導

入
に

つ
い

て
、

全
国

導
入

に
向

け
た

課
題

の
整

理
や

必
要

な
改

善
を

実
施

の
上

、
地

域
別

・
世

帯
属

性
別

の
オ

ン
ラ

イ
ン

回
答

状
況

等
、

オ
ン

ラ
イ

ン
導

入
に

伴
う

結
果

へ
の

影
響

を
分

析
し

、
導

入
効

果
の

検
証

を
行

う
。

厚
生

労
働

省
令

和
７

年
（

2
0
2
5
年

）
調

査
の

企
画

時
期

ま
で

に
結

論
を

得
る

。

・
　

オ
ン

ラ
イ

ン
調

査
に

つ
い

て
、

令
和

４
年

（
2
0
2
2
年

）
調

査
か

ら
一

部
の

都
府

県
（

埼
玉

県
、

東
京

都
、

神
奈

川
県

、
愛

知
県

、
大

阪
府

）
で

先
行

導
入

し
、

全
国

導
入

に
向

け
た

課
題

の
整

理
や

必
要

な
改

善
を

実
施

の
上

、
令

和
５

年
（

2
0
2
3
年

）
調

査
か

ら
全

国
導

入
し

た
。

　
令

和
６

年
度

（
2
0
2
4
年

度
）

は
、

令
和

７
年

（
2
0
2
5
年

）
調

査
に

向
け

、
オ

ン
ラ

イ
ン

調
査

の
更

な
る

改
善

を
実

施
す

る
と

と
も

に
、

導
入

後
の

結
果

へ
の

影
響

及
び

導
入

効
果

の
分

析
を

行
い

、
令

和
７

年
（

2
0
2
5

年
）

調
査

（
令

和
６

年
（

2
0
2
4
年

）
９

月
に

諮
問

、
同

年
1
1
月

の
答

申
を

経
て

承
認

）
に

係
る

統
計

委
員

会
の

審
議

過
程

に
お

い
て

報
告

を
行

っ
た

。

実
施

済

3
5

◎
　

人
口

動
態

調
査

に
つ

い
て

、
統

計
業

務
の

継
続

性
確

保
の

観
点

か
ら

も
、

オ
ン

ラ
イ

ン
報

告
シ

ス
テ

ム
の

改
修

等
を

通
じ

た
デ

ー
タ

収
集

・
統

計
作

成
事

務
の

効
率

化
に

継
続

的
に

取
り

組
む

。

厚
生

労
働

省
令

和
５

年
度

（
2
0
2
3
年

度
）

か
ら

実
施

す
る

。

・
　

令
和

５
年

度
（

2
0
2
3
年

度
）

は
、

統
計

業
務

の
継

続
性

の
観

点
か

ら
、

W
i
n
d
o
w
s
1
0
の

О
Ｓ

等
ア

ッ
プ

デ
ー

ト
対

応
及

び
そ

れ
に

係
る

動
作

検
証

を
行

っ
た

ほ
か

、
民

法
改

正
に

よ
る

再
婚

禁
止

期
間

の
廃

止
に

伴
い

、
審

査
条

件
の

改
修

を
行

っ
た

。
　

令
和

６
年

度
（

2
0
2
4
年

度
）

は
、

統
計

業
務

の
継

続
性

の
観

点
か

ら
引

き
続

き
、

W
i
n
d
o
w
s
1
1
へ

の
バ

ー
ジ

ョ
ン

ア
ッ

プ
に

係
る

動
作

検
証

を
行

っ
た

ほ
か

、
民

法
等

改
正

に
よ

る
共

同
親

権
の

導
入

に
伴

い
、

オ
ン

ラ
イ

ン
報

告
シ

ス
テ

ム
の

改
修

が
必

要
と

な
る

こ
と

か
ら

、
離

婚
票

の
要

件
定

義
の

見
直

し
等

、
改

修
に

向
け

た
準

備
を

行
っ

た
。

継
続

実
施

3
6

○
　

消
費

動
向

指
数

（
Ｃ

Ｔ
Ｉ

）
に

つ
い

て
は

、
家

計
統

計
を

補
完

す
る

消
費

関
連

指
標

と
し

て
よ

り
有

用
な

も
の

と
な

る
よ

う
、

引
き

続
き

、
取

組
を

続
け

る
。

総
務

省
令

和
５

年
度

（
2
0
2
3
年

度
）

か
ら

実
施

す
る

。

・
　

消
費

動
向

指
数

に
つ

い
て

、
有

識
者

を
交

え
た

「
消

費
統

計
研

究
会

」
及

び
産

官
学

連
携

の
「

消
費

動
向

指
数

研
究

協
議

会
」

（
研

究
評

議
会

）
に

お
い

て
更

な
る

速
報

性
と

精
度

向
上

に
向

け
た

検
証

を
行

い
、

課
題

を
整

理
す

る
な

ど
の

検
討

を
行

っ
た

。

実
施

・
検

討
予

定
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項
　

目
N
o
.

具
 
体

 
的

 
な

 
措

 
置

 
、

方
 
策

 
等

担
当

府
省

実
施

時
期

令
和

６
年

度
（

2
0
2
4
年

度
）

末
時

点
の

検
討

状
況

又
は

進
捗

状
況

実
施

済
等

の
別

５
　

統
計

の
比

較
可

能
性

の
確

保
等

の
取

組

3
7

○
　

日
本

標
準

産
業

分
類

に
つ

い
て

は
、

生
産

技
術

の
類

似
性

に
配

慮
し

つ
つ

社
会

経
済

情
勢

に
合

わ
せ

た
見

直
し

と
な

る
よ

う
、

令
和

５
年

度
（

2
0
2
3

年
度

）
末

ま
で

に
改

定
を

行
う

。

総
務

省
令

和
５

年
度

（
2
0
2
3
年

度
）

末
ま

で
に

実
施

す
る

。

・
　

日
本

標
準

産
業

分
類

に
つ

い
て

は
、

生
産

技
術

の
類

似
性

の
観

点
及

び
社

会
経

済
情

勢
に

合
わ

せ
た

見
直

し
を

行
い

、
令

和
５

年
（

2
0
2
3
年

）
７

月
2
7
日

に
令

和
５

年
総

務
省

告
示

第
2
5
6
号

で
公

示
し

た
。

実
施

済

3
8

○
　

日
本

標
準

職
業

分
類

に
つ

い
て

は
、

国
際

標
準

職
業

分
類

の
状

況
や

職
業

に
関

す
る

動
向

等
も

踏
ま

え
つ

つ
、

令
和

８
年

度
（

2
0
2
6
年

度
）

末
ま

で
に

改
定

す
る

こ
と

を
目

指
す

。

総
務

省
令

和
８

年
度

（
2
0
2
6
年

度
）

末
ま

で
に

実
施

す
る

。

・
　

日
本

標
準

職
業

分
類

に
つ

い
て

は
、

令
和

８
年

度
（

2
0
2
6
年

度
）

末
ま

で
の

改
定

に
向

け
、

学
識

経
験

者
等

の
幅

広
い

知
見

を
交

え
た

検
討

を
行

う
こ

と
を

目
的

に
職

業
分

類
改

定
研

究
会

を
設

置
し

、
開

催
し

て
い

る
。

実
施

・
検

討
予

定

3
9

○
　

生
産

物
分

類
に

つ
い

て
は

、
令

和
８

年
経

済
セ

ン
サ

ス
‐

活
動

調
査

、
産

業
連

関
表

及
び

Ｓ
Ｕ

Ｔ
等

へ
の

適
用

を
図

る
た

め
、

次
期

日
本

標
準

産
業

分
類

の
改

定
内

容
等

を
踏

ま
え

て
必

要
な

見
直

し
を

行
い

、
財

分
野

と
サ

ー
ビ

ス
分

野
か

ら
な

る
全

体
版

を
整

備
す

る
。

総
務

省
令

和
５

年
度

（
2
0
2
3
年

度
）

末
ま

で
に

実
施

す
る

。

・
（

項
目

第
２

－
１

－
(
2
)
 
N
o
.
７

 
参

照
）

実
施

済

4
0

○
　

生
産

物
分

類
の

よ
り

一
層

の
活

用
を

促
進

す
る

観
点

か
ら

、
経

済
セ

ン
サ

ス
の

適
用

状
況

等
を

踏
ま

え
つ

つ
、

統
計

基
準

と
し

て
の

設
定

も
視

野
に

入
れ

て
検

討
を

進
め

る
。

総
務

省
令

和
５

年
度

（
2
0
2
3
年

度
）

か
ら

実
施

す
る

。

・
　

経
済

セ
ン

サ
ス

の
担

当
部

局
と

の
連

携
を

引
き

続
き

図
る

ほ
か

、
統

計
基

準
と

し
て

の
設

定
も

視
野

に
入

れ
た

検
討

に
つ

い
て

は
、

今
後

、
生

産
物

分
類

を
活

用
す

る
予

定
、

可
能

性
や

そ
れ

に
向

け
た

課
題

等
に

つ
い

て
関

係
各

府
省

庁
等

に
確

認
を

行
う

こ
と

等
を

予
定

し
て

い
る

。

実
施

・
検

討
予

定

4
1

○
　

上
記

ま
で

に
示

す
各

分
類

の
改

定
等

の
作

業
を

進
め

る
ほ

か
、

統
計

基
準

を
適

時
・

適
切

に
見

直
す

な
ど

の
観

点
を

踏
ま

え
、

令
和

５
年

度
（

2
0
2
3

年
度

）
以

降
に

お
い

て
も

日
本

標
準

産
業

分
類

及
び

生
産

物
分

類
の

更
な

る
改

定
を

見
据

え
て

取
り

組
む

必
要

が
あ

る
。

こ
の

た
め

、
両

分
類

の
課

題
を

網
羅

的
に

整
理

す
る

と
と

も
に

、
そ

の
内

容
を

踏
ま

え
た

改
定

の
方

向
性

を
検

討
す

る
。

総
務

省
令

和
５

年
度

（
2
0
2
3
年

度
）

か
ら

実
施

す
る

。

・
　

日
本

標
準

産
業

分
類

及
び

生
産

物
分

類
に

つ
い

て
、

令
和

５
年

度
（

2
0
2
3
年

度
）

ま
で

の
改

定
作

業
等

を
通

じ
て

把
握

さ
れ

た
、

今
後

検
討

が
必

要
と

な
る

課
題

を
整

理
し

て
い

る
。

引
き

続
き

、
必

要
に

応
じ

関
係

各
府

省
庁

や
学

識
経

験
者

等
と

の
意

見
交

換
を

行
い

つ
つ

、
課

題
の

整
理

作
業

を
進

め
る

。

実
施

・
検

討
予

定
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項
　

目
N
o
.

具
 
体

 
的

 
な

 
措

 
置

 
、

方
 
策

 
等

担
当

府
省

実
施

時
期

令
和

６
年

度
（

2
0
2
4
年

度
）

末
時

点
の

検
討

状
況

又
は

進
捗

状
況

実
施

済
等

の
別

4
2

○
　

外
国

人
の

雇
用

・
労

働
に

係
る

統
計

の
整

備
の

た
め

、
具

体
的

な
検

討
を

進
め

つ
つ

、
新

た
な

統
計

調
査

を
実

施
す

る
。

厚
生

労
働

省
令

和
５

年
度

（
2
0
2
3
年

度
）

か
ら

実
施

す
る

。

・
　

外
国

人
労

働
者

を
雇

用
す

る
事

業
所

に
お

け
る

外
国

人
労

働
者

の
雇

用
形

態
、

賃
金

等
の

雇
用

管
理

の
状

況
及

び
当

該
事

業
所

の
外

国
人

労
働

者
の

学
歴

、
入

職
経

路
、

前
職

に
関

す
る

事
項

等
に

つ
い

て
、

そ
の

実
態

等
を

産
業

別
、

規
模

別
、

在
留

資
格

別
等

に
明

ら
か

に
す

る
と

と
も

に
、

今
後

の
外

国
人

雇
用

対
策

立
案

の
基

礎
資

料
と

す
る

こ
と

を
目

的
と

し
て

、
有

識
者

に
よ

る
検

討
会

で
の

意
見

等
を

踏
ま

え
、

新
た

に
「

外
国

人
雇

用
実

態
調

査
」

を
令

和
５

年
(
2
0
2
3
年

)
1
0
月

か
ら

実
施

し
て

い
る

。
　

な
お

、
令

和
５

年
（

2
0
2
3
年

）
の

調
査

結
果

に
つ

い
て

は
、

外
国

人
労

働
者

に
特

化
し

た
、

賃
金

や
入

職
経

路
、

入
国

費
用

等
に

関
す

る
初

の
調

査
と

し
て

、
令

和
６

年
（

2
0
2
4
年

）
1
2
月

2
6
日

に
公

表
し

た
。

実
施

済

4
3

◎
　

毎
月

勤
労

統
計

調
査

に
つ

い
て

、
母

集
団

労
働

者
数

の
推

計
方

法
や

季
節

調
整

法
の

見
直

し
な

ど
、

更
な

る
結

果
精

度
の

向
上

を
目

指
し

、
調

査
の

改
善

に
取

り
組

む
。

厚
生

労
働

省
令

和
５

年
度

（
2
0
2
3
年

度
）

か
ら

実
施

す
る

。

・
　

令
和

６
年

（
2
0
2
4
年

）
１

月
の

毎
月

勤
労

統
計

調
査

の
改

善
に

関
す

る
ワ

ー
キ

ン
グ

グ
ル

ー
プ

報
告

書
に

お
い

て
、

長
期

に
わ

た
り

変
更

の
な

か
っ

た
季

節
調

整
法

を
新

し
い

プ
ロ

グ
ラ

ム
（

Ｘ
-
1
2
-
Ａ

Ｒ
Ⅰ

Ｍ
Ａ

）
に

変
更

す
る

こ
と

で
、

こ
れ

ま
で

の
プ

ロ
グ

ラ
ム

で
の

課
題

が
解

消
さ

れ
、

安
定

性
を

向
上

さ
せ

る
改

善
が

期
待

で
き

る
こ

と
が

確
認

で
き

た
こ

と
か

ら
、

令
和

７
年

（
2
0
2
5
年

）
１

月
分

か
ら

、
新

し
い

プ
ロ

グ
ラ

ム
（

Ｘ
-

1
2
-
Ａ

Ｒ
Ⅰ

Ｍ
Ａ

）
に

変
更

し
て

季
節

調
整

値
を

公
表

し
た

。
　

令
和

６
年

（
2
0
2
4
年

）
1
1
月

に
「

厚
生

労
働

統
計

の
整

備
に

関
す

る
検

討
会

」
の

下
に

「
毎

月
勤

労
統

計
調

査
の

改
善

に
関

す
る

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ
」

を
再

設
置

し
、

母
集

団
労

働
者

数
の

結
果

精
度

の
向

上
を

図
る

た
め

、
母

集
団

労
働

者
数

の
推

計
で

用
い

て
い

る
雇

用
保

険
デ

ー
タ

の
適

用
率

に
つ

い
て

検
討

を
行

い
、

令
和

７
年

（
2
0
2
5
年

）
３

月
７

日
の

第
３

回
ワ

ー
キ

ン
グ

グ
ル

ー
プ

に
お

い
て

、
検

討
結

果
の

取
り

ま
と

め
を

行
っ

た
。

　
そ

の
結

果
、

長
期

に
わ

た
り

変
更

の
な

か
っ

た
適

用
率

に
つ

い
て

、
こ

れ
ま

で
産

業
・

規
模

で
一

律
で

あ
っ

た
も

の
か

ら
、

実
績

デ
ー

タ
に

基
づ

い
て

、
毎

年
、

産
業

・
規

模
別

に
設

定
す

る
こ

と
で

、
現

在
の

推
計

方
法

よ
り

も
精

度
向

上
が

図
ら

れ
る

可
能

性
が

高
い

こ
と

が
確

認
さ

れ
た

。
令

和
７

年
（

2
0
2
5
年

）
１

月
分

か
ら

、
産

業
・

規
模

別
に

適
用

率
を

設
定

す
る

こ
と

で
対

応
し

て
い

る
。

継
続

実
施

６
　

統
計

各
分

野
の

取
組

(
1
)
　

雇
用

・
労

働
環

境
に

関
す

る
新

た
な

統
計

の
整

備
等
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項
　

目
N
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具
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的
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措

 
置

 
、

方
 
策

 
等

担
当

府
省

実
施

時
期

令
和

６
年

度
（

2
0
2
4
年

度
）

末
時

点
の

検
討

状
況

又
は

進
捗

状
況

実
施

済
等

の
別

(
2
)
　

環
境

に
関

す
る

統
計

の
整

備
・

改
善

4
5

○
　

エ
ネ

ル
ギ

ー
消

費
統

計
に

つ
い

て
、

時
系

列
の

安
定

化
や

デ
ー

タ
の

精
緻

化
の

た
め

の
課

題
の

検
討

を
引

き
続

き
行

う
。

資
源

エ
ネ

ル
ギ

ー
庁

令
和

５
年

度
（

2
0
2
3
年

度
）

か
ら

実
施

す
る

。

・
　

エ
ネ

ル
ギ

ー
消

費
統

計
は

、
我

が
国

の
エ

ネ
ル

ギ
ー

消
費

動
向

の
把

握
等

を
行

う
上

で
重

要
な

統
計

で
あ

り
、

時
系

列
の

安
定

化
や

デ
ー

タ
の

精
緻

化
が

重
要

で
あ

る
。

こ
の

た
め

、
エ

ネ
ル

ギ
ー

消
費

統
計

で
は

、
委

託
研

究
に

よ
り

有
効

性
が

認
め

ら
れ

た
対

応
策

（
(
ⅰ

)
標

本
を

半
数

ず
つ

入
れ

替
え

る
ロ

ー
テ

ー
シ

ョ
ン

・
サ

ン
プ

リ
ン

グ
の

導
入

、
(
ⅱ

)
差

推
定

の
導

入
、

(
ⅲ

)
時

系
列

で
の

外
れ

値
排

除
処

理
の

導
入

な
ど

）
を

採
用

す
る

こ
と

で
デ

ー
タ

の
精

緻
化

を
進

め
て

き
た

。
ま

た
、

委
託

研
究

を
通

じ
て

、
こ

れ
ら

の
効

果
検

証
を

継
続

的
に

実
施

し
て

お
り

、
そ

の
有

効
性

を
確

認
し

つ
つ

引
き

続
き

本
統

計
の

精
緻

化
に

向
け

て
取

り
組

ん
で

い
る

と
こ

ろ

継
続

実
施

令
和

６
年

度
（

2
0
2
4
年

度
）

ま
で

に
結

論
を

得
る

。

　
船

員
労

働
統

計
調

査
に

つ
い

て
は

、
統

計
委

員
会

の
前

回
答

申
（

令
和

３
年

３
月

1
2
日

付
統

計
委

第
３

号
）

時
の

「
今

後
の

課
題

」
及

び
公

的
基

本
計

画
へ

の
対

応
と

し
て

、
下

記
の

と
お

り
検

討
を

行
っ

た
。

　
ま

た
、

令
和

５
年

度
（

2
0
2
3
年

度
）

中
に

本
調

査
に

係
る

調
査

計
画

の
変

更
（

e
-
S
u
r
v
e
y
に

よ
る

報
告

の
追

加
）

に
係

る
承

認
申

請
を

行
い

、
令

和
６

年
（

2
0
2
4
年

）
３

月
2
8
日

に
総

務
大

臣
の

承
認

を
受

け
た

。
○

課
題

（
３

）
及

び
（

４
）

に
つ

い
て

は
、

令
和

６
年

度
（

2
0
2
4
年

度
）

に
実

施
し

た
「

船
員

労
働

統
計

母
集

団
等

調
査

」
（

一
般

統
計

調
査

）
に

調
査

事
項

等
を

追
加

し
、

そ
の

結
果

を
分

析
の

上
、

第
１

号
調

査
へ

の
追

加
を

検
討

中
。

課
題

（
１

）
に

つ
い

て
も

、
母

集
団

等
調

査
の

結
果

を
踏

ま
え

て
引

き
続

き
検

討
を

行
い

、
結

論
を

得
る

。
○

課
題

（
２

）
に

つ
い

て
は

、
第

３
号

調
査

で
「

昨
年

１
年

間
の

特
別

に
支

払
わ

れ
た

報
酬

」
を

把
握

す
る

方
向

で
検

討
。

○
課

題
（

５
）

に
つ

い
て

は
、

現
時

点
で

活
用

可
能

な
行

政
記

録
情

報
は

な
い

こ
と

が
確

認
さ

れ
た

が
、

今
後

も
継

続
的

に
確

認
・

検
討

す
る

。
【

統
計

委
員

会
 
諮

問
第

1
4
6
号

の
答

申
及

び
課

題
（

令
和

３
年

３
月

1
2
日

付
統

計
委

第
３

号
）

（
抄

）
】

（
１

）
指

定
船

舶
（

第
１

号
調

査
）

の
定

期
的

な
し

っ
皆

調
査

の
実

施
の

検
討

（
２

）
特

殊
船

（
第

３
号

調
査

）
に

お
け

る
昨

年
１

年
間

の
特

別
に

支
払

わ
れ

た
報

酬
の

把
握

の
検

討
（

３
）

指
定

船
舶

（
第

１
号

調
査

）
に

お
け

る
昨

年
１

年
間

の
定

期
払

い
を

要
す

る
報

酬
の

把
握

及
び

陸
上

労
働

者
の

統
計

と
の

比
較

が
可

能
と

な
る

よ
う

な
調

査
・

集
計

事
項

の
追

加
の

検
討

（
４

）
指

定
船

舶
（

第
１

号
調

査
）

に
お

け
る

予
備

船
員

の
調

査
対

象
へ

の
追

加
の

検
討

（
５

）
業

務
報

告
等

を
活

用
し

た
報

告
者

負
担

の
軽

減

・
実

施
・

検
討

予
定

4
4

◎
　

船
員

労
働

統
計

調
査

に
つ

い
て

は
、

陸
上

労
働

者
と

の
比

較
可

能
性

の
向

上
や

統
計

利
活

用
ニ

ー
ズ

を
踏

ま
え

、
報

告
者

の
負

担
軽

減
に

も
配

慮
し

た
行

政
記

録
情

報
の

活
用

、
母

集
団

を
把

握
す

る
た

め
の

統
計

調
査

と
の

統
合

、
調

査
・

集
計

事
項

や
調

査
対

象
の

追
加

な
ど

の
検

討
を

早
期

に
開

始
し

、
一

定
の

結
論

を
得

る
。

国
土

交
通

省
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具
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、
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等

担
当

府
省

実
施

時
期

令
和

６
年

度
（

2
0
2
4
年

度
）

末
時

点
の

検
討

状
況

又
は

進
捗

状
況

実
施

済
等

の
別

(
3
)
　

観
光

に
関

す
る

統
計

の
精

度
向

上

4
6

○
　

宿
泊

旅
行

統
計

調
査

、
旅

行
・

観
光

消
費

動
向

調
査

及
び

訪
日

外
国

人
消

費
動

向
調

査
に

つ
い

て
、

新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
感

染
症

の
感

染
拡

大
に

よ
る

観
光

業
へ

の
影

響
を

踏
ま

え
つ

つ
、

引
き

続
き

、
調

査
結

果
の

安
定

性
の

確
保

や
精

度
向

上
に

向
け

た
検

討
を

行
う

。

観
光

庁
令

和
５

年
度

（
2
0
2
3
年

度
）

か
ら

実
施

す
る

。

・
　

宿
泊

旅
行

統
計

調
査

に
つ

い
て

は
、

精
度

向
上

に
向

け
て

令
和

６
年

度
（

2
0
2
4
年

度
）

に
層

化
基

準
の

見
直

し
に

向
け

た
調

査
を

実
施

し
た

。
令

和
７

年
度

（
2
0
2
5
年

度
）

に
お

い
て

は
前

述
の

調
査

の
結

果
を

基
に

調
査

計
画

の
見

直
し

を
実

施
予

定
で

あ
る

。
　

旅
行

・
観

光
消

費
動

向
調

査
に

つ
い

て
は

、
回

答
中

に
一

部
エ

ラ
ー

チ
ェ

ッ
ク

（
回

答
の

矛
盾

な
ど

）
を

実
施

可
能

な
オ

ン
ラ

イ
ン

回
答

の
推

進
を

進
め

る
こ

と
で

回
答

精
度

を
向

上
さ

せ
つ

つ
、

令
和

６
年

度
（

2
0
2
4

年
度

）
に

は
標

本
設

計
手

法
並

び
に

サ
ン

プ
ル

数
の

見
直

し
を

図
り

、
令

和
７

年
度

（
2
0
2
5
年

度
）

調
査

か
ら

変
更

後
の

サ
ン

プ
ル

数
で

の
調

査
を

開
始

予
定

。
令

和
７

年
度

（
2
0
2
5
年

度
）

に
お

い
て

は
精

度
向

上
及

び
負

担
軽

減
に

向
け

、
調

査
手

法
に

係
る

検
討

業
務

を
実

施
予

定
で

あ
る

。
　

訪
日

外
国

人
消

費
動

向
調

査
に

つ
い

て
は

、
令

和
６

年
度

（
2
0
2
4
年

度
）

よ
り

「
イ

ン
バ

ウ
ン

ド
消

費
動

向
調

査
」

と
し

て
調

査
を

実
施

し
て

い
る

と
こ

ろ
。

今
後

も
調

査
対

象
や

調
査

方
法

等
の

見
直

し
に

向
け

た
検

討
を

行
う

。

継
続

実
施

(
4
)
　

建
設

・
不

動
産

に
関

す
る

統
計

作
成

の
改

善

4
7

◎
　

諮
問

第
1
6
2
号

の
答

申
「

建
築

着
工

統
計

調
査

の
変

更
に

つ
い

て
（

令
和

４
年

４
月

2
0
日

）
」

に
お

い
て

示
さ

れ
た

、
建

築
工

事
費

調
査

の
標

本
設

計
の

見
直

し
や

調
査

方
法

の
変

更
に

よ
る

影
響

分
析

と
い

っ
た

課
題

に
つ

い
て

、
検

討
を

行
う

と
と

も
に

、
調

査
の

実
施

状
況

に
つ

い
て

適
時

適
切

に
報

告
を

行
う

。

国
土

交
通

省
令

和
５

年
度

（
2
0
2
3
年

度
）

か
ら

実
施

す
る

。

・
　

建
築

工
事

費
調

査
の

実
施

状
況

や
公

表
結

果
に

つ
い

て
、

令
和

４
年

（
2
0
2
2
年

）
７

月
に

統
計

委
員

会
へ

の
報

告
、

令
和

５
年

（
2
0
2
3
年

）
１

月
に

委
員

懇
談

会
で

報
告

を
行

っ
た

。
国

土
交

通
省

に
常

駐
し

て
い

る
総

務
省

統
計

研
究

研
修

所
か

ら
派

遣
さ

れ
た

統
計

品
質

管
理

官
か

ら
支

援
を

受
け

て
調

査
の

実
施

・
公

表
を

行
っ

て
お

り
、

令
和

６
年

（
2
0
2
4
年

）
４

月
の

統
計

委
員

会
に

お
い

て
も

、
状

況
報

告
を

行
っ

た
。

　
ま

た
、

調
査

の
準

備
段

階
で

使
用

す
る

建
築

工
事

届
の

様
式

を
定

め
て

い
る

、
建

築
基

準
法

施
行

規
則

を
改

正
し

、
令

和
６

年
（

2
0
2
4
年

）
1
0
月

１
日

に
公

布
・

施
行

し
た

。
主

な
改

正
点

と
し

て
、

調
査

対
象

の
特

定
を

容
易

に
す

る
た

め
に

物
件

名
を

記
入

す
る

欄
を

追
加

す
る

と
と

も
に

、
建

築
物

の
用

途
欄

に
つ

い
て

、
従

来
は

使
途

区
分

の
７

区
分

か
ら

選
択

し
て

い
た

と
こ

ろ
、

精
度

向
上

等
の

た
め

に
建

築
確

認
申

請
の

用
途

区
分

と
同

じ
分

類
に

変
更

し
た

。
（

令
和

７
年

（
2
0
2
5
年

）
１

月
以

降
に

着
工

す
る

建
築

物
よ

り
適

用
）

　
上

記
の

状
況

を
踏

ま
え

、
調

査
の

課
題

に
つ

い
て

は
今

後
統

計
品

質
改

善
会

議
に

お
い

て
検

討
す

る
。

実
施

・
検

討
予

定

4
8

◎
　

統
計

作
成

プ
ロ

セ
ス

診
断

の
結

果
を

踏
ま

え
、

建
設

工
事

統
計

及
び

建
築

着
工

統
計

の
業

務
マ

ニ
ュ

ア
ル

の
整

備
、

共
有

を
行

う
。

国
土

交
通

省
令

和
５

年
度

（
2
0
2
3
年

度
）

末
ま

で
に

実
施

す
る

。

・
　

建
設

工
事

統
計

及
び

建
築

着
工

統
計

に
つ

い
て

、
統

計
作

成
プ

ロ
セ

ス
診

断
の

結
果

も
踏

ま
え

て
、

令
和

５
年

度
（

2
0
2
3
年

度
）

に
作

業
プ

ロ
セ

ス
の

見
直

し
（

Ｂ
Ｐ

Ｒ
）

を
行

っ
た

。
　

見
直

し
に

当
た

っ
て

は
、

ま
ず

は
現

状
の

業
務

フ
ロ

ー
を

整
理

し
、

課
題

・
問

題
点

を
踏

ま
え

て
、

新
し

い
業

務
マ

ニ
ュ

ア
ル

の
整

備
を

行
い

、
担

当
者

だ
け

で
な

く
管

理
職

員
、

都
道

府
県

及
び

受
託

事
業

者
も

全
体

業
務

を
把

握
可

能
と

し
た

。
　

本
件

に
つ

い
て

は
令

和
６

年
（

2
0
2
4
年

）
３

月
の

統
計

品
質

改
善

会
議

、
同

年
４

月
の

統
計

委
員

会
に

お
い

て
報

告
済

み
で

あ
り

、
ま

た
、

他
省

庁
に

も
共

有
を

行
っ

た
。

実
施

済

4
9

○
　

建
設

総
合

統
計

の
精

度
向

上
に

向
け

、
建

設
工

事
進

捗
率

調
査

を
実

施
し

、
同

調
査

へ
の

建
築

工
事

費
調

査
の

活
用

方
法

に
つ

い
て

引
き

続
き

検
討

を
行

う
。

国
土

交
通

省
令

和
５

年
度

（
2
0
2
3
年

度
）

か
ら

実
施

す
る

。

・
　

令
和

５
年

度
（

2
0
2
3
年

度
）

建
設

工
事

進
捗

率
調

査
を

実
施

し
、

建
設

総
合

統
計

へ
適

用
す

る
進

捗
率

に
つ

い
て

令
和

６
年

（
2
0
2
4
年

）
1
2
月

2
0

日
付

け
で

公
表

を
行

っ
た

。
進

捗
率

調
査

の
実

施
に

あ
た

り
、

建
築

工
事

費
調

査
を

、
進

捗
率

調
査

に
お

け
る

建
築

工
事

分
の

母
集

団
名

簿
作

成
へ

活
用

し
た

。

実
施

済
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担
当

府
省

実
施

時
期

令
和

６
年

度
（

2
0
2
4
年

度
）

末
時

点
の

検
討

状
況

又
は

進
捗

状
況

実
施

済
等

の
別

5
0

○
　

我
が

国
の

土
地

所
有

及
び

利
用

状
況

の
全

体
像

を
把

握
す

る
た

め
、

土
地

基
本

調
査

の
作

成
方

法
の

充
実

に
向

け
、

不
動

産
登

記
情

報
の

デ
ジ

タ
ル

デ
ー

タ
の

整
備

・
検

討
状

況
も

踏
ま

え
つ

つ
、

引
き

続
き

検
討

を
行

う
。

国
土

交
通

省
令

和
５

年
度

（
2
0
2
3
年

度
）

か
ら

実
施

す
る

。

・
　

不
動

産
登

記
情

報
の

活
用

方
法

に
つ

い
て

、
令

和
６

年
度

（
2
0
2
4
年

度
）

か
ら

標
本

設
計

や
調

査
結

果
の

補
完

等
の

観
点

か
ら

検
討

を
開

始
し

た
。

実
施

・
検

討
予

定

(
5
)
　

農
林

水
産

統
計

の
デ

ジ
タ

ル
技

術
等

に
よ

る
改

善
及

び
Ｅ

Ｂ
Ｐ

Ｍ
推

進

5
1

◎
　

農
業

経
営

統
計

調
査

の
営

農
類

型
別

経
営

統
計

に
つ

い
て

、
必

要
性

の
低

下
し

た
調

査
項

目
の

見
直

し
・

デ
ジ

タ
ル

デ
ー

タ
の

活
用

に
よ

る
報

告
者

の
負

担
軽

減
と

、
民

間
委

託
に

よ
る

地
方

職
員

の
労

力
軽

減
に

向
け

た
取

組
を

推
進

す
る

。

農
林

水
産

省
令

和
５

年
度

（
2
0
2
3
年

度
）

か
ら

順
次

実
施

す
る

。

・
　

農
業

経
営

統
計

調
査

の
営

農
類

型
別

経
営

統
計

に
つ

い
て

は
、

経
営

収
支

等
の

主
要

な
項

目
の

把
握

を
継

続
し

つ
つ

、
令

和
６

年
（

2
0
2
4
年

）
調

査
か

ら
、

民
間

委
託

の
導

入
及

び
調

査
項

目
の

整
理

を
行

い
、

調
査

計
画

の
変

更
に

係
る

申
請

を
実

施
し

た
。

　
ま

た
、

決
算

書
類

や
販

売
伝

票
な

ど
を

デ
ジ

タ
ル

デ
ー

タ
で

入
手

す
る

取
組

を
実

施
し

た
。

　
な

お
、

生
産

管
理

ソ
フ

ト
デ

ー
タ

は
一

部
の

作
業

等
に

特
化

し
た

整
理

と
な

っ
て

い
る

こ
と

や
、

経
営

管
理

ソ
フ

ト
に

よ
り

労
働

時
間

や
e
-
T
a
x

等
を

整
備

し
て

い
る

経
営

体
が

依
然

と
し

て
少

な
い

こ
と

等
か

ら
、

現
時

点
で

は
課

題
が

多
く

あ
る

状
況

で
あ

り
、

引
き

続
き

活
用

の
実

現
に

向
け

て
検

討
を

進
め

る
。

継
続

実
施

5
2

◎
　

作
物

統
計

調
査

に
つ

い
て

、
人

工
衛

星
デ

ー
タ

等
を

用
い

た
先

進
技

術
や

行
政

記
録

情
報

等
の

活
用

を
通

じ
、

統
計

の
品

質
を

確
保

し
つ

つ
、

報
告

者
の

負
担

軽
減

や
調

査
事

務
の

簡
素

化
、

効
率

化
に

向
け

た
取

組
を

推
進

す
る

。

農
林

水
産

省
令

和
５

年
度

（
2
0
2
3
年

度
）

以
降

も
引

き
続

き
実

施
す

る
。

・
　

令
和

２
年

（
2
0
2
0
年

）
調

査
か

ら
水

稲
の

作
柄

予
測

に
人

工
衛

星
デ

ー
タ

か
ら

の
取

得
デ

ー
タ

等
を

活
用

し
た

手
法

を
順

次
導

入
し

、
令

和
６

年
度

（
2
0
2
4
年

度
）

に
行

政
記

録
情

報
の

活
用

に
よ

る
調

査
の

効
率

化
、

民
間

委
託

化
等

の
見

直
し

を
行

っ
た

。

継
続

実
施

5
3

○
　

農
林

水
産

物
・

食
品

の
輸

出
拡

大
や

農
山

漁
村

の
活

性
化

等
と

い
っ

た
政

策
課

題
に

つ
い

て
、

客
観

的
な

デ
ー

タ
に

基
づ

く
施

策
の

検
討

に
資

す
る

た
め

、
統

計
部

局
が

省
内

外
の

統
計

デ
ー

タ
等

を
作

成
・

分
析

し
、

政
策

部
局

へ
提

供
・

支
援

す
る

取
組

を
、

学
識

者
の

知
見

も
活

用
し

な
が

ら
推

進
す

る
。

農
林

水
産

省
令

和
５

年
度

（
2
0
2
3
年

度
）

以
降

も
引

き
続

き
実

施
す

る
。

・
　

令
和

４
年

度
（

2
0
2
2
年

度
）

か
ら

、
大

臣
官

房
統

計
部

が
省

内
の

政
策

部
局

か
ら

の
ニ

ー
ズ

・
要

望
を

受
け

、
多

様
な

統
計

等
デ

ー
タ

を
整

備
・

改
善

し
、

政
策

立
案

を
支

援
す

る
た

め
の

統
計

等
デ

ー
タ

を
作

成
・

分
析

し
、

省
内

に
提

供
す

る
取

組
を

開
始

。
令

和
５

年
度

（
2
0
2
3
年

度
）

以
降

は
、

学
識

経
験

者
の

知
見

も
活

用
し

な
が

ら
政

策
部

局
側

と
連

携
し

つ
つ

調
査

・
分

析
を

実
施

し
、

計
８

件
の

分
析

レ
ポ

ー
ト

を
提

供
・

公
表

。
　

ま
た

、
平

成
2
9
年

（
2
0
1
7
年

）
７

月
か

ら
統

計
部

内
に

「
統

計
デ

ー
タ

利
活

用
サ

ポ
ー

ト
窓

口
」

を
設

置
し

、
統

計
デ

ー
タ

の
所

在
案

内
、

調
査

票
情

報
の

提
供

等
を

実
施

す
る

な
ど

、
省

内
の

統
計

利
用

等
を

学
識

経
験

者
の

知
見

も
活

用
し

な
が

ら
支

援
。

継
続

実
施

5
4

○
　

農
林

水
産

統
計

に
お

い
て

オ
ン

ラ
イ

ン
回

答
を

促
す

手
法

の
効

果
検

証
を

行
い

、
回

答
数

に
占

め
る

オ
ン

ラ
イ

ン
に

よ
る

回
答

数
の

割
合

の
向

上
に

向
け

た
取

組
を

推
進

す
る

。

農
林

水
産

省
令

和
５

年
度

（
2
0
2
3
年

度
）

か
ら

実
施

す
る

。

・
　

農
林

水
産

統
計

調
査

の
実

施
に

当
た

っ
て

は
、

オ
ン

ラ
イ

ン
回

答
の

対
象

範
囲

を
増

や
す

と
と

も
に

、
ナ

ッ
ジ

の
検

証
結

果
を

踏
ま

え
た

オ
ン

ラ
イ

ン
回

答
に

誘
導

す
る

資
料

の
作

成
、

レ
ス

ポ
ン

シ
ブ

デ
ザ

イ
ン

導
入

な
ど

を
検

討
し

、
一

部
調

査
に

お
い

て
実

装
し

た
。

継
続

実
施
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目
N
o
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具
 
体

 
的

 
な

 
措

 
置

 
、

方
 
策

 
等

担
当

府
省

実
施

時
期

令
和

６
年

度
（

2
0
2
4
年

度
）

末
時

点
の

検
討

状
況

又
は

進
捗

状
況

実
施

済
等

の
別

(
6
)
　

教
育

に
関

す
る

統
計

の
作

成
プ

ロ
セ

ス
の

整
備

5
5

○
　

2
1
世

紀
出

生
児

縦
断

調
査

（
平

成
2
2
年

出
生

児
）

の
調

査
対

象
者

の
進

学
等

を
勘

案
し

、
関

係
府

省
と

の
調

整
を

含
め

、
施

策
ニ

ー
ズ

に
即

し
た

今
後

の
調

査
の

方
向

性
や

調
査

内
容

に
つ

い
て

検
討

す
る

。

厚
生

労
働

省
、

文
部

科
学

省

令
和

５
年

度
（

2
0
2
3
年

度
）

末
ま

で
に

結
論

を
得

る
。

・
　

令
和

５
年

（
2
0
2
3
年

）
３

月
に

「
厚

生
労

働
統

計
の

整
備

に
関

す
る

検
討

会
」

の
下

に
、

「
縦

断
調

査
の

改
善

に
関

す
る

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ
」

を
設

置
し

、
今

後
の

縦
断

調
査

の
方

向
性

や
調

査
内

容
に

つ
い

て
検

討
し

、
令

和
７

年
（

2
0
2
5
年

）
１

月
2
9
日

の
第

６
回

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ
に

お
い

て
報

告
書

を
取

り
ま

と
め

、
同

年
１

月
3
1
日

に
公

表
し

た
。

　
本

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ
に

お
い

て
、

2
1
世

紀
出

生
児

縦
断

調
査

（
平

成
2
2
年

出
生

児
）

に
関

す
る

今
後

の
方

向
性

等
に

つ
い

て
議

論
し

た
と

こ
ろ

、
世

代
間

比
較

を
目

的
の

一
つ

と
し

て
い

る
こ

と
か

ら
、

2
1
世

紀
出

生
児

縦
断

調
査

（
平

成
1
3
年

出
生

児
）

と
同

様
、

高
校

１
年

等
を

対
象

と
す

る
令

和
８

年
（

2
0
2
6
年

）
調

査
（

第
1
6
回

）
か

ら
文

部
科

学
省

を
実

施
主

体
と

す
る

共
管

調
査

に
変

更
す

る
こ

と
が

適
当

で
あ

る
と

い
う

結
論

を
得

た
。

　
一

方
、

文
部

科
学

省
に

お
い

て
も

、
令

和
８

年
(
2
0
2
6
年

)
調

査
（

第
1
6

回
）

以
降

、
実

施
主

体
を

文
部

科
学

省
と

す
る

共
管

調
査

に
変

更
す

る
こ

と
に

つ
い

て
、

文
部

科
学

省
の

研
究

会
に

お
い

て
検

討
を

行
い

、
文

部
科

学
省

を
実

施
主

体
と

す
る

共
管

調
査

と
し

て
実

施
し

て
い

く
こ

と
に

つ
い

て
両

省
間

で
確

認
が

で
き

た
。

実
施

済

5
6

○
　

学
校

を
対

象
と

し
た

統
計

調
査

に
つ

い
て

、
各

学
校

に
お

い
て

導
入

が
進

め
ら

れ
て

い
る

統
合

型
校

務
支

援
シ

ス
テ

ム
と

の
デ

ー
タ

連
携

に
つ

い
て

具
体

的
に

検
討

す
る

な
ど

、
引

き
続

き
、

調
査

の
効

率
化

及
び

学
校

の
更

な
る

負
担

軽
減

に
資

す
る

取
組

を
推

進
す

る
。

文
部

科
学

省
可

能
な

限
り

早
期

に
実

施
す

る
。

・
　

学
校

を
対

象
と

し
た

一
部

の
統

計
調

査
に

お
い

て
、

令
和

５
年

度
（

2
0
2
3
年

度
）

に
校

務
支

援
シ

ス
テ

ム
か

ら
出

力
さ

れ
る

Ｘ
Ｍ

Ｌ
デ

ー
タ

を
用

い
て

、
一

部
の

調
査

項
目

へ
の

取
り

込
み

を
可

能
と

す
る

試
行

運
用

を
開

始
し

た
。

継
続

実
施

5
7

◎
　

学
校

保
健

統
計

調
査

に
お

け
る

調
査

項
目

や
調

査
手

法
等

の
改

善
に

つ
い

て
、

有
識

者
に

よ
る

研
究

会
で

の
検

討
状

況
や

必
要

性
も

踏
ま

え
つ

つ
、

引
き

続
き

取
組

を
推

進
す

る
。

文
部

科
学

省
令

和
５

年
度

（
2
0
2
3
年

度
）

か
ら

順
次

実
施

す
る

。

・
　

従
来

は
脊

柱
・

胸
郭

・
四

肢
の

項
目

を
ひ

と
つ

に
ま

と
め

て
調

査
し

て
い

た
と

こ
ろ

、
研

究
会

で
の

議
論

を
踏

ま
え

て
令

和
５

年
度

（
2
0
2
3
年

度
）

調
査

か
ら

、
調

査
項

目
を

分
割

し
そ

れ
ぞ

れ
の

状
態

に
つ

い
て

把
握

す
る

こ
と

と
し

た
。

そ
の

他
の

指
摘

事
項

に
つ

い
て

は
、

当
調

査
に

お
け

る
必

要
性

等
を

考
慮

し
な

が
ら

引
き

続
き

検
討

を
行

う
。

継
続

実
施

5
8

○
総

務
省

、
各

府
省

令
和

５
年

度
（

2
0
2
3
年

度
）

か
ら

実
施

す
る

。

・
　

総
務

省
に

お
い

て
、

機
械

判
読

可
能

な
形

式
で

の
デ

ー
タ

提
供

の
拡

充
の

た
め

、
登

録
に

係
る

周
知

や
各

府
省

に
お

け
る

統
計

デ
ー

タ
の

登
録

状
況

の
把

握
を

行
う

と
と

も
に

「
統

計
情

報
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
登

録
手

順
書

」
の

提
供

を
行

っ
た

。
　

ま
た

、
各

府
省

の
統

計
情

報
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
の

デ
ー

タ
整

備
に

つ
い

て
、

問
合

せ
対

応
を

行
う

な
ど

の
支

援
を

行
っ

た
。

【
総

務
省

（
統

計
局

）
】

継
続

実
施

・
　

統
計

デ
ー

タ
の

e
-
S
t
a
t
へ

の
集

約
を

引
き

続
き

行
う

こ
と

と
し

て
お

り
、

原
則

と
し

て
、

公
的

統
計

に
つ

い
て

は
、

e
-
S
t
a
t
へ

登
録

す
る

よ
う

推
進

し
て

い
る

。
【

総
務

省
（

政
策

統
括

官
）

】
（

統
計

デ
ー

タ
の

e
-
S
t
a
t
へ

の
登

録
状

況
に

つ
い

て
は

、
第

３
部

２
（

３
）

政
府

統
計

の
総

合
窓

口
(
e
-
S
t
a
t
)
に

よ
る

統
計

情
報

の
提

供
状

況
参

照
）

第
３

２
　

統
計

利
活

用
の

推
進

基
盤

の
改

善
・

強
化

を
通

じ
た

統
計

の
有

用
性

確
保

・
向

上
(
1
)
　

政
府

統
計

共
同

利
用

シ
ス

テ
ム

等
に

よ
る

統
計

デ
ー

タ
の

共
有

・
提

供
の

推
進

　
各

府
省

は
、

統
計

調
査

の
結

果
、

業
務

統
計

及
び

加
工

統
計

を
含

め
、

所
管

す
る

統
計

デ
ー

タ
を

ｅ
－

Ｓ
ｔ

ａ
ｔ

に
登

録
す

る
。

ま
た

、
機

械
判

読
可

能
な

統
計

デ
ー

タ
の

整
備

に
係

る
各

種
方

針
を

踏
ま

え
、

メ
タ

デ
ー

タ
の

整
備

、
機

械
判

読
可

能
な

形
式

で
の

デ
ー

タ
提

供
の

拡
充

、
Ａ

Ｐ
Ｉ

機
能

に
対

応
す

る
た

め
の

統
計

情
報

デ
ー

タ
ベ

ー
ス

で
の

登
録

を
計

画
的

に
実

施
す

る
。

加
え

て
、

総
務

省
と

連
携

し
て

、
統

計
調

査
の

概
要

や
地

域
区

分
、

分
類

項
目

・
集

計
項

目
一

覧
な

ど
の

統
計

を
利

用
す

る
際

に
必

要
な

情
報

を
ｅ

－
Ｓ

ｔ
ａ

ｔ
に

登
録

す
る

。
な

お
、

総
務

省
は

、
上

記
方

針
を

情
報

通
信

技
術

（
Ｉ

Ｃ
Ｔ

）
の

進
展

や
ユ

ー
ザ

ー
ニ

ー
ズ

を
踏

ま
え

て
随

時
見

直
す

と
と

も
に

、
各

府
省

へ
の

統
計

デ
ー

タ
の

登
録

に
係

る
周

知
や

、
各

府
省

に
お

け
る

統
計

デ
ー

タ
の

登
録

状
況

を
確

認
し

つ
つ

、
当

該
業

務
を

引
き

続
き

支
援

す
る

。
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具
 
体

 
的

 
な

 
措

 
置
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方
 
策

 
等

担
当

府
省

実
施

時
期

令
和

６
年

度
（

2
0
2
4
年

度
）

末
時

点
の

検
討

状
況

又
は

進
捗

状
況

実
施

済
等

の
別

5
9

○
　

ｅ
－

Ｓ
ｔ

ａ
ｔ

に
つ

い
て

、
検

索
性

の
向

上
、

デ
ー

タ
カ

タ
ロ

グ
機

能
の

追
加

、
ユ

ー
ザ

ー
イ

ン
タ

ー
フ

ェ
ー

ス
の

改
善

を
図

る
と

と
も

に
、

各
府

省
が

利
用

す
る

そ
の

他
の

政
府

統
計

共
同

利
用

シ
ス

テ
ム

に
つ

い
て

も
、

利
便

性
や

操
作

性
の

向
上

、
機

能
改

善
を

図
る

。

総
務

省
令

和
５

年
度

（
2
0
2
3
年

度
）

以
降

も
引

き
続

き
実

施
す

る
。

・
　

e
-
S
t
a
t
に

つ
い

て
、

検
索

性
の

向
上

に
資

す
る

Ａ
Ｉ

技
術

等
の

活
用

可
能

性
に

関
す

る
調

査
研

究
を

実
施

し
た

。
　

ま
た

、
e
-
S
u
r
v
e
y
に

つ
い

て
、

複
数

調
査

票
の

重
複

提
出

防
止

機
能

、
メ

ー
ル

配
信

型
簡

易
調

査
機

能
、

パ
ス

ワ
ー

ド
候

補
表

示
方

法
の

改
善

、
提

出
期

限
情

報
設

定
機

能
の

改
善

等
を

行
う

と
と

も
に

、
そ

の
他

の
政

府
統

計
共

同
利

用
シ

ス
テ

ム
に

つ
い

て
も

、
機

能
改

善
を

図
っ

た
。

継
続

実
施

(
2
)
　

調
査

票
情

報
等

の
提

供
及

び
活

用

6
0

○
　

独
立

行
政

法
人

統
計

セ
ン

タ
ー

と
連

携
し

、
Ｅ

Ｂ
Ｐ

Ｍ
の

推
進

や
学

術
研

究
の

発
展

等
に

資
す

る
よ

う
、

引
き

続
き

、
調

査
票

情
報

の
オ

ン
サ

イ
ト

利
用

に
係

る
拠

点
施

設
及

び
統

計
調

査
の

段
階

的
な

拡
充

を
図

る
と

と
も

に
、

こ
れ

ら
の

取
組

状
況

や
利

用
者

の
ニ

ー
ズ

を
踏

ま
え

つ
つ

、
調

査
票

情
報

の
適

正
管

理
及

び
秘

密
の

保
護

を
前

提
に

、
リ

モ
ー

ト
ア

ク
セ

ス
方

式
の

導
入

に
向

け
た

実
証

実
験

を
含

め
調

査
票

情
報

の
利

用
・

提
供

形
態

の
在

り
方

に
つ

い
て

検
討

す
る

。

総
務

省
、

各
府

省
令

和
５

年
度

（
2
0
2
3
年

度
）

か
ら

実
施

す
る

。

・
　

オ
ン

サ
イ

ト
利

用
の

全
国

的
な

展
開

に
向

け
、

大
学

、
研

究
機

関
等

の
協

力
を

得
て

全
国

に
2
4
の

オ
ン

サ
イ

ト
施

設
を

整
備

す
る

と
と

も
に

、
関

係
府

省
と

連
携

し
て

利
用

可
能

な
統

計
調

査
を

1
2
府

省
が

所
管

す
る

計
9
3

調
査

（
令

和
７

年
（

2
0
2
5
年

）
３

月
末

時
点

）
ま

で
拡

充
を

図
っ

た
。

引
き

続
き

、
オ

ン
サ

イ
ト

施
設

及
び

利
用

可
能

な
統

計
調

査
に

つ
い

て
、

ユ
ー

ザ
ー

ニ
ー

ズ
等

を
踏

ま
え

つ
つ

、
順

次
拡

充
を

図
る

予
定

　
リ

モ
ー

ト
ア

ク
セ

ス
方

式
に

よ
る

提
供

に
つ

い
て

は
、

令
和

５
年

度
（

2
0
2
3
年

度
）

の
実

証
実

験
や

利
用

・
提

供
形

態
の

検
討

の
結

果
を

踏
ま

え
、

調
査

票
情

報
の

二
次

的
利

用
の

申
出

手
続

を
シ

ス
テ

ム
化

す
る

政
府

統
計

共
同

利
用

シ
ス

テ
ム

（
オ

ン
サ

イ
ト

利
用

シ
ス

テ
ム

）
を

活
用

し
た

提
供

を
開

始
し

た
（

令
和

７
年

（
2
0
2
5
年

）
３

月
～

）
。

継
続

実
施

6
1

○
　

各
府

省
及

び
独

立
行

政
法

人
統

計
セ

ン
タ

ー
と

連
携

し
、

調
査

票
情

報
に

加
え

、
統

計
の

作
成

に
必

要
な

デ
ー

タ
レ

イ
ア

ウ
ト

や
符

号
表

等
の

情
報

の
保

管
を

支
援

す
る

仕
組

み
の

構
築

に
つ

い
て

検
討

を
進

め
る

。

総
務

省
令

和
５

年
度

（
2
0
2
3
年

度
）

か
ら

実
施

す
る

。

・
　

統
計

の
作

成
に

必
要

な
デ

ー
タ

レ
イ

ア
ウ

ト
や

符
号

表
等

の
情

報
を

含
む

調
査

票
情

報
の

二
次

的
利

用
に

係
る

メ
タ

デ
ー

タ
の

整
備

方
針

を
策

定
し

、
メ

タ
デ

ー
タ

作
成

の
統

一
フ

ォ
ー

マ
ッ

ト
を

提
示

す
る

と
と

も
に

、
各

府
省

の
整

備
計

画
の

管
理

及
び

メ
タ

デ
ー

タ
の

作
成

補
助

等
の

各
種

支
援

を
実

施
し

た
。

な
お

、
整

備
し

た
メ

タ
デ

ー
タ

を
保

管
・

利
用

す
る

政
府

統
計

共
同

利
用

シ
ス

テ
ム

（
オ

ン
サ

イ
ト

利
用

シ
ス

テ
ム

）
の

運
用

を
開

始
し

た
（

令
和

７
年

(
2
0
2
5
年

)
３

月
～

）
。

継
続

実
施

6
2

○
　

独
立

行
政

法
人

統
計

セ
ン

タ
ー

と
連

携
し

、
調

査
票

情
報

等
の

提
供

及
び

活
用

に
係

る
利

用
者

の
利

便
性

向
上

に
資

す
る

観
点

か
ら

、
よ

り
分

か
り

や
す

い
提

供
手

続
や

利
用

可
能

な
統

計
調

査
に

係
る

調
査

票
情

報
一

覧
の

情
報

提
供

な
ど

ミ
ク

ロ
デ

ー
タ

利
用

ポ
ー

タ
ル

サ
イ

ト
の

充
実

を
図

る
と

と
も

に
、

提
供

に
係

る
進

行
管

理
や

相
談

対
応

の
充

実
、

審
査

の
標

準
化

・
効

率
化

、
提

供
手

続
の

簡
素

化
の

検
討

等
の

取
組

を
順

次
進

め
る

。

総
務

省
、

各
府

省
令

和
５

年
度

（
2
0
2
3
年

度
）

か
ら

実
施

す
る

。

・
　

ミ
ク

ロ
デ

ー
タ

利
用

ポ
ー

タ
ル

サ
イ

ト
（

以
下

「
m
i
r
i
p
o
」

と
い

う
。

）
上

に
調

査
票

情
報

の
提

供
に

関
す

る
研

究
者

等
向

け
の

一
元

的
な

相
談

窓
口

に
お

い
て

、
研

究
者

等
に

対
す

る
必

要
な

助
言

、
申

出
の

サ
ポ

ー
ト

等
を

行
っ

て
い

る
。

　
ま

た
、

こ
れ

ま
で

は
府

省
ご

と
で

あ
っ

た
調

査
票

情
報

の
二

次
的

利
用

に
係

る
申

出
手

続
の

窓
口

を
一

元
化

す
る

「
ミ

ク
ロ

デ
ー

タ
利

用
電

子
申

出
窓

口
（

e
-
M
i
c
r
o
）

」
の

設
置

や
「

利
用

可
能

な
統

計
調

査
一

覧
」

の
掲

載
等

に
よ

り
、

m
i
r
i
p
o
の

掲
載

内
容

を
一

層
充

実
し

、
利

用
者

の
利

便
性

向
上

を
図

っ
た

（
令

和
７

年
(
2
0
2
5
年

)
３

月
～

）
。

　
そ

の
他

、
引

き
続

き
審

査
の

標
準

化
・

効
率

化
を

推
進

す
る

と
と

も
に

申
出

手
続

の
進

行
管

理
が

可
能

と
な

る
政

府
統

計
共

同
利

用
シ

ス
テ

ム
（

オ
ン

サ
イ

ト
利

用
シ

ス
テ

ム
）

の
運

用
開

始
等

に
よ

り
、

調
査

票
情

報
の

提
供

に
係

る
環

境
整

備
を

進
め

て
い

る
。

継
続

実
施

93



項
　

目
N
o
.

具
 
体

 
的

 
な

 
措

 
置

 
、

方
 
策

 
等

担
当

府
省

実
施

時
期

令
和

６
年

度
（

2
0
2
4
年

度
）

末
時

点
の

検
討

状
況

又
は

進
捗

状
況

実
施

済
等

の
別

6
3

○
　

匿
名

デ
ー

タ
や

オ
ー

ダ
ー

メ
ー

ド
集

計
に

つ
い

て
、

利
用

者
の

ニ
ー

ズ
を

踏
ま

え
つ

つ
、

提
供

す
る

統
計

調
査

の
種

類
や

年
次

の
追

加
等

を
行

う
。

各
府

省
令

和
５

年
度

（
2
0
2
3
年

度
）

か
ら

実
施

す
る

。

・
　

行
政

機
関

が
提

供
す

る
匿

名
デ

ー
タ

の
作

成
早

期
化

を
図

る
た

め
、

基
幹

統
計

調
査

の
匿

名
デ

ー
タ

の
作

成
に

係
る

統
計

委
員

会
へ

の
諮

問
の

時
期

の
前

倒
し

が
可

能
に

な
っ

た
こ

と
等

に
伴

い
、

「
匿

名
デ

ー
タ

の
作

成
・

提
供

に
関

す
る

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

」
（

平
成

2
1
年

(
2
0
0
9
年

)
２

月
1
7
日

総
務

省
政

策
統

括
官

（
統

計
基

準
担

当
）

決
定

）
を

令
和

６
年

(
2
0
2
4

年
）

1
0
月

1
0
日

付
け

で
改

正
・

施
行

し
た

。
　

行
政

機
関

が
提

供
す

る
匿

名
デ

ー
タ

は
、

令
和

６
年

度
（

2
0
2
4
年

度
）

末
時

点
で

２
省

所
管

の
８

調
査

（
7
6
年

次
分

）
で

あ
り

、
令

和
６

年
度

（
2
0
2
4
年

度
）

に
お

い
て

３
年

次
分

の
デ

ー
タ

の
追

加
を

行
っ

た
。

　
ま

た
、

行
政

機
関

及
び

日
本

銀
行

が
提

供
す

る
オ

ー
ダ

ー
メ

ー
ド

集
計

は
、

令
和

６
年

度
（

2
0
2
4
年

度
）

末
時

点
で

1
0
府

省
等

所
管

の
3
1
調

査
（

4
3
5
年

次
分

）
で

あ
り

、
令

和
６

年
度

（
2
0
2
4
年

度
）

に
お

い
て

1
8
年

次
分

の
デ

ー
タ

の
追

加
を

行
っ

た
。

　
引

き
続

き
、

ユ
ー

ザ
ー

ニ
ー

ズ
等

を
踏

ま
え

つ
つ

、
提

供
す

る
統

計
調

査
の

種
類

や
年

次
の

追
加

を
行

う
予

定
で

あ
る

。

継
続

実
施

6
4

○
　

匿
名

デ
ー

タ
の

有
用

性
の

向
上

と
と

も
に

、
効

率
的

か
つ

安
定

的
な

匿
名

デ
ー

タ
の

作
成

に
資

す
る

観
点

か
ら

、
攪

乱
手

法
を

含
む

匿
名

化
処

理
の

方
法

に
つ

い
て

研
究

・
検

討
を

進
め

る
。

総
務

省
令

和
５

年
度

（
2
0
2
3
年

度
）

か
ら

実
施

す
る

。

・
　

従
前

か
ら

行
っ

て
い

る
手

法
（

リ
コ

ー
デ

ィ
ン

グ
、

ト
ッ

プ
(
ボ

ト
ム

)
コ

ー
デ

ィ
ン

グ
等

）
に

加
え

、
攪

乱
手

法
（

ス
ワ

ッ
ピ

ン
グ

、
ノ

イ
ズ

付
与

等
）

に
つ

い
て

先
行

研
究

を
踏

ま
え

、
研

究
・

検
討

を
進

め
て

い
る

。

継
続

実
施

6
5

○
総

務
省

・
　

各
府

省
で

構
成

さ
れ

た
「

統
計

作
成

プ
ロ

セ
ス

に
お

け
る

品
質

管
理

に
関

す
る

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ
」

に
お

け
る

議
論

を
踏

ま
え

、
統

計
ご

と
の

業
務

マ
ニ

ュ
ア

ル
作

成
に

資
す

る
「

統
計

作
成

ガ
イ

ド
ブ

ッ
ク

」
を

令
和

５
年

（
2
0
2
3
年

）
４

月
に

策
定

し
た

。
【

総
務

省
（

統
計

局
）

】

実
施

済

・
　

事
後

検
証

（
自

己
点

検
）

や
統

計
作

成
プ

ロ
セ

ス
診

断
に

お
い

て
、

業
務

マ
ニ

ュ
ア

ル
の

整
備

状
況

や
こ

れ
に

基
づ

い
て

作
成

さ
れ

た
成

果
物

の
状

況
な

ど
の

確
認

・
診

断
が

的
確

に
実

施
さ

れ
る

よ
う

、
点

検
・

評
価

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

に
つ

い
て

、
令

和
５

年
（

2
0
2
3
年

）
５

月
以

降
、

「
統

計
作

成
プ

ロ
セ

ス
に

お
け

る
品

質
管

理
に

関
す

る
ワ

ー
キ

ン
グ

グ
ル

ー
プ

」
に

お
い

て
、

各
府

省
間

で
改

定
の

方
向

性
及

び
改

定
案

の
検

討
を

重
ね

、
成

案
を

得
た

。
そ

の
後

、
統

計
企

画
連

絡
調

整
会

議
に

お
け

る
周

知
を

経
て

、
同

年
７

月
2
8
日

に
統

計
行

政
推

進
会

議
申

合
せ

と
し

て
改

定
を

行
っ

た
。

　
ま

た
、

「
統

計
作

成
プ

ロ
セ

ス
診

断
の

要
求

事
項

」
に

つ
い

て
は

、
上

記
の

事
項

へ
の

対
応

も
含

め
た

必
要

な
措

置
を

行
う

た
め

、
令

和
４

年
度

（
2
0
2
2
年

度
）

に
引

き
続

き
、

要
求

事
項

等
検

討
タ

ス
ク

フ
ォ

ー
ス

に
お

い
て

、
要

求
事

項
及

び
方

針
（

フ
レ

ー
ム

ワ
ー

ク
）

の
検

討
・

審
議

を
行

い
、

成
案

を
得

て
、

統
計

作
成

プ
ロ

セ
ス

部
会

及
び

統
計

委
員

会
の

了
承

を
得

た
上

で
、

令
和

５
年

(
2
0
2
3
年

）
７

月
2
8
日

に
総

務
省

政
策

統
括

官
（

統
計

制
度

担
当

）
決

定
を

行
っ

た
。

【
総

務
省

（
政

策
統

括
官

）
】

３
　

Ｐ
Ｄ

Ｃ
Ａ

サ
イ

ク
ル

の
確

立
に

よ
る

統
計

の
信

頼
性

の
確

保 (
1
)
　

Ｐ
Ｄ

Ｃ
Ａ

サ
イ

ク
ル

の
定

着

令
和

５
年

度
（

2
0
2
3
年

度
）

前
半

ま
で

に
実

施
す

る
。

　
令

和
４

年
度

（
2
0
2
2
年

度
）

に
お

け
る

取
組

の
結

果
を

踏
ま

え
、

各
府

省
に

お
け

る
業

務
マ

ニ
ュ

ア
ル

の
適

切
な

整
備

を
促

し
、

統
計

調
査

の
業

務
プ

ロ
セ

ス
の

標
準

化
を

進
展

さ
せ

る
観

点
か

ら
、

業
務

マ
ニ

ュ
ア

ル
に

記
載

す
べ

き
内

容
の

目
安

を
示

す
「

統
計

作
成

ガ
イ

ド
ブ

ッ
ク

」
を

策
定

す
る

。
ま

た
、

事
後

検
証

（
自

己
点

検
）

や
統

計
作

成
プ

ロ
セ

ス
診

断
に

お
い

て
、

業
務

マ
ニ

ュ
ア

ル
の

整
備

状
況

や
こ

れ
に

基
づ

い
て

作
成

さ
れ

た
成

果
物

の
状

況
な

ど
の

確
認

・
診

断
が

的
確

に
実

施
さ

れ
る

よ
う

、
点

検
・

評
価

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

及
び

「
統

計
作

成
プ

ロ
セ

ス
診

断
の

要
求

事
項

」
の

改
定

を
行

う
。
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担
当

府
省

実
施

時
期

令
和

６
年

度
（

2
0
2
4
年

度
）

末
時

点
の

検
討

状
況

又
は

進
捗

状
況

実
施

済
等

の
別

6
6

○
各

府
省

・
　

「
統

計
作

成
ガ

イ
ド

ブ
ッ

ク
」

を
踏

ま
え

、
統

計
調

査
所

管
部

局
へ

業
務

マ
ニ

ュ
ア

ル
の

整
備

に
つ

い
て

周
知

を
実

施
し

た
。

ま
た

、
点

検
・

評
価

の
際

に
統

計
調

査
所

管
部

局
へ

必
要

に
応

じ
て

助
言

・
指

導
を

行
っ

た
。

【
内

閣
府

】

継
続

実
施

・
　

業
務

マ
ニ

ュ
ア

ル
に

つ
い

て
必

要
な

見
直

し
を

随
時

実
施

し
、

業
務

を
遂

行
し

て
い

る
。

ま
た

、
業

務
マ

ニ
ュ

ア
ル

の
見

直
し

の
際

に
は

、
必

要
に

応
じ

て
担

当
者

か
ら

統
計

幹
事

に
相

談
で

き
る

体
制

を
構

築
し

、
必

要
な

助
言

・
指

導
を

行
っ

て
い

る
。

【
警

察
庁

】
・

　
点

検
評

価
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
に

基
づ

き
、

点
検

・
評

価
の

実
施

計
画

に
併

せ
、

定
期

的
に

調
査

担
当

課
室

に
お

け
る

自
己

点
検

を
行

う
と

と
も

に
、

統
計

幹
事

部
局

に
お

け
る

状
況

の
確

認
、

必
要

な
助

言
を

実
施

し
た

。
【

総
務

省
（

統
計

局
）

】
・

　
点

検
・

評
価

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

に
基

づ
く

点
検

・
評

価
に

併
せ

て
、

そ
の

実
施

計
画

に
従

い
、

統
計

作
成

課
室

に
お

い
て

自
己

評
価

を
実

施
後

、
大

臣
官

房
総

合
政

策
課

に
お

い
て

二
次

的
チ

ェ
ッ

ク
を

実
施

、
必

要
に

応
じ

て
統

計
作

成
課

室
に

改
善

の
指

導
を

行
っ

た
。

【
財

務
省

】
・

　
省

内
統

計
作

成
担

当
者

向
け

の
業

務
マ

ニ
ュ

ア
ル

の
ひ

な
形

を
示

し
、

統
計

作
成

課
の

業
務

マ
ニ

ュ
ア

ル
整

備
を

促
進

し
た

。
【

文
部

科
学

省
】

・
　

厚
生

労
働

省
統

計
標

準
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
(
統

計
プ

ロ
セ

ス
ご

と
の

業
務

内
容

等
を

ま
と

め
た

も
の

。
以

下
同

じ
。

）
の

改
正

を
行

い
、

業
務

マ
ニ

ュ
ア

ル
の

改
定

・
策

定
を

実
施

す
る

手
順

書
を

作
成

し
た

。
　

ま
た

、
4
5
調

査
に

つ
い

て
、

調
査

担
当

課
室

に
お

い
て

点
検

・
評

価
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
に

基
づ

く
事

後
検

証
（

自
己

点
検

）
を

実
施

し
、

拡
充

が
必

要
な

業
務

マ
ニ

ュ
ア

ル
の

洗
い

出
し

や
、

業
務

マ
ニ

ュ
ア

ル
の

拡
充

ス
ケ

ジ
ュ

ー
ル

の
作

成
等

を
行

っ
た

後
、

Ｐ
Ｄ

Ｃ
Ａ

担
当

室
に

お
い

て
二

次
点

検
を

実
施

し
、

必
要

に
応

じ
て

調
査

担
当

課
室

に
助

言
・

指
導

を
行

っ
た

。
【

厚
生

労
働

省
】

・
　

点
検

評
価

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

に
基

づ
き

、
定

期
的

に
調

査
担

当
課

室
に

よ
る

自
己

点
検

・
評

価
に

加
え

、
調

査
担

当
課

室
か

ら
独

立
し

た
部

署
に

よ
る

二
次

的
な

点
検

・
評

価
を

実
施

。
こ

の
中

で
、

業
務

マ
ニ

ュ
ア

ル
の

必
要

な
改

定
等

の
支

援
を

実
施

し
た

。
【

農
林

水
産

省
】

・
　

令
和

６
年

度
（

2
0
2
4
年

度
）

は
、

基
幹

統
計

４
調

査
、

一
般

統
計

１
調

査
の

計
５

調
査

に
つ

い
て

事
後

検
証

（
自

己
点

検
）

を
行

っ
た

。
「

Ｐ
Ｄ

Ｃ
Ａ

サ
イ

ク
ル

に
よ

る
公

的
統

計
の

品
質

確
保

・
向

上
の

た
め

の
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
」

の
施

行
以

降
は

、
こ

れ
に

基
づ

き
、

統
計

品
質

管
理

官
を

中
心

に
点

検
対

象
の

調
査

に
お

け
る

業
務

マ
ニ

ュ
ア

ル
の

整
備

・
共

有
状

況
を

確
認

し
、

統
計

作
成

課
室

の
担

当
者

に
必

要
な

助
言

・
指

導
を

行
っ

た
。

【
経

済
産

業
省

】

・
　

「
統

計
作

成
ガ

イ
ド

ブ
ッ

ク
」

を
参

考
に

し
、

業
務

マ
ニ

ュ
ア

ル
に

記
載

が
必

要
な

事
項

を
網

羅
的

に
整

理
し

た
独

自
の

チ
ェ

ッ
ク

リ
ス

ト
を

作
成

し
た

。
ま

た
、

業
務

マ
ニ

ュ
ア

ル
の

整
備

を
行

い
や

す
く

な
る

よ
う

、
マ

ニ
ュ

ア
ル

に
記

載
す

べ
き

項
目

を
網

羅
し

具
体

的
な

記
載

例
を

示
し

た
「

サ
ン

プ
ル

マ
ニ

ュ
ア

ル
」

を
作

成
し

、
省

内
に

共
有

し
た

。
【

国
土

交
通

省
】

・
（

第
３

部
４

(
１

)
Ｐ

Ｄ
Ｃ

Ａ
サ

イ
ク

ル
の

確
立

・
定

着
に

向
け

た
点

検
・

評
価

の
取

組
状

況
　

参
照

）

　
上

記
に

よ
る

改
定

後
の

点
検

・
評

価
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
に

基
づ

く
事

後
検

証
（

自
己

点
検

）
を

行
う

と
と

も
に

、
策

定
さ

れ
た

「
統

計
作

成
ガ

イ
ド

ブ
ッ

ク
」

を
踏

ま
え

、
業

務
マ

ニ
ュ

ア
ル

の
必

要
な

改
定

を
行

い
、

そ
れ

に
基

づ
き

、
業

務
の

遂
行

、
成

果
物

や
業

務
記

録
の

作
成

・
保

存
・

管
理

を
行

う
。

そ
の

際
、

各
府

省
の

統
計

幹
事

は
、

業
務

マ
ニ

ュ
ア

ル
の

整
備

・
更

新
や

Ｐ
Ｄ

Ｃ
Ａ

サ
イ

ク
ル

の
確

立
・

定
着

に
つ

い
て

リ
ー

ダ
ー

シ
ッ

プ
を

発
揮

し
、

業
務

マ
ニ

ュ
ア

ル
の

整
備

・
共

有
状

況
を

確
認

し
、

担
当

者
に

必
要

な
助

言
・

指
導

を
行

う
と

と
も

に
、

事
後

検
証

（
自

己
点

検
）

が
的

確
に

行
わ

れ
る

こ
と

を
確

保
す

る
た

め
、

検
証

の
結

果
や

そ
れ

を
踏

ま
え

た
対

応
の

確
認

を
行

う
。

令
和

５
年

度
（

2
0
2
3
年

度
）

か
ら

実
施

す
る

。
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等

担
当

府
省

実
施

時
期

令
和

６
年

度
（

2
0
2
4
年

度
）

末
時

点
の

検
討

状
況

又
は

進
捗

状
況

実
施

済
等

の
別

6
7

○
　

改
定

後
の

点
検

・
評

価
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
に

基
づ

く
事

後
検

証
（

自
己

点
検

）
が

各
府

省
に

お
い

て
実

施
さ

れ
る

際
に

、
こ

れ
と

併
せ

て
、

「
統

計
作

成
プ

ロ
セ

ス
診

断
」

を
全

て
の

基
幹

統
計

調
査

を
対

象
に

計
画

的
に

行
う

。
そ

の
際

に
は

、
令

和
４

年
度

（
2
0
2
2
年

度
）

に
実

施
し

た
「

点
検

・
確

認
」

の
結

果
も

踏
ま

え
、

各
統

計
調

査
の

実
情

に
応

じ
て

診
断

事
項

の
重

点
化

を
行

う
な

ど
、

効
果

的
か

つ
効

率
的

な
実

施
を

図
る

。

総
務

省
令

和
５

年
度

（
2
0
2
3
年

度
）

か
ら

実
施

す
る

。

・
（

第
３

部
４

(
２

)
統

計
作

成
プ

ロ
セ

ス
診

断
の

実
施

状
況

　
参

照
）

継
続

実
施

6
8

○
　

「
統

計
作

成
ガ

イ
ド

ブ
ッ

ク
」

に
、

各
府

省
が

業
務

を
遂

行
す

る
際

に
、

業
務

マ
ニ

ュ
ア

ル
に

記
載

さ
れ

て
い

な
い

例
外

措
置

を
行

っ
た

場
合

、
又

は
そ

の
時

々
の

事
情

に
よ

り
業

務
マ

ニ
ュ

ア
ル

に
記

載
さ

れ
た

対
応

以
外

の
対

応
を

行
っ

た
場

合
に

は
、

そ
の

記
録

を
残

す
べ

き
旨

を
盛

り
込

む
。

総
務

省
令

和
５

年
度

（
2
0
2
3
年

度
）

前
半

ま
で

に
実

施
す

る
。

・
　

「
統

計
作

成
ガ

イ
ド

ブ
ッ

ク
」

に
、

各
府

省
が

業
務

を
遂

行
す

る
際

に
、

業
務

マ
ニ

ュ
ア

ル
に

記
載

さ
れ

て
い

な
い

例
外

措
置

を
行

っ
た

場
合

又
は

そ
の

時
々

の
事

情
に

よ
り

業
務

マ
ニ

ュ
ア

ル
に

記
載

さ
れ

た
対

応
以

外
の

対
応

を
行

っ
た

場
合

の
記

録
を

残
す

旨
を

盛
り

込
ん

で
い

る
。

実
施

済

6
9

○
各

府
省

・
　

調
査

サ
イ

ク
ル

や
点

検
・

評
価

の
実

施
、

あ
る

い
は

、
担

当
者

の
異

動
な

ど
の

タ
イ

ミ
ン

グ
を

踏
ま

え
、

定
期

的
に

、
各

プ
ロ

セ
ス

で
作

成
し

た
成

果
物

・
実

施
記

録
等

の
存

在
を

確
認

し
、

業
務

マ
ニ

ュ
ア

ル
の

内
容

を
確

認
、

修
正

し
て

い
る

。
【

財
務

省
】

継
続

実
施

・
　

点
検

・
評

価
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
に

基
づ

き
、

調
査

担
当

課
室

に
お

い
て

事
後

検
証

（
自

己
点

検
）

を
行

っ
た

後
、

Ｐ
Ｄ

Ｃ
Ａ

担
当

室
に

お
い

て
も

二
次

点
検

を
実

施
し

、
4
5
調

査
を

対
象

と
し

て
業

務
マ

ニ
ュ

ア
ル

へ
の

例
外

事
項

の
記

載
状

況
を

確
認

し
た

。
【

厚
生

労
働

省
】

・
　

点
検

評
価

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

に
基

づ
き

、
定

期
的

に
調

査
担

当
課

室
に

よ
る

自
己

点
検

・
評

価
に

加
え

、
調

査
担

当
課

室
か

ら
独

立
し

た
部

署
に

よ
る

二
次

的
な

点
検

・
評

価
を

実
施

。
こ

の
中

で
、

業
務

マ
ニ

ュ
ア

ル
へ

の
例

外
事

項
の

追
加

を
検

討
し

た
。

【
農

林
水

産
省

】
・

　
「

Ｐ
Ｄ

Ｃ
Ａ

サ
イ

ク
ル

に
よ

る
公

的
統

計
の

品
質

確
保

・
向

上
の

た
め

の
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
」

に
基

づ
く

事
後

検
証

（
自

己
点

検
）

に
お

い
て

、
例

外
事

項
が

発
生

し
た

場
合

の
対

応
に

つ
い

て
の

マ
ニ

ュ
ア

ル
へ

の
記

載
を

検
討

し
た

。
【

経
済

産
業

省
】

・
　

令
和

６
年

度
（

2
0
2
4
年

度
）

は
、

前
年

度
の

記
載

の
不

足
箇

所
の

洗
い

出
し

等
を

も
と

に
、

外
部

有
識

者
と

の
意

見
交

換
を

実
施

し
、

業
務

マ
ニ

ュ
ア

ル
の

チ
ェ

ッ
ク

リ
ス

ト
等

を
作

成
し

た
。

今
後

は
チ

ェ
ッ

ク
リ

ス
ト

を
も

と
に

チ
ェ

ッ
ク

を
行

い
、

必
要

に
応

じ
て

統
計

品
質

改
善

チ
ー

ム
が

伴
走

支
援

を
行

っ
て

い
く

。
【

国
土

交
通

省
】

　
点

検
・

評
価

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

に
基

づ
く

事
後

検
証

（
自

己
点

検
）

な
ど

の
機

会
に

、
業

務
マ

ニ
ュ

ア
ル

に
例

外
事

項
を

加
え

る
か

ど
う

か
、

ま
た

、
業

務
マ

ニ
ュ

ア
ル

の
記

載
内

容
を

見
直

す
か

ど
う

か
を

検
討

す
る

。

令
和

５
年

度
（

2
0
2
3
年

度
）

以
降

も
引

き
続

き
実

施
す

る
。
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担
当

府
省

実
施

時
期

令
和

６
年

度
（

2
0
2
4
年

度
）

末
時

点
の

検
討

状
況

又
は

進
捗

状
況

実
施

済
等

の
別

7
0

○
各

府
省

・
　

「
統

計
作

成
ガ

イ
ド

ブ
ッ

ク
」

に
、

変
更

管
理

に
つ

い
て

記
述

す
る

と
と

も
に

、
利

便
性

の
向

上
を

図
る

観
点

か
ら

、
統

計
作

成
ガ

イ
ド

ブ
ッ

ク
（

デ
ジ

タ
ル

版
）

に
お

い
て

、
変

更
管

理
を

は
じ

め
と

す
る

各
種

事
例

を
登

録
・

閲
覧

で
き

る
機

能
を

追
加

し
た

。
【

総
務

省
（

統
計

局
）

】

継
続

実
施

・
　

統
計

作
成

プ
ロ

セ
ス

の
部

分
的

な
変

化
や

変
更

が
、

有
識

者
に

よ
る

検
討

や
業

務
マ

ニ
ュ

ア
ル

等
を

踏
ま

え
、

他
の

プ
ロ

セ
ス

に
及

ぼ
す

影
響

を
事

前
に

確
認

し
、

誤
り

な
ど

の
リ

ス
ク

の
未

然
防

止
を

図
っ

て
い

る
。

【
財

務
省

】
・

　
点

検
・

評
価

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

に
基

づ
き

、
調

査
担

当
課

室
に

お
い

て
事

後
検

証
（

自
己

点
検

）
を

行
っ

た
後

、
Ｐ

Ｄ
Ｃ

Ａ
担

当
室

に
お

い
て

も
二

次
点

検
を

実
施

し
、

4
5
調

査
を

対
象

と
し

て
変

更
管

理
の

対
応

状
況

を
確

認
し

た
。

【
厚

生
労

働
省

】
・

　
点

検
評

価
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
に

基
づ

き
、

定
期

的
に

調
査

担
当

課
室

に
よ

る
自

己
点

検
・

評
価

に
加

え
、

調
査

担
当

課
室

か
ら

独
立

し
た

部
署

に
よ

る
二

次
的

な
点

検
・

評
価

を
実

施
。

こ
の

中
で

、
調

査
計

画
の

変
更

を
踏

ま
え

た
業

務
マ

ニ
ュ

ア
ル

の
改

定
等

の
変

更
管

理
を

実
施

し
た

。
【

農
林

水
産

省
】

・
　

統
計

作
成

プ
ロ

セ
ス

の
変

更
時

に
お

け
る

リ
ス

ク
低

減
の

た
め

に
、

重
要

な
変

更
を

行
う

場
合

に
は

、
そ

の
変

更
内

容
が

他
の

各
業

務
プ

ロ
セ

ス
に

与
え

る
影

響
の

有
無

に
つ

い
て

確
認

を
行

う
よ

う
、

統
計

作
成

課
室

の
担

当
者

だ
け

で
な

く
管

理
職

ま
で

理
解

・
浸

透
を

図
っ

て
い

る
。

【
経

済
産

業
省

】
7
1

○
総

務
省

、
各

府
省

・
　

変
更

管
理

の
手

法
等

を
盛

り
込

ん
だ

統
計

研
究

研
修

所
に

お
け

る
レ

ベ
ル

別
研

修
の

上
級

研
修

で
あ

る
統

計
デ

ー
タ

ア
ナ

リ
ス

ト
研

修
及

び
統

計
幹

部
講

座
を

引
き

続
き

実
施

し
た

。
　

「
統

計
作

成
ガ

イ
ド

ブ
ッ

ク
」

に
、

変
更

管
理

に
つ

い
て

記
述

す
る

と
と

も
に

、
利

便
性

の
向

上
を

図
る

観
点

か
ら

、
統

計
作

成
ガ

イ
ド

ブ
ッ

ク
（

デ
ジ

タ
ル

版
）

に
お

い
て

、
変

更
管

理
を

は
じ

め
と

す
る

各
種

事
例

を
登

録
・

閲
覧

で
き

る
機

能
を

追
加

し
た

。
【

総
務

省
（

統
計

局
）

】

継
続

実
施

・
　

各
府

省
に

お
け

る
変

更
管

理
の

取
組

に
つ

い
て

は
、

点
検

・
評

価
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
に

基
づ

き
実

施
さ

れ
る

点
検

・
評

価
の

結
果

や
、

統
計

作
成

プ
ロ

セ
ス

診
断

の
実

施
を

通
じ

て
事

例
等

を
収

集
・

整
理

・
分

析
す

る
と

と
も

に
、

必
要

に
応

じ
て

、
統

計
品

質
管

理
官

会
議

等
の

場
に

お
い

て
、

各
府

省
に

好
事

例
を

情
報

提
供

（
横

展
開

）
し

て
い

る
。

【
総

務
省

（
政

策
統

括
官

）
】

（
「

業
務

マ
ニ

ュ
ア

ル
に

つ
い

て
必

要
な

改
定

を
行

う
」

に
係

る
取

組
状

況
に

つ
い

て
は

、
項

目
第

３
－

３
－

(
1
)
 
N
o
.
6
6
 
参

照
）

　
統

計
作

成
プ

ロ
セ

ス
の

変
更

時
に

お
け

る
リ

ス
ク

を
低

減
す

る
た

め
、

特
に

、
統

計
作

成
プ

ロ
セ

ス
の

重
要

な
変

更
を

行
う

場
合

に
は

、
そ

の
変

更
内

容
が

他
の

各
業

務
プ

ロ
セ

ス
に

与
え

る
影

響
の

有
無

に
つ

い
て

確
認

を
行

う
取

組
（

以
下

「
変

更
管

理
」

と
い

う
。

）
を

確
実

に
実

施
す

る
。

令
和

５
年

度
（

2
0
2
3
年

度
）

以
降

も
引

き
続

き
実

施
す

る
。

　
総

務
省

は
、

各
府

省
に

お
け

る
変

更
管

理
の

取
組

を
支

援
す

る
た

め
、

業
務

プ
ロ

セ
ス

の
変

更
が

他
の

業
務

プ
ロ

セ
ス

に
影

響
を

及
ぼ

し
た

事
例

、
変

更
管

理
に

よ
っ

て
問

題
発

生
を

未
然

に
防

い
だ

事
例

等
を

収
集

・
整

理
し

、
各

府
省

に
提

供
す

る
。

ま
た

、
総

務
省

は
、

収
集

・
整

理
し

た
事

例
の

分
析

を
踏

ま
え

て
、

「
統

計
作

成
ガ

イ
ド

ブ
ッ

ク
」

に
変

更
管

理
の

手
法

や
事

例
を

掲
載

し
、

各
府

省
は

、
そ

の
内

容
を

踏
ま

え
、

所
管

す
る

各
統

計
調

査
の

業
務

マ
ニ

ュ
ア

ル
に

つ
い

て
必

要
な

改
定

を
行

う
。

な
お

、
総

務
省

は
、

そ
の

後
も

、
事

例
の

収
集

等
を

進
め

、
統

計
作

成
ガ

イ
ド

ブ
ッ

ク
の

内
容

を
充

実
さ

せ
る

。
さ

ら
に

、
総

務
省

は
、

統
計

研
究

研
修

所
に

お
け

る
基

礎
・

応
用

等
の

段
階

的
に

区
分

さ
れ

た
レ

ベ
ル

別
研

修
に

、
変

更
管

理
の

手
法

等
を

順
次

盛
り

込
む

。

令
和

５
年

度
（

2
0
2
3
年

度
）

以
降

も
引

き
続

き
実

施
す

る
。
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担
当

府
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実
施

時
期

令
和

６
年

度
（

2
0
2
4
年

度
）

末
時

点
の

検
討

状
況

又
は

進
捗

状
況

実
施

済
等

の
別

7
2

○
各

府
省

・
　

サ
ー

ビ
ス

産
業

動
態

統
計

調
査

（
令

和
７

年
１

月
調

査
開

始
）

に
お

い
て

は
、

「
遅

延
調

査
票

へ
の

対
処

基
準

」
Ⅱ

１
）

の
対

応
と

し
て

、
調

査
の

翌
々

月
の

速
報

公
表

に
間

に
合

わ
な

い
調

査
票

は
、

速
報

公
表

後
も

督
促

及
び

回
収

を
行

い
、

調
査

の
５

か
月

後
の

確
報

公
表

に
取

り
込

み
、

集
計

し
て

い
く

。
【

総
務

省
】

継
続

実
施

・
　

医
療

施
設

調
査

に
お

い
て

は
、

年
報

に
関

し
て

、
都

道
府

県
知

事
か

ら
調

査
票

が
提

出
さ

れ
た

月
分

と
し

て
の

現
行

の
集

計
に

加
え

、
医

療
施

設
に

つ
い

て
開

設
・

廃
止

等
の

事
由

が
発

生
し

た
月

分
と

し
て

の
集

計
を

別
途

行
い

、
そ

の
結

果
を

参
考

表
と

し
て

掲
載

し
た

。
　

薬
事

工
業

生
産

動
態

統
計

調
査

に
つ

い
て

は
、

「
公

的
統

計
の

総
合

的
な

品
質

向
上

に
向

け
て

」
（

令
和

４
年

（
2
0
2
2
年

）
８

月
統

計
委

員
会

建
議

）
に

お
い

て
、

遅
延

調
査

票
へ

の
対

処
方

法
が

求
め

ら
れ

て
い

る
た

め
、

「
月

報
」

を
「

月
報

（
速

報
）

」
と

し
て

調
査

計
画

に
明

記
す

る
こ

と
と

し
、

年
報

公
表

時
に

、
各

月
分

の
「

月
報

（
確

報
）

」
（

遅
延

調
査

票
や

修
正

さ
れ

た
調

査
票

を
反

映
）

を
併

せ
て

公
表

し
た

。
【

厚
生

労
働

省
】

・
　

す
べ

て
の

月
次

調
査

に
つ

い
て

、
遅

延
調

査
票

は
確

定
値

に
反

映
し

た
。

【
農

林
水

産
省

】
・

　
「

遅
延

調
査

票
へ

の
対

処
基

準
」

に
つ

い
て

統
計

作
成

課
室

の
管

理
職

に
周

知
を

行
っ

て
お

り
、

今
後

も
、

事
後

検
証

（
自

己
点

検
）

を
通

じ
て

、
各

統
計

調
査

に
つ

い
て

定
期

的
に

確
認

を
行

っ
て

い
く

。
【

経
済

産
業

省
】

・
　

令
和

６
年

度
（

2
0
2
4
年

度
）

も
引

き
続

き
、

統
計

ガ
イ

ド
ブ

ッ
ク

等
も

活
用

し
な

が
ら

業
務

マ
ニ

ュ
ア

ル
等

の
整

備
を

行
い

、
「

遅
延

調
査

票
へ

の
対

処
基

準
」

に
沿

っ
て

、
適

切
に

遅
延

調
査

票
を

処
理

し
た

。
【

国
土

交
通

省
】

7
3

○
各

府
省

令
和

５
年

度
（

2
0
2
3
年

度
）

以
降

も
引

き
続

き
実

施
す

る
。

・
　

機
械

受
注

統
計

調
査

に
つ

い
て

、
「

公
的

統
計

の
総

合
的

な
品

質
向

上
に

向
け

て
（

建
議

）
」

（
令

和
４

年
８

月
1
0
日

統
計

委
員

会
）

等
を

踏
ま

え
、

こ
れ

ま
で

明
文

化
し

て
い

な
か

っ
た

遅
延

調
査

票
の

取
扱

い
を

業
務

マ
ニ

ュ
ア

ル
に

盛
り

込
み

、
令

和
５

年
度

（
2
0
2
3
年

度
）

に
実

施
し

た
点

検
・

評
価

に
お

い
て

も
、

統
計

の
品

質
確

保
・

向
上

を
図

る
た

め
の

統
計

作
成

プ
ロ

セ
ス

の
水

準
の

段
階

的
な

向
上

の
観

点
か

ら
、

確
認

を
行

っ
た

。
【

内
閣

府
】

継
続

実
施

・
　

点
検

・
評

価
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
に

基
づ

き
、

調
査

担
当

課
室

に
お

い
て

事
後

検
証

（
自

己
点

検
）

を
行

っ
た

後
、

Ｐ
Ｄ

Ｃ
Ａ

担
当

室
に

お
い

て
も

二
次

点
検

を
実

施
し

、
７

調
査

を
対

象
と

し
て

遅
延

調
査

票
の

対
応

状
況

を
確

認
し

た
。

【
厚

生
労

働
省

】
・

　
す

べ
て

の
月

次
調

査
に

つ
い

て
、

遅
延

調
査

票
は

確
定

値
に

反
映

す
る

こ
と

を
業

務
マ

ニ
ュ

ア
ル

に
規

定
済

み
。

【
農

林
水

産
省

】
・

　
事

後
検

証
（

自
己

点
検

）
を

通
じ

て
、

各
統

計
調

査
に

お
け

る
遅

延
調

査
票

の
取

扱
い

の
適

否
や

マ
ニ

ュ
ア

ル
へ

の
記

載
を

確
認

し
て

い
る

と
こ

ろ
。

今
後

も
、

事
後

検
証

（
自

己
点

検
）

を
通

じ
て

、
各

統
計

調
査

に
つ

い
て

定
期

的
に

確
認

を
行

う
予

定
【

経
済

産
業

省
】

・
　

各
統

計
の

業
務

マ
ニ

ュ
ア

ル
に

遅
延

調
査

票
の

取
り

扱
い

に
つ

い
て

記
載

さ
れ

る
よ

う
、

業
務

マ
ニ

ュ
ア

ル
の

チ
ェ

ッ
ク

リ
ス

ト
に

項
目

と
し

て
盛

り
込

み
、

記
載

を
進

め
て

い
る

。
【

国
土

交
通

省
】

　
各

統
計

調
査

の
特

性
に

応
じ

、
統

計
委

員
会

か
ら

示
さ

れ
た

「
遅

延
調

査
票

へ
の

対
処

基
準

」
に

沿
っ

て
、

遅
延

調
査

票
を

処
理

す
る

。

令
和

５
年

度
（

2
0
2
3
年

度
）

以
降

も
引

き
続

き
実

施
す

る
。

　
業

務
マ

ニ
ュ

ア
ル

に
遅

延
調

査
票

の
取

扱
い

を
記

載
し

、
そ

の
取

扱
い

の
適

否
に

つ
い

て
、

点
検

・
評

価
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
に

基
づ

い
て

実
施

す
る

事
後

検
証

（
自

己
点

検
）

に
お

い
て

、
定

期
的

に
確

認
を

行
う

。
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和
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年

度
（

2
0
2
4
年

度
）

末
時

点
の

検
討

状
況

又
は

進
捗

状
況

実
施

済
等

の
別

7
4

○
総

務
省

・
　

「
統

計
作

成
ガ

イ
ド

ブ
ッ

ク
」

に
、

遅
延

調
査

票
の

取
扱

い
及

び
「

遅
延

調
査

票
へ

の
対

処
基

準
」

に
沿

っ
た

業
務

の
実

施
に

つ
い

て
記

述
し

て
い

る
。

【
総

務
省

（
統

計
局

）
】

継
続

実
施

・
　

令
和

６
年

度
（

2
0
2
4
年

度
）

に
基

幹
統

計
調

査
を

対
象

に
実

施
し

た
統

計
作

成
プ

ロ
セ

ス
診

断
に

お
い

て
、

「
遅

延
調

査
票

へ
の

対
処

基
準

」
に

沿
っ

た
対

応
や

業
務

管
理

が
行

わ
れ

て
い

る
か

に
つ

い
て

確
認

を
実

施
し

た
。

【
総

務
省

（
政

策
統

括
官

）
】

7
5

○
総

務
省

、
各

府
省

・
　

N
o
.
6
5
で

記
載

す
る

点
検

･
評

価
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
の

改
定

に
併

せ
、

同
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
に

基
づ

く
点

検
･
評

価
様

式
及

び
Ｐ

Ｄ
Ｃ

Ａ
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
運

用
上

の
手

引
き

に
、

外
部

委
託

先
か

ら
の

意
見

や
改

善
提

案
の

聴
取

に
つ

い
て

盛
り

込
ん

で
い

る
。

【
総

務
省

（
政

策
統

括
官

）
】

継
続

実
施

・
 
 
調

査
の

実
施

に
際

し
て

は
、

実
施

者
と

委
託

業
者

間
の

定
例

会
や

、
地

方
公

共
団

体
と

の
各

種
会

議
・

打
合

せ
の

場
を

設
け

る
な

ど
に

よ
り

意
思

疎
通

を
図

っ
て

い
る

。
ま

た
、

調
査

実
施

後
に

お
い

て
も

、
例

え
ば

委
託

業
者

か
ら

の
実

施
報

告
書

や
地

方
自

治
体

と
の

事
後

報
告

会
を

通
じ

て
次

回
へ

の
改

善
提

案
を

受
け

る
な

ど
、

調
査

の
改

善
に

努
め

て
い

る
。

【
総

務
省

（
統

計
局

）
】

・
　

業
務

プ
ロ

セ
ス

を
委

託
す

る
民

間
事

業
者

と
は

、
調

査
の

目
的

や
実

査
の

重
要

性
等

を
伝

え
目

的
意

識
の

共
有

を
図

り
、

疑
問

点
・

不
明

点
等

が
あ

れ
ば

す
ぐ

に
解

消
で

き
る

よ
う

定
期

的
に

十
分

な
意

思
疎

通
を

行
っ

て
い

る
。

ま
た

、
実

施
状

況
報

告
に

お
い

て
、

電
子

調
査

票
に

関
す

る
改

善
提

案
を

受
け

、
民

間
事

業
者

か
ら

の
意

見
聴

取
を

実
施

の
上

、
そ

の
改

修
を

行
っ

た
。

【
財

務
省

】
・

　
調

査
実

施
前

に
地

方
公

共
団

体
の

担
当

者
を

対
象

と
し

た
事

前
説

明
会

を
実

施
し

、
調

査
の

概
要

等
を

説
明

す
る

と
と

も
に

寄
せ

ら
れ

た
要

望
等

に
対

す
る

回
答

を
行

っ
た

。
【

文
部

科
学

省
】

・
　

地
方

公
共

団
体

に
対

し
て

、
全

国
厚

生
労

働
関

係
部

局
長

会
議

等
を

通
じ

て
意

思
疎

通
を

図
る

よ
う

に
努

め
て

い
る

。
　

ま
た

、
点

検
・

評
価

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

に
基

づ
き

、
調

査
担

当
課

室
に

お
い

て
事

後
検

証
（

自
己

点
検

）
を

行
っ

た
後

、
Ｐ

Ｄ
Ｃ

Ａ
担

当
室

に
お

い
て

も
二

次
点

検
を

実
施

し
、

4
5
調

査
を

対
象

と
し

て
、

地
方

公
共

団
体

や
民

間
事

業
者

か
ら

の
意

見
聴

取
の

対
応

状
況

を
確

認
し

た
。

【
厚

生
労

働
省

】

・
　

該
当

調
査

に
お

い
て

、
地

方
公

共
団

体
や

民
間

事
業

者
と

打
合

せ
等

を
実

施
し

調
査

の
目

的
・

内
容

等
に

つ
い

て
共

有
を

図
っ

た
。

ま
た

、
調

査
実

施
後

に
は

課
題

等
に

つ
い

て
事

後
報

告
を

求
め

、
次

回
調

査
時

の
企

画
・

設
計

時
に

活
用

す
る

こ
と

と
し

て
い

る
。

【
農

林
水

産
省

】
・

　
事

後
検

証
（

自
己

点
検

）
を

通
じ

て
、

各
統

計
調

査
に

お
い

て
、

民
間

事
業

者
と

の
目

的
意

識
の

共
有

、
意

思
疎

通
お

よ
び

改
善

提
案

が
行

え
て

い
る

か
等

を
確

認
し

て
い

る
と

こ
ろ

で
あ

り
、

今
後

も
継

続
的

に
確

認
を

行
う

予
定

【
経

済
産

業
省

】

　
遅

延
調

査
票

の
取

扱
い

が
「

遅
延

調
査

票
へ

の
対

処
基

準
」

に
沿

っ
て

確
実

に
実

行
さ

れ
る

よ
う

、
遅

延
調

査
票

の
取

扱
い

に
つ

い
て

「
統

計
作

成
ガ

イ
ド

ブ
ッ

ク
」

に
記

述
す

る
。

ま
た

、
基

幹
統

計
調

査
に

つ
い

て
は

、
総

務
省

が
行

う
「

統
計

作
成

プ
ロ

セ
ス

診
断

」
に

お
い

て
、

「
遅

延
調

査
票

へ
の

対
処

基
準

」
に

沿
っ

た
対

応
や

業
務

管
理

が
行

わ
れ

て
い

る
か

を
確

認
す

る
。

令
和

５
年

度
（

2
0
2
3
年

度
）

か
ら

実
施

す
る

。

　
各

府
省

は
、

一
部

の
業

務
プ

ロ
セ

ス
を

地
方

公
共

団
体

や
民

間
事

業
者

に
委

託
し

て
い

る
統

計
調

査
の

実
施

に
当

た
っ

て
は

、
そ

の
準

備
段

階
か

ら
、

地
方

公
共

団
体

や
民

間
事

業
者

と
の

目
的

意
識

の
共

有
を

図
り

、
意

思
疎

通
を

十
分

に
行

う
。

ま
た

、
実

施
状

況
報

告
に

お
い

て
改

善
提

案
を

求
め

る
と

と
も

に
、

点
検

・
評

価
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
に

基
づ

く
事

後
検

証
（

自
己

点
検

)
の

機
会

に
改

善
提

案
を

求
め

る
な

ど
、

地
方

公
共

団
体

や
民

間
事

業
者

か
ら

の
意

見
聴

取
を

行
う

。

令
和

５
年

度
（

2
0
2
3
年

度
）

以
降

も
引

き
続

き
実

施
す

る
。
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項
　

目
N
o
.

具
 
体

 
的

 
な

 
措

 
置

 
、

方
 
策

 
等

担
当

府
省

実
施

時
期

令
和

６
年

度
（

2
0
2
4
年

度
）

末
時

点
の

検
討

状
況

又
は

進
捗

状
況

実
施

済
等

の
別

7
6

○
総

務
省

・
　

「
統

計
作

成
ガ

イ
ド

ブ
ッ

ク
」

に
、

受
託

等
機

関
か

ら
の

改
善

提
案

に
係

る
記

述
を

追
加

す
る

と
と

も
に

、
統

計
作

成
ガ

イ
ド

ブ
ッ

ク
（

デ
ジ

タ
ル

版
）

に
お

い
て

、
受

託
等

機
関

か
ら

聴
取

し
た

意
見

を
踏

ま
え

た
各

府
省

に
お

け
る

統
計

作
成

プ
ロ

セ
ス

の
改

善
事

例
を

登
録

・
閲

覧
で

き
る

機
能

を
追

加
し

た
。

【
総

務
省

（
統

計
局

）
】

継
続

実
施

・
　

各
府

省
が

行
っ

た
意

見
聴

取
の

実
施

状
況

に
つ

い
て

は
、

点
検

・
評

価
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
に

基
づ

き
実

施
さ

れ
る

点
検

・
評

価
の

結
果

や
、

統
計

作
成

プ
ロ

セ
ス

診
断

の
実

施
を

通
じ

て
事

例
等

を
収

集
・

整
理

・
分

析
す

る
と

と
も

に
、

必
要

に
応

じ
て

、
統

計
品

質
管

理
官

会
議

等
の

場
に

お
い

て
、

各
府

省
に

好
事

例
を

情
報

提
供

（
横

展
開

）
し

て
い

る
。

　
ま

た
、

上
記

の
状

況
を

踏
ま

え
、

点
検

・
評

価
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
、

統
計

作
成

プ
ロ

セ
ス

診
断

の
要

求
事

項
の

内
容

に
つ

い
て

、
必

要
に

応
じ

て
改

定
を

行
う

こ
と

と
し

て
い

る
。

【
総

務
省

（
政

策
統

括
官

）
】

7
7

○
各

府
省

、
総

務
省

・
　

統
計

研
究

研
修

所
に

お
け

る
統

計
幹

部
講

座
と

し
て

、
新

任
の

統
計

幹
事

及
び

統
計

作
成

に
携

わ
る

幹
部

・
管

理
職

員
を

対
象

に
、

品
質

優
先

の
組

織
風

土
の

定
着

に
向

け
た

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

能
力

の
向

上
を

目
的

と
す

る
研

修
を

引
き

続
き

実
施

し
た

。
【

総
務

省
（

統
計

局
）

】

継
続

実
施

・
　

各
府

省
に

お
け

る
取

組
や

ヒ
ヤ

リ
・

ハ
ッ

ト
事

案
に

つ
い

て
、

統
計

作
成

プ
ロ

セ
ス

診
断

の
実

施
を

通
じ

て
把

握
し

、
必

要
に

応
じ

、
統

計
監

理
官

か
ら

助
言

等
を

行
っ

て
い

る
。

ま
た

、
取

組
の

好
事

例
等

に
つ

い
て

、
統

計
品

質
管

理
官

会
議

等
の

場
に

お
い

て
、

各
府

省
に

情
報

提
供

し
て

い
る

。
　

誤
り

発
見

時
の

対
応

に
つ

い
て

は
、

従
前

よ
り

内
閣

官
房

か
ら

提
示

さ
れ

た
ひ

な
形

を
踏

ま
え

て
各

府
省

に
お

い
て

対
応

ル
ー

ル
を

策
定

し
、

こ
れ

に
沿

っ
た

対
応

が
行

わ
れ

て
い

る
が

、
令

和
５

年
（

2
0
2
3
年

）
４

月
に

、
関

係
事

務
が

内
閣

官
房

か
ら

総
務

省
に

移
管

さ
れ

た
こ

と
、

ま
た

、
従

前
の

統
計

分
析

審
査

官
に

代
わ

っ
て

統
計

品
質

管
理

官
が

配
置

さ
れ

た
こ

と
な

ど
を

踏
ま

え
、

同
年

７
月

に
総

務
省

か
ら

新
た

に
対

応
ル

ー
ル

の
ひ

な
型

を
提

示
し

、
各

府
省

に
お

い
て

対
応

ル
ー

ル
の

改
定

等
が

行
わ

れ
た

。
そ

の
中

に
は

、
各

府
省

の
統

計
幹

事
及

び
統

計
作

成
を

統
括

す
る

幹
部

・
管

理
職

員
の

役
割

と
し

て
、

誤
り

等
の

発
見

・
報

告
及

び
対

応
を

適
切

に
行

っ
た

職
員

を
積

極
的

に
評

価
す

る
な

ど
の

取
組

を
行

う
こ

と
等

が
盛

り
込

ま
れ

て
お

り
、

各
府

省
に

お
い

て
、

こ
れ

を
踏

ま
え

た
対

応
が

行
わ

れ
て

い
る

。
【

総
務

省
（

政
策

統
括

官
）

】
（

「
品

質
優

先
の

風
通

し
の

よ
い

組
織

風
土

の
定

着
を

図
る

」
に

係
る

取
組

状
況

に
つ

い
て

は
、

項
目

第
３

－
３

－
(
2
)
 
N
o
.
8
0
 
参

照
）

(
2
)
　

品
質

優
先

の
組

織
風

土
の

定
着

に
向

け
た

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

能
力

の
向

上

　
各

府
省

が
行

っ
た

意
見

聴
取

の
実

施
状

況
を

把
握

し
、

そ
の

結
果

に
基

づ
き

、
地

方
公

共
団

体
や

民
間

事
業

者
の

意
見

を
踏

ま
え

た
統

計
作

成
プ

ロ
セ

ス
の

改
善

の
好

事
例

の
横

展
開

を
図

る
と

と
も

に
、

統
計

作
成

ガ
イ

ド
ブ

ッ
ク

に
把

握
し

た
手

法
や

事
例

を
掲

載
し

、
点

検
・

評
価

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

、
統

計
作

成
プ

ロ
セ

ス
診

断
の

要
求

事
項

の
内

容
に

つ
い

て
、

必
要

な
改

定
を

行
う

。

令
和

５
年

度
（

2
0
2
3
年

度
）

以
降

も
引

き
続

き
実

施
す

る
。

　
各

府
省

の
統

計
幹

事
及

び
統

計
作

成
を

統
括

す
る

幹
部

・
管

理
職

員
は

、
職

員
が

誤
り

を
認

識
し

た
場

合
に

、
誤

り
発

見
時

の
対

応
ル

ー
ル

に
沿

っ
て

速
や

か
に

適
切

に
対

応
す

る
こ

と
が

で
き

る
よ

う
、

誤
り

が
疑

わ
れ

る
事

案
も

含
め

、
誤

り
の

発
見

・
報

告
及

び
対

応
を

適
切

に
行

っ
た

職
員

も
積

極
的

に
評

価
す

る
よ

う
な

品
質

優
先

の
風

通
し

の
よ

い
組

織
風

土
の

定
着

を
図

る
。

　
こ

の
よ

う
な

取
組

を
促

進
す

る
た

め
、

総
務

省
は

、
各

府
省

の
統

計
幹

事
及

び
統

計
作

成
を

統
括

す
る

幹
部

・
管

理
職

員
を

対
象

と
し

た
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
研

修
等

に
お

い
て

、
内

閣
人

事
局

や
統

計
・

品
質

管
理

の
専

門
家

の
協

力
を

得
て

、
こ

う
し

た
組

織
風

土
を

確
立

す
る

た
め

の
ス

キ
ル

向
上

の
指

導
等

を
行

う
。

ま
た

、
統

計
作

成
プ

ロ
セ

ス
診

断
な

ど
の

場
を

活
用

し
て

、
各

府
省

に
お

け
る

取
組

や
ヒ

ヤ
リ

・
ハ

ッ
ト

事
案

の
報

告
を

受
け

て
専

門
家

の
指

導
を

受
け

る
機

会
を

設
け

、
そ

の
結

果
を

横
展

開
す

る
。

令
和

５
年

度
（

2
0
2
3
年

度
）

以
降

も
引

き
続

き
実

施
す

る
。
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具
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措

 
置

 
、

方
 
策

 
等

担
当

府
省

実
施

時
期

令
和

６
年

度
（

2
0
2
4
年

度
）

末
時

点
の

検
討

状
況

又
は

進
捗

状
況

実
施

済
等

の
別

7
8

○
各

府
省

、
総

務
省

・
　

総
務

省
が

各
府

省
に

提
示

し
て

い
る

誤
り

発
見

時
の

対
応

ル
ー

ル
の

ひ
な

型
に

お
い

て
、

各
府

省
の

統
計

幹
事

及
び

統
計

作
成

を
統

括
す

る
幹

部
・

管
理

職
員

の
役

割
と

し
て

、
誤

り
等

の
発

見
・

報
告

及
び

対
応

を
適

切
に

行
っ

た
職

員
を

積
極

的
に

評
価

す
る

な
ど

の
取

組
を

行
う

こ
と

を
盛

り
込

ん
で

お
り

、
各

府
省

で
は

、
こ

れ
を

踏
ま

え
て

自
府

省
に

お
け

る
ル

ー
ル

を
策

定
し

、
対

応
を

行
っ

て
い

る
。

総
務

省
で

は
、

統
計

研
究

研
修

所
が

実
施

す
る

各
府

省
の

統
計

部
局

の
幹

部
職

員
を

対
象

と
し

た
研

修
や

、
定

期
的

に
開

催
さ

れ
る

統
計

品
質

管
理

官
会

議
な

ど
の

機
会

を
通

じ
、

こ
う

し
た

対
応

ル
ー

ル
の

各
府

省
へ

の
浸

透
を

図
っ

て
い

る
。

【
総

務
省

（
政

策
統

括
官

）
】

継
続

実
施

・
　

誤
り

発
見

時
の

対
応

ル
ー

ル
の

浸
透

を
図

る
た

め
、

定
期

的
に

府
内

職
員

に
向

け
て

周
知

を
行

っ
て

い
る

。
【

内
閣

府
】

・
　

統
計

の
作

成
を

担
当

す
る

職
員

に
対

し
て

、
誤

り
発

見
時

の
対

応
ル

ー
ル

を
定

期
的

に
周

知
徹

底
し

て
い

る
。

【
警

察
庁

】
・

　
統

計
部

局
の

研
修

に
、

誤
り

発
見

時
の

対
応

ル
ー

ル
を

始
め

と
し

た
統

計
品

質
確

保
に

関
す

る
講

義
を

盛
り

込
み

、
統

計
職

員
に

対
す

る
Ｐ

Ｄ
Ｃ

Ａ
サ

イ
ク

ル
の

確
立

や
品

質
優

先
の

風
土

の
定

着
・

浸
透

を
図

っ
た

。
【

総
務

省
（

統
計

局
）

】
・

　
異

動
期

を
は

じ
め

適
宜

、
統

計
の

作
成

を
担

当
す

る
職

員
に

対
し

、
誤

り
発

見
時

の
対

応
ル

ー
ル

の
浸

透
を

図
る

た
め

の
周

知
を

し
、

適
切

に
運

用
で

き
る

環
境

を
整

え
て

い
る

。
【

財
務

省
】

・
　

統
計

リ
テ

ラ
シ

ー
や

ガ
バ

ナ
ン

ス
の

強
化

を
目

的
と

し
て

、
指

定
職

及
び

統
計

調
査

を
所

管
し

て
い

る
課

室
長

級
を

対
象

と
し

た
研

修
を

必
須

研
修

と
し

て
実

施
し

、
そ

の
中

で
、

誤
り

発
見

時
の

対
応

ル
ー

ル
の

浸
透

を
図

っ
た

。
【

厚
生

労
働

省
】

・
　

省
内

統
計

作
成

課
室

に
対

す
る

管
理

職
会

議
を

開
催

し
、

誤
り

発
見

時
の

対
応

ル
ー

ル
の

周
知

・
課

室
内

へ
の

浸
透

を
図

っ
た

。
【

経
済

産
業

省
】

・
　

新
た

に
統

計
業

務
を

担
当

す
る

職
員

を
対

象
に

講
習

会
を

開
催

し
、

そ
の

中
で

誤
り

発
見

時
の

対
応

に
つ

い
て

説
明

を
行

っ
て

い
る

。
【

国
土

交
通

省
】

令
和

５
年

度
（

2
0
2
3
年

度
）

以
降

も
引

き
続

き
実

施
す

る
。

　
総

務
省

及
び

各
府

省
は

、
統

計
の

作
成

を
担

当
す

る
職

員
に

対
し

、
誤

り
発

見
時

の
対

応
ル

ー
ル

の
浸

透
を

図
る

た
め

の
研

修
を

行
う

。
　

ま
た

、
総

務
省

は
、

各
府

省
の

統
計

関
係

職
員

（
統

計
幹

事
、

統
計

作
成

を
統

括
す

る
幹

部
・

管
理

職
員

、
統

計
を

担
当

す
る

一
般

職
員

等
）

が
、

誤
り

発
見

時
に

適
切

な
対

処
を

行
っ

た
か

ど
う

か
に

つ
い

て
、

人
事

評
価

に
お

い
て

評
価

が
行

わ
れ

る
よ

う
努

め
る

。
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担
当

府
省

実
施

時
期

令
和

６
年

度
（

2
0
2
4
年

度
）

末
時

点
の

検
討

状
況

又
は

進
捗

状
況

実
施

済
等

の
別

7
9

○
　

誤
り

発
生

時
に

、
遡

っ
て

そ
の

原
因

を
速

や
か

に
分

析
・

検
証

し
、

再
計

算
に

よ
り

適
切

な
デ

ー
タ

を
復

元
す

る
可

能
性

を
高

め
る

観
点

か
ら

、
既

に
永

年
保

存
す

る
こ

と
と

さ
れ

て
い

る
調

査
票

情
報

の
電

磁
的

記
録

に
加

え
、

以
下

の
情

報
等

を
、

「
常

用
（

無
期

限
）

」
と

し
て

保
存

す
る

。
・

デ
ー

タ
レ

イ
ア

ウ
ト

フ
ォ

ー
ム

、
符

号
表

等
の

当
該

デ
ー

タ
を

定
義

す
る

た
め

に
必

要
な

情
報

・
母

集
団

推
計

を
行

う
た

め
の

集
計

用
乗

率
・

行
政

記
録

情
報

な
ど

公
表

さ
れ

た
統

計
を

作
成

す
る

た
め

に
必

要
な

情
報

・
電

子
計

算
機

処
理

に
必

要
な

情
報

、
集

計
プ

ロ
グ

ラ
ム

作
成

の
た

め
に

必
要

な
仕

様
・

そ
れ

ら
の

取
扱

要
領

、
調

査
概

要
資

料
等

　
あ

わ
せ

て
、

「
公

的
統

計
の

総
合

的
な

品
質

向
上

に
向

け
て

（
建

議
）

」
（

令
和

４
年

８
月

1
0
日

統
計

委
員

会
）

Ⅳ
 
今

後
の

取
組

 
１

－
ⅳ

）
で

改
定

し
た

業
務

マ
ニ

ュ
ア

ル
に

基
づ

き
、

業
務

の
遂

行
、

成
果

物
や

業
務

記
録

の
作

成
・

保
存

・
管

理
を

行
う

。
　

こ
れ

ら
を

徹
底

す
る

た
め

、
各

府
省

は
、

総
務

省
及

び
内

閣
官

房
が

連
携

し
、

令
和

４
年

度
（

2
0
2
2
年

度
）

に
改

定
を

行
っ

た
誤

り
発

見
時

の
対

応
ル

ー
ル

の
ひ

な
型

に
基

づ
き

、
自

府
省

の
対

応
ル

ー
ル

を
改

定
す

る
。

各
府

省
令

和
５

年
度

（
2
0
2
3
年

度
）

以
降

も
引

き
続

き
実

施
す

る
。

・
　

総
務

省
が

各
府

省
に

提
示

し
て

い
る

誤
り

発
見

時
の

対
応

ル
ー

ル
の

ひ
な

型
に

お
い

て
、

公
表

数
値

等
の

誤
り

発
生

時
に

、
遡

っ
て

そ
の

原
因

を
速

や
か

に
分

析
・

検
証

し
、

再
計

算
に

よ
り

適
切

な
デ

ー
タ

を
復

元
す

る
可

能
性

を
高

め
る

た
め

、
「

統
計

調
査

に
関

す
る

情
報

の
保

存
、

記
録

の
作

成
」

に
関

す
る

規
定

を
盛

り
込

ん
で

お
り

、
各

府
省

で
は

、
こ

れ
を

踏
ま

え
て

自
府

省
に

お
け

る
ル

ー
ル

を
策

定
し

、
対

応
を

行
っ

て
い

る
。

実
施

済

8
0

○
各

府
省

、
総

務
省

・
　

統
計

の
公

表
に

あ
た

っ
て

は
、

確
認

の
期

間
を

十
分

に
設

け
る

な
ど

、
品

質
を

優
先

す
る

組
織

文
化

の
形

成
等

に
つ

い
て

、
適

切
に

対
応

し
て

い
る

。
【

警
察

庁
】

継
続

実
施

・
　

統
計

幹
事

に
お

い
て

、
継

続
実

施
し

て
い

る
基

幹
統

計
調

査
及

び
一

般
統

計
調

査
の

公
表

数
値

等
に

誤
り

が
発

見
さ

れ
た

場
合

の
対

応
等

に
つ

い
て

省
内

ル
ー

ル
を

定
め

、
誤

り
等

の
発

見
・

報
告

及
び

対
応

を
適

切
に

行
っ

た
職

員
を

積
極

的
に

評
価

す
る

こ
と

と
し

て
い

る
。

【
法

務
省

】
・

　
統

計
部

局
に

お
い

て
、

令
和

５
年

度
（

2
0
2
3
年

度
）

か
ら

誤
り

の
発

見
等

を
適

切
に

行
っ

た
者

へ
の

人
事

評
価

を
試

行
的

に
実

施
し

て
い

る
。

【
厚

生
労

働
省

】
・

　
農

林
水

産
省

で
は

、
本

省
、

地
方

農
政

局
の

統
計

担
当

職
員

を
対

象
と

し
た

説
明

会
を

半
年

に
一

度
開

催
し

、
訂

正
事

案
と

注
意

事
項

に
つ

い
て

共
有

す
る

と
と

も
に

、
誤

り
を

発
見

し
た

際
に

は
組

織
的

に
対

応
し

て
い

く
マ

イ
ン

ド
の

重
要

性
を

周
知

す
る

こ
と

で
、

品
質

優
先

の
風

通
し

の
よ

い
組

織
風

土
の

定
着

を
図

っ
て

い
る

。
【

農
林

水
産

省
】

・
　

統
計

作
成

課
室

の
組

織
目

標
に

着
実

な
統

計
作

成
に

つ
い

て
設

定
す

る
と

と
も

に
、

誤
り

発
生

時
に

は
そ

の
対

応
に

つ
い

て
、

職
員

を
適

切
に

評
価

す
る

こ
と

と
し

て
い

る
。

【
経

済
産

業
省

】
（

（
幹

部
・

管
理

職
員

を
対

象
と

し
た

研
修

）
項

目
第

３
－

３
－

(
2
)

N
o
.
7
7
 
参

照
）

　
各

府
省

の
統

計
幹

事
や

統
計

作
成

を
統

括
す

る
幹

部
・

管
理

職
員

は
、

品
質

を
優

先
す

る
組

織
文

化
や

風
通

し
の

よ
い

職
場

環
境

を
形

成
す

る
と

と
も

に
、

誤
り

の
発

見
・

報
告

及
び

対
応

を
適

切
に

行
っ

た
職

員
も

積
極

的
に

評
価

す
る

も
の

と
す

る
。

こ
う

し
た

取
組

を
推

進
す

る
た

め
、

総
務

省
は

、
各

府
省

の
統

計
幹

事
に

期
待

さ
れ

る
役

割
を

分
か

り
や

す
く

整
理

し
て

示
す

と
と

も
に

、
学

識
経

験
者

や
統

計
・

品
質

管
理

の
専

門
家

な
ど

の
協

力
を

得
て

、
統

計
幹

事
や

統
計

作
成

を
統

括
す

る
幹

部
・

管
理

職
員

を
対

象
と

し
た

、
統

計
作

成
プ

ロ
セ

ス
の

特
性

に
即

し
た

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

研
修

を
開

発
し

、
異

動
時

期
に

開
催

す
る

な
ど

効
果

的
に

実
施

す
る

。

令
和

５
年

度
（

2
0
2
3
年

度
）

以
降

も
引

き
続

き
実

施
す

る
。
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担
当

府
省

実
施

時
期

令
和

６
年

度
（

2
0
2
4
年

度
）

末
時

点
の

検
討

状
況

又
は

進
捗

状
況

実
施

済
等

の
別

8
1

○
　

各
府

省
の

統
計

幹
事

や
統

計
作

成
を

統
括

す
る

幹
部

・
管

理
職

員
の

人
事

評
価

に
つ

い
て

、
統

計
の

品
質

管
理

の
た

め
の

取
組

の
状

況
、

誤
り

発
見

時
に

お
け

る
対

応
の

状
況

、
担

当
職

員
の

能
力

向
上

の
た

め
の

取
組

の
状

況
な

ど
が

評
価

対
象

に
加

え
ら

れ
る

よ
う

努
め

る
。

総
務

省
令

和
５

年
度

（
2
0
2
3
年

度
）

以
降

も
引

き
続

き
実

施
す

る
。

・
　

「
令

和
７

年
度

に
お

け
る

人
事

管
理

運
営

方
針

」
（

令
和

７
年

３
月

3
1

日
内

閣
総

理
大

臣
決

定
）

に
お

い
て

、
幹

部
・

管
理

職
員

を
含

め
品

質
管

理
や

誤
り

防
止

の
取

組
等

へ
の

的
確

な
評

価
を

行
う

こ
と

を
盛

り
込

み
、

各
府

省
に

お
け

る
取

組
を

促
し

た
。

実
施

済

8
2

○
総

務
省

・
　

統
計

研
究

研
修

所
で

は
、

各
府

省
の

幹
部

・
管

理
職

員
を

対
象

と
し

て
行

わ
れ

て
い

る
既

存
の

各
種

研
修

な
ど

で
活

用
で

き
る

よ
う

、
統

計
幹

部
職

員
向

け
に

実
施

し
て

い
る

「
統

計
幹

部
講

座
」

の
動

画
を

撮
影

し
、

コ
ン

テ
ン

ツ
提

供
を

開
始

す
る

旨
を

各
府

省
の

研
修

担
当

へ
周

知
し

た
。

【
総

務
省

（
統

計
局

）
】

継
続

実
施

・
　

統
計

研
究

研
修

所
で

実
施

し
て

い
る

各
府

省
の

幹
部

・
管

理
職

員
を

対
象

と
し

て
行

わ
れ

て
い

る
「

統
計

幹
部

講
座

」
に

お
い

て
、

新
任

の
統

計
幹

事
及

び
統

計
作

成
に

携
わ

る
管

理
職

を
対

象
に

、
品

質
優

先
の

組
織

風
土

の
定

着
に

向
け

た
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
能

力
の

向
上

を
目

的
と

す
る

研
修

を
実

施
し

て
お

り
、

そ
の

中
で

、
「

統
計

の
品

質
管

理
」

の
講

義
を

行
い

、
必

要
な

情
報

や
点

検
・

評
価

や
統

計
作

成
プ

ロ
セ

ス
診

断
に

よ
り

把
握

さ
れ

た
事

例
な

ど
を

提
供

し
て

い
る

。
【

総
務

省
（

政
策

統
括

官
）

】

　
各

府
省

の
統

計
部

局
以

外
の

幹
部

・
管

理
職

員
に

つ
い

て
も

、
統

計
の

重
要

性
や

統
計

に
誤

り
等

が
あ

っ
た

場
合

に
生

じ
る

問
題

、
統

計
作

成
の

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

の
必

要
性

や
手

法
な

ど
の

基
本

的
事

項
を

学
ぶ

こ
と

が
で

き
る

よ
う

、
総

務
省

は
、

各
府

省
の

幹
部

・
管

理
職

員
を

対
象

と
し

て
行

わ
れ

て
い

る
既

存
の

各
種

研
修

な
ど

に
対

し
、

必
要

な
情

報
や

事
例

な
ど

コ
ン

テ
ン

ツ
の

提
供

を
行

う
。

令
和

５
年

度
（

2
0
2
3
年

度
）

か
ら

実
施

す
る

。
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項
　

目
N
o
.

具
 
体

 
的

 
な

 
措

 
置

 
、

方
 
策

 
等

担
当

府
省

実
施

時
期

令
和

６
年

度
（

2
0
2
4
年

度
）

末
時

点
の

検
討

状
況

又
は

進
捗

状
況

実
施

済
等

の
別

(
3
)
　

災
害

・
感

染
症

等
の

発
生

時
に

お
け

る
対

応

8
3

○
総

務
省

、
各

府
省

・
　

被
災

時
に

お
け

る
統

計
調

査
の

継
続

的
な

実
施

や
確

実
な

結
果

の
公

表
等

に
向

け
た

対
応

が
的

確
に

行
え

る
よ

う
、

国
と

地
方

公
共

団
体

等
と

の
連

絡
手

段
と

し
て

、
ま

た
、

各
府

省
等

間
に

お
け

る
行

動
計

画
等

の
情

報
共

有
を

図
る

た
め

、
政

府
共

通
Ｎ

Ｗ
／

Ｌ
Ｇ

Ｗ
Ａ

Ｎ
掲

示
板

シ
ス

テ
ム

の
バ

ー
チ

ャ
ル

フ
ォ

ー
ラ

ム
上

に
、

「
大

規
模

災
害

対
応

フ
ォ

ー
ラ

ム
」

を
設

け
て

い
る

。
　

ま
た

、
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
ィ

ル
ス

感
染

症
影

響
下

に
お

け
る

季
節

調
整

に
つ

い
て

は
、

各
府

省
等

か
ら

事
例

を
収

集
し

、
統

計
委

員
会

評
価

分
科

会
に

お
い

て
審

議
を

行
っ

た
。

【
総

務
省

（
政

策
統

括
官

）
】

継
続

実
施

・
　

「
大

規
模

災
害

が
発

生
し

た
場

合
の

統
計

局
の

所
管

統
計

に
係

る
行

動
計

画
」

を
平

成
3
1
年

（
2
0
1
9
年

）
４

月
に

策
定

し
て

お
り

、
例

え
ば

令
和

６
年

（
2
0
2
4
年

）
１

月
に

発
生

し
た

令
和

６
年

能
登

半
島

地
震

に
お

い
て

は
、

当
該

計
画

に
基

づ
き

、
統

計
調

査
の

継
続

的
な

実
施

や
確

実
な

結
果

の
公

表
等

に
向

け
た

対
応

を
行

っ
た

。
【

総
務

省
（

統
計

局
）

】
・

　
「

大
規

模
災

害
が

発
生

し
た

場
合

の
財

務
省

所
管

統
計

に
係

る
行

動
計

画
」

（
令

和
５

年
（

2
0
2
3
年

）
３

月
策

定
）

に
つ

い
て

、
異

動
期

を
は

じ
め

適
宜

、
統

計
の

作
成

を
担

当
す

る
職

員
に

対
し

、
周

知
し

て
い

る
。

ま
た

、
令

和
６

年
（

2
0
2
4
年

）
９

月
の

能
登

半
島

豪
雨

へ
の

対
応

と
し

て
、

被
災

状
況

等
を

踏
ま

え
、

一
部

地
域

の
調

査
を

控
え

る
と

と
も

に
そ

の
旨

ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ

に
て

周
知

す
る

等
迅

速
に

対
応

し
た

。
【

財
務

省
】

・
　

令
和

５
年

（
2
0
2
3
年

）
１

月
に

策
定

し
た

「
大

規
模

災
害

が
発

生
し

た
場

合
の

文
部

科
学

省
所

管
統

計
に

係
る

行
動

計
画

」
に

基
づ

き
対

応
し

て
い

る
。

【
文

部
科

学
省

】
・

　
厚

生
労

働
省

統
計

標
準

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

等
に

お
い

て
、

大
規

模
災

害
発

生
時

に
お

け
る

統
計

関
係

業
務

の
対

応
方

針
を

定
め

、
こ

れ
を

踏
ま

え
対

応
し

て
い

る
。

【
厚

生
労

働
省

】
・

　
大

規
模

災
害

発
生

時
に

お
け

る
統

計
関

係
業

務
の

対
応

に
つ

い
て

は
、

省
全

体
に

お
け

る
事

業
継

続
計

画
を

踏
ま

え
、

継
続

的
な

実
施

や
確

実
な

結
果

の
公

表
に

取
り

組
ん

で
い

る
。

　
な

お
、

令
和

６
年

（
2
0
2
4
年

）
能

登
半

島
地

震
に

際
し

て
は

、
被

災
地

域
に

お
け

る
調

査
票

の
発

送
・

督
促

・
疑

義
照

会
を

中
止

し
、

調
査

客
体

の
負

担
に

配
慮

し
た

統
計

処
理

を
行

う
な

ど
、

継
続

的
な

結
果

公
表

に
努

め
た

。
【

経
済

産
業

省
】

・
　

国
土

交
通

省
で

は
、

令
和

６
年

（
2
0
2
4
年

）
１

月
の

能
登

半
島

地
震

を
契

機
に

、
被

災
時

に
国

交
省

所
管

統
計

の
全

体
状

況
を

迅
速

に
把

握
が

で
き

る
よ

う
、

災
害

時
等

の
対

応
整

理
票

様
式

を
作

成
し

た
。

【
国

土
交

通
省

】

　
各

府
省

は
、

大
規

模
災

害
や

感
染

症
等

の
発

生
・

拡
大

時
に

お
け

る
公

的
統

計
の

重
要

な
役

割
（

災
害

等
の

状
況

把
握

、
復

興
計

画
の

策
定

の
エ

ビ
デ

ン
ス

、
復

興
状

況
の

評
価

等
）

を
踏

ま
え

、
「

大
規

模
災

害
が

発
生

し
た

場
合

に
関

す
る

対
応

指
針

」
や

各
府

省
に

お
け

る
業

務
継

続
計

画
を

含
む

行
動

計
画

等
に

沿
っ

て
、

実
査

を
担

う
統

計
調

査
員

を
始

め
と

す
る

調
査

関
係

者
の

安
全

を
確

保
し

つ
つ

、
こ

れ
ら

災
害

等
の

発
生

・
拡

大
時

に
お

け
る

統
計

調
査

の
継

続
的

な
実

施
や

確
実

な
結

果
の

公
表

等
に

向
け

た
対

応
が

的
確

に
行

わ
れ

る
よ

う
引

き
続

き
取

り
組

む
。

　
ま

た
、

総
務

省
が

中
心

と
な

っ
て

、
大

規
模

災
害

や
感

染
症

等
の

発
生

・
拡

大
時

に
お

け
る

統
計

調
査

の
実

施
や

結
果

の
公

表
等

に
係

る
取

組
の

好
事

例
の

共
有

を
行

い
、

各
府

省
に

お
け

る
的

確
な

対
応

を
促

進
す

る
な

ど
取

組
の

推
進

を
図

る
。

令
和

５
年

度
（

2
0
2
3
年

度
）

か
ら

実
施

す
る

。
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項
　

目
N
o
.

具
 
体

 
的

 
な

 
措

 
置

 
、

方
 
策

 
等

担
当

府
省

実
施

時
期

令
和

６
年

度
（

2
0
2
4
年

度
）

末
時

点
の

検
討

状
況

又
は

進
捗

状
況

実
施

済
等

の
別

４
　

統
計

基
盤

の
デ

ジ
タ

ル
化

の
推

進

8
4

○
　

総
務

省
及

び
独

立
行

政
法

人
統

計
セ

ン
タ

ー
は

、
調

査
対

象
者

が
政

府
統

計
共

同
利

用
シ

ス
テ

ム
の

ｅ
－

Ｓ
ｕ

ｒ
ｖ

ｅ
ｙ

を
用

い
た

回
答

を
行

う
際

の
利

便
性

を
向

上
さ

せ
る

た
め

、
・

調
査

対
象

と
な

っ
た

企
業

等
の

情
報

シ
ス

テ
ム

、
セ

キ
ュ

リ
テ

ィ
、

業
務

体
制

等
に

応
じ

た
柔

軟
な

回
答

記
入

に
対

応
で

き
る

よ
う

、
Ｈ

Ｔ
Ｍ

Ｌ
形

式
、

マ
ク

ロ
無

し
エ

ク
セ

ル
形

式
な

ど
、

電
子

調
査

票
の

形
式

を
多

様
化

す
る

。
・

調
査

対
象

者
に

よ
る

デ
ー

タ
入

力
の

手
間

を
軽

減
す

る
た

め
の

フ
ァ

イ
ル

取
込

み
機

能
を

実
装

す
る

。
・

現
在

、
電

話
や

電
子

メ
ー

ル
で

行
わ

れ
て

い
る

、
調

査
対

象
者

に
対

す
る

回
答

内
容

に
係

る
疑

義
照

会
な

ど
を

、
オ

ン
ラ

イ
ン

調
査

シ
ス

テ
ム

内
で

行
う

こ
と

が
で

き
る

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
機

能
を

提
供

す
る

。
な

ど
の

検
討

を
引

き
続

き
行

い
、

改
修

を
進

め
る

。

総
務

省
令

和
５

年
度

（
2
0
2
3
年

度
）

以
降

も
引

き
続

き
実

施
す

る
。

・
　

政
府

統
計

共
同

利
用

シ
ス

テ
ム

の
e
-
S
u
r
v
e
y
を

用
い

た
回

答
を

行
う

際
の

利
便

性
を

向
上

さ
せ

る
た

め
、

○
Ｈ

Ｔ
Ｍ

Ｌ
調

査
票

の
ロ

ー
カ

ル
保

存
機

能
及

び
外

部
フ

ァ
イ

ル
取

込
み

機
能

の
提

供
○

マ
ク

ロ
無

し
E
x
c
e
l
調

査
票

を
使

用
可

能
と

す
る

と
と

も
に

、
各

府
省

支
援

の
た

め
の

調
査

票
サ

ン
プ

ル
の

提
供

○
調

査
対

象
者

に
対

す
る

回
答

内
容

に
係

る
疑

義
照

会
な

ど
を

、
オ

ン
ラ

イ
ン

調
査

シ
ス

テ
ム

内
で

行
う

こ
と

が
で

き
る

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
機

能
の

提
供

を
開

始
し

た
。

継
続

実
施

8
5

○
各

府
省

・
　

「
オ

ン
ラ

イ
ン

調
査

の
推

進
に

関
す

る
取

組
状

況
に

係
る

フ
ォ

ロ
ー

ア
ッ

プ
」

に
よ

り
、

各
統

計
調

査
の

オ
ン

ラ
イ

ン
回

答
率

、
調

査
の

実
施

形
態

（
e
-
S
u
r
v
e
y
等

）
、

オ
ン

ラ
イ

ン
回

答
率

の
向

上
に

向
け

た
取

組
等

に
つ

い
て

把
握

す
る

と
と

も
に

、
今

後
の

参
考

と
な

る
よ

う
、

各
省

に
情

報
共

有
を

行
っ

た
。

ま
た

、
統

計
委

員
会

第
４

回
デ

ジ
タ

ル
部

会
（

令
和

６
年

（
2
0
2
4
年

）
1
2
月

1
3
日

）
に

お
い

て
オ

ン
ラ

イ
ン

調
査

の
推

進
状

況
に

つ
い

て
報

告
を

行
っ

た
。

【
総

務
省

（
政

策
統

括
官

）
】

継
続

実
施

・
　

各
統

計
調

査
に

お
い

て
オ

ン
ラ

イ
ン

推
進

の
た

め
に

調
査

客
体

へ
の

周
知

、
コ

ー
ル

セ
ン

タ
ー

へ
の

問
合

せ
内

容
の

分
析

及
び

電
子

調
査

票
の

機
能

改
善

な
ど

の
取

組
を

実
施

し
て

い
る

。
【

総
務

省
（

統
計

局
）

】
・

　
Ｈ

Ｐ
の

掲
載

内
容

や
調

査
票

同
封

資
料

の
見

直
し

な
ど

に
よ

り
、

オ
ン

ラ
イ

ン
回

答
率

が
向

上
す

る
よ

う
努

め
て

い
る

。
【

財
務

省
】

・
　

体
育

・
ス

ポ
ー

ツ
施

設
現

況
調

査
に

お
い

て
令

和
６

年
度

（
2
0
2
4
年

度
）

か
ら

新
た

に
e
-
S
u
r
v
e
y
を

活
用

す
る

な
ど

オ
ン

ラ
イ

ン
調

査
の

推
進

を
図

っ
た

。
【

文
部

科
学

省
】

・
　

令
和

６
年

度
（

2
0
2
4
年

度
）

に
お

い
て

は
、

新
た

に
３

調
査

に
つ

い
て

オ
ン

ラ
イ

ン
調

査
を

導
入

し
て

お
り

、
継

続
的

に
取

り
組

ん
で

い
る

。
【

厚
生

労
働

省
】

・
　

統
計

調
査

の
企

画
に

当
た

っ
て

は
、

デ
ジ

タ
ル

化
の

推
進

を
図

る
た

め
、

費
用

対
効

果
も

勘
案

し
た

上
で

e
-
S
u
r
v
e
y
の

導
入

を
検

討
し

た
。

・
　

オ
ン

ラ
イ

ン
で

の
調

査
の

回
答

に
必

要
な

Ｉ
Ｄ

や
パ

ス
ワ

ー
ド

の
調

査
対

象
事

業
所

へ
の

事
前

送
付

や
、

調
査

対
象

事
業

所
と

の
接

触
時

に
オ

ン
ラ

イ
ン

回
答

の
推

奨
を

行
う

等
の

取
組

を
実

施
し

て
い

る
。

【
経

済
産

業
省

】
・

　
オ

ン
ラ

イ
ン

回
答

率
向

上
の

た
め

の
方

策
と

し
て

1
3
の

好
事

例
を

省
内

に
展

開
し

、
そ

の
方

策
の

導
入

を
推

進
し

て
い

る
。

【
国

土
交

通
省

】

　
統

計
調

査
の

企
画

に
当

た
っ

て
は

、
上

記
ｅ

－
Ｓ

ｕ
ｒ

ｖ
ｅ

ｙ
の

積
極

的
な

導
入

を
検

討
し

、
回

答
率

の
向

上
や

集
計

等
の

効
率

化
等

を
含

め
オ

ン
ラ

イ
ン

調
査

の
推

進
を

図
る

。

令
和

５
年

度
（

2
0
2
3
年

度
）

か
ら

実
施

す
る

。
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担
当

府
省

実
施

時
期

令
和

６
年

度
（

2
0
2
4
年

度
）

末
時

点
の

検
討

状
況

又
は

進
捗

状
況

実
施

済
等

の
別

8
6

○
　

総
務

省
及

び
独

立
行

政
法

人
統

計
セ

ン
タ

ー
は

、
汎

用
的

な
集

計
ツ

ー
ル

の
開

発
に

つ
い

て
検

討
し

、
そ

の
成

果
を

政
府

統
計

共
同

利
用

シ
ス

テ
ム

等
を

通
じ

て
各

府
省

に
提

供
す

る
。

こ
の

提
供

に
併

せ
て

、
当

該
集

計
ツ

ー
ル

の
活

用
方

法
や

、
シ

ス
テ

ム
整

備
の

外
注

管
理

等
に

関
す

る
研

修
を

開
始

す
る

。

総
務

省
令

和
５

年
度

（
2
0
2
3
年

度
）

以
降

も
引

き
続

き
実

施
す

る
。

・
　

政
府

統
計

共
同

利
用

シ
ス

テ
ム

の
サ

ブ
シ

ス
テ

ム
と

し
て

、
「

汎
用

集
計

シ
ス

テ
ム

」
の

提
供

を
開

始
し

た
。

　
併

せ
て

、
当

該
集

計
ツ

ー
ル

の
活

用
方

法
や

、
シ

ス
テ

ム
整

備
の

外
注

管
理

等
に

関
す

る
研

修
を

開
始

す
る

た
め

の
準

備
を

進
め

て
い

る
。

継
続

実
施

8
7

○
各

府
省

・
　

業
務

マ
ニ

ュ
ア

ル
に

集
計

シ
ス

テ
ム

の
仕

様
等

を
記

載
す

る
な

ど
し

、
見

え
る

化
を

図
っ

て
い

る
。

ま
た

、
令

和
６

年
（

2
0
2
4
年

）
３

月
に

集
計

シ
ス

テ
ム

を
一

新
し

、
統

計
基

盤
の

デ
ジ

タ
ル

化
を

推
進

し
て

い
る

。
【

警
察

庁
】

継
続

実
施

・
　

令
和

６
年

度
（

2
0
2
4
年

度
）

に
は

、
業

務
マ

ニ
ュ

ア
ル

の
整

備
に

当
た

っ
て

の
手

順
書

を
作

成
し

て
お

り
、

令
和

７
年

度
（

2
0
2
5
年

度
）

以
降

も
引

き
続

き
、

業
務

の
見

え
る

化
へ

の
対

応
を

含
む

業
務

マ
ニ

ュ
ア

ル
の

整
備

を
実

施
し

て
い

く
。

【
厚

生
労

働
省

】
・

　
事

後
検

証
（

自
己

点
検

）
を

通
じ

て
、

シ
ス

テ
ム

の
仕

様
に

つ
い

て
、

担
当

者
が

現
状

の
処

理
内

容
を

理
解

で
き

る
文

書
と

す
る

な
ど

見
え

る
化

が
図

ら
れ

て
い

る
か

を
確

認
す

る
と

と
も

に
、

担
当

者
の

ノ
ウ

ハ
ウ

の
言

語
化

に
努

め
て

い
る

。
【

経
済

産
業

省
】

・
（

「
汎

用
的

な
集

計
ツ

ー
ル

の
活

用
」

に
係

る
取

組
状

況
に

つ
い

て
は

、
項

目
第

３
－

４
N
o
.
8
6
 
参

照
）

8
8

○
　

デ
ジ

タ
ル

技
術

を
活

用
し

た
、

業
務

マ
ニ

ュ
ア

ル
の

更
新

状
況

の
管

理
、

効
率

的
な

更
新

・
保

存
の

在
り

方
や

、
デ

ジ
タ

ル
化

に
資

す
る

統
計

作
成

プ
ロ

セ
ス

の
標

準
化

の
推

進
、

関
係

者
間

の
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

の
効

率
化

等
に

つ
い

て
、

引
き

続
き

技
術

的
な

検
討

を
行

う
。

総
務

省
令

和
５

年
度

（
2
0
2
3
年

度
）

か
ら

実
施

す
る

。

・
　

「
統

計
作

成
ガ

イ
ド

ブ
ッ

ク
」

に
、

統
計

作
成

プ
ロ

セ
ス

に
お

け
る

デ
ジ

タ
ル

化
に

つ
い

て
記

述
す

る
と

と
も

に
、

政
府

共
通

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

上
で

Ｈ
Ｔ

Ｍ
Ｌ

形
式

に
よ

り
閲

覧
で

き
る

デ
ジ

タ
ル

版
を

作
成

し
、

業
務

マ
ニ

ュ
ア

ル
の

更
新

状
況

を
管

理
す

る
「

業
務

マ
ニ

ュ
ア

ル
等

管
理

簿
」

の
様

式
等

を
電

磁
的

記
録

で
提

供
し

て
い

る
。

実
施

済

　
業

務
マ

ニ
ュ

ア
ル

等
の

整
備

を
行

う
際

に
、

集
計

シ
ス

テ
ム

の
仕

様
に

つ
い

て
、

担
当

者
が

現
状

の
処

理
内

容
を

理
解

で
き

る
文

書
と

す
る

な
ど

の
見

え
る

化
を

図
る

。
ま

た
、

上
記

の
汎

用
的

な
集

計
ツ

ー
ル

な
ど

も
活

用
し

、
集

計
シ

ス
テ

ム
全

般
を

改
善

す
る

と
と

も
に

、
シ

ス
テ

ム
を

用
い

た
エ

ラ
ー

チ
ェ

ッ
ク

等
、

デ
ー

タ
審

査
の

デ
ジ

タ
ル

化
を

推
進

す
る

。

令
和

５
年

度
（

2
0
2
3
年

度
）

か
ら

実
施

す
る

。
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担
当

府
省

実
施

時
期

令
和

６
年

度
（

2
0
2
4
年

度
）

末
時

点
の

検
討

状
況

又
は

進
捗

状
況

実
施

済
等

の
別

５
　

統
計

リ
ソ

ー
ス

の
確

保
・

人
材

育
成

(
1
)
　

統
計

リ
ソ

ー
ス

の
確

保

8
9

○
各

府
省

、
国

土
交

通
省

・
　

各
府

省
に

お
い

て
体

制
確

保
が

進
め

ら
れ

て
お

り
、

令
和

６
年

度
（

2
0
2
4
年

度
）

に
お

け
る

統
計

職
員

数
は

1
,
9
8
7
人

、
ま

た
、

基
幹

統
計

作
成

に
従

事
す

る
職

員
数

は
8
7
9
人

と
な

っ
て

い
る

。
　

さ
ら

に
、

統
計

委
員

会
か

ら
示

さ
れ

た
「

令
和

７
年

度
に

お
け

る
統

計
リ

ソ
ー

ス
の

重
点

的
な

配
分

に
関

す
る

建
議

」
（

令
和

６
年

５
月

2
2
日

付
け

統
計

委
第

４
号

）
を

踏
ま

え
、

各
府

省
に

お
い

て
、

令
和

７
年

度
（

2
0
2
5
年

度
）

に
お

け
る

必
要

な
統

計
リ

ソ
ー

ス
の

確
保

を
行

っ
て

お
り

、
そ

の
状

況
に

つ
い

て
は

、
第

2
1
4
回

統
計

委
員

会
（

令
和

７
年

（
2
0
2
5
年

）
２

月
）

で
報

告
を

行
っ

た
。

【
総

務
省

（
政

策
統

括
官

）
】

（
基

幹
統

計
作

成
に

従
事

す
る

職
員

の
体

制
及

び
統

計
リ

ソ
ー

ス
の

確
保

状
況

の
詳

細
に

つ
い

て
は

、
第

３
部

５
（

２
）

統
計

職
員

の
配

置
状

況
参

照
）

継
続

実
施

・
　

各
統

計
作

成
部

局
に

お
い

て
、

業
務

量
に

見
合

っ
た

体
制

を
維

持
・

確
保

し
て

い
る

。
【

警
察

庁
】

・
　

令
和

７
年

度
（

2
0
2
5
年

度
）

機
構

・
定

員
要

求
に

お
い

て
、

統
計

調
査

プ
ロ

セ
ス

見
直

し
の

た
め

の
体

制
整

備
を

行
う

な
ど

、
必

要
な

体
制

を
確

保
し

た
。

【
総

務
省

（
統

計
局

）
】

・
　

統
計

に
関

す
る

事
務

を
総

括
す

る
総

合
政

策
課

に
お

い
て

、
統

計
作

成
の

支
援

や
統

計
整

備
を

図
る

た
め

の
体

制
を

整
備

す
る

な
ど

、
必

要
な

体
制

を
確

保
し

て
い

る
。

【
財

務
省

】
・

　
統

計
担

当
職

員
の

体
制

を
確

保
し

つ
つ

、
統

計
研

修
を

実
施

す
る

な
ど

、
職

員
の

育
成

に
努

め
て

い
る

。
【

厚
生

労
働

省
】

・
　

調
査

環
境

の
変

化
に

伴
い

継
続

が
困

難
に

な
っ

て
い

る
調

査
方

法
に

つ
い

て
、

持
続

可
能

な
方

法
へ

の
不

断
の

見
直

し
を

行
う

ほ
か

、
先

進
技

術
も

取
り

入
れ

、
衛

星
画

像
等

の
デ

ジ
タ

ル
デ

ー
タ

や
行

政
記

録
情

報
の

有
効

活
用

の
検

証
、

オ
ン

ラ
イ

ン
回

答
を

促
す

手
法

の
効

果
検

証
等

、
各

統
計

調
査

に
お

け
る

効
率

化
や

デ
ー

タ
利

活
用

の
推

進
等

に
つ

い
て

取
り

組
む

こ
と

に
よ

り
、

適
正

な
品

質
が

確
保

さ
れ

た
統

計
作

成
の

体
制

確
保

に
努

め
て

い
る

。
【

農
林

水
産

省
】

・
　

統
計

品
質

管
理

官
を

中
心

に
、

事
後

検
証

（
自

己
点

検
）

を
行

う
等

、
Ｐ

Ｄ
Ｃ

Ａ
に

取
り

組
む

と
と

も
に

、
統

計
に

係
る

省
内

研
修

を
実

施
し

、
職

員
の

業
務

知
識

向
上

に
努

め
た

。
【

経
済

産
業

省
】

　
令

和
６

年
度

（
2
0
2
4
年

度
）

も
引

き
続

き
、

令
和

５
年

度
（

2
0
2
3
年

度
）

に
設

置
し

た
統

計
政

策
特

別
研

究
官

及
び

統
計

分
析

官
、

さ
ら

に
は

統
計

品
質

改
善

チ
ー

ム
に

よ
り

、
所

管
統

計
の

企
画

立
案

や
品

質
改

善
の

取
組

を
推

進
。

ま
た

、
統

計
作

成
担

当
室

に
お

い
て

も
、

令
和

５
年

度
（

2
0
2
3
年

度
）

に
強

化
し

た
人

員
体

制
を

確
保

し
、

統
計

作
成

に
従

事
し

て
い

る
。

【
国

土
交

通
省

】

　
各

府
省

は
、

統
計

作
成

に
お

け
る

重
大

事
象

の
発

生
を

抑
止

す
る

観
点

か
ら

、
建

議
に

盛
り

込
ま

れ
た

取
組

を
含

め
、

そ
の

業
務

量
に

見
合

っ
た

体
制

を
確

保
す

る
。

特
に

、
国

土
交

通
省

は
、

今
般

の
事

案
を

踏
ま

え
、

早
急

に
統

計
作

成
体

制
の

立
て

直
し

を
図

る
。

令
和

５
年

度
（

2
0
2
3
年

度
）

以
降

も
引

き
続

き
実

施
す

る
。
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担
当

府
省

実
施

時
期

令
和

６
年

度
（

2
0
2
4
年

度
）

末
時

点
の

検
討

状
況

又
は

進
捗

状
況

実
施

済
等

の
別

9
0

○
各

府
省

、
総

務
省

令
和

５
年

度
（

2
0
2
3
年

度
）

以
降

も
引

き
続

き
実

施
す

る
。

・
　

「
令

和
７

年
度

に
お

け
る

人
事

管
理

運
営

方
針

」
（

令
和

７
年

３
月

3
1

日
内

閣
総

理
大

臣
決

定
）

に
お

い
て

、
統

計
作

成
に

携
わ

る
職

員
に

つ
い

て
、

研
修

受
講

や
統

計
デ

ー
タ

ア
ナ

リ
ス

ト
等

の
資

格
取

得
の

促
進

、
能

力
向

上
と

適
切

な
処

遇
配

置
等

に
計

画
的

に
取

り
組

み
、

Ｅ
Ｂ

Ｐ
Ｍ

及
び

統
計

人
材

の
確

保
と

育
成

を
着

実
に

進
め

る
こ

と
を

盛
り

込
み

、
各

府
省

に
お

け
る

取
組

を
促

し
た

。
【

総
務

省
（

政
策

統
括

官
）

】

継
続

実
施

・
　

統
計

業
務

に
従

事
し

た
経

験
の

あ
る

職
員

に
対

し
、

統
計

デ
ー

タ
ア

ナ
リ

ス
ト

等
に

係
る

研
修

の
受

講
を

推
奨

す
る

な
ど

、
「

統
計

デ
ー

タ
ア

ナ
リ

ス
ト

等
の

確
保

・
育

成
計

画
」

に
基

づ
き

、
統

計
デ

ー
タ

ア
ナ

リ
ス

ト
等

の
確

保
・

育
成

を
行

っ
て

い
る

。
【

内
閣

府
】

・
　

統
計

デ
ー

タ
ア

ナ
リ

ス
ト

等
の

確
保

・
育

成
計

画
に

基
づ

き
、

各
種

統
計

研
修

の
受

講
を

働
き

掛
け

る
な

ど
、

専
門

能
力

等
を

有
す

る
職

員
の

育
成

に
努

め
て

い
る

。
【

警
察

庁
】

・
　

統
計

デ
ー

タ
ア

ナ
リ

ス
ト

や
統

計
デ

ー
タ

ア
ナ

リ
ス

ト
補

に
係

る
研

修
等

の
受

講
を

促
し

、
そ

れ
ら

の
受

講
歴

や
認

定
歴

を
踏

ま
え

る
と

と
も

に
、

周
期

調
査

や
経

常
調

査
な

ど
様

々
な

調
査

の
各

段
階

を
担

当
さ

せ
る

人
員

配
置

を
行

っ
て

い
る

。
【

総
務

省
（

統
計

局
）

】
・

　
所

管
す

る
基

幹
統

計
及

び
一

般
統

計
調

査
の

数
や

規
模

等
を

勘
案

し
、

「
統

計
デ

ー
タ

ア
ナ

リ
ス

ト
等

の
確

保
・

育
成

計
画

」
に

基
づ

き
、

積
極

的
な

研
修

の
受

講
を

推
奨

し
、

統
計

デ
ー

タ
ア

ナ
リ

ス
ト

等
の

確
保

・
育

成
を

行
っ

て
い

る
。

【
財

務
省

】
・

　
厚

生
労

働
省

に
お

け
る

「
統

計
デ

ー
タ

ア
ナ

リ
ス

ト
等

の
確

保
・

育
成

計
画

」
に

基
づ

き
、

積
極

的
な

研
修

の
受

講
を

推
奨

し
、

統
計

デ
ー

タ
ア

ナ
リ

ス
ト

等
の

確
保

・
育

成
を

行
っ

て
い

る
。

【
厚

生
労

働
省

】
・

　
所

管
す

る
統

計
調

査
数

を
踏

ま
え

、
統

計
デ

ー
タ

ア
ナ

リ
ス

ト
等

の
育

成
計

画
（

目
標

数
）

を
作

成
し

た
。

令
和

２
年

度
（

2
0
2
0
年

度
）

以
降

、
「

統
計

デ
ー

タ
ア

ナ
リ

ス
ト

補
研

修
」

等
の

受
講

を
推

奨
し

、
統

計
デ

ー
タ

ア
ナ

リ
ス

ト
等

の
確

保
・

育
成

を
行

っ
た

。
　

ま
た

、
デ

ー
タ

分
析

の
基

礎
と

な
る

農
林

水
産

統
計

の
高

い
技

能
を

有
す

る
人

材
育

成
の

強
化

、
若

手
職

員
へ

の
キ

ャ
リ

ア
コ

ン
サ

ル
テ

ィ
ン

グ
を

図
る

た
め

、
統

計
部

門
の

経
験

の
長

い
エ

キ
ス

パ
ー

ト
職

員
を

配
置

。
【

農
林

水
産

省
】

　
統

計
職

員
の

専
門

性
向

上
の

た
め

、
省

内
に

お
け

る
統

計
に

係
る

研
修

内
容

を
見

直
し

、
計

画
的

な
育

成
に

努
め

た
。

ま
た

、
統

計
業

務
の

経
験

が
豊

富
な

職
員

に
対

し
て

、
統

計
デ

ー
タ

ア
ナ

リ
ス

ト
や

ア
ナ

リ
ス

ト
補

の
研

修
の

受
講

を
推

奨
し

、
中

核
的

な
役

割
を

担
う

べ
く

統
計

人
材

の
育

成
に

努
め

た
。

【
経

済
産

業
省

】

　
各

府
省

は
、

統
計

業
務

に
必

要
と

さ
れ

る
基

礎
知

識
・

ス
キ

ル
を

有
す

る
職

員
に

対
し

、
統

計
部

門
を

支
え

る
意

識
を

持
つ

こ
と

が
で

き
る

よ
う

動
機

付
け

を
与

え
る

と
と

も
に

、
そ

の
よ

う
な

職
員

を
中

心
に

、
職

員
に

対
し

て
統

計
に

関
す

る
専

門
能

力
や

統
計

事
業

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
等

の
技

能
を

十
分

に
付

与
す

る
た

め
、

計
画

的
な

人
事

運
用

を
行

う
。

総
務

省
は

、
こ

う
し

た
職

員
が

適
切

に
評

価
さ

れ
、

処
遇

さ
れ

る
よ

う
、

さ
ら

に
は

、
そ

の
専

門
能

力
や

技
能

が
、

同
様

な
知

識
・

ス
キ

ル
が

必
要

と
さ

れ
る

他
の

行
政

分
野

で
も

効
果

的
に

活
用

さ
れ

、
職

員
の

活
躍

の
場

が
広

が
る

よ
う

、
必

要
な

検
討

を
行

う
。

　
ま

た
、

統
計

部
門

の
経

験
の

長
い

エ
キ

ス
パ

ー
ト

職
員

が
持

つ
専

門
能

力
や

技
能

が
、

次
の

世
代

に
確

実
に

継
承

さ
れ

る
よ

う
、

国
家

公
務

員
の

定
年

引
上

げ
の

機
会

も
活

用
し

て
、

エ
キ

ス
パ

ー
ト

職
員

を
若

手
の

指
導

役
と

す
る

な
ど

体
制

上
の

工
夫

を
行

う
。
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担
当

府
省

実
施

時
期

令
和

６
年

度
（

2
0
2
4
年

度
）
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時

点
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検
討

状
況

又
は

進
捗

状
況

実
施

済
等

の
別

9
1

○
　

統
計

幹
事

を
支

え
る

統
計

品
質

管
理

官
（

仮
称

）
に

つ
い

て
、

公
表

前
の

審
査

の
改

善
や

誤
り

発
見

時
の

対
応

に
と

ど
ま

ら
ず

、
統

計
の

品
質

管
理

全
般

の
中

核
と

な
る

こ
と

が
で

き
る

よ
う

、
そ

の
体

制
の

強
化

を
行

う
。

　
ま

た
、

各
府

省
の

統
計

幹
事

及
び

統
計

品
質

管
理

官
（

仮
称

）
を

支
え

る
た

め
、

学
識

経
験

者
、

民
間

の
統

計
や

品
質

管
理

の
専

門
家

な
ど

を
、

技
術

的
ア

ド
バ

イ
ザ

ー
と

し
て

確
保

す
る

。
　

さ
ら

に
、

統
計

品
質

管
理

官
（

仮
称

）
に

充
て

る
た

め
の

人
材

を
安

定
的

に
確

保
・

育
成

す
る

た
め

、
研

修
の

充
実

、
人

事
交

流
を

含
む

実
務

経
験

を
通

じ
た

研
鑽

の
機

会
の

付
与

、
優

良
事

例
の

共
有

な
ど

を
行

う
。

ま
た

、
統

計
品

質
管

理
官

（
仮

称
）

ポ
ス

ト
に

は
、

統
計

デ
ー

タ
ア

ナ
リ

ス
ト

・
統

計
デ

ー
タ

ア
ナ

リ
ス

ト
補

の
資

格
の

取
得

者
を

充
て

る
、

統
計

品
質

管
理

官
（

仮
称

）
ポ

ス
ト

在
職

中
に

統
計

デ
ー

タ
ア

ナ
リ

ス
ト

・
統

計
デ

ー
タ

ア
ナ

リ
ス

ト
補

の
資

格
取

得
に

必
要

な
研

修
を

確
実

に
受

講
さ

せ
る

な
ど

、
各

府
省

が
共

同
し

て
統

計
品

質
管

理
官

（
仮

称
）

の
確

保
・

育
成

を
行

う
。

総
務

省
、

各
府

省
令

和
５

年
度

（
2
0
2
3
年

度
）

以
降

も
引

き
続

き
実

施
す

る
。

・
　

令
和

５
年

（
2
0
2
3
年

）
４

月
か

ら
、

各
府

省
に

お
け

る
統

計
の

品
質

管
理

に
関

す
る

取
組

の
中

核
と

な
る

職
員

と
し

て
、

統
計

品
質

管
理

官
を

置
い

て
お

り
、

総
務

省
統

計
研

究
研

修
所

に
お

い
て

発
令

し
、

総
務

省
統

計
品

質
管

理
推

進
室

及
び

配
置

先
の

府
省

等
の

官
職

に
併

任
の

上
、

統
計

調
査

を
所

管
す

る
府

省
等

に
配

置
し

て
い

る
（

令
和

６
年

（
2
0
2
4
年

）
４

月
現

在
1
1
府

省
に

4
7
名

を
配

置
）

。
　

併
せ

て
、

学
識

経
験

者
、

民
間

の
統

計
や

品
質

管
理

の
専

門
家

な
ど

を
統

計
品

質
ア

ド
バ

イ
ザ

ー
及

び
統

計
技

術
ア

ド
バ

イ
ザ

ー
と

し
て

任
用

し
、

各
府

省
の

統
計

幹
事

及
び

統
計

品
質

管
理

官
を

支
援

す
る

体
制

を
整

備
し

て
い

る
。

　
定

期
的

に
開

催
さ

れ
る

統
計

品
質

管
理

官
会

議
な

ど
の

機
会

を
通

じ
、

勉
強

会
の

開
催

や
各

府
省

に
お

け
る

優
良

事
例

の
共

有
な

ど
を

行
い

、
統

計
品

質
管

理
官

の
業

務
を

支
援

し
た

。
ま

た
、

統
計

デ
ー

タ
ア

ナ
リ

ス
ト

・
統

計
デ

ー
タ

ア
ナ

リ
ス

ト
補

の
資

格
取

得
を

促
進

す
る

な
ど

、
各

府
省

が
共

同
し

て
統

計
品

質
管

理
官

に
充

て
る

た
め

の
人

材
の

確
保

･
育

成
に

取
り

組
ん

で
お

り
、

令
和

６
年

度
（

2
0
2
4
年

度
）

末
時

点
で

、
統

計
品

質
管

理
官

の
約

半
数

が
統

計
デ

ー
タ

ア
ナ

リ
ス

ト
等

の
認

定
を

受
け

て
お

り
、

認
定

を
受

け
て

い
な

い
者

に
つ

い
て

も
統

計
デ

ー
タ

ア
ナ

リ
ス

ト
補

の
資

格
取

得
に

必
要

な
研

修
の

受
講

を
促

し
て

い
る

。

継
続

実
施

(
2
)
　

統
計

人
材

の
育

成
9
2

○
　

各
府

省
に

お
け

る
統

計
の

専
門

知
識

を
有

す
る

人
材

の
計

画
的

な
活

用
・

育
成

を
図

る
た

め
、

統
計

業
務

の
経

験
や

研
修

の
受

講
状

況
、

統
計

デ
ー

タ
ア

ナ
リ

ス
ト

・
統

計
デ

ー
タ

ア
ナ

リ
ス

ト
補

の
資

格
取

得
状

況
な

ど
の

情
報

管
理

の
在

り
方

を
検

討
す

る
。

ま
た

、
統

計
デ

ー
タ

ア
ナ

リ
ス

ト
・

統
計

デ
ー

タ
ア

ナ
リ

ス
ト

補
の

取
得

者
へ

の
メ

リ
ッ

ト
付

与
な

ど
、

資
格

取
得

促
進

の
た

め
の

方
策

を
検

討
す

る
。

総
務

省
令

和
５

年
度

（
2
0
2
3
年

度
）

以
降

も
引

き
続

き
実

施
す

る
。

・
　

統
計

デ
ー

タ
ア

ナ
リ

ス
ト

・
統

計
デ

ー
タ

ア
ナ

リ
ス

ト
補

の
認

定
の

際
、

認
定

者
の

統
計

業
務

の
経

験
や

研
修

の
受

講
状

況
を

引
き

続
き

確
認

・
把

握
す

る
。

ま
た

、
資

格
認

定
者

の
情

報
管

理
の

在
り

方
に

つ
い

て
、

各
府

省
に

お
い

て
ど

の
よ

う
に

情
報

を
管

理
し

て
い

る
か

に
つ

い
て

の
実

態
や

、
各

府
省

に
お

け
る

ニ
ー

ズ
の

把
握

を
進

め
つ

つ
、

関
連

制
度

等
の

関
係

な
ど

も
含

め
て

引
き

続
き

検
討

を
行

う
。

　
ま

た
、

統
計

デ
ー

タ
ア

ナ
リ

ス
ト

・
統

計
デ

ー
タ

ア
ナ

リ
ス

ト
補

の
取

得
者

へ
の

メ
リ

ッ
ト

付
与

に
係

る
各

府
省

に
お

け
る

ニ
ー

ズ
の

把
握

や
資

格
取

得
促

進
に

係
る

取
組

を
把

握
す

る
な

ど
、

資
格

取
得

促
進

の
た

め
の

方
策

を
検

討
す

る
。

実
施

・
検

討
予

定
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施
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期
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又
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9
3

○
　

総
務

省
は

、
以

下
の

ア
）

～
エ

）
の

内
容

を
盛

り
込

ん
だ

、
各

府
省

の
職

員
に

対
す

る
レ

ベ
ル

別
研

修
を

行
う

と
と

も
に

、
各

府
省

が
統

計
職

員
の

研
修

に
活

用
可

能
な

教
材

や
コ

ン
テ

ン
ツ

を
充

実
す

る
。

ま
た

、
そ

の
際

、
地

方
支

分
部

局
や

地
方

公
共

団
体

の
職

員
も

含
め

、
よ

り
多

く
の

者
が

受
講

で
き

る
よ

う
、

オ
ン

ラ
イ

ン
研

修
を

充
実

す
る

。
さ

ら
に

、
研

究
機

関
・

大
学

と
も

連
携

し
、

よ
り

高
度

な
専

門
性

の
確

保
に

資
す

る
研

修
に

つ
い

て
検

討
す

る
。

ア
）

業
務

マ
ニ

ュ
ア

ル
の

整
備

や
品

質
管

理
の

重
要

性
、

Ｐ
Ｄ

Ｃ
Ａ

サ
イ

ク
ル

の
実

践
の

た
め

の
技

術
な

ど
品

質
管

理
の

基
本

的
事

項
イ

）
変

更
管

理
の

重
要

性
や

手
法

ウ
）

問
題

の
早

期
発

見
・

早
期

対
処

の
重

要
性

や
、

誤
り

発
見

後
の

対
応

ル
ー

ル
の

内
容

エ
）

統
計

に
関

す
る

優
良

事
例

や
ヒ

ヤ
リ

・
ハ

ッ
ト

事
例

総
務

省
令

和
５

年
度

（
2
0
2
3
年

度
）

か
ら

実
施

す
る

。

・
　

統
計

研
究

研
修

所
で

は
、

ア
～

エ
の

内
容

を
盛

り
込

ん
だ

統
計

の
知

識
を

体
系

的
・

段
階

的
に

習
得

す
る

「
業

務
レ

ベ
ル

別
研

修
」

と
し

て
、

統
計

デ
ー

タ
ア

ナ
リ

ス
ト

等
を

育
成

す
る

た
め

の
「

統
計

デ
ー

タ
ア

ナ
リ

ス
ト

補
研

修
（

中
級

）
」

及
び

「
統

計
デ

ー
タ

ア
ナ

リ
ス

ト
研

修
（

上
級

）
」

並
び

に
統

計
幹

部
職

員
向

け
に

「
統

計
幹

部
講

座
」

を
実

施
し

て
い

る
。

　
ま

た
、

各
府

省
が

統
計

職
員

の
研

修
に

活
用

可
能

な
統

計
に

関
す

る
基

本
的

な
知

識
を

約
１

時
間

程
度

の
動

画
で

学
ぶ

こ
と

が
で

き
る

「
初

め
て

学
ぶ

統
計

（
ダ

イ
ジ

ェ
ス

ト
版

）
」

を
提

供
し

て
お

り
、

令
和

５
年

度
（

2
0
2
3
年

度
）

は
同

動
画

の
リ

ニ
ュ

ー
ア

ル
を

行
っ

た
。

　
さ

ら
に

、
よ

り
高

度
な

専
門

性
の

確
保

に
資

す
る

研
修

を
検

討
す

る
た

め
、

令
和

５
年

度
（

2
0
2
3
年

度
）

及
び

令
和

６
年

度
（

2
0
2
4
年

度
）

は
、

研
究

機
関

・
大

学
へ

の
ヒ

ア
リ

ン
グ

を
行

っ
た

。
　

オ
ン

ラ
イ

ン
統

計
研

修
に

つ
い

て
は

、
令

和
５

年
度

（
2
0
2
3
年

度
）

は
「

国
民

・
県

民
経

済
計

算
」

及
び

「
産

業
連

関
表

の
作

成
・

分
析

」
を

、
令

和
６

年
度

（
2
0
2
4
年

度
）

は
「

統
計

デ
ー

タ
ア

ナ
リ

ス
ト

研
修

（
上

級
）

」
を

新
た

に
開

講
し

、
1
4
の

研
修

を
オ

ン
ラ

イ
ン

で
提

供
し

た
。

継
続

実
施

9
4

○
各

府
省

・
　

人
事

課
主

催
の

統
計

研
修

に
お

い
て

、
統

計
品

質
管

理
の

重
要

性
等

の
基

本
的

な
内

容
を

盛
り

込
ん

で
い

る
。

【
人

事
院

】
継

続
実

施

・
　

品
質

管
理

の
取

組
等

の
内

容
を

盛
り

込
ん

だ
統

計
に

関
す

る
研

修
資

料
に

つ
い

て
、

府
内

へ
の

案
内

・
周

知
を

行
っ

た
。

【
内

閣
府

】
・

　
職

員
に

対
し

て
、

公
的

統
計

に
係

る
基

本
的

な
内

容
を

含
む

研
修

を
実

施
し

た
。

【
警

察
庁

】
・

　
統

計
部

局
の

研
修

に
、

誤
り

発
見

時
の

対
応

ル
ー

ル
を

始
め

と
し

た
統

計
品

質
確

保
に

関
す

る
講

義
を

盛
り

込
み

、
統

計
職

員
に

対
す

る
Ｐ

Ｄ
Ｃ

Ａ
サ

イ
ク

ル
の

確
立

や
品

質
優

先
の

風
土

の
定

着
・

浸
透

を
図

っ
た

。
【

総
務

省
（

統
計

局
）

】
・

　
統

計
リ

テ
ラ

シ
ー

や
ガ

バ
ナ

ン
ス

の
強

化
を

目
的

と
し

て
、

指
定

職
及

び
統

計
調

査
を

所
管

し
て

い
る

課
室

長
級

を
対

象
と

し
た

研
修

を
必

須
研

修
と

し
て

実
施

し
て

お
り

、
そ

の
中

で
、

統
計

の
品

質
管

理
の

重
要

性
等

に
つ

い
て

浸
透

を
図

っ
た

。
【

厚
生

労
働

省
】

・
　

若
手

職
員

等
を

メ
イ

ン
に

し
た

研
修

に
お

い
て

、
統

計
調

査
の

実
施

・
変

更
に

係
る

申
請

に
つ

い
て

の
研

修
を

実
施

し
た

。
ま

た
、

「
公

表
数

値
等

の
誤

り
に

係
る

疑
義

及
び

誤
り

発
見

後
の

対
応

に
つ

い
て

」
を

策
定

し
部

内
に

周
知

す
る

と
と

も
に

、
誤

り
が

生
じ

な
い

よ
う

に
訂

正
事

案
を

振
り

返
り

要
因

の
分

析
・

対
策

な
ど

に
つ

い
て

研
修

を
行

っ
た

。
【

農
林

水
産

省
】

・
　

省
内

で
実

施
す

る
統

計
研

修
に

お
い

て
、

職
員

に
対

し
品

質
管

理
の

重
要

性
等

を
説

明
し

、
理

解
の

促
進

に
努

め
た

。
【

経
済

産
業

省
】

・
　

令
和

６
年

度
（

2
0
2
4
年

度
）

も
引

き
続

き
、

本
省

課
長

級
研

修
及

び
初

任
係

長
研

修
の

中
で

、
統

計
に

関
す

る
講

義
を

実
施

。
【

国
土

交
通

省
】

　
職

員
に

対
す

る
研

修
（

統
計

部
局

以
外

の
部

局
の

職
員

に
対

す
る

も
の

を
含

む
。

）
に

お
い

て
、

統
計

の
品

質
管

理
の

重
要

性
、

統
計

関
係

法
令

や
誤

り
発

見
時

の
対

応
ル

ー
ル

の
概

要
な

ど
の

基
本

的
な

内
容

を
盛

り
込

む
。

令
和

５
年

度
（

2
0
2
3
年

度
）

か
ら

実
施

す
る

。
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目
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策

 
等

担
当

府
省

実
施

時
期

令
和

６
年

度
（

2
0
2
4
年

度
）

末
時

点
の

検
討

状
況

又
は

進
捗

状
況

実
施

済
等

の
別

9
5

○
　

各
府

省
の

職
員

の
統

計
業

務
経

験
の

蓄
積

や
専

門
性

の
向

上
に

資
す

る
た

め
、

総
務

省
の

統
計

部
門

に
各

府
省

の
職

員
を

受
け

入
れ

、
Ｏ

Ｊ
Ｔ

を
行

う
と

と
も

に
、

総
務

省
の

統
計

部
門

の
職

員
を

各
府

省
へ

派
遣

す
る

な
ど

、
府

省
の

統
計

部
局

間
の

人
的

交
流

を
促

進
す

る
。

総
務

省
令

和
５

年
度

（
2
0
2
3
年

度
）

以
降

も
引

き
続

き
実

施
す

る
。

・
　

統
計

業
務

経
験

の
蓄

積
や

専
門

性
の

向
上

に
資

す
る

た
め

、
令

和
６

年
度

（
2
0
2
4
年

度
）

末
現

在
、

1
7
名

の
職

員
を

他
府

省
か

ら
受

け
入

れ
、

Ｏ
Ｊ

Ｔ
を

行
う

と
と

も
に

、
統

計
デ

ー
タ

ア
ナ

リ
ス

ト
研

修
や

統
計

デ
ー

タ
ア

ナ
リ

ス
ト

補
研

修
を

始
め

と
す

る
各

種
研

修
に

つ
い

て
積

極
的

な
受

講
を

推
奨

し
て

い
る

。
ま

た
、

他
府

省
へ

の
派

遣
に

つ
い

て
も

令
和

６
年

度
（

2
0
2
4
年

度
）

末
時

点
で

1
5
名

を
派

遣
し

て
い

る
。

継
続

実
施

(
3
)
　

地
方

公
共

団
体

と
の

連
携

・
支

援

9
6

○
　

地
方

公
共

団
体

か
ら

の
意

見
聴

取
の

内
容

を
踏

ま
え

、
統

計
調

査
の

環
境

改
善

に
向

け
た

地
方

公
共

団
体

に
お

け
る

調
査

手
法

の
見

直
し

や
高

度
化

等
の

取
組

の
支

援
を

検
討

す
る

。

総
務

省
令

和
５

年
度

（
2
0
2
3
年

度
）

か
ら

実
施

す
る

。

・
　

地
方

公
共

団
体

に
お

け
る

調
査

手
法

の
見

直
し

や
高

度
化

等
の

取
組

を
支

援
す

る
観

点
か

ら
、

令
和

６
年

（
2
0
2
4
年

）
1
1
月

、
都

道
府

県
に

お
け

る
統

計
の

品
質

確
保

・
向

上
に

資
す

る
取

組
事

例
を

事
例

集
と

し
て

取
り

ま
と

め
、

都
道

府
県

や
調

査
実

施
省

に
展

開
し

た
。

継
続

実
施

9
7

○
　

関
係

府
省

と
連

携
し

て
、

地
方

公
共

団
体

の
実

情
や

利
活

用
ニ

ー
ズ

等
を

踏
ま

え
つ

つ
、

国
の

統
計

作
成

の
知

見
を

前
提

と
し

た
地

域
別

統
計

の
作

成
な

ど
の

技
術

面
で

の
支

援
や

推
計

・
提

供
方

法
等

の
在

り
方

等
の

検
討

・
研

究
を

行
う

な
ど

、
地

方
公

共
団

体
に

対
す

る
必

要
な

支
援

・
検

討
等

を
進

め
る

。
あ

わ
せ

て
、

地
方

公
共

団
体

に
対

す
る

必
要

な
技

術
的

支
援

の
一

環
と

し
て

、
国

・
地

方
公

共
団

体
の

統
計

部
局

に
お

け
る

優
れ

た
分

析
事

例
や

推
計

技
術

等
に

つ
い

て
、

情
報

共
有

す
る

方
策

を
検

討
し

、
速

や
か

に
情

報
共

有
を

行
う

。

総
務

省
令

和
５

年
度

（
2
0
2
3
年

度
）

か
ら

実
施

す
る

。

・
　

地
域

別
統

計
の

作
成

な
ど

の
取

組
に

つ
い

て
、

都
道

府
県

か
ら

の
要

請
に

基
づ

き
国

か
ら

専
門

家
を

派
遣

し
技

術
的

な
支

援
を

行
う

取
組

（
地

方
統

計
機

構
支

援
事

業
）

と
し

て
、

令
和

６
年

度
（

2
0
2
4
年

度
）

に
「

茨
城

県
の

転
入

・
転

出
に

係
る

構
造

分
析

に
関

す
る

支
援

」
を

実
施

し
た

。
　

本
支

援
内

容
に

つ
い

て
は

、
令

和
７

年
度

（
2
0
2
5
年

度
）

に
実

施
す

る
地

方
統

計
職

員
業

務
研

修
の

講
義

に
取

り
上

げ
、

都
道

府
県

職
員

に
説

明
を

行
っ

た
。

継
続

実
施

9
8

○
　

こ
れ

ま
で

実
施

し
て

き
た

国
と

地
方

と
の

人
事

交
流

の
状

況
を

踏
ま

え
つ

つ
、

引
き

続
き

、
そ

の
成

功
・

支
障

事
例

等
を

関
係

府
省

・
地

方
公

共
団

体
間

で
共

有
し

、
地

方
公

共
団

体
の

要
望

に
応

じ
て

柔
軟

な
形

で
地

方
公

共
団

体
と

の
人

事
交

流
の

実
施

を
進

め
る

。

総
務

省
令

和
５

年
度

（
2
0
2
3
年

度
）

か
ら

実
施

す
る

。

・
　

地
方

公
共

団
体

の
要

望
を

踏
ま

え
た

人
事

交
流

に
つ

い
て

は
、

令
和

６
年

度
（

2
0
2
4
年

度
）

は
、

地
方

公
共

団
体

の
職

員
２

名
を

国
の

統
計

機
構

で
受

け
入

れ
た

。
 　

ま
た

、
こ

れ
ま

で
実

施
し

た
人

事
交

流
事

例
を

共
有

す
る

た
め

、
過

去
の

経
験

者
に

対
し

て
情

報
収

集
を

行
い

事
例

集
を

作
成

し
た

。
引

き
続

き
成

功
事

例
等

を
把

握
し

、
地

方
公

共
団

体
の

要
望

に
応

じ
て

柔
軟

な
形

で
地

方
公

共
団

体
と

の
人

事
交

流
の

実
施

を
進

め
る

。

継
続

実
施

9
9

○
　

一
定

の
統

計
業

務
経

験
を

積
み

、
統

計
に

関
す

る
高

度
な

能
力

を
有

す
る

都
道

府
県

の
職

員
に

対
し

て
、

「
統

計
デ

ー
タ

ア
ナ

リ
ス

ト
」

及
び

「
統

計
デ

ー
タ

ア
ナ

リ
ス

ト
補

」
の

資
格

を
付

与
す

る
こ

と
に

つ
い

て
、

地
方

公
共

団
体

の
職

員
に

つ
い

て
は

、
国

の
職

員
に

対
し

て
資

格
付

与
を

す
る

場
合

の
条

件
や

認
定

内
容

と
異

な
る

こ
と

に
十

分
に

配
慮

し
つ

つ
、

認
定

事
務

の
実

施
体

制
の

確
保

を
前

提
に

、
同

資
格

付
与

に
つ

い
て

検
討

す
る

。

総
務

省
令

和
５

年
度

（
2
0
2
3
年

度
）

か
ら

実
施

す
る

。

・
　

都
道

府
県

に
お

け
る

類
似

資
格

の
有

無
等

に
つ

い
て

状
況

確
認

を
実

施
し

た
。

都
道

府
県

職
員

へ
の

統
計

デ
ー

タ
ア

ナ
リ

ス
ト

等
の

資
格

付
与

に
当

た
っ

て
の

課
題

（
申

請
手

続
、

認
定

基
準

、
統

計
業

務
経

験
と

し
て

認
め

る
業

務
の

範
囲

等
）

を
踏

ま
え

、
引

き
続

き
検

討
を

行
う

。
 

実
施

・
検

討
予

定

1
0
0

○
　

関
係

府
省

の
協

力
を

得
て

、
統

計
調

査
員

の
支

援
に

資
す

る
デ

ジ
タ

ル
技

術
や

コ
ー

ル
セ

ン
タ

ー
等

を
活

用
し

た
取

組
状

況
を

把
握

し
、

府
省

間
で

情
報

共
有

を
図

る
な

ど
、

統
計

調
査

員
に

対
す

る
支

援
の

強
化

に
努

め
る

。

総
務

省
令

和
５

年
度

（
2
0
2
3
年

度
）

か
ら

実
施

す
る

。

・
　

統
計

調
査

員
の

支
援

に
資

す
る

デ
ジ

タ
ル

技
術

や
コ

ー
ル

セ
ン

タ
ー

等
を

活
用

し
た

関
係

府
省

の
取

組
状

況
に

つ
い

て
、

令
和

６
年

度
（

2
0
2
4
年

度
）

に
把

握
を

行
っ

た
。

今
後

、
統

計
調

査
員

に
対

す
る

支
援

に
資

す
る

た
め

、
把

握
し

た
取

組
内

容
に

つ
い

て
、

関
係

府
省

に
対

し
情

報
共

有
を

行
う

。

実
施

・
検

討
予

定
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担
当

府
省

実
施

時
期

令
和

６
年

度
（

2
0
2
4
年

度
）

末
時

点
の

検
討

状
況

又
は

進
捗

状
況

実
施

済
等

の
別

(
4
)
　

中
央

統
計

機
構

の
機

能
向

上

1
0
1

○
　

業
務

マ
ニ

ュ
ア

ル
の

整
備

・
更

新
や

点
検

・
評

価
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
に

基
づ

く
事

後
検

証
（

自
己

診
断

）
及

び
統

計
作

成
プ

ロ
セ

ス
診

断
の

診
断

結
果

を
踏

ま
え

た
対

応
、

変
更

管
理

な
ど

に
つ

い
て

、
各

府
省

か
ら

の
相

談
に

的
確

に
対

応
で

き
る

よ
う

に
す

る
た

め
、

相
談

窓
口

及
び

相
談

に
基

づ
く

個
別

支
援

の
た

め
の

体
制

を
充

実
す

る
。

ま
た

、
こ

れ
ら

の
対

応
を

行
う

際
に

、
専

門
的

な
知

見
を

活
用

す
る

た
め

、
民

間
の

学
識

経
験

者
や

専
門

家
に

よ
る

ア
ド

バ
イ

ザ
リ

ー
機

能
を

整
備

す
る

。

総
務

省
令

和
５

年
度

（
2
0
2
3
年

度
）

以
降

も
引

き
続

き
実

施
す

る
。

・
　

各
府

省
か

ら
の

相
談

に
基

づ
く

個
別

支
援

体
制

を
充

実
さ

せ
る

た
め

、
統

計
技

術
に

関
す

る
専

門
的

知
見

を
有

す
る

統
計

技
術

ア
ド

バ
イ

ザ
ー

及
び

品
質

管
理

の
専

門
的

知
見

を
有

す
る

統
計

品
質

ア
ド

バ
イ

ザ
ー

を
整

備
し

、
相

談
内

容
に

応
じ

た
助

言
を

行
っ

て
い

る
。

継
続

実
施

1
0
2

○
　

統
計

委
員

会
と

連
携

し
つ

つ
、

当
分

の
間

、
今

般
の

点
検

・
確

認
や

統
計

作
成

プ
ロ

セ
ス

診
断

等
に

お
い

て
課

題
等

が
把

握
さ

れ
た

各
府

省
の

統
計

調
査

を
中

心
に

、
調

査
計

画
の

審
査

の
際

に
、

調
査

計
画

に
記

載
の

な
い

集
計

プ
ロ

セ
ス

等
に

つ
い

て
も

各
府

省
に

確
認

し
、

必
要

に
応

じ
意

見
を

述
べ

る
。

そ
の

際
、

こ
う

し
た

取
組

に
よ

り
、

調
査

計
画

の
審

査
が

遅
延

す
る

こ
と

の
な

い
よ

う
、

審
査

担
当

部
署

の
体

制
を

充
実

す
る

と
と

も
に

、
統

計
研

究
研

修
所

と
の

連
携

を
強

化
す

る
。

総
務

省
令

和
５

年
度

（
2
0
2
3
年

度
）

以
降

も
引

き
続

き
実

施
す

る
。

・
　

調
査

計
画

の
審

査
に

当
た

り
、

必
要

に
応

じ
て

遅
延

調
査

票
を

集
計

に
利

用
す

る
場

合
の

取
扱

い
に

つ
い

て
、

統
計

委
員

会
か

ら
示

さ
れ

た
「

遅
延

調
査

票
へ

の
対

処
基

準
」

に
沿

っ
た

処
理

が
行

わ
れ

て
い

る
か

確
認

を
行

っ
た

ほ
か

、
公

表
遅

延
が

生
じ

た
場

合
に

は
、

そ
の

理
由

や
集

計
プ

ロ
セ

ス
等

の
確

認
を

行
っ

た
。

　
ま

た
、

調
査

計
画

の
審

査
の

際
に

、
調

査
実

施
府

省
か

ら
、

標
本

設
計

等
に

つ
い

て
相

談
を

受
け

た
場

合
に

は
、

必
要

に
応

じ
て

統
計

研
究

研
修

所
の

統
計

技
術

ア
ド

バ
イ

ザ
ー

の
知

見
を

活
用

す
る

よ
う

促
し

、
調

査
計

画
の

審
査

が
円

滑
に

進
む

よ
う

努
め

た
。

継
続

実
施

1
0
3

○
総

務
省

・
　

政
府

統
計

共
同

利
用

シ
ス

テ
ム

な
ど

を
通

じ
た

統
計

業
務

の
デ

ジ
タ

ル
化

を
図

る
た

め
、

各
サ

ブ
シ

ス
テ

ム
の

改
修

を
行

っ
た

。
　

統
計

作
成

支
援

セ
ン

タ
ー

に
お

い
て

、
統

計
研

修
や

統
計

作
成

に
関

す
る

各
府

省
か

ら
の

相
談

へ
の

対
応

を
行

っ
て

い
る

と
こ

ろ
。

ま
た

、
統

計
技

術
に

関
す

る
専

門
的

知
見

を
有

す
る

統
計

技
術

ア
ド

バ
イ

ザ
ー

及
び

品
質

管
理

の
専

門
的

知
見

を
有

す
る

統
計

品
質

ア
ド

バ
イ

ザ
ー

を
整

備
し

、
相

談
内

容
に

応
じ

た
助

言
を

行
っ

て
い

る
。

【
総

務
省

（
統

計
局

）
】

継
続

実
施

・
　

統
計

品
質

管
理

官
に

よ
る

会
議

や
勉

強
会

を
定

期
的

に
開

催
し

、
統

計
品

質
管

理
官

全
体

で
必

要
な

情
報

の
共

有
や

、
意

識
の

統
一

を
図

る
と

と
も

に
、

統
計

品
質

管
理

官
の

府
省

横
断

的
な

連
携

を
進

め
た

。
【

総
務

省
（

政
策

統
括

官
）

】

　
統

計
委

員
会

建
議

に
盛

り
込

ま
れ

た
取

組
を

推
進

す
る

観
点

か
ら

、
「

中
央

統
計

機
構

」
（

総
務

省
政

策
統

括
官

（
統

計
制

度
担

当
）

、
統

計
局

、
統

計
研

究
研

修
所

及
び

独
立

行
政

法
人

統
計

セ
ン

タ
ー

）
が

こ
れ

ま
で

行
っ

て
き

た
以

下
の

業
務

を
充

実
す

る
と

と
も

に
、

必
要

な
体

制
の

強
化

及
び

リ
ソ

ー
ス

の
確

保
を

図
る

。
・

統
計

品
質

管
理

官
（

仮
称

）
の

支
援

・
政

府
統

計
共

同
利

用
シ

ス
テ

ム
な

ど
を

通
じ

た
統

計
業

務
の

デ
ジ

タ
ル

化
（

ｅ
－

Ｓ
ｕ

ｒ
ｖ

ｅ
ｙ

の
機

能
・

運
用

の
充

実
、

汎
用

的
な

集
計

ツ
ー

ル
の

開
発

検
討

、
ｅ

－
Ｓ

ｔ
ａ

ｔ
の

機
能

充
実

、
マ

ニ
ュ

ア
ル

の
デ

ジ
タ

ル
化

、
審

査
・

集
計

シ
ス

テ
ム

や
仕

様
作

成
な

ど
集

計
プ

ロ
セ

ス
に

関
す

る
研

修
）

・
統

計
研

修
、

統
計

作
成

に
関

す
る

各
府

省
か

ら
の

相
談

へ
の

対
応

及
び

相
談

に
基

づ
く

個
別

支
援

（
外

部
の

学
識

経
験

者
や

民
間

専
門

人
材

の
活

用
）

令
和

５
年

度
（

2
0
2
3
年

度
）

以
降

も
引

き
続

き
実

施
す

る
。
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担
当

府
省

実
施

時
期

令
和

６
年

度
（

2
0
2
4
年

度
）

末
時

点
の

検
討

状
況

又
は

進
捗

状
況

実
施

済
等

の
別

６
　

国
民

の
支

持
・

理
解

が
得

ら
れ

や
す

い
統

計
作

成
へ

の
取

組 (
1
)
　

報
告

者
負

担
へ

の
配

慮

1
0
4

○
　

Ｅ
Ｂ

Ｐ
Ｍ

推
進

委
員

会
が

実
施

す
る

統
計

ニ
ー

ズ
の

提
案

募
集

の
取

組
と

連
携

し
つ

つ
、

統
計

作
成

に
関

す
る

報
告

者
の

負
担

等
に

関
す

る
声

（
提

案
）

を
経

常
的

に
募

集
し

、
ま

た
、

各
府

省
が

収
集

し
た

報
告

者
の

声
や

統
計

ニ
ー

ズ
の

う
ち

、
府

省
横

断
的

な
検

討
が

必
要

と
考

え
ら

れ
る

も
の

に
つ

い
て

各
府

省
か

ら
報

告
を

受
け

、
こ

れ
ら

の
募

集
や

報
告

に
よ

り
把

握
し

た
提

案
等

に
つ

い
て

、
関

係
府

省
と

連
携

し
て

対
応

方
策

を
作

成
・

公
表

す
る

と
と

も
に

、
統

計
委

員
会

を
中

心
に

定
期

的
に

そ
の

対
応

状
況

の
フ

ォ
ロ

ー
ア

ッ
プ

を
実

施
す

る
。

総
務

省
令

和
５

年
度

（
2
0
2
3
年

度
）

か
ら

実
施

す
る

。

・
　

国
の

統
計

に
関

す
る

提
案

を
経

常
的

に
把

握
す

る
仕

組
み

を
構

築
す

る
た

め
、

平
成

2
9
年

度
（

2
0
1
7
年

度
）

末
か

ら
、

報
告

者
の

声
の

把
握

を
し

て
お

り
、

そ
の

対
応

方
策

に
つ

い
て

は
、

関
係

府
省

と
協

力
し

て
検

討
し

、
随

時
公

表
し

て
い

る
（

累
計

1
6
3
件

）
。

フ
ォ

ロ
ー

ア
ッ

プ
に

つ
い

て
は

、
こ

れ
ま

で
２

回
実

施
し

（
第

１
回

：
令

和
４

年
（

2
0
2
2
年

）
３

月
、

第
２

回
：

令
和

６
年

（
2
0
2
4
年

）
３

月
）

、
対

応
状

況
の

更
新

の
あ

っ
た

提
案

を
公

表
し

て
い

る
。

継
続

実
施

1
0
5

○
各

府
省

・
　

調
査

項
目

の
見

直
し

、
作

成
要

領
等

の
整

理
・

統
合

、
企

業
の

情
報

等
の

プ
レ

プ
リ

ン
ト

の
実

施
な

ど
、

引
き

続
き

、
報

告
者

の
負

担
軽

減
及

び
調

査
事

務
の

簡
素

化
に

向
け

た
取

組
を

行
っ

て
い

る
。

【
人

事
院

】

継
続

実
施

・
 
 
所

管
す

る
各

種
統

計
調

査
の

企
画

・
見

直
し

に
当

た
っ

て
は

、
「

国
が

実
施

す
る

統
計

調
査

に
関

す
る

提
案

募
集

」
の

ほ
か

、
「

統
計

等
デ

ー
タ

に
関

す
る

相
談

窓
口

」
に

寄
せ

ら
れ

る
内

容
や

関
係

府
省

、
地

方
公

共
団

体
、

有
識

者
へ

の
ヒ

ア
リ

ン
グ

な
ど

を
通

じ
て

統
計

ニ
ー

ズ
を

把
握

し
て

い
る

と
こ

ろ
【

総
務

省
（

統
計

局
）

】
・

　
令

和
２

年
（

2
0
2
0
年

）
サ

ー
ビ

ス
産

業
・

非
営

利
団

体
等

調
査

及
び

令
和

２
年

（
2
0
2
0
年

）
企

業
の

管
理

活
動

等
に

関
す

る
実

態
調

査
の

結
果

を
踏

ま
え

推
計

さ
れ

た
令

和
６

年
（

2
0
2
4
年

）
６

月
公

表
の

産
業

連
関

表
の

状
況

等
を

踏
ま

え
て

、
両

調
査

の
調

査
項

目
・

集
計

事
項

等
を

検
討

す
る

見
込

み
で

あ
る

。
【

総
務

省
（

政
策

統
括

官
）

】
・

　
こ

れ
ま

で
把

握
し

た
統

計
ニ

ー
ズ

を
踏

ま
え

、
有

識
者

と
の

検
討

会
等

に
よ

り
、

統
計

調
査

の
設

計
の

検
討

を
行

っ
て

い
る

。
【

財
務

省
】

・
　

統
計

調
査

の
調

査
項

目
等

に
つ

い
て

は
、

利
活

用
ニ

ー
ズ

の
把

握
に

加
え

、
報

告
者

負
担

等
に

も
配

慮
し

な
が

ら
設

定
を

行
っ

て
い

る
。

【
文

部
科

学
省

】
・

　
統

計
調

査
の

企
画

・
設

計
に

当
た

っ
て

は
、

統
計

ニ
ー

ズ
を

把
握

し
、

報
告

者
の

負
担

軽
減

に
も

配
慮

し
た

上
で

、
調

査
事

項
等

を
設

定
し

て
い

る
。

【
厚

生
労

働
省

】
・

　
統

計
調

査
の

企
画

・
設

計
時

に
は

、
省

内
外

の
統

計
利

活
用

者
に

対
し

て
照

会
を

実
施

す
る

と
と

も
に

、
調

査
実

施
後

に
報

告
者

・
地

方
組

織
・

民
間

事
業

者
・

地
方

公
共

団
体

か
ら

調
査

の
課

題
や

改
善

点
等

の
意

見
を

把
握

し
、

活
用

し
て

い
る

。
【

農
林

水
産

省
】

・
　

統
計

調
査

の
調

査
計

画
の

変
更

に
際

し
て

は
、

調
査

の
方

法
、

統
計

ニ
ー

ズ
の

有
無

、
他

調
査

等
と

の
重

複
等

を
確

認
し

、
報

告
者

負
担

の
軽

減
及

び
調

査
事

務
の

簡
素

化
に

努
め

て
い

る
。

【
経

済
産

業
省

】
・

　
「

家
庭

部
門

の
C
O
2
排

出
実

態
統

計
調

査
」

に
お

い
て

、
業

界
団

体
や

民
間

企
業

を
対

象
に

し
た

ニ
ー

ズ
把

握
ヒ

ア
リ

ン
グ

を
実

施
し

て
い

る
。

【
環

境
省

】

　
所

管
統

計
調

査
の

企
画

・
設

計
に

当
た

っ
て

は
、

報
告

者
の

声
、

府
省

内
外

の
統

計
ニ

ー
ズ

を
別

途
把

握
す

る
と

と
も

に
、

こ
れ

ま
で

に
募

集
・

把
握

し
た

報
告

者
の

声
や

統
計

ニ
ー

ズ
も

踏
ま

え
る

こ
と

に
よ

り
、

報
告

者
の

負
担

軽
減

や
統

計
ニ

ー
ズ

へ
の

的
確

な
対

応
を

図
る

こ
と

に
加

え
、

各
府

省
の

政
策

立
案

総
括

審
議

官
等

に
、

必
要

な
デ

ー
タ

の
有

無
や

所
在

を
確

認
し

、
報

告
者

の
負

担
軽

減
及

び
調

査
事

務
の

簡
素

化
を

図
る

。

令
和

５
年

度
（

2
0
2
3
年

度
）

か
ら

実
施

す
る

。
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項
　

目
N
o
.

具
 
体

 
的

 
な

 
措

 
置

 
、

方
 
策

 
等

担
当

府
省

実
施

時
期

令
和

６
年

度
（

2
0
2
4
年

度
）

末
時

点
の

検
討

状
況

又
は

進
捗

状
況

実
施

済
等

の
別

1
0
6

○
　

各
府

省
と

連
携

し
、

行
政

記
録

情
報

等
の

統
計

作
成

へ
の

活
用

に
係

る
実

態
調

査
を

定
期

的
に

実
施

し
、

そ
の

結
果

を
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
に

掲
載

す
る

と
と

も
に

、
府

省
間

の
情

報
共

有
の

充
実

を
図

る
。

ま
た

、
業

務
統

計
を

作
成

す
る

府
省

に
お

い
て

は
、

原
則

と
し

て
当

該
統

計
を

ｅ
－

Ｓ
ｔ

ａ
ｔ

等
で

公
表

す
る

と
と

も
に

、
ユ

ー
ザ

ー
ニ

ー
ズ

を
踏

ま
え

つ
つ

、
提

供
情

報
の

充
実

に
努

め
る

。

総
務

省
、

各
府

省
令

和
５

年
度

（
2
0
2
3
年

度
）

か
ら

実
施

す
る

。

・
　

毎
年

度
、

「
行

政
記

録
情

報
等

及
び

民
間

企
業

等
が

保
有

す
る

ビ
ッ

グ
デ

ー
タ

等
の

統
計

作
成

へ
の

活
用

に
係

る
実

態
調

査
」

を
実

施
し

、
そ

の
結

果
を

府
省

間
で

共
有

す
る

と
と

も
に

、
総

務
省

ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ

に
掲

載
し

て
い

る
。

　
ま

た
、

各
府

省
で

経
常

的
に

作
成

さ
れ

て
い

る
業

務
統

計
に

つ
い

て
、

当
該

業
務

統
計

の
概

要
（

統
計

の
名

称
、

作
成

機
関

、
作

成
目

的
、

作
成

周
期

、
公

表
方

法
等

）
を

総
務

省
で

取
り

ま
と

め
、

e
-
S
t
a
t
に

掲
載

し
て

い
る

。
（

行
政

記
録

情
報

等
の

統
計

作
成

へ
の

活
用

状
況

及
び

業
務

統
計

の
e
-

S
t
a
t
等

で
の

公
表

状
況

等
の

概
要

に
つ

い
て

は
、

第
３

部
２

（
３

）
政

府
統

計
の

総
合

窓
口

(
e
-
S
t
a
t
)
に

よ
る

統
計

情
報

の
提

供
状

況
及

び
６

(
２

)
統

計
調

査
に

お
け

る
行

政
記

録
情

報
等

の
活

用
状

況
　

参
照

）

継
続

実
施

1
0
7

○
　

行
政

記
録

情
報

の
活

用
を

図
る

こ
と

に
よ

り
、

よ
り

正
確

な
景

気
動

向
把

握
や

長
期

的
な

経
済

動
向

の
分

析
に

努
め

る
。

特
に

、
所

得
に

関
す

る
税

情
報

に
つ

い
て

は
、

賃
金

動
向

等
の

把
握

の
た

め
の

補
完

的
な

情
報

と
し

て
活

用
を

図
る

こ
と

を
視

野
に

本
格

的
に

研
究

を
行

う
。

内
閣

府
、

財
務

省
令

和
５

年
度

（
2
0
2
3
年

度
）

か
ら

実
施

す
る

。

・
　

行
政

記
録

情
報

の
デ

ー
タ

の
特

徴
や

利
活

用
方

法
等

に
つ

い
て

分
析

を
行

っ
て

い
る

と
こ

ろ
。

税
情

報
に

つ
い

て
は

、
財

務
省

の
協

力
の

下
、

賃
金

動
向

等
と

の
関

係
に

つ
い

て
分

析
し

て
い

る
が

、
制

度
要

因
等

に
よ

る
影

響
も

大
き

く
、

引
き

続
き

検
討

中
。

継
続

実
施

1
0
8

◎
　

港
湾

調
査

に
つ

い
て

、
港

湾
関

連
業

務
の

効
率

化
を

図
る

シ
ス

テ
ム

で
あ

る
「

サ
イ

バ
ー

ポ
ー

ト
」

の
本

格
導

入
に

よ
り

、
行

政
記

録
情

報
等

の
活

用
や

報
告

者
負

担
の

軽
減

を
一

層
推

進
す

る
と

と
も

に
、

調
査

方
法

の
再

整
理

及
び

調
査

票
情

報
等

の
一

元
管

理
を

実
現

す
る

。

国
土

交
通

省
令

和
５

年
（

2
0
2
3
年

）
中

に
結

論
を

得
る

。

・
　

令
和

６
年

（
2
0
2
4
年

）
調

査
（

甲
種

港
湾

：
令

和
６

年
（

2
0
2
4
年

）
１

月
分

、
乙

種
港

湾
：

令
和

６
年

（
2
0
2
4
年

）
分

）
か

ら
、

調
査

方
法

の
一

つ
と

し
て

、
サ

イ
バ

ー
ポ

ー
ト

を
用

い
た

オ
ン

ラ
イ

ン
報

告
が

可
能

と
な

る
よ

う
調

査
計

画
を

見
直

し
、

令
和

５
年

（
2
0
2
3
年

）
７

月
に

総
務

大
臣

へ
の

承
認

申
請

を
行

い
、

同
年

９
月

に
承

認
さ

れ
た

。
こ

れ
に

よ
り

、
行

政
記

録
情

報
等

の
活

用
に

よ
る

調
査

票
の

作
成

、
自

動
集

計
・

チ
ェ

ッ
ク

機
能

等
の

導
入

に
よ

る
報

告
者

負
担

の
軽

減
、

調
査

票
情

報
等

の
一

元
的

な
管

理
等

が
可

能
と

な
る

。
な

お
、

調
査

方
法

の
再

整
理

に
つ

い
て

は
、

即
時

に
サ

イ
バ

ー
ポ

ー
ト

を
導

入
す

る
こ

と
が

困
難

な
調

査
対

象
港

湾
も

一
定

程
度

存
在

す
る

こ
と

や
、

従
来

の
調

査
方

法
を

望
む

又
は

オ
ン

ラ
イ

ン
報

告
が

困
難

な
報

告
者

が
い

る
こ

と
等

に
配

慮
し

、
全

港
湾

に
お

け
る

サ
イ

バ
ー

ポ
ー

ト
へ

の
移

行
は

直
ち

に
は

困
難

で
あ

る
こ

と
か

ら
、

従
来

の
調

査
方

法
も

存
置

す
る

こ
と

と
し

た
。

実
施

済

1
0
9

○
　

統
計

委
員

会
を

中
心

に
情

報
の

共
有

や
府

省
間

の
連

携
を

強
化

し
つ

つ
、

行
政

記
録

情
報

等
の

統
計

作
成

へ
の

活
用

を
通

じ
た

研
究

・
検

討
を

推
進

す
る

。

総
務

省
、

各
府

省
令

和
５

年
度

（
2
0
2
3
年

度
）

か
ら

実
施

す
る

。

・
　

統
計

委
員

会
の

第
４

回
デ

ジ
タ

ル
部

会
（

令
和

６
年

（
2
0
2
4
年

）
1
2

月
）

で
は

、
行

政
記

録
情

報
や

ビ
ッ

グ
デ

ー
タ

情
報

を
利

活
用

し
た

事
例

を
紹

介
し

、
各

府
省

へ
の

情
報

の
共

有
を

図
っ

た
。

継
続

実
施
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項
　

目
N
o
.

具
 
体

 
的

 
な

 
措

 
置

 
、

方
 
策

 
等

担
当

府
省

実
施

時
期

令
和

６
年

度
（

2
0
2
4
年

度
）

末
時

点
の

検
討

状
況

又
は

進
捗

状
況

実
施

済
等

の
別

1
1
0

○
　

総
務

省
及

び
独

立
行

政
法

人
統

計
セ

ン
タ

ー
は

、
企

業
調

査
支

援
事

業
の

業
務

効
率

化
並

び
に

政
府

統
計

共
同

利
用

シ
ス

テ
ム

の
ｅ

－
Ｓ

ｕ
ｒ

ｖ
ｅ

ｙ
を

含
め

た
利

便
性

の
向

上
及

び
調

査
対

象
者

の
負

担
軽

減
を

図
る

た
め

、
・

調
査

対
象

と
な

っ
た

企
業

等
の

情
報

シ
ス

テ
ム

、
セ

キ
ュ

リ
テ

ィ
、

業
務

体
制

等
に

応
じ

て
柔

軟
な

回
答

記
入

に
対

応
で

き
る

よ
う

、
Ｈ

Ｔ
Ｍ

Ｌ
形

式
、

マ
ク

ロ
無

し
エ

ク
セ

ル
形

式
な

ど
、

電
子

調
査

票
の

形
式

を
多

様
化

す
る

。
・

調
査

対
象

者
に

よ
る

デ
ー

タ
入

力
の

手
間

を
軽

減
す

る
た

め
の

フ
ァ

イ
ル

取
込

み
機

能
を

実
装

す
る

。
・

現
在

、
電

話
や

電
子

メ
ー

ル
で

行
わ

れ
て

い
る

、
調

査
対

象
者

に
対

す
る

回
答

内
容

に
係

る
疑

義
照

会
な

ど
を

、
オ

ン
ラ

イ
ン

調
査

シ
ス

テ
ム

内
で

行
う

こ
と

が
で

き
る

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
機

能
を

提
供

す
る

。
　

な
ど

の
検

討
に

速
や

か
に

着
手

す
る

と
と

も
に

、
更

な
る

利
便

性
・

安
全

性
向

上
の

た
め

の
機

能
に

つ
い

て
も

検
討

を
行

い
、

改
修

を
進

め
る

。

総
務

省
令

和
５

年
度

（
2
0
2
3
年

度
）

以
降

も
引

き
続

き
実

施
す

る
。

・
（

項
目

第
３

－
４

 
N
o
.
8
4
 
参

照
）

継
続

実
施

1
1
1

○
　

統
計

調
査

の
企

画
に

当
た

っ
て

は
、

上
記

ｅ
－

Ｓ
ｕ

ｒ
ｖ

ｅ
ｙ

の
積

極
的

な
導

入
を

検
討

し
、

回
答

率
の

向
上

や
集

計
等

の
効

率
化

等
を

含
め

オ
ン

ラ
イ

ン
調

査
の

推
進

を
図

る
。

各
府

省
令

和
５

年
度

（
2
0
2
3
年

度
）

か
ら

実
施

す
る

。

・
（

項
目

第
３

－
４

 
N
o
.
8
5
 
参

照
）

継
続

実
施

1
1
2

○
　

統
計

精
度

や
回

収
率

の
向

上
、

業
務

の
効

率
化

に
資

す
る

企
業

調
査

支
援

事
業

の
充

実
・

発
展

を
図

る
観

点
か

ら
、

独
立

行
政

法
人

統
計

セ
ン

タ
ー

に
お

け
る

専
任

ス
タ

ッ
フ

の
計

画
的

な
育

成
や

人
材

確
保

の
た

め
の

環
境

改
善

を
含

め
必

要
な

体
制

を
整

備
す

る
。

総
務

省
令

和
５

年
度

（
2
0
2
3
年

度
）

か
ら

実
施

す
る

。

・
　

調
査

実
施

者
か

ら
の

委
託

を
受

け
た

経
済

構
造

実
態

調
査

、
科

学
技

術
研

究
調

査
及

び
経

済
産

業
省

企
業

活
動

基
本

調
査

の
実

施
を

通
じ

て
、

企
業

形
態

が
複

雑
な

大
企

業
に

対
す

る
継

続
的

な
信

頼
関

係
の

構
築

、
企

業
会

計
の

知
識

に
基

づ
く

徹
底

し
た

品
質

管
理

、
工

程
管

理
及

び
情

報
管

理
を

行
い

つ
つ

、
正

確
な

報
告

デ
ー

タ
作

成
の

た
め

の
製

表
業

務
を

着
実

に
行

い
な

が
ら

、
専

任
ス

タ
ッ

フ
の

育
成

と
ノ

ウ
ハ

ウ
の

蓄
積

を
行

っ
て

い
る

。
 
さ

ら
に

、
令

和
７

年
（

2
0
2
5
年

）
１

月
か

ら
は

、
上

記
３

調
査

に
加

え
て

新
た

に
サ

ー
ビ

ス
産

業
動

態
統

計
調

査
を

実
施

し
て

お
り

、
こ

れ
に

対
応

す
る

た
め

の
専

任
ス

タ
ッ

フ
を

増
員

す
る

な
ど

、
更

な
る

体
制

強
化

を
図

っ
た

。

継
続

実
施

1
1
3

○
　

ビ
ッ

グ
デ

ー
タ

を
活

用
し

た
試

行
的

な
取

組
（

ビ
ッ

グ
デ

ー
タ

・
ト

ラ
イ

ア
ル

）
を

順
次

実
施

し
、

そ
の

成
果

（
β

版
、

試
算

値
、

参
考

値
な

ど
）

及
び

デ
ー

タ
に

関
す

る
情

報
を

可
能

な
限

り
公

開
し

、
フ

ィ
ー

ド
バ

ッ
ク

を
得

て
更

に
検

証
を

進
め

る
。

総
務

省
、

各
府

省
令

和
５

年
度

（
2
0
2
3
年

度
）

か
ら

実
施

す
る

。

・
　

人
流

デ
ー

タ
を

活
用

し
た

国
内

延
べ

宿
泊

者
数

の
試

算
等

に
つ

い
て

実
証

研
究

を
行

っ
て

お
り

、
第

2
3
回

ビ
ッ

グ
デ

ー
タ

連
携

会
議

（
令

和
７

年
（

2
0
2
5
年

）
３

月
2
5
日

）
に

お
い

て
こ

の
取

組
に

つ
い

て
報

告
を

行
い

（
当

該
資

料
は

公
表

）
、

構
成

員
と

の
意

見
交

換
を

行
っ

た
。

継
続

実
施
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担
当

府
省

実
施

時
期

令
和

６
年

度
（

2
0
2
4
年

度
）

末
時

点
の

検
討

状
況

又
は

進
捗

状
況

実
施

済
等

の
別

1
1
4

○
　

ビ
ッ

グ
デ

ー
タ

を
活

用
し

た
試

行
的

な
取

組
（

ビ
ッ

グ
デ

ー
タ

・
ト

ラ
イ

ア
ル

）
を

行
う

た
め

、
ビ

ッ
グ

デ
ー

タ
を

試
験

的
に

利
用

（
ビ

ッ
グ

デ
ー

タ
・

シ
ェ

ア
リ

ン
グ

）
で

き
る

場
や

ビ
ッ

グ
デ

ー
タ

の
活

用
に

関
す

る
情

報
を

一
元

的
に

集
約

・
提

供
す

る
場

（
ビ

ッ
グ

デ
ー

タ
・

ポ
ー

タ
ル

）
の

準
備

な
ど

効
果

的
な

環
境

整
備

を
行

う
。

こ
の

う
ち

、
ビ

ッ
グ

デ
ー

タ
・

ポ
ー

タ
ル

に
お

い
て

は
、

各
府

省
や

地
方

公
共

団
体

、
民

間
企

業
等

に
お

け
る

ビ
ッ

グ
デ

ー
タ

の
活

用
に

関
し

、
情

報
共

有
、

関
係

者
同

士
の

マ
ッ

チ
ン

グ
、

新
た

な
利

活
用

事
例

の
創

出
等

に
向

け
た

取
組

の
促

進
を

検
討

す
る

と
と

も
に

、
ビ

ッ
グ

デ
ー

タ
・

ポ
ー

タ
ル

を
利

用
す

る
利

用
者

の
ニ

ー
ズ

等
も

踏
ま

え
、

情
報

の
ア

ッ
プ

デ
ー

ト
や

機
能

の
追

加
・

強
化

な
ど

、
必

要
な

対
応

を
随

時
行

う
。

ま
た

、
ビ

ッ
グ

デ
ー

タ
・

シ
ェ

ア
リ

ン
グ

の
実

施
に

向
け

、
主

に
ビ

ッ
グ

デ
ー

タ
の

保
有

者
で

あ
る

民
間

企
業

と
連

携
し

つ
つ

、
デ

ー
タ

分
析

に
係

る
イ

ベ
ン

ト
等

を
随

時
開

催
す

る
な

ど
、

関
係

者
の

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

の
構

築
を

図
る

た
め

の
取

組
を

検
討

す
る

。

総
務

省
令

和
５

年
度

（
2
0
2
3
年

度
）

か
ら

実
施

す
る

。

・
　

令
和

５
年

（
2
0
2
3
年

）
１

月
か

ら
、

ビ
ッ

グ
デ

ー
タ

の
活

用
に

関
す

る
情

報
を

一
元

的
に

集
約

・
提

供
す

る
「

ビ
ッ

グ
デ

ー
タ

・
ポ

ー
タ

ル
」

の
試

行
運

用
を

開
始

。
令

和
７

年
（

2
0
2
5
年

）
３

月
末

で
、

ビ
ッ

グ
デ

ー
タ

情
報

4
9
件

、
サ

ン
プ

ル
デ

ー
タ

８
件

、
活

用
事

例
6
4
件

を
掲

載
し

て
お

り
、

掲
載

コ
ン

テ
ン

ツ
の

充
実

や
情

報
の

ア
ッ

プ
デ

ー
ト

を
進

め
て

い
る

。
　

ま
た

、
ビ

ッ
グ

デ
ー

タ
を

保
有

す
る

民
間

企
業

と
連

携
し

て
、

各
府

省
職

員
を

対
象

に
ビ

ッ
グ

デ
ー

タ
利

活
用

事
例

を
説

明
す

る
イ

ベ
ン

ト
を

開
催

し
、

こ
れ

ら
を

橋
渡

し
す

る
取

組
を

行
っ

た
。

継
続

実
施

1
1
5

○
総

務
省

、
各

府
省

・
　

毎
年

実
施

し
て

い
る

「
行

政
記

録
情

報
等

及
び

民
間

企
業

等
が

保
有

す
る

ビ
ッ

グ
デ

ー
タ

等
の

統
計

作
成

へ
の

活
用

に
係

る
実

態
調

査
」

に
よ

り
、

民
間

企
業

等
が

保
有

す
る

ビ
ッ

グ
デ

ー
タ

等
を

経
常

的
に

活
用

し
て

い
る

統
計

等
の

概
要

を
把

握
し

、
総

務
省

の
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
に

お
い

て
掲

載
し

て
い

る
。

【
総

務
省

（
政

策
統

括
官

）
】

継
続

実
施

・ ・

　
水

稲
調

査
で

は
、

令
和

６
年

（
2
0
2
4
年

）
７

月
以

降
年

５
回

、
水

稲
の

生
育

に
応

じ
て

段
階

的
に

予
想

収
量

等
を

公
表

し
て

お
り

、
人

工
衛

星
デ

ー
タ

は
、

７
月

、
８

月
の

水
稲

の
作

柄
予

測
に

活
用

し
て

い
る

。
当

該
予

測
手

法
に

つ
い

て
、

令
和

７
年

（
2
0
2
5
年

）
産

以
降

の
実

運
用

に
向

け
た

効
率

的
か

つ
精

緻
な

水
稲

作
柄

予
測

手
法

の
検

討
を

令
和

６
年

（
2
0
2
4

年
）

に
実

施
し

た
と

こ
ろ

、
利

活
用

上
求

め
ら

れ
る

数
値

の
精

緻
さ

を
満

た
せ

な
い

こ
と

か
ら

導
入

は
見

送
っ

た
が

、
引

き
続

き
、

予
測

手
法

導
入

に
向

け
検

討
を

行
う

。
　

衛
星

画
像

デ
ー

タ
（

光
学

（
４

バ
ン

ド
）

、
Ｓ

Ａ
Ｒ

（
後

方
散

乱
強

度
）

）
等

を
教

師
デ

ー
タ

に
、

ラ
ン

ダ
ム

フ
ォ

レ
ス

ト
（

Ａ
Ⅰ

手
法

）
に

よ
り

構
築

さ
れ

た
水

稲
作

付
判

別
モ

デ
ル

を
用

い
て

、
水

稲
作

付
面

積
を

推
計

し
手

法
と

課
題

の
整

理
を

行
っ

た
。

【
農

林
水

産
省

】

・
　

商
業

動
態

統
計

で
は

Ｐ
Ｏ

Ｓ
デ

ー
タ

を
活

用
・

提
出

が
可

能
な

調
査

は
丁

２
（

家
電

大
型

専
門

店
）

の
み

で
あ

り
、

丁
２

（
家

電
大

型
専

門
店

）
調

査
対

象
事

業
所

の
う

ち
、

Ｐ
Ｏ

Ｓ
デ

ー
タ

に
よ

る
調

査
票

提
出

を
し

て
い

な
い

事
業

所
と

は
引

き
続

き
調

整
を

行
っ

て
い

る
と

こ
ろ

。
【

経
済

産
業

省
】

　
Ｐ

Ｏ
Ｓ

デ
ー

タ
（

消
費

者
物

価
指

数
、

商
業

動
態

統
計

調
査

等
）

、
ウ

ェ
ブ

ス
ク

レ
イ

ピ
ン

グ
デ

ー
タ

（
消

費
者

物
価

指
数

等
）

及
び

人
工

衛
星

デ
ー

タ
（

作
物

統
計

調
査

、
Ｓ

Ｄ
Ｇ

グ
ロ

ー
バ

ル
指

標
等

）
等

、
既

存
の

公
的

統
計

の
中

で
活

用
さ

れ
て

い
る

デ
ー

タ
に

つ
い

て
、

必
要

性
や

費
用

対
効

果
等

も
踏

ま
え

、
活

用
の

対
象

を
拡

大
す

る
な

ど
、

こ
れ

ら
の

デ
ー

タ
活

用
の

横
展

開
を

検
討

す
る

。

令
和

５
年

度
（

2
0
2
3
年

度
）

か
ら

実
施

す
る

。
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担
当

府
省

実
施

時
期

令
和

６
年

度
（

2
0
2
4
年

度
）

末
時

点
の

検
討

状
況

又
は

進
捗

状
況

実
施

済
等

の
別

1
1
6

○
　

ビ
ッ

グ
デ

ー
タ

に
関

す
る

各
種

課
題

の
解

決
に

向
け

、
総

務
省

が
中

心
と

な
っ

て
各

府
省

や
関

係
機

関
と

も
連

携
し

つ
つ

、
各

種
デ

ー
タ

の
実

証
研

究
等

を
行

い
、

ビ
ッ

グ
デ

ー
タ

連
携

会
議

に
報

告
す

る
。

総
務

省
、

各
府

省
令

和
５

年
度

（
2
0
2
3
年

度
）

か
ら

実
施

す
る

。

・
　

令
和

６
年

度
（

2
0
2
4
年

度
）

に
お

い
て

も
ビ

ッ
グ

デ
ー

タ
連

携
会

議
を

開
催

し
、

総
務

省
に

お
い

て
実

施
し

て
い

る
人

流
デ

ー
タ

を
活

用
し

た
国

内
延

べ
宿

泊
者

数
の

試
算

等
に

係
る

実
証

研
究

や
「

ビ
ッ

グ
デ

ー
タ

・
ポ

ー
タ

ル
」

の
取

組
、

民
間

企
業

等
に

お
け

る
ビ

ッ
グ

デ
ー

タ
の

利
活

用
事

例
等

に
つ

い
て

意
見

交
換

を
行

い
、

各
府

省
に

広
く

情
報

を
共

有
し

継
続

実
施

(
2
)
　

統
計

調
査

の
環

境
整

備
、

国
民

全
体

の
統

計
に

対
す

る
理

解
増

進

1
1
7

○
各

府
省

、
総

務
省

・
　

共
同

住
宅

内
に

お
け

る
統

計
調

査
を

円
滑

に
実

施
す

る
た

め
、

令
和

６
年

度
（

2
0
2
4
年

度
）

に
実

施
予

定
の

政
府

統
計

調
査

等
の

情
報

を
政

策
統

括
官

室
に

お
い

て
マ

ン
シ

ョ
ン

管
理

関
係

団
体

へ
提

供
す

る
と

と
も

に
、

当
該

取
組

を
地

方
公

共
団

体
に

情
報

提
供

す
る

こ
と

で
連

携
強

化
を

図
っ

た
。

さ
ら

に
、

マ
ン

シ
ョ

ン
管

理
関

係
団

体
に

お
け

る
政

府
統

計
調

査
等

の
情

報
の

活
用

状
況

に
関

し
て

、
政

策
統

括
官

室
内

で
フ

ォ
ロ

ー
ア

ッ
プ

を
実

施
し

て
お

り
、

当
該

活
用

状
況

に
つ

い
て

も
、

地
方

公
共

団
体

に
情

報
提

供
を

行
っ

た
。

【
総

務
省

（
政

策
統

括
官

）
】

継
続

実
施

・
　

財
務

省
・

国
税

庁
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
や

業
界

誌
等

へ
の

協
力

依
頼

文
の

掲
載

、
報

告
者

へ
の

周
知

文
の

送
付

な
ど

、
広

報
の

充
実

・
強

化
に

引
き

続
き

取
り

組
ん

で
い

る
。

【
財

務
省

】
・

　
厚

生
労

働
省

ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ

に
お

い
て

、
「

調
査

実
施

の
お

知
ら

せ
」

や
「

調
査

の
概

要
」

等
の

情
報

を
掲

載
す

る
と

と
も

に
、

関
係

団
体

等
へ

の
調

査
協

力
依

頼
を

行
い

、
報

告
者

に
対

す
る

広
報

に
努

め
て

い
る

。
【

厚
生

労
働

省
】

・
 
農

林
水

産
省

の
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
に

掲
載

し
て

い
る

各
調

査
の

「
調

査
の

概
要

」
に

報
告

義
務

等
を

掲
載

し
、

周
知

を
行

っ
た

。
【

農
林

水
産

省
】

・
　

経
済

産
業

省
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
に

お
い

て
、

統
計

調
査

に
関

す
る

「
お

知
ら

せ
」

や
「

調
査

に
ご

協
力

い
た

だ
い

て
い

る
方

へ
」

等
の

情
報

を
報

告
者

及
び

広
く

一
般

の
方

へ
情

報
発

信
を

行
う

と
と

も
に

、
統

計
を

分
析

し
た

記
事

な
ど

、
統

計
に

関
す

る
情

報
発

信
等

の
取

組
を

実
施

し
た

。
【

経
済

産
業

省
】

1
1
8

○
総

務
省

・
　

独
立

行
政

法
人

統
計

セ
ン

タ
ー

、
大

学
利

用
機

関
法

人
情

報
・

シ
ス

テ
ム

研
究

機
構

統
計

数
理

研
究

所
及

び
一

般
財

団
法

人
日

本
統

計
協

会
と

の
共

催
に

よ
り

、
「

統
計

デ
ー

タ
分

析
コ

ン
ペ

テ
ィ

シ
ョ

ン
」

を
開

催
し

、
「

統
計

の
日

」
に

合
わ

せ
て

受
賞

者
を

決
定

し
た

。
　

社
会

人
を

主
な

対
象

と
し

た
「

デ
ー

タ
サ

イ
エ

ン
ス

・
オ

ン
ラ

イ
ン

講
座

」
の

目
的

別
各

種
講

座
を

継
続

的
に

実
施

し
つ

つ
、

「
誰

で
も

使
え

る
統

計
オ

ー
プ

ン
デ

ー
タ

」
の

リ
ニ

ュ
ー

ア
ル

を
実

施
す

る
な

ど
の

コ
ン

テ
ン

ツ
を

拡
充

し
た

ほ
か

、
「

デ
ー

タ
サ

イ
エ

ン
ス

・
オ

ン
ラ

イ
ン

講
座

」
の

特
別

編
で

あ
る

プ
ロ

グ
ラ

ミ
ン

グ
講

座
や

小
学

生
向

け
の

オ
ン

ラ
イ

ン
講

座
「

わ
く

わ
く

！
統

計
ア

カ
デ

ミ
ー

 
ｆ

ｏ
ｒ

 
Ｋ

Ｉ
Ｄ

Ｓ
」

を
継

続
的

に
実

施
し

て
い

る
。

【
総

務
省

（
統

計
局

）
】

継
続

実
施

・
　

「
統

計
の

日
」

に
関

連
し

た
行

事
と

し
て

、
令

和
６

年
（

2
0
2
4
年

）
1
0

月
に

東
京

都
新

宿
区

で
統

計
デ

ー
タ

・
グ

ラ
フ

フ
ェ

ア
を

開
催

し
た

。
令

和
６

年
度

（
2
0
2
4
年

度
）

の
グ

ラ
フ

・
フ

ェ
ア

で
は

、
例

年
実

施
し

て
い

る
統

計
グ

ラ
フ

全
国

コ
ン

ク
ー

ル
の

入
賞

作
品

、
関

係
省

の
統

計
調

査
に

関
す

る
資

料
の

展
示

、
都

道
府

県
に

よ
る

統
計

デ
ー

タ
を

用
い

た
企

画
資

料
の

展
示

に
加

え
、

令
和

７
年

（
2
0
2
5
年

）
国

勢
調

査
の

紹
介

コ
ー

ナ
ー

や
、

統
計

関
連

コ
ン

テ
ン

ツ
の

体
験

コ
ー

ナ
ー

を
設

け
、

国
民

に
対

し
て

統
計

の
重

要
性

を
ア

ピ
ー

ル
す

る
と

と
も

に
、

統
計

調
査

へ
の

協
力

を
働

き
か

け
た

。
【

総
務

省
（

政
策

統
括

官
）

】

令
和

５
年

度
（

2
0
2
3
年

度
）

か
ら

実
施

す
る

。

　
統

計
リ

テ
ラ

シ
ー

の
向

上
、

ま
た

、
国

民
や

事
業

者
の

統
計

調
査

に
対

す
る

協
力

意
識

の
醸

成
や

統
計

人
材

の
育

成
の

観
点

か
ら

、
関

係
府

省
や

高
等

教
育

機
関

等
と

連
携

し
つ

つ
、

「
統

計
の

日
」

を
中

心
と

し
た

各
種

事
業

・
イ

ベ
ン

ト
の

開
催

、
地

方
公

共
団

体
に

お
け

る
取

組
の

支
援

を
行

う
ほ

か
、

よ
り

き
め

細
や

か
な

習
熟

度
別

や
業

務
別

と
い

っ
た

様
々

な
切

り
口

で
の

学
習

コ
ン

テ
ン

ツ
等

を
作

成
し

、
そ

れ
ら

の
更

な
る

充
実

を
図

る
と

と
も

に
、

そ
れ

ら
の

提
供

手
段

の
多

様
化

も
図

る
。

令
和

５
年

度
（

2
0
2
3
年

度
）

か
ら

実
施

す
る

。

　
各

府
省

は
、

統
計

調
査

の
必

要
性

・
重

要
性

や
罰

則
規

定
を

含
め

た
報

告
義

務
の

周
知

な
ど

、
報

告
者

に
対

す
る

広
報

の
充

実
・

強
化

に
引

き
続

き
取

り
組

む
こ

と
と

す
る

。
ま

た
、

総
務

省
は

、
共

同
住

宅
内

に
お

け
る

統
計

調
査

を
円

滑
に

実
施

す
る

た
め

、
関

係
府

省
の

協
力

を
得

て
、

地
方

公
共

団
体

と
も

連
携

し
つ

つ
、

マ
ン

シ
ョ

ン
管

理
関

係
団

体
等

と
の

連
携

強
化

を
図

る
。
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公
的
統
計
基
本
計
画
の
こ
れ
ま
で
の
変
遷

公
的
統
計
基
本
計
画
の
こ
れ
ま
で
の
変
遷

備
考

主
な
内
容

期
間

閣
議
決
定

○
公
的
統
計
の
体
系
的
整
備
の
根
幹
とな
る
統
計
を
「基

幹
統
計
」と
して
整
備

○
経
済
セ
ンサ
ス
や
事
業
所
⺟
集
団
デ
ー
タベ
ー
ス
の
構
築

○
⺠
間
事
業
者
の
活
⽤
や
統
計
デ
ー
タの
有
効
活
⽤
の
推

進
等

平
成
21
年
度
〜

平
成
25
年
度

H2
1.
3.
13

第
Ⅰ
期


統
計
改
⾰
の
基
本
⽅
針
（
H2
8.
12
経
済

財
政
諮
問
会
議
決
定
）

→
経
済
統
計
改
善
の
取
組
、公

的
統
計

基
本
計
画
の
前
倒
し改

定
等


統
計
改
⾰
推
進
会
議
最
終
取
りま
とめ

（
H2
9.
5）

○
20
08
SN
Aへ
の
対
応
、経

済
統
計
の
整
備

○
オ
ンラ
イン
調
査
の
推
進
等
、統

計
作
成
の
効
率
化
に
よ

る
報
告
者
の
負
担
軽
減
に
向
け
た
取
組
の
実
施

○
政
府
統
計
の
総
合
窓
⼝
（
e-
St
at
）
の
機
能
拡
充
、

統
計
デ
ー
タの
有
効
活
⽤
の
推
進

等

平
成
26
年
度
〜

平
成
29
年
度

（
１
年
短
縮
）

H2
6.
3.
25

第
Ⅱ
期


毎
⽉
勤
労
統
計
調
査
の
不
適
切
な
処
理

（
H3
1.
1〜

）
→

統
計
委
員
会
建
議
（
R1
.6
、R
1.
9）

→
統
計
改
⾰
推
進
会
議

総
合
的
対
策

取
りま
とめ
（
R1
.1
2）

○
国
⺠
経
済
計
算
の
四
半
期
別
Ｇ
Ｄ
Ｐ
速
報
（
Ｑ

Ｅ
）
及
び
年
次
推
計
の
改
善
、国

⺠
経
済
計
算
の
供

給
・使
⽤
表
（
Ｓ
Ｕ
Ｔ
）
体
系
へ
の
移
⾏
に
向
け
た
Ｓ

Ｕ
Ｔ
に
係
る
基
本
構
成
の
⼤
枠
の
取
りま
とめ

○
経
済
セ
ンサ
ス
-活
動
調
査
の
中
間
年
に
お
け
る
産
業
横

断
的
な
経
済
構
造
実
態
調
査
の
創
設
、事

業
所
⺟
集

団
DB
の
整
備
、企

業
調
査
⽀
援
事
業
等

○
特
定
の
場
所
で
セ
キ
ュリ
テ
ィを
確
保
して
利
⽤
す
る
オ
ン

サ
イト
利
⽤
の
環
境
整
備

平
成
30
年
度
〜

令
和
４
年
度

H3
0.
3.
6

第
Ⅲ
期


建
設
⼯
事
受
注
動
態
統
計
調
査
の
不
適

切
な
処
理
（
R3
.1
2〜

）
→

統
計
委
員
会
建
議
（
R4
.8
）

○
品
質
確
保
に
向
け
た
取
組
の
強
化

○
⼈
材
の
確
保
・育
成

等
（
令
和
２
年
度

に
⼀
部
変
更
）

R2
.6
.2

第
Ⅳ
期
公
的
統
計
基
本
計
画
（
令
和
５
年
３
⽉
28
⽇
）

資
料
１
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資
料
２
 
基
幹
統
計
及
び
基
幹
統
計
調
査
一
覧
 

（
令
和
６
年
度
(
20
2
4年

度
)末

現
在
）
 

府
省
名

 
基

幹
統

計
 

基
幹
統
計

調
査

 
左

に
掲

げ
た

基
幹

統
計

の
作

成
を

目
的
と
す
る
統
計
調
査
 

府
省
名

 
基

幹
統

計
 

基
幹

統
計

調
査

 
左

に
掲

げ
た

基
幹

統
計

の
作

成
を

目
的
と
す
る
統
計
調
査
 

内
閣
府

 
国

民
経

済
計

算
（

※
）

 
-
 

農
林
水
産

省
 

 
農
林
業

構
造

統
計

 
農

林
業

セ
ン

サ
ス

 

総
務
省

 
 

国
勢

統
計

 
国
勢
調
査

 
牛
乳
乳
製

品
統

計
 

牛
乳

乳
製

品
統

計
調

査
 

住
宅

・
土

地
統

計
 

住
宅
・
土

地
統
計

調
査

 
作
物
統

計
 

作
物

統
計

調
査

 

労
働

力
統

計
 
 

労
働
力
調

査
 

海
面
漁

業
生

産
統

計
 

海
面

漁
業

生
産

統
計

調
査

 

小
売

物
価

統
計

 
小
売
物
価

統
計
調

査
 

漁
業
構
造

統
計

 
漁

業
セ

ン
サ

ス
 

家
計

統
計

 
 

家
計
調
査

 
木
材
統
計

 
木

材
統

計
調

査
 

個
人

企
業

経
済

統
計

 
 

個
人
企
業

経
済
調

査
 
 

農
業
経

営
統

計
 

農
業

経
営

統
計

調
査

 

科
学

技
術

研
究

統
計

 
 

科
学
技
術

研
究
調

査
 

経
済
産
業

省
 

 
 

経
済
産
業

省
生

産
動

態
統

計
 

経
済

産
業

省
生

産
動

態
統

計
調

査
 

地
方

公
務

員
給

与
実

態
統

計
 
 

地
方
公
務

員
給
与

実
態
調

査
 
 

ガ
ス
事

業
生

産
動

態
統

計
 

ガ
ス

事
業

生
産

動
態

統
計

調
査

 

就
業

構
造

基
本

統
計

 
 

就
業
構
造

基
本
調

査
 

石
油
製
品

需
給

動
態

統
計

 
石

油
製

品
需

給
動

態
統

計
調

査
 

全
国

家
計

構
造

統
計

 
 

全
国
家
計

構
造
調

査
 

商
業
動
態

統
計

 
商

業
動

態
統

計
調

査
 

社
会

生
活

基
本

統
計

 
 

社
会
生
活

基
本
調

査
 
 

経
済
産

業
省
特

定
業

種
石

油
等
消

費
統

計
 

経
済
産

業
省
特

定
業

種
石

油
等
消

費
統

計
調
査

 

サ
ー

ビ
ス

産
業

動
態

統
計

 
サ
ー
ビ
ス

産
業
動

態
統
計

調
査

 
経
済
産

業
省

企
業

活
動

基
本

統
計

 
経

済
産

業
省

企
業

活
動

基
本

調
査

 

人
口

推
計

（
※

）
 
 

-
 

鉱
工
業

指
数

（
※

）
 

-
 

財
務
省

 
 

法
人

企
業

統
計

 
 

法
人
企
業

統
計
調

査
 
 

国
土
交
通

省
 

 
港
湾
統
計

 
港

湾
調

査
 

民
間

給
与

実
態

統
計

 
 

民
間
給
与

実
態
統

計
調
査
 
 

造
船
造

機
統

計
 

造
船

造
機

統
計

調
査

 

文
部
科
学

省
 

 
学

校
基

本
統

計
 

学
校
基
本

調
査
 
 

建
築
着

工
統

計
 

建
築

着
工

統
計

調
査

 

学
校

保
健

統
計

 
 

学
校
保
健

統
計
調

査
 

鉄
道
車
両

等
生

産
動

態
統

計
 

鉄
道

車
両

等
生

産
動

態
統

計
調

査
 

学
校

教
員

統
計

 
 

学
校
教
員

統
計
調

査
 
 

建
設
工

事
統

計
 

建
設

工
事

統
計

調
査

 

社
会

教
育

統
計

 
社
会
教
育

調
査
 
 

船
員
労

働
統

計
 

船
員

労
働

統
計

調
査

 

厚
生
労
働

省
 

 
人

口
動

態
統

計
 

人
口
動
態

調
査

 
自
動
車
輸

送
統

計
 

自
動

車
輸

送
統

計
調

査
 

毎
月

勤
労

統
計

 
 

毎
月
勤
労

統
計
調

査
 

内
航
船
舶

輸
送

統
計

 
内

航
船

舶
輸

送
統

計
調

査
 

薬
事

工
業

生
産

動
態

統
計

 
 

薬
事
工
業

生
産
動

態
統
計

調
査

 
法
人
土

地
・

建
物

基
本

統
計

 
法

人
土

地
・

建
物

基
本

調
査

 

医
療

施
設

統
計

 
 

医
療
施
設

調
査

 
総
務
省
及

び
 

経
済
産
業

省
 

経
済
構
造

統
計

 
経

済
セ

ン
サ

ス
‐

基
礎

調
査

 
（
注
３
）
 

患
者

統
計

 
 

患
者
調
査

 
経

済
セ

ン
サ

ス
‐

活
動

調
査

 
（
注
３
）
 

賃
金

構
造

基
本

統
計

 
 

賃
金
構
造

基
本
統

計
調
査
 
 

経
済

構
造

実
態

調
査

 

国
民

生
活

基
礎

統
計

 
 

国
民
生
活

基
礎
調

査
 
 

1
0
府
省

（
注
２
）
 
産
業
連
関

表
（

※
）

 
-
 

生
命

表
（

※
）

 
 

-
 

 

社
会

保
障

費
用

統
計

（
※

）
 
 

-
 

（
注

１
）
「

基
幹

統
計
」
欄
に
（
※
）
を
付
し
た
も
の
は
、
統
計
調

査
以
外

の
方

法
に

よ
り

作
成
さ

れ
る
基

幹
統
計

で
あ

る
こ

と
か

ら
、
対

応
す
る

基
幹
統
計
調
査
の
欄
は
空
欄
に
な
っ
て
い
る
。
 

（
注

２
）
内

閣
府
、
金
融
庁
、
総
務
省
、
財
務
省
、
文
部
科

学
省
、

厚
生
労

働
省

、
農

林
水

産
省
、

経
済
産

業
省
、

国
土

交
通

省
及

び
環
境

省
 

（
注

３
）
経

済
セ
ン
サ
ス
‐
基
礎
調
査
は
、
総
務
省
の
単
独

調
査
と

し
て
実

施
。

経
済

セ
ン

サ
ス
‐

活
動
調

査
は
、

総
務

省
及

び
経

済
産
業

省
の
共
管
調
査
と
し
て
実
施
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資料３ 基幹統計調査の承認一覧 

（令和６年度(2024年度)） 

実施府省 基幹統計調査の名称 
新規／変更

／中止の別 
承認年月日 

総務省 

個人企業経済調査 変更 令和６年５月13日 

経済センサス-基礎調査 変更 令和６年５月20日 

全国家計構造調査 変更 令和６年７月17日 

小売物価統計調査 変更 令和６年７月18日 

国勢調査 変更 令和６年10月29日 

科学技術研究調査 変更 令和７年３月14日 

財務省 民間給与実態統計調査 変更 令和６年10月18日 

文部科学省 
学校基本調査 変更 令和６年11月27日 

学校教員統計調査 変更 令和７年２月10日 

厚生労働省 

医療施設調査 変更 令和６年９月10日 

患者調査 変更 令和６年９月10日 

国民生活基礎調査 変更 令和６年11月27日 

薬事工業生産動態統計調査 変更 令和７年３月24日 

農林水産省 

農業経営統計調査 変更 令和６年５月10日 

農林業センサス 
変更 令和６年５月30日 

変更 令和７年２月10日 

海面漁業生産統計調査 変更 令和６年８月23日 

作物統計調査 変更 令和７年３月24日 

経済産業省 
経済産業省企業活動基本調査 変更 令和６年６月26日 

経済産業省生産動態統計調査 変更 令和６年７月16日 

国土交通省 

建築着工統計調査 変更 令和６年４月12日 

法人土地・建物基本調査 変更 令和６年５月13日 

港湾調査 変更 令和６年６月17日 

自動車輸送統計調査 変更 令和６年９月２日 

建設工事統計調査 
変更 令和６年10月９日 

変更 令和７年１月23日 

造船造機統計調査 変更 令和６年10月18日 

内航船舶輸送統計調査 
変更 令和６年10月18日 

変更 令和６年12月４日 

鉄道車両等生産動態統計調査 変更 令和６年12月25日 

（注）本表は、法第11条第１項の規定に基づき、総務大臣が令和６年度（2024年度）中に承認した基幹統計

調査の承認状況についてまとめたものである。 
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資料４ 基幹統計調査の年度別承認件数 

（令和２年度（2020年度）～令和６年度（2024年度）） 

府省名 
令和 
２年度 

（2020年度） 

令和 
３年度 

(2021年度) 

令和 
４年度 

(2022年度) 

令和 
５年度 

(2023年度) 

令和 
６年度 

(2024年度) 

総務省 11(2) 6(3) 4 4(1) 6 

財務省 2 1 0 1 1 

文部科学省 5 5 3 2 2 

厚生労働省 8 2 3 4 4 

農林水産省 4 5 1 4 5 

経済産業省 7(2) 6(3) 2 3(1) 2 

国土交通省 1 2 4 6 10 

合計 32(2) 24(3) 17 23(1) 30 

（注１）（）内の数値は共管調査（複数の府省が共同で行う調査）の数であり、承認件数の内数。共管府省

にそれぞれ１件と計上しているため、各府省の承認件数を単純合計しても、合計と一致しない。 

（注２）複数回承認されている場合、それぞれ１件と計上している。 
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資料５ 一般統計調査の承認一覧 

（令和６年度（2024年度）） 

実施府省 一般統計調査の名称 
新規／変更

の別 
承認年月日 

人事院 
民間企業の勤務条件制度等調査 変更 令和６年６月17日 

職種別民間給与実態調査 変更 令和７年３月18日 

内閣府 

民間企業投資・除却調査 変更 令和６年５月22日 

高齢社会対策総合調査（高齢者の経

済生活に関する調査） 
新規 令和６年９月17日 

消費動向調査 変更 令和６年10月３日 

人々のつながりに関する基礎調査 変更 令和６年10月15日 

市民の社会貢献に関する実態調査  変更 令和７年２月13日 

個人情報保護委員会 
中小規模事業者における個人情報等

の安全管理措置に関する実態調査 

新規 令和６年４月４日 

新規 令和７年１月30日 

こども家庭庁 

幼稚園・保育所・認定こども園等の

経営実態調査 
新規 令和６年８月６日 

こどもの福祉と保健に関する状況報

告 

新規 令和６年12月３日 

変更 令和７年１月29日 

総務省 

通信利用動向調査 変更 令和６年５月29日 

リチウムイオン電池等及びその使用

製品の回収・処分の実施状況に関す

る調査 

新規 令和６年８月27日 

令和７年国勢調査事後調査 新規 令和７年３月24日 

財務省 たばこ小売販売業調査 変更 令和６年10月24日 

文部科学省  

民間企業の研究活動に関する調査 変更 令和６年６月27日 

体育・スポーツ施設現況調査 変更 令和６年７月31日 

全国イノベーション調査 変更 令和６年８月23日 

日本語教育実態調査 変更 令和６年10月15日 

学校における教育の情報化の実態等

に関する調査 
変更 令和６年10月29日 

児童生徒の問題行動・不登校等生徒

指導上の諸課題に関する調査 
変更 令和７年２月18日 

厚生労働省 

最低賃金に関する実態調査 変更 令和６年４月12日 

労働安全衛生調査（実態調査） 変更 令和６年４月23日 

労働安全衛生調査（労働環境調査） 変更 令和６年４月23日 

労働時間制度等に関する実態調査 新規 令和６年５月７日 

雇用の構造に関する実態調査（就業

形態の多様化に関する総合実態調

査） 

変更 令和６年５月８日 

福祉行政報告例 

変更 令和６年５月29日 

変更 令和６年９月13日 

変更 令和６年12月10日 

労使関係総合調査（労使間の交渉等

に関する実態調査） 
変更 令和６年６月５日 
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実施府省 一般統計調査の名称 
新規／変更

の別 
承認年月日 

厚生労働省 

21 世紀出生児縦断調査（平成 22 年出

生児） 
変更 令和６年７月４日 

雇用均等基本調査 変更 令和６年７月８日 

歯科疾患実態調査 変更 令和６年７月29日 

医薬品価格調査 新規 令和６年７月31日 

能力開発基本調査 変更 令和６年８月５日 

国民健康・栄養調査 変更 令和６年８月６日 

外国人雇用実態調査 変更 令和６年８月20日 

就労条件総合調査 変更 令和６年８月22日 

介護事業実態調査（介護従事者処遇

状況等調査） 
変更 令和６年９月26日 

障害福祉サービス等従事者処遇状況

等調査 
変更 令和６年９月26日 

勤務間インターバル制度に関する実

態調査 
新規 令和６年10月15日 

公的年金加入状況等調査 変更 令和６年10月29日 

賃金引上げ等の実態に関する調査 変更 令和６年11月７日 

世帯主が日本の国籍を有しない被保

護世帯における医療扶助額等調査 
新規 令和６年11月19日 

喫煙環境に関する実態調査 変更 令和６年12月11日 

衛生行政報告例 
変更 令和６年12月11日 

変更 令和７年２月17日 

社会保障・人口問題基本調査（出生

動向基本調査） 
変更 令和７年１月10日 

地域保健・健康増進事業報告 変更 令和７年１月27日 

社会保障生計調査 変更 令和７年３月５日 

中高年者縦断調査 変更 令和７年３月６日 

介護サービス施設・事業所調査 変更 令和７年３月14日 

労働経済動向調査 変更 令和７年３月25日 

訪問看護療養費実態調査 変更 令和７年３月27日 

農林水産省 

木材流通統計調査（木材価格統計調

査） 
変更 令和６年５月16日 

生産者の米穀在庫等調査   変更 令和６年６月28日 

水産物流通調査（水産加工（陸上）

調査票） 
変更 令和６年６月28日 

６次産業化総合調査 変更 令和６年７月29日 

新規就農者調査 変更 令和６年11月19日 

食品流通段階別価格形成調査（水産

物調査） 
新規 令和７年２月３日 

農業構造動態調査 変更 令和７年２月25日 

漁業経営統計調査 変更 令和７年３月24日 
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（注）本表は、法第 19条第１項又は第 21条第１項の規定に基づき、令和６年度（2024年度）中に総務大臣が承認した

一般統計調査の承認状況についてまとめたものである。 

 

 （参考）一般統計調査の中止通知一覧            （令和６年度（2024年度）） 

実施府省 一般統計調査の名称 通知年月日 

こども家庭庁 地域児童福祉事業等調査（市町村事業調査、認可外保育

施設調査、認可外保育施設利用世帯調査） 
令和７年２月27日 

厚生労働省 21 世紀成年者縦断調査（国民の生活に関する継続調査） 令和６年５月９日 

原子爆弾被爆者実態調査 令和６年11月18日 

 （注）本表は、法第21条第３項の規定に基づき、令和６年度（2024年度）中に行われた一般統計調査の中止の通知状

況についてまとめたものである。 

実施府省 一般統計調査の名称 
新規／変更

の別 
承認年月日 

経済産業省 

総合エネルギー統計補足調査（電気

事業者の発電量内訳調査） 

変更 令和６年６月10日 

変更 令和７年３月25日 

中小企業実態基本調査 変更 令和６年11月19日 

国土交通省 

船員労働統計母集団等調査 新規 令和６年５月７日 

建設副産物実態調査 新規 令和６年５月28日 

国際航空旅客動態調査 変更 令和６年６月14日 

水害統計調査 変更 令和６年６月14日 

建設業構造実態調査 変更 令和６年７月17日 

東京都市圏物資流動調査 補完調査

（企業アンケート調査）（個人のモ

ノの受取調査） 

新規 令和６年８月20日 

住宅市場動向調査 変更 令和６年８月29日 

バルク貨物流動調査 変更 令和６年９月４日 

全国道路・街路交通情勢調査 自動車

起終点調査 事前調査 
新規 令和６年９月６日 

全国都市交通特性調査 試験調査 新規 令和６年９月17日 

令和６年度活動調査試行調査 新規 令和６年９月17日 

建設機械動向調査 変更 令和６年９月25日 

空き家所有者実態調査 変更 令和６年10月７日 

建設関連業等の動態調査 変更 令和６年12月19日 

航空輸送統計調査 変更 令和６年12月23日 

鉄道輸送統計調査 変更 令和６年12月23日 

旅行・観光消費動向調査 変更 令和６年12月23日 

建設労働需給調査 変更 令和７年３月28日 

環境省 

大気汚染物質排出量総合調査 変更 令和６年７月16日 

家庭部門の CO₂排出実態統計調査 変更 令和６年12月13日 

環境保健サーベイランス調査 変更 令和７年１月８日 

総務省・経済産業省 経済センサス‐活動調査 試験調査 新規 令和６年５月23日 

文部科学省・厚生労働

省 

21 世紀出生児縦断調査（平成 13 年出

生児） 
変更 令和６年10月28日 
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資料６ 一般統計調査の年度別承認件数 

    （令和２年度（2020 年度）～令和６年度（2024 年度）） 

府省名 
令和 
２年度 

(2020 年度) 

令和 
３年度 

(2021 年度) 

令和 
４年度 

(2022 年度) 

令和 
５年度 

(2023 年度) 

令和 
６年度 

(2024 年度) 

内閣官房 0 1 1 1 0 

人事院 4 2 3 3 2 

内閣府 7    6 10 4 5 

公正取引委員会 0      0 0    1(1) 0 

個人情報保護委員会 0 0 0 0 2 

消費者庁 0 0 0 1 0 

こども家庭庁 - - - 6 3 

総務省 1 6 3 3 4(1) 

法務省 0 0 0 1 0 

外務省 0 0 0 1 0 

財務省 0 0 0 0 1 

文部科学省   7(1)   5(1) 10(1) 6(1)    7(1) 

厚生労働省 45(1)  39(1) 33(1) 33(2)    34(1) 

農林水産省 14  15(1) 15(1) 13(1) 8 

経済産業省 3   5(1)   4(1) 1 4(1) 

国土交通省 5 6    9 11 18 

環境省    1 0 3 3(1) 3 

合計 86(1)  83(2) 89(2) 85(3)   89(2) 

（注１）（ ）内の数値は共管調査（複数の府省が共同で行う調査）の数であり、承認した統計調査件数の内数。共管

調査は、共管の府省にそれぞれ１件と計上しているため、各府省の承認件数を単純合計しても、合計には一致

しない。 

（注２）複数回承認されている場合は、それぞれ１件と計上している。 
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資料７ 都道府県別統計調査の届出件数 

（令和６年度（2024年度）） 

都道府県名 
届出件数 

都道府県名 
届出件数 

新規 変更 新規 変更 

北海道   0  0 滋賀県   5 13 
青森県   5  7 京都府   4 3 
岩手県   0  7 大阪府   7 8(1) 
宮城県   3  3(1) 兵庫県   0 0 
秋田県   0  2 奈良県   2 3 
山形県   0  2 和歌山県   0 0 
福島県   2  1 鳥取県   3 7 
茨城県   3  0 島根県   5 0 
栃木県   4  3 岡山県   5 1 
群馬県   1  2 広島県   8 10 
埼玉県   2  4 山口県   0 3 
千葉県   4  6(1) 徳島県   0 1 
東京都   5  9 香川県   1 1 
神奈川県   5  4 愛媛県   1 1 
新潟県   6  7(2) 高知県   9 27 
富山県   0  2 福岡県   4 0 
石川県   1  0 佐賀県   3 6 
福井県   0  6 長崎県   0 0 
山梨県   0  0 熊本県   0 1 
長野県   2  5 大分県   7 2 
岐阜県   1  5 宮崎県   6 2 
静岡県   1  6 鹿児島県   1 3 
愛知県   6  6 沖縄県   0 2 
三重県   2  4 合計  124 185(5) 

（注１）（ ）内の数値は共管調査（複数の地方公共団体が共同で行う調査）の数である。 
（注２）都道府県と指定都市が共管している調査については、それぞれに計上している。 
（注３）複数回届出されている場合、それぞれ１件と計上している。 
 

 

資料８ 指定都市別統計調査の届出件数 

（令和６年度（2024年度）） 

指定都市名 
届出件数 

指定都市名 
届出件数 

新規 変更 新規 変更 

札幌市  0 0 京都市 1 0 
仙台市  4   6(1) 大阪市 3   4(1) 
さいたま市  0 2 堺市 1   1(1) 
千葉市  0 1(1) 神戸市 0 2 
横浜市  3 0 岡山市 2 0 
川崎市  2 4 広島市 4 1 
相模原市  0 1 北九州市 7 6 
新潟市  0 4(2) 福岡市 6 12 
静岡市  0 1 熊本市 5 1 
浜松市  0 0 

 
  

名古屋市  6 7 合計 44 53(6) 
（注１）（ ）内の数値は共管調査（複数の地方公共団体が共同で行う調査）の数である。 
（注２）都道府県と指定都市が共管している調査については、それぞれに計上している。 
（注３）複数回届出されている場合、それぞれ１件と計上している。 
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資料９ 政府統計の総合窓口（e-Stat）について 

 

 

 “e-Stat”とは、政府が作成・公表する統計（Statistics）に関する幅広い

分野の統計調査結果を、インターネット上で提供している総合窓口（ポータル

サイト）です。 

 知りたい統計データを探すための検索機能をはじめ、グラフ形式で見ること

や、地図上への統計データの表示もできるなど、日常生活、学習、ビジネス、

研究などに政府統計を活用する上で便利な様々な機能が備わっているサイトで

す。 

 

 

【統計データを探す】 

目的とする統計データを探し、グラフで 
見たり、そのデータをダウンロードするこ
とができます。 

分野などの「絞込み」と「キーワード 
検索」を組み合わせて使うことで、目的の
統計を見つけやすくします。 

【統計データを活用する】 
統計データをより便利に使えるよう、 
次の機能が使えます。 

• 主要な統計データを視覚的に分かりやす
い形で提供している「統計ダッシュボー
ド」 

• 統計データを地図上で表示できる 
「jSTAT MAP」 

• 都道府県・市区町村の主要な統計データ
の抽出、ランキング、類似地域の検索機
能 

【統計データの高度利用等】 
統計データをより高度に利用するための 
次の機能、情報を掲載しています。 

• ミクロデータ（統計調査の調査票情報）
を利用するためのポータルサイト 

• 統計データを自動で取得できる API機
能を提供 

• 統計に用いる分類・用語の説明、 
調査票のサンプル等を掲載 
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資料 10 政府統計共同利用システムについて 

 

 

 政府は、国民にとって便利で使いやすい統計データの提供や各府省等の統計

情報システムの集約を図るため、平成 20年(2008年)４月から、総務省を中心

に全府省が参画して新たな「政府統計共同利用システム」をスタートさせまし

た。 

 このシステムは、各府省等の統計データの公表や統計調査の企画立案、オン

ライン調査の実施などに役立つ様々な機能を備えており、インターネットを通

じて各府省等の統計がつながり、国民にとって政府統計がより身近なものとし

て役立つことが期待されています。政府統計共同利用システムの主な機能とし

ては、（１）国民や企業など統計の利用者が、インターネット経由で統計の公

表予定時期や公表結果を調べたり、地図や図表で統計を見たりすることができ

る「政府統計の総合窓口(e-Stat)」、（２）各府省等のオンライン調査を行う

「政府統計オンライン調査総合窓口」があります。このほかにも各府省等が事

業所や企業を調査する場合に、調査対象者を抽出する際などに利用する「事業

所母集団データベース」などがあります。 
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区分 利⽤件数
統計調査名 基幹・⼀般 統計の作成等 名簿作成

内閣府 3 3 0
消費動向調査 ⼀般 1 1 0
⼈々のつながりに関する基礎調査 ⼀般 1 1 0
⺠間企業投資・除却調査 ⼀般 1 1 0
総務省 26 26 0
国勢調査 基幹 2 2 0
住宅・⼟地統計調査 基幹 1 1 0
労働⼒調査 基幹 3 3 0
就業構造基本調査 基幹 1 1 0
個⼈企業経済調査 基幹 1 1 0
経済センサス‐基礎調査 基幹 1 1 0
経済センサス‐活動調査 基幹 7 7 0
経済構造実態調査 基幹 1 1 0
家計調査 基幹 3 3 0
⼩売物価統計調査 基幹 2 2 0
サービス産業動向調査 ⼀般 2 2 0
家計消費状況調査 ⼀般 1 1 0
家計消費単⾝モニター調査 ⼀般 1 1 0
財務省 7 6 1
法⼈企業統計調査 基幹 6 5 1
法⼈企業景気予測調査 ⼀般 1 1 0
⽂部科学省 104 93 11
学校基本調査 基幹 78 67 11
学校教員統計調査 基幹 2 2 0
社会教育調査 基幹 3 3 0
⼦供の学習費調査 ⼀般 2 2 0
地⽅教育費調査 ⼀般 5 5 0
21世紀出⽣児縦断調査（平成13年出⽣児） ⼀般 1 1 0
児童⽣徒の問題⾏動・不登校等⽣徒指導上の諸課題に関する調査 ⼀般 8 8 0
⼤学等におけるフルタイム換算データに関する調査 ⼀般 5 5 0
厚⽣労働省 175 163 12
⼈⼝動態調査 基幹 13 12 1
医療施設調査 基幹 23 21 2
患者調査 基幹 11 11 0
国⺠⽣活基礎調査 基幹 10 10 0
毎⽉勤労統計調査 基幹 1 1 0
賃⾦構造基本統計調査 基幹 24 24 0
病院報告 ⼀般 3 3 0
受療⾏動調査 ⼀般 3 3 0
地域保健・健康増進事業報告 ⼀般 1 1 0
医師・⻭科医師・薬剤師調査 ⼀般 1 1 0
衛⽣⾏政報告例 ⼀般 1 1 0
社会福祉施設等調査 ⼀般 4 2 2
介護サービス施設・事業所調査 ⼀般 14 11 3
21世紀出⽣児縦断調査（平成13年出⽣児） ⼀般 2 2 0
21世紀成年者縦断調査 ⼀般 4 4 0
中⾼年者縦断調査 ⼀般 2 2 0
福祉⾏政報告例 ⼀般 3 3 0
医療給付実態調査 ⼀般 1 1 0
21世紀出⽣児縦断調査（平成22年出⽣児） ⼀般 2 2 0
労働経済動向調査 ⼀般 2 2 0
雇⽤動向調査 ⼀般 3 3 0
雇⽤の構造に関する実態調査（パートタイム・有期雇⽤労働者総合 ⼀般 1 1 0
雇⽤の構造に関する実態調査（若年者雇⽤実態調査） ⼀般 1 1 0
雇⽤の構造に関する実態調査（転職者実態調査） ⼀般 1 1 0
就労条件総合調査 ⼀般 4 3 1
労使関係総合調査（労働組合基礎調査） ⼀般 1 0 1
労働安全衛⽣調査（実態調査） ⼀般 8 8 0
医薬品・医療機器産業実態調査 ⼀般 1 1 0
「医療費の動向」調査 ⼀般 4 2 2
院内感染対策サーベイランス ⼀般 14 14 0
国⺠健康・栄養調査 ⼀般 2 2 0
被保護者調査 ⼀般 1 1 0
家庭の⽣活実態及び⽣活意識に関する調査 ⼀般 1 1 0
社会保障・⼈⼝問題基本調査（⼈⼝移動調査） ⼀般 1 1 0
社会保障・⼈⼝問題基本調査（⽣活と⽀え合いに関する調査） ⼀般 1 1 0
社会保障・⼈⼝問題基本調査（全国家庭動向調査） ⼀般 1 1 0
社会保障・⼈⼝問題基本調査（世帯動態調査） ⼀般 1 1 0
社会保障⽣計調査 ⼀般 1 1 0
健康保険・船員保険被保険者実態調査 ⼀般 1 1 0
産業連関構造調査（医療業・社会福祉事業等投⼊調査） ⼀般 2 2 0

資料11 法第32条の規定に基づく調査票情報の⼆次利⽤（実績）（令和６年度（2024年度））
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区分 利⽤件数
統計調査名 基幹・⼀般 統計の作成等 名簿作成

農林⽔産省 138 121 17
農業経営統計調査 基幹 29 29 0
農林業センサス 基幹 34 28 6
漁業センサス 基幹 14 8 6
作物統計調査 基幹 1 1 0
海⾯漁業⽣産統計調査 基幹 4 4 0
⽊材統計調査 基幹 3 3 0
⽜乳乳製品統計調査 基幹 2 2 0
漁業経営統計調査 ⼀般 1 1 0
農業物価統計調査 ⼀般 2 2 0
農業構造動態調査 ⼀般 11 11 0
漁業構造動態調査 ⼀般 1 1 0
畜産統計調査 ⼀般 4 2 2
⻘果物卸売市場調査 ⼀般 4 4 0
畜産物流通調査 ⼀般 4 4 0
⽔産物流通調査 ⼀般 1 1 0
⽔産加⼯業経営実態調査 ⼀般 1 1 0
⾷品循環資源の再⽣利⽤等実態調査 ⼀般 1 0 1
⾷品流通段階別価格形成調査 ⼀般 1 1 0
新規就農者調査 ⼀般 4 4 0
集落営農実態調査 ⼀般 9 8 1
６次産業化総合調査 ⼀般 1 1 0
野⽣⿃獣資源利⽤実態調査 ⼀般 3 3 0
油糧⽣産実績調査 ⼀般 1 1 0
農業協同組合及び同連合会⼀⻫調査 ⼀般 1 0 1
森林組合⼀⻫調査 ⼀般 1 1 0
経済産業省 101 93 8
経済構造実態調査 基幹 12 11 1
経済センサス‐活動調査 基幹 18 17 1
商業動態統計調査 基幹 2 2 0
経済産業省企業活動基本調査 基幹 22 20 2
経済産業省⽣産動態統計調査 基幹 14 12 2
経済産業省特定業種⽯油等消費統計調査 基幹 4 3 1
⽯油製品需給動態統計調査 基幹 1 1 0
海外事業活動基本調査 ⼀般 10 9 1
製造⼯業⽣産予測調査 ⼀般 1 1 0
⼯場⽴地動向調査 ⼀般 6 6 0
⽯油輸⼊調査 ⼀般 1 1 0
知的財産活動調査 ⼀般 7 7 0
中⼩企業実態基本調査 ⼀般 3 3 0
国⼟交通省 133 130 3
建築着⼯統計調査 基幹 9 8 1
建設⼯事統計調査 基幹 5 3 2
港湾調査 基幹 5 5 0
造船造機統計調査 基幹 5 5 0
船員労働統計調査 基幹 1 1 0
⾃動⾞輸送統計調査 基幹 2 2 0
内航船舶輸送統計調査 基幹 4 4 0
法⼈⼟地・建物基本調査 基幹 1 1 0
鉄道輸送統計調査 ⼀般 1 1 0
航空輸送統計調査 ⼀般 1 1 0
全国都市交通特性調査 ⼀般 1 1 0
パーソントリップ調査（東京都市圏） ⼀般 1 1 0
全国道路・街路交通情勢調査 ⼀般 1 1 0
全国貨物純流動調査 ⼀般 17 17 0
全国輸出⼊コンテナ貨物流動調査 ⼀般 42 42 0
航空旅客動態調査 ⼀般 1 1 0
国際航空旅客動態調査 ⼀般 2 2 0
建築物リフォーム・リニューアル調査 ⼀般 2 2 0
バルク貨物流動調査 ⼀般 4 4 0
ユニットロード貨物流動調査 ⼀般 17 17 0
内航船舶輸送統計⺟集団調査 ⼀般 1 1 0
旅⾏・観光消費動向調査 ⼀般 1 1 0
宿泊旅⾏統計調査 ⼀般 3 3 0
訪⽇外国⼈消費動向調査 ⼀般 2 2 0
住宅市場動向調査 ⼀般 4 4 0
環境省 1 1 0
家庭部⾨のCO2排出実態統計調査 ⼀般 1 1 0
合 計 688 636 52
（注１）令和６年度（2024年度）に利用を開始したものの件数であり、令和５年度（2023年度）以前から継続して利用しているものは

含まない。また、統廃合された統計調査を含んだ件数となっている。

（注２）１件の申出で複数の利用目的に該当するものについては、利用目的ごとに件数を計上している。
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統計調査名 基幹・一般
統計の
作成等

名簿作成

公的機関
（規則第11
条第１項
第１号）

調査研究
（規則第11
条第１項
第２号）

特別な事由

（規則第11
条第１項
第３号）

3 3 0 3 0 3 0
人々のつながりに関する基礎調査 一般 1 1 0 2 0 2 0
企業行動に関するアンケート調査 一般 1 1 0 0 0 0 0
法人企業景気予測調査 一般 1 1 0 1 0 1 0

2 2 0 1 0 1 0
乳幼児身体発育調査 一般 2 2 0 0 0 0 0
子供の生活状況調査 一般 0 0 0 1 0 1 0

155 151 4 69 2 67 0
国勢調査 基幹 16 16 0 15 0 15 0
住宅・土地統計調査 基幹 14 14 0 1 0 1 0
労働力調査 基幹 3 3 0 4 0 4 0
就業構造基本調査 基幹 8 8 0 12 1 11 0
社会生活基本調査 基幹 3 3 0 8 1 7 0
個人企業経済調査 基幹 1 1 0 0 0 0 0
科学技術研究調査 基幹 14 13 1 0 0 0 0
経済センサス‐基礎調査 基幹 9 9 0 6 0 6 0
経済センサス‐活動調査 基幹 42 40 2 6 0 6 0
経済構造実態調査 基幹 11 10 1 0 0 0 0
家計調査 基幹 10 10 0 4 0 4 0
全国家計構造調査 基幹 9 9 0 8 0 8 0
小売物価統計調査 基幹 2 2 0 0 0 0 0
サービス産業動向調査 一般 3 3 0 0 0 0 0
家計消費状況調査 一般 0 0 0 2 0 2 0
全国単身世帯収支実態調査 一般 8 8 0 3 0 3 0
産業連関構造調査（企業の管理活動等に関する実
態調査）

一般 2 2 0 0 0 0 0

13 12 1 3 1 2 0
法人企業統計調査 基幹 10 9 1 2 1 1 0
民間給与実態統計調査 基幹 2 2 0 0 0 0 0
法人企業景気予測調査 一般 1 1 0 1 0 1 0

174 170 4 17 0 17 0
学校基本調査 基幹 120 119 1 6 0 6 0
学校保健統計調査 基幹 5 4 1 1 0 1 0
学校教員統計調査 基幹 6 6 0 2 0 2 0
社会教育調査 基幹 1 0 1 0 0 0 0
子供の学習費調査 一般 2 2 0 0 0 0 0
地方教育費調査 一般 5 5 0 0 0 0 0
日本語教育実態調査 一般 3 2 1 0 0 0 0
21世紀出生児縦断調査（平成13年出生児） 一般 0 0 0 4 0 4 0
児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸
課題に関する調査

一般 28 28 0 2 0 2 0

民間企業の研究活動に関する調査 一般 1 1 0 1 0 1 0
大学等におけるフルタイム換算データに関する調
査

一般 0 0 0 1 0 1 0

全国イノベーション調査 一般 2 2 0 0 0 0 0
体力・運動能力調査 一般 1 1 0 0 0 0 0

834 825 9 118 1 116 1
人口動態調査 基幹 684 678 6 24 0 23 1
医療施設調査 基幹 4 4 0 4 0 4 0
患者調査 基幹 0 0 0 5 0 5 0
国民生活基礎調査 基幹 8 8 0 17 1 16 0
毎月勤労統計調査 基幹 2 2 0 1 0 1 0
賃金構造基本統計調査 基幹 36 36 0 10 0 10 0
薬事工業生産動態統計調査 基幹 4 4 0 0 0 0 0
病院報告 一般 1 1 0 0 0 0 0
地域保健・健康増進事業報告 一般 12 12 0 0 0 0 0
医師・歯科医師・薬剤師調査 一般 0 0 0 3 0 3 0
社会福祉施設等調査 一般 1 1 0 1 0 1 0
介護サービス施設・事業所調査 一般 9 9 0 2 0 2 0
21世紀出生児縦断調査（平成13年出生児） 一般 0 0 0 6 0 6 0
21世紀成年者縦断調査 一般 1 1 0 2 0 2 0
中高年者縦断調査 一般 0 0 0 2 0 2 0
社会医療診療行為別調査 一般 0 0 0 1 0 1 0
21世紀出生児縦断調査（平成22年出生児） 一般 0 0 0 6 0 6 0
雇用動向調査 一般 0 0 0 1 0 1 0
賃金引上げ等の実態に関する調査 一般 1 1 0 0 0 0 0
就労条件総合調査 一般 0 0 0 2 0 2 0
労使関係総合調査（労働組合基礎調査） 一般 44 41 3 0 0 0 0
労働安全衛生調査（実態調査） 一般 0 0 0 1 0 1 0
歯科疾患実態調査 一般 0 0 0 1 0 1 0
国民健康・栄養調査 一般 21 21 0 14 0 14 0
雇用均等基本調査 一般 1 1 0 0 0 0 0
被保護者調査 一般 1 1 0 2 0 2 0
社会保障・人口問題基本調査（出生動向基本調
査）

一般 1 1 0 5 0 5 0

社会保障・人口問題基本調査（人口移動調査） 一般 1 1 0 2 0 2 0
社会保障・人口問題基本調査（生活と支え合いに
関する調査）

一般 0 0 0 2 0 2 0

社会保障・人口問題基本調査（全国家庭動向調
査）

一般 0 0 0 1 0 1 0

能力開発基本調査 一般 0 0 0 1 0 1 0
無医地区等調査 一般 0 0 0 1 0 1 0
社会保障生計調査 一般 0 0 0 1 0 1 0

資料12　法第33条の規定に基づく調査票情報の提供（実績）（令和６年度（2024年度））

第33条第１項
第１号

第33条第１項
第２号

区分

内閣府

こども家庭庁

総務省

財務省

文部科学省

厚生労働省
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統計調査名 基幹・一般
統計の
作成等

名簿作成

公的機関
（規則第11
条第１項
第１号）

調査研究
（規則第11
条第１項
第２号）

特別な事由

（規則第11
条第１項
第３号）

第33条第１項
第１号

第33条第１項
第２号

区分

福祉行政報告例 一般 1 1 0 0 0 0 0
勤務間インターバル制度に関する実態調査 一般 1 1 0 0 0 0 0

44 44 0 6 0 6 0
農業経営統計調査 基幹 1 1 0 1 0 1 0
農林業センサス 基幹 3 3 0 3 0 3 0
海面漁業生産統計調査 基幹 6 6 0 0 0 0 0
木材統計調査 基幹 13 13 0 0 0 0 0
牛乳乳製品統計調査 基幹 14 14 0 0 0 0 0
漁業経営統計調査 一般 1 1 0 0 0 0 0
内水面漁業生産統計調査 一般 1 1 0 0 0 0 0
水産物流通調査 一般 2 2 0 0 0 0 0
食品循環資源の再生利用等実態調査 一般 1 1 0 0 0 0 0
集落営農実態調査 一般 1 1 0 0 0 0 0
６次産業化総合調査 一般 0 0 0 1 0 1 0
森林組合一斉調査 一般 0 0 0 1 0 1 0
木質バイオマスエネルギー利用動向調査 一般 1 1 0 0 0 0 0

467 455 12 35 0 35 0
経済構造実態調査 基幹 216 211 5 6 0 6 0
経済センサス‐活動調査 基幹 80 76 4 7 0 7 0
商業動態統計調査 基幹 5 5 0 0 0 0 0
経済産業省企業活動基本調査 基幹 31 28 3 7 0 7 0
経済産業省生産動態統計調査 基幹 24 24 0 1 0 1 0
経済産業省特定業種石油等消費統計調査 基幹 1 1 0 1 0 1 0
ガス事業生産動態統計調査 基幹 2 2 0 0 0 0 0
特定サービス産業動態統計調査 一般 1 1 0 0 0 0 0
海外事業活動基本調査 一般 18 18 0 5 0 5 0
海外現地法人四半期調査 一般 3 3 0 4 0 4 0
工場立地動向調査 一般 81 81 0 0 0 0 0
エネルギー消費統計調査 一般 1 1 0 2 0 2 0
知的財産活動調査 一般 0 0 0 1 0 1 0
中小企業実態基本調査 一般 4 4 0 1 0 1 0

239 238 1 45 3 17 25
建築着工統計調査 基幹 45 45 0 1 0 1 0
港湾調査 基幹 12 12 0 0 0 0 0
造船造機統計調査 基幹 14 14 0 0 0 0 0
鉄道車両等生産動態統計調査 基幹 5 5 0 0 0 0 0
内航船舶輸送統計調査 基幹 1 1 0 0 0 0 0
法人土地・建物基本調査 基幹 1 1 0 0 0 0 0
大都市交通センサス 一般 2 2 0 2 0 1 1
土地動態調査 一般 1 1 0 0 0 0 0
中京都市圏物資流動調査 一般 1 1 0 0 0 0 0
全国都市交通特性調査 一般 2 2 0 6 1 5 0
パーソントリップ調査（東京都市圏） 一般 21 21 0 8 0 6 2
パーソントリップ調査（近畿圏） 一般 20 20 0 4 1 0 3
パーソントリップ調査（中京都市圏） 一般 4 4 0 0 0 0 0
水害統計調査 一般 1 1 0 0 0 0 0
全国貨物純流動調査 一般 5 5 0 2 0 0 2
住生活総合調査 一般 4 4 0 0 0 0 0
全国輸出入コンテナ貨物流動調査 一般 18 18 0 5 0 0 5
航空旅客動態調査 一般 7 7 0 3 0 0 3
航空貨物動態調査 一般 1 1 0 0 0 0 0
国際航空旅客動態調査 一般 8 8 0 3 0 0 3
国際航空貨物動態調査 一般 2 2 0 1 0 0 1
マンション総合調査 一般 1 1 0 0 0 0 0
建築物リフォーム・リニューアル調査 一般 1 1 0 0 0 0 0
バルク貨物流動調査 一般 2 2 0 0 0 0 0
ユニットロード貨物流動調査 一般 11 11 0 0 0 0 0
土地保有・動態調査 一般 2 2 0 0 0 0 0
旅行・観光消費動向調査 一般 1 1 0 1 0 1 0
宿泊旅行統計調査 一般 32 31 1 5 0 1 4
訪日外国人消費動向調査 一般 7 7 0 3 0 2 1
幹線旅客流動実態調査 一般 1 1 0 0 0 0 0
全国道路・街路交通情勢調査 一般 6 6 0 1 1 0 0

9 9 0 5 0 5 0
大気汚染物質排出量総合調査 一般 5 5 0 0 0 0 0
家庭からの二酸化炭素排出量の推計に係る実態
調査　試験調査

一般 1 1 0 2 0 2 0

家庭部門のCO2排出実態統計調査 一般 3 3 0 3 0 3 0
1,940 1,909 31 302 7 269 26

217 212 5 10 0 10 0
1,584 1,564 20 0 0 0 0

25 25 0 228 2 223 3
114 108 6 64 5 36 23

農林水産省

国
地方公共団体
大学
独立行政法人等その他

経済産業省

国土交通省

環境省

合　計
（参考）　内訳（提供先）

（注１）令和６年度（2024年度）中に利用を開始したものの件数であり、令和５年度（2023年度）以前から継続して利用しているものは含まない。

また、統廃合された統計調査を含んだ件数となっている。

（注２）提供先の属性（国、地方公共団体、大学、独立行政法人等その他の別）について、国立大学法人は、「大学」に含まれる。

また、機関に所属する者が個人として統計法第33条第１項第２号の規定に基づき調査票情報の提供を受ける場合も、所属する機関の分類に含めている。

（注３）１件の申出で複数の利用目的に該当するものについては、利用目的ごとに件数を計上している。
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区分

統計調査名 基幹・一般
(1) 大学等・公
益法人が行う
調査研究

(2) 教員等が行
う調査研究

(3) 大学等・公
益法人が公募
により補助する
調査研究

(4) 特別な事由

総務省 7 0 6 1 0 0
国勢調査 基幹 1 0 0 1 0 0
住宅・土地統計調査 基幹 1 0 1 0 0 0
就業構造基本調査 基幹 1 0 1 0 0 0
社会生活基本調査 基幹 2 0 2 0 0 0
経済センサス‐基礎調査 基幹 1 0 1 0 0 0
経済センサス‐活動調査 基幹 1 0 1 0 0 0

文部科学省 0 0 0 0 0 1
学校教員統計調査 基幹 0 0 0 0 0 1

厚生労働省 7 0 7 0 0 0
医療施設調査 基幹 1 0 1 0 0 0
患者調査 基幹 1 0 1 0 0 0
国民生活基礎調査 基幹 2 0 2 0 0 0
賃金構造基本統計調査 基幹 1 0 1 0 0 0
21世紀出生児縦断調査（平成13年出生児） 一般 1 0 1 0 0 0
21世紀出生児縦断調査（平成22年出生児） 一般 1 0 1 0 0 0

経済産業省 1 0 1 0 0 0
経済センサス‐活動調査 基幹 1 0 1 0 0 0

国土交通省 1 0 1 0 0 0
建設工事統計調査 基幹 1 0 1 0 0 0

合　計 16 0 15 1 0 1

大学等 16 0 15 1 0 1
公益法人等 0 0 0 0 0 0
その他 0 0 0 0 0 0

（参考）　内訳（提供先）

資料13　法第33条の２の規定に基づく調査票情報の提供（実績）（令和６年度（2024年度））

学術研究の発展
に資すると認め
られる場合
（規則第19条第１
項第１号）

高等教育の発展
に資すると認め
られる場合
（規則第19条第１
項第２号）

（注１）令和６年度（2024年度）中に利用を開始したものの件数であり、令和５年度（2023年度）以前から継続して利用しているものは含まない。

（注２）機関に所属する者が個人として統計法第33条の２第１項の規定に基づき調査票情報の提供を受ける場合は、所属する機関の分類に含めている。
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資料14　オーダーメード集計及び匿名データの利用可能な統計調査【統計調査所管府省、日本銀行の報告事項】

（１）オーダーメード集計の利用可能な統計調査

統計調査名 提供対象 統計調査数
年次単位の

提供数
統計調査数

年次単位の
提供数

統計調査数
年次単位の

提供数
統計調査数

年次単位の
提供数

統計調査数
年次単位の

提供数

3 47 3 50 3 52 3 54 3 56
法人企業景気予測調査
（財務省と共管）

平成16年４－６月期
  ～令和７年１－３月期 1 17 1 18 1 19 1 20 1 21

消費動向調査 平成16年度～令和５年度 1 16 1 17 1 18 1 19 1 20

企業行動に関するアンケート調査 平成18年度～令和２年度 1 14 1 15 1 15 1 15 1 15

10 138 10 141 10 145 11 152 11 157
地方公務員給与実態調査 平成30年 0 0 0 0 0 0 1 1 1 1

国勢調査
昭和55年、60年、平成２年、７
年、12年、17年、22年、27年、
令和２年

1 8 1 8 1 8 1 9 1 9

住宅・土地統計調査
昭和53年、58年、63年、平成５
年、10年、15年、20年、25年、
30年

1 9 1 9 1 9 1 9 1 9

労働力調査
昭和55年１月～令和５年12月
（月次調査） 1 40 1 41 1 42 1 43 1 44

就業構造基本調査
昭和54年、57年、62年、平成４
年、９年、14年、19年、24年、
29年、令和４年

1 9 1 9 1 9 1 9 1 10

社会生活基本調査
昭和56年、61年、平成３年、８
年、13年、18年、23年、28年、
令和３年

1 8 1 8 1 8 1 9 1 9

経済センサス‐基礎調査 平成26年、令和元年 1 1 1 1 1 2 1 2 1 2

経済センサス‐活動調査 平成24年、平成28年 1 1 1 1 1 1 1 2 1 2

家計調査
昭和56年１月～令和５年12月
（月次調査） 1 39 1 40 1 41 1 42 1 43

全国家計構造調査
（全国消費実態調査）

平成６年、11年、16年、21年、
26年、令和元年 1 5 1 5 1 5 1 5 1 6

家計消費状況調査
平成14年１月～令和５年12月
（月次調査） 1 18 1 19 1 20 1 21 1 22

2 54 2 56 2 58 2 60 2 62

年次別法人企業統計調査 昭和58年度～令和５年度 1 37 1 38 1 39 1 40 1 41
法人企業景気予測調査
（内閣府と共管）

平成16年４－６月期
  ～令和７年１－３月期 1 17 1 18 1 19 1 20 1 21

1 7 1 7 1 7 1 7 1 7

学校基本調査 平成20年度～26年度 1 7 1 7 1 7 1 7 1 7

5 45 5 47 5 50 5 55 5 58

人口動態調査（出生票、死亡票） 平成19年～令和４年 1 12 1 13 1 14 1 15 1 16

医療施設（静態）調査
平成20年、23年、26年、29年、
令和２年 1 4 1 4 1 4 1 5 1 5

患者調査
平成20年、23年、26年、29年、
令和２年 1 4 1 4 1 4 1 5 1 5

毎月勤労統計調査（特別調査）
平成21年～令和元年、３～５
年 1 11 1 11 1 12 1 13 1 14

賃金構造基本統計調査 平成18年～令和５年 1 14 1 15 1 16 1 17 1 18

5 43 5 47 5 50 5 54 5 57

農業経営統計調査 平成20年～令和５年 1 11 1 12 1 13 1 15 1 16

農林業センサス
平成２年、７年、12年、17年、
22年、27年、令和２年 1 6 1 7 1 7 1 7 1 7

漁業センサス 平成15年、20年、25年、30年 1 4 1 4 1 4 1 4 1 4

海面漁業生産統計調査 平成19年～令和４年 1 12 1 13 1 14 1 15 1 16

木材統計調査（製材月別統計調査） 平成23年～令和６年 1 10 1 11 1 12 1 13 1 14

1 12 1 13 1 14 1 15 1 16

経済産業省企業活動基本調査
平成20年調査（平成19年実
績）～令和５年調査（令和４年
実績）

1 12 1 13 1 14 1 15 1 16

1 11 1 12 1 13 1 14 1 15

建築着工統計調査
平成21年４月～令和６年３月
（月次調査） 1 11 1 12 1 13 1 14 1 15

2 3 2 4 2 5 2 6 2 7
家庭からの二酸化炭素排出量の推
計に係る実態調査 全国試験調査

平成26年10月～27年９月 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
家庭部門のCO２排出実態統計調査
（家庭CO2統計）

平成29年度～令和４年度 1 2 1 3 1 4 1 5 1 6

29 343 29 359 29 375 30 397 30 414

1 17 1 18 1 19 1 20 1 21

短観（全国企業短期経済観測調査）
平成16年３月調査以降、受付
時点に公表済みの各調査回
（最新調査回を除く）

1 17 1 18 1 19 1 20 1 21

30 360 30 377 30 394 31 417 31 435
(注）共管調査（複数の府省が共同で行う調査）については、共管の府省にそれぞれ計上しているため、各府省ごとの件数と合計は一致しない。

（２）　匿名データの利用可能な統計調査

統計調査名 提供対象 統計調査数
年次単位の

提供数
統計調査数

年次単位の
提供数

統計調査数
年次単位の

提供数
統計調査数

年次単位の
提供数

統計調査数
年次単位の

提供数

6 50 6 58 6 60 6 62 6 64

国勢調査
平成12年、17年、22年、27年、
令和２年 1 4 1 4 1 4 1 5 1 5

住宅・土地統計調査
平成５年、10年、15年、20年、
25年、30年 1 5 1 5 1 6 1 6 1 6

労働力調査
平成元年１月～令和４年12月
（月次調査） 1 29 1 31 1 32 1 33 1 34

就業構造基本調査
平成４年、９年、14年、19年、
24年、29年 1 4 1 6 1 6 1 6 1 6

全国家計構造調査
（全国消費実態調査）

平成元年、６年、11年、16年、
21年、26年 1 4 1 6 1 6 1 6 1 6

社会生活基本調査
平成３年、８年、13年、18年、
23年、28年 1 4 1 6 1 6 1 6 1 7

1 7 1 8 1 8 2 11 2 12

国民生活基礎調査
平成７年、10年、13年、16年、
19年、22年、25年、28年、
2019年

1 7 1 8 1 8 1 8 1 9

賃金構造基本統計調査 平成29年、30年、令和元年 0 0 0 0 0 0 1 3 1 3

7 57 7 66 7 68 8 73 8 76合計

総務省

厚生労働省

令和２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度

合計

府省名

農林水産省

経済産業省

国土交通省

環境省

（国の行政機関）小計

日本銀行

厚生労働省

５年度 ６年度
府省等名

財務省

文部科学省

内閣府

総務省

令和２年度 ３年度 ４年度
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（１）オーダーメード集計の提供実績

統計調査名 令和２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 累　計

0 1 0 1 0 8

企業行動に関するアンケート調査 0 0 0 0 0 0

法人企業景気予測調査（財務省と共管） 0 0 0 0 0 1

消費動向調査 0 1 0 1 0 7

14 18 10 7 16 226

国勢調査 4 3 2 3 7 95

住宅・土地統計調査 2 4 3 1 2 35

労働力調査 0 2 1 0 1 13

就業構造基本調査 2 2 0 3 4 40

社会生活基本調査 1 1 3 1 1 15

経済センサス‐基礎調査 0 0 0 0 0 0

経済センサス‐活動調査 2 1 0 0 0 3

家計調査 2 3 0 0 1 22

全国家計構造調査（全国消費実態調査） 1 1 1 0 0 8

家計消費状況調査 0 3 0 0 0 3

0 0 0 0 0 1

年次別法人企業統計調査 0 0 0 0 0 0

法人企業景気予測調査（内閣府と共管） 0 0 0 0 0 1

0 0 0 0 0 1

学校基本調査 0 0 0 0 0 1

1 2 2 3 5 37

人口動態調査 1 2 2 1 2 19

医療施設（静態）調査 0 0 0 0 0 0

患者調査 0 0 0 1 2 8

毎月勤労統計調査（特別調査） 0 0 0 0 0 0

賃金構造基本統計調査 0 0 0 1 1 10

0 1 1 2 0 4

農業経営統計調査 0 0 0 0 0 0

農林業センサス 0 0 1 0 0 1

漁業センサス 0 1 0 2 0 3

海面漁業生産統計調査 0 0 0 0 0 0

木材統計調査（製材月別統計調査） 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

経済産業省企業活動基本調査 0 0 0 0 0 0

3 4 7 7 5 41

建築着工統計調査 3 4 7 7 5 41

1 0 0 1 0 3

家庭からの二酸化炭素排出量の推計に係る実態調査 全国試験調査 0 0 0 0 0 1

家庭部門のCO２排出実態統計調査（家庭CO2統計） 1 0 0 1 0 2

19 26 20 21 26 318

0 0 1 0 1 4

短観（全国企業短期経済観測調査） 0 0 1 0 1 4

19 26 21 21 27 322

令和２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 累　計

合　計 19 28 21 22 27 332

国土交通省

資料15　オーダーメード集計及び匿名データの提供（実績）

府省名

内閣府

総務省

財務省

文部科学省

厚生労働省

農林水産省

経済産業省

提供件数

区分

環境省

（国の行政機関）小　計

日本銀行

合　計

（注１）利用目的は、平成25年度（2013年度）の就業構造基本調査（１件）、28年度（2016年度）の消費動向調査（１件）、29年度（2017年度）の就業構造基本調査（２件）、令和３年度（2021年度）の就業構造基本調査
（１件）、５年度（2023年度）の建築着工統計調査（１件）及び６年度（2024年度）の労働力調査（１件）、社会生活基本調査（１件）に係る利用が教育目的（高等教育目的）、令和元年度（2019年度）の住宅・土地統計調
査（１件）、就業構造基本調査（１件）及び建築着工統計調査（２件）に係る利用が官民データ統計利活用事業目的、令和３年度（2021年度）の住宅・土地統計調査（２件）、建築着工統計調査（４件）、４年度（2022年
度）の建築着工統計調査（６件）、５年度（2023年度）の就業構造基本調査（１件）、消費動向調査（１件）、建築着工統計調査（５件）及び６年度（2024年度）の就業構造基本調査（１件）、国勢調査（２件）、賃金構造基
本統計調査（１件）、建築着工統計調査（４件）に係る利用がデジタル社会形成統計利活用事業目的である。その他の利用は全て学術研究目的である。
　平成30年（2018年）の統計法改正（令和元年（2019年）５月１日施行）により、オーダーメード集計の利用目的が、大学等の「高等教育目的」によるものから、高等学校等の「教育目的」によるものまで拡大された。そ
れに伴い、提供件数として計上する利用目的のうち、「教育目的（高等教育目的）」については、改正法の施行日以降、上記拡大された目的まで含んだものとしている。
（注２）各府省及び日本銀行の各年度の提供件数の合計値、小計欄の数値及び合計欄の数値は申出ごとに計上しているが、１件の申出に対して、令和３年度（2021年度）及び５年度（2023年度）は複数の統計調査
に係る提供があり、各統計調査にそれぞれ計上しているため、当該年度について、各統計調査の提供件数の合計と上記の申出ごとに計上した数値は必ずしも一致しない。
（注３）累計欄の数値は、平成21年度（2009年度）以降の申出ごとに計上した提供件数の累計である。

（参考）統計調査ごとに計上した場合の提供件数の合計

提供件数　（統計調査ごとに計上した場合）
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（２）匿名データの提供実績

統計調査名 令和２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 累　計

22 15 35 29 28 466

学術研究目的 20 13 33 24 27 428

教育目的（高等教育目的） 1 2 2 5 1 37

国際比較統計利活用事業目的 1 0 0 0 0 1

（参考）統計調査ごとに計上した場合の小計 28 20 41 33 35 564

学術研究目的 24 17 36 27 34 506

教育目的（高等教育目的） 3 3 5 6 1 57

国際比較統計利活用事業目的 1 0 0 0 0 1

国勢調査 9 5 6 2 5 45

学術研究目的 8 4 5 0 5 40
教育目的（高等教育目的） 1 1 1 2 0 5

住宅・土地統計調査 2 0 2 1 2 32

学術研究目的 1 0 2 1 2 28

教育目的（高等教育目的） 1 0 0 0 0 4

労働力調査 1 1 2 1 0 22

学術研究目的 0 1 1 1 0 17
教育目的（高等教育目的） 0 0 1 0 0 4
国際比較統計利活用事業目的 1 0 0 0 0 1

就業構造基本調査 8 4 9 8 11 142

学術研究目的 8 3 8 6 11 122

教育目的（高等教育目的） 0 1 1 2 0 20

社会生活基本調査 5 4 15 15 10 171

学術研究目的 5 4 14 13 9 159

教育目的（高等教育目的） 0 0 1 2 1 12

全国家計構造調査 3 6 7 6 7 152

学術研究目的 2 5 6 6 7 140

教育目的（高等教育目的） 1 1 1 0 0 12

0 0 0 10 8 18

学術研究目的 0 0 0 5 7 12

教育目的（高等教育目的） 0 0 0 5 1 6
国際比較統計利活用事業目的 0 0 0 0 0 0

国民生活基礎調査 10 6 11 10 5 103

学術研究目的 8 6 9 5 5 89
教育目的（高等教育目的） 1 0 2 5 0 13
国際比較統計利活用事業目的 1 0 0 0 0 1

賃金構造基本統計調査 0 0 0 0 3 3

学術研究目的 0 0 0 0 2 2
教育目的（高等教育目的） 0 0 0 0 1 1
国際比較統計利活用事業目的 0 0 0 0 0 0

22 15 35 39 36 484

学術研究目的 20 13 33 29 34 440

教育目的（高等教育目的） 1 2 2 10 2 43

国際比較統計利活用事業目的 1 0 0 0 0 1

令和２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 累　計

合　計 28 20 41 43 43 582
学術研究目的 24 17 36 32 41 518

教育目的（高等教育目的） 3 3 5 11 2 63

国際比較統計利活用事業目的 1 0 0 0 0 1
デジタル社会形成統計利活用事業目的
（官民データ統計利活用事業目的）

0 0 0 0 0 0

区分

府省名

厚生労働省

合　計

（注１）　平成30年(2018年）の統計法改正（令和元年（2019年）５月１日施行）により、匿名データの利用目的が、大学等の「高等教育目的」によるものから、高等学校等の「教育
目的」によるものまで拡大された。それに伴い、提供件数として計上する利用目的のうち、「教育目的（高等教育目的）」については、改正法の施行日以降、上記拡大された目
的まで含んだものとしている。
（注２）　利用目的について、官民データ統計利活用事業及びデジタル社会形成統計利活用事業目的は提供実績がないため、記載していない。
（注３）　各省の各年度の提供件数の合計値及び合計欄の数値は申出ごとに計上しているが、１件の申出に対して複数の統計調査に係る匿名データの提供を行ったものがあ
るため、総務省の各統計調査の提供件数の合計と申出ごとに計上した数値は一致しない。
（注４）　累計欄の数値は、平成21年度（2009年度）以降の申出ごとに計上した提供件数の累計である。

（参考）統計調査ごとに計上した場合の提供件数の合計

総務省

提供件数

提供件数　（統計調査ごとに計上した場合）
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資料 16 令和７年度における統計リソースの重点的な配分に関する建議 

（令和６年（2024年）５月 22日） 
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資料17 統計人材の確保・育成等に係るフォローアップ 

Ⅰ 令和６年度（2024年度）における主な取組 

 各府省においては、「ＥＢＰＭを推進するための人材の確保・育成等に関する方針」によ
り、毎年度、府省ごとの課題に応じ重点化を図って取組を行うこととなっている。令和６年度
（2024年度）における各府省の主な取組は、以下のとおり 
 

府省等名 取組事項 

内閣官房 【２（１） 能力開発】 

内閣人事局が作成する業務統計の作成・提供、分析等を精確かつ効率的に行うため、職員

に対して、調査や統計データ分析のための研修を積極的に受講させている。 

人事院 【２（１） 能力開発】 

・ 人事院人事課主催の統計研修を令和６年（2024年）６月20日に実施した（受講者21

人）。 

・ 統計データアナリスト・アナリスト補育成計画を着実に進めるため、長期的視点で対象

者を選定し、該当者には、人事院の育成目標数等の情報を共有し、統計データアナリスト

補の認定に必要な研修等の情報を提供の上、積極的な受講を奨励した。 

・ 令和６年度（2024年度）においては、統計データアナリスト補について２人が認定要件

を満たし、令和７年（2025年）３月末現在、認定に向けて手続を進めているところ 

内閣府 【２（１） 能力開発 ②統計研修の効果的な活用】 

 内閣府及び他省庁の職員が、経済・社会活動の調査分析など職務上必要とされる知識や技

能の習得・向上を図れるようにするとともに、経済の重要問題についての分析能力を養える

ようにするため、それに資する経済研修として、計量経済分析、経済理論等に関する経済研

修を実施した。また、経済社会総合研究所が有する国民経済計算（ＳＮＡ）統計等の概念、

統計作成の実際について理解し、その推計方法の習得を目的とした研修を実施した。 

さらに、ＥＢＰＭに関して、ＥＢＰＭにおけるエビエンス、エビデンスのためのデータの

設計・分析の方法、ロジックモデルの作成等、ＥＢＰＭの基礎的知識及び統計ソフトの実習

を含む実践的な知識を学ぶための研修を実施した。 

宮内庁 【２（１） 能力開発】 

ＥＢＰＭに関する知見の習得やＥＢＰＭに関する課題を認識するため、研修受講をすすめ

る計画を作成し、当庁におけるＥＢＰＭ担当職員に関連する研修（オンライン）を受講させ

た。 

公正取引委員会 【２（１） 能力開発】 

統計に関する内容を含むＥＢＰＭの基礎的な考え方やキーワードを１～２ページで簡易に

解説する資料等を作成し、職員が日常的に利用するグループウェアに数回にかけて継続的に

掲載することで、ＥＢＰＭについての啓発を行った。 

警察庁 【２（１） 能力開発】 

 統計データアナリスト等の確保・育成計画に基づき、研修の受講を働き掛けた。 

個人情報保護委員会 【２（１） 能力開発】 

 令和５年度（2023年度）から引き続き、総務省統計研究研修所が実施する統計研修（オン

ライン）について、新規採用職員を含めた事務局職員全体に積極的な受講を呼びかける等、

統計への理解の促進や人材育成に取り組んだ。 
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府省等名 取組事項 

消費者庁 消費者庁においては、令和５年度（2023年度）に初めて統計法に基づく統計調査（一般統

計）を実施した。しかし、専ら統計作成を行う部署はなく、業務の一部として一般統計及び

意識調査を含む統計の作成を行っているところであるが、データの適切な取得･利活用等の

観点から職員の統計リテラシーを高めるため、以下の取組を引き続き実施した。 

【２（１） 能力開発】 

消費者政策研究の拠点である新未来創造戦略本部において、アンケート調査のロールプレ

イング（変数設定、調査票の作成、グラフの集計、レポートの作成）等の研修を行った。 

こども家庭庁 【１（２） 登用】 

 統計業務に従事した経験や統計業務に関する知見を有する者を庁の統計窓口に配置し、効

率的・効果的な人材活用に取り組んでいる。 

総務省 統計研究研修所における国及び地方公共団体等の職員に対する研修について以下の取り組

みを実施した。 

【２（１） 能力開発】 

• オンライン統計研修及びライブ配信研修の開催を引き続き行い、幅広い受講機会の確保

に取り組んだ。 

• オンライン統計研修については、令和６年度（2024年度）から「統計データアナリスト

研修(上級)」を新たに開講し、14の研修をオンラインで提供した。 

• 集合研修の本科（総合課程）について、令和６年度（2024年度）から基礎的な講義をオ

ンライン研修による事前受講とすることで、集合研修期間を３か月から２か月に短縮し、

より受講しやすい環境を整えた。 

法務省 【２（１） 能力開発】 

 令和３年度（2021年度）から７年度（2025年度）までの統計データアナリスト等の確保・

育成計画を作成しており、統計業務に携わる職員を対象に、総務省統計研究研修所が実施す

る初級又は中級研修の受講を働きかけた。 

外務省 【２（１） 能力開発】 

 能力開発について、第２部・第３部後期研修員を対象に外部講師による統計に関する講義

を実施した。 

財務省 【２（１） 能力開発】 

所管する基幹統計及び一般統計調査の数や規模等を勘案し、「統計データアナリスト等の

確保・育成計画」に基づき、積極的な研修の受講を推奨し、統計データアナリスト等の確

保・育成を行っている。 

文部科学省 【２（１） 能力開発】 

 総務省統計研究研修所が実施する統計研修の受講履歴等の能力開発に係る情報及び統計に

関する資格取得に関する情報について蓄積・管理し、統計データアナリスト等への推薦を含

め、統計人材の配置に活用した。 

 また、新規採用者に対して「はじめて学ぶ統計」の受講を必須とする等、統計研修の有効

活用を図った。 

厚生労働省 【２（１） 能力開発】 

政府全体の取組等を着実に進めるため、「厚生労働省における統計の人材育成基本方針」

（令和３年（2021年）６月）を策定し、本基本方針を踏まえ、職員の業務経験等に応じたレ

ベル別研修のほか、本省の全職員及び幹部職員等を対象とした必須研修を実施した。また、

前年度に引き続き、職員の受講機会の拡大や継続的な知識の習得等を目的として、eラーニ

ング教材の整備を行った。 

農林水産省 【２（１） 能力開発】 

 令和５年（2023年）に策定した人材育成プランに基づき、各種研修等を実施し、若手職員

を中心とした人材育成を行った。 

※ 人材育成プラン：活躍できる統計職員を育成できるよう、統計部門の若手職員の統計

スキル、データ分析スキル等の資質向上を目的に、研修等を実施するもの 
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府省等名 取組事項 

経済産業省 【２（１） 能力開発】 

 統計担当職員に対し、総務省統計研究研修所が実施する各研修について受講を促すととも

に、省内全職員に対し、当省独自の統計研修を企画・実施し、統計の作成から利活用まで可

能となる統計人材の育成に取り組んだ。 

国土交通省 【２（１） 能力開発】 

・ 新たに統計担当として着任した職員に対し、調査計画を遵守する必要性等を認識しても

らうため、国交省独自の講習会を実施 

・ 統計業務の作業効率を高めるため、統計業務役立つExcel講座を開催。統計に活用でき

る関数を学ぶほか、日頃の統計作成業務で使用しているExcelファイルをさらに効率化で

きる部分がないかを検討しながら、個人のスキルアップを図った。 

環境省 【２（１） 能力開発】 

高い専門性を有する職員を計画的に育成・確保するため作成した統計データアナリスト、

統計データアナリスト補の確保・育成及び研修等受講計画に基づき、総務省統計研修所が実

施する各研修について、年間計画を示して、各課室の担当者が受講しやすい時期に受講して

もらえるようにした。 

原子力規制委員会 【２（１） 能力開発】 

令和２年度（2020年度）に作成した「統計データアナリスト等の確保・育成計画」に基づ

き、統計データのユーザーとして、研修の受講等を通じて業務上必要となる職員の能力向上

を図っている。 

防衛省 【２（１） 能力開発】 

防衛省・自衛隊の全機関等に統計研修の受講案内を周知・照会することにより、統計業務

の人材の育成に取り組んだ。 

Ⅱ 統計人材の確保・育成及び人事交流等に関する令和６年度（2024年度）の実績 

 ① 統計データアナリスト等の認定者数・配置状況、統計研修の修了者数 

 (ⅰ) 統計データアナリスト・統計データアナリスト補の認定者数 

年度 
統計データアナリスト 統計データアナリスト補 

認定者数 累計 認定者数 累計 

令和３年度 

（2021年度） 

17人 17人 48人 48人 

令和４年度 

（2022年度） 

10人 27人 139人 187人 

令和５年度 

（2023年度） 

41人 68人 120人 307人 

令和６年度 

（2024年度） 

55人 123人 128人 435人 

（注）令和５年度以降の認定者数には、独立行政法人統計センター職員の認定者数を含む。 
 
 (ⅱ) 統計データアナリスト・統計データアナリスト補の配置状況 

配置状況 
基幹統計 一般統計調査 

調査数 割合（％） 調査数 割合（％） 

総数 56 － 217 － 

 アナリスト・アナリスト補を両方配置 30 53.6 53 24.4 

アナリストのみ配置 3 5.4 4 1.8 

アナリスト補のみ配置 15 26.8 33 15.2 

アナリスト・アナリスト補の両方配置なし 8 14.3 127 58.5 
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（注１）令和７年（2025年）３月末時点における基幹統計・基幹統計調査及び一般統計調査を対象に把握（ただし、調査の実施を終了

している一般統計調査であっても、補正作業等を継続して実施している場合は対象に含む。） 

（注２）基幹統計の調査数には、統計調査以外の方法で作成する統計を含む。一般統計調査では、産業連関構造調査を１調査として集

計 

（注３）割合は、小数点第２位を四捨五入しているため合計が100％にならない場合がある。 

 

 (ⅲ) 総務省統計研究研修所が実施している統計研修の修了者数 

府省等名 

初級 中級 上級 統計幹部
講座 

（注１） 

分野別
研修 

（注１） 
（注２） 

初めて 
学ぶ統計 

統計担当
者向け 
入門 

調査設計
の基本 

統計分析
の基本 

統計利用
の基本 

本科 
統計データ 
アナリスト 

研修 

内閣官房 7 4 2 2 2 0 2 1 21 

人事院 22 5 4 4 3 0 0 7 6 

内閣府 29 15 10 17 14 0 12 0 95 

公正取引委員会 7 4 0 2 0 0 1 1 8 

警察庁 9 4 1 3 2 0 0 0 10 

個人情報保護委員会 6 3 1 1 3 0 1 0 12 

消費者庁 5 5 5 3 3 0 0 0 16 

こども家庭庁 0 0 0 0 0 0 0 2 0 

デジタル庁 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

復興庁 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

総務省 105 66 54 50 51 7 27 25 124 

法務省 16 13 6 10 7 0 4 2 24 

外務省 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

財務省 155 90 34 59 50 2 40 4 285 

文部科学省 73 7 7 7 7 0 7 8 19 

厚生労働省 64 37 40 43 52 0 22 5 101 

農林水産省 58 48 45 52 55 0 8 4 75 

経済産業省 10 9 15 15 18 0 11 8 24 

国土交通省 107 62 27 38 41 0 18 3 129 

環境省 23 10 5 3 6 0 0 1 11 

原子力規制委員会 7 3 0 1 1 0 1 0 10 

防衛省 49 33 17 18 19 1 5 0 75 

（注１）修了証が発行されない研修の受講者数を含む。 
（注２）当該項目の修了者数は延べ人数 

 

 (ⅳ) 各府省が独自に実施している統計研修及びその修了者数 

府省等名 研修名 修了者数 

人事院 ・人事院統計研修－統計知識－ 21 人 

内閣府 

① ＥＢＰＭ研修 

② 計量経済分析入門（基礎編） 

③ 計量経済分析入門（応用編） 

④ 時系列分析実習 

⑤ パネル分析実習 

①  525 人 

②  29 人 

③  16 人 

④  31 人 

⑤  39 人 
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府省等名 研修名 修了者数 

内閣府 

⑥ 季節調整法研修 

⑦ ＧＤＰを学ぶ 

⑧ 国民経済計算（ＳＮＡ）ステップアップ 

⑨ アンケート調査入門 

⑩ 標本調査入門 

⑥  50 人 

⑦  57 人 

⑧  37 人 

⑨  95 人 

⑩  61 人 

警察庁 ・交通事故統計分析専科 15 人 

消費者庁 
① 調査・研究基礎研修 

② 調査・研究アドバンスト研修 

①  10 人 

②  10 人 

外務省 ・第２部・第３部後期研修 85 人 

財務省 ・ＭＯＦ職員のための経済・データ分析研修（データ分析編） 336 人 

厚生労働省 

① 統計基礎コース 

② 統計の見方・使い方入門 

③ 統計実務コース 

④ 統計活用コース 

⑤ 統計理論コース 

⑥ 統計解析基礎コース 

⑦ 実践的統計解析コース 

⑧ 実践的調査の企画・設計コース 

⑨ 統計的因果推論基礎コース 

⑩ 全職員のための統計研修 

⑪ 統計担当課室長のための統計研修 

⑫ 幹部職員（指定職）のための統計研修 

⑬ ＥＢＰＭ基礎研修 

⑭ ＥＢＰＭ応用研修 

①  112 人 

②  85 人 

③  67 人 

④  66 人 

⑤  64 人 

⑥  49 人 

⑦  46 人 

⑧  48 人 

⑨  55 人 

⑩ 4488 人 

⑪  84 人 

⑫  52 人 

⑬  36 人 

⑭  29 人 

農林水産省 

① 農林水産統計専門職員研修（統計調査基礎コース） 

② 農林水産統計専門職員研修（統計調査二年目コース） 

③ 農林水産統計専門職員研修（統計検定研修） 

④ 農林水産統計専門職員研修（簿記研修） 

①  15 人 

②  15 人 

③  49 人 

④   5 人 

経済産業省 

① 統計基礎研修 

② 統計応用研修 

③ アンケート調査の企画研修 

④ 調査統計グループ統計研修 

①  14 人 

②  11 人 

③  16 人 

④  11 人 

国土交通省 

① 令和６年度 総合課程 上級マネジメント研修 

② 令和６年度 総合課程 初任係長（本省）研修 

③ 統計業務に役立つ Excel 講座 

①  62 人 

②  64 人 

③  21 人 
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② 統計職員が取得している資格や学位 

府省等名 
統計検定の合格者数 修士・博士号を有する者 

その他 統計検定 
1～2 級 

統計検定 
3・4 級 

統計 
調査士 

データ 
サイエンス 

修士 博士 

内閣府 1 人 3 人 3 人 0 人 23 人 1 人 0 人 

総務省 38 人 8 人 23 人 3 人 63 人 1 人 0 人 

財務省 3 人 0 人 0 人 0 人 1 人 1 人 0 人 

文部科学省 0 人 0 人 1 人 0 人 3 人 0 人 0 人 

厚生労働省 1 人 0 人 2 人 0 人 20 人 4 人 0 人 

農林水産省 15 人 24 人 8 人 0 人 12 人 1 人 

経済産業省 2 人 0 人 11 人 0 人 7 人 0 人 0 人 

（注１）令和７年（2025年）３月末時点において、基幹統計・基幹統計調査を所管する府省を対象に把握 

（注２）「統計検定１～２級」は統計検定１級・準１級・２級の合格者数。「統計検定３・４級」は統計検定３級又は４級の合格者数。

「統計調査士」は統計調査士又は専門統計調査士の合格者数。「データサイエンス」はデータサイエンス基礎・発展・エキス

パートの合格者数 

（注３）「その他」は社会調査士 

 

③  統計部門における府省間の人事交流 

（ⅰ）自府省統計部門への受入 

府省等名 合計 
（受入元 内訳） 

内閣府 総務省 財務省 文部科学省 厚生労働省 農林水産省 経済産業省 国土交通省 

内閣府 14人  8人 2人 1人 1人 1人 - 1人 

総務省 17人 1人  2人 1人 5人 4人 2人 2人 

財務省 1人 - 1人  - - - - - 

文部科学省 1人 - 1人 -  - - - - 

厚生労働省 2人 - 2人 -   - - - 

農林水産省 4人 - 3人 -    1人 - 

経済産業省 1人 - - - - - 1人  - 

国土交通省 2人 1人 - - - - 1人 -  

 

（ⅱ）他府省統計部門への派遣 

府省等名 合計 
（派遣先 内訳） 

内閣府 総務省 財務省 文部科学省 厚生労働省 農林水産省 経済産業省 国土交通省 

内閣府 2人  1人 - - - - - 1人 

総務省 15人 8人  1人 1人 2人 3人 - - 

財務省 4人 2人 2人  - - - - - 

文部科学省 2人 1人 1人 -  - - - - 

厚生労働省 6人 1人 5人 - -  - - - 

農林水産省 7人 1人 4人 - - -  1人 1人 

経済産業省 3人 - 2人 - - - 1人  - 

国土交通省 3人 1人 2人 - - - - -  

(注) (ⅰ)及び(ⅱ)の府省等名は、令和６年度内に府省間の人事交流（受入・派遣）の実績があった府省等を表示している。 
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④ 人材の派遣・受入や共同研究等を通じた学会との交流 

府省等名 
大学等の研究機関への 

人材派遣 

大学等の研究機関から 

自府省統計部門への人材受入 

大学等の研究機関との 

共同研究等 

総務省 2人 － 11件 

（注１）各府省の統計業務に資することを目的として行われているもの 

（注２）「共同研究」とは、共著論文の執筆や学会での共同発表等 

 

⑤ 国際機関や海外の統計機関への人材の派遣・交流 

(ⅰ) 国際機関や海外の統計機関への人材派遣 

国際機関や海外の統計機関への人材派遣 

延べ人数 国際機関へ その他の海外の統計機関へ 

27人 12人 15人 

 

(ⅱ) 国際機関や海外の統計機関との交流 

統計に関する国際会議の主催 
統計に関する国際会議への参加 

参加会議数 参加延べ人数 

0件 34件 103人 

 

⑥ 政府統計部門における外部人材の受入実績 

府省等名 合計 

常勤 非常勤 

任期付職員又は 
任期付研究員等 

（注２） 

行政実務 

研修員 

専門職非常勤
職員（政策 
調査員等） 

客員教授／

研究員 

その他の 

非常勤職員 

内閣府 2人 1人 - 1人 - - 

総務省 52人 16人 - 3人 33人 - 

厚生労働省 1人 1人 - - - - 

農林水産省 1人 1人 - - - - 

（注１）令和７年（2025年）３月末時点 

（注２）一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する法律（平成12年法律第125号）に基づく任期付職員又は一般職の任期付研究

員の採用、給与及び勤務時間の特例に関する法律（平成９年法律第65号）に基づく任期付研究員等の常勤官職 

 

⑦ 国・地方間の人事交流 

府省等名 
自府省統計部門への受入 地方公共団体統計部門への派遣 

受入元 人数 派遣先 人数 

内閣府 小平市 1人 － － 

国土交通省 岡山県 1人 － － 
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資料18 国連アジア太平洋統計研修所  昭和45年（1970年）からの研修事業参加者数
令和７年（2025年）3月末現在

国、地域等 合計 東京ベース事業 研修所外事業 遠隔学習事業
238 38,046 4,634 12,197 21,215

ESCAP（国連アジア太平洋経済社会委員会） 域内国 58 35,365 4,233 12,108 19,024
アフガニスタン 1 228 65 108 55
米領サモア 1 16 0 13 3
アルメニア 1 246 20 56 170
オーストラリア 1 101 3 26 72
アゼルバイジャン 1 271 24 33 214
バングラデシュ 1 894 208 411 275
ブータン 1 384 94 218 72
ブルネイ 1 297 21 191 85
カンボジア 1 674 121 331 222
中華人民共和国 1 7,045 165 621 6,259
香港 1 315 92 148 75
マカオ 1 195 8 121 66
クック諸島 1 142 30 82 30
北朝鮮 1 98 0 98 0
フィジー 1 455 96 250 109
ジョージア 1 172 22 41 109
グアム 1 55 0 41 14
インド 1 962 197 346 419
インドネシア 1 4,596 236 475 3,885
イラン 1 776 128 370 278
日本 1 230 66 77 87
カザフスタン 1 203 38 55 110
キリバス 1 223 26 174 23
キルギス 1 128 32 51 45
ラオス 1 629 135 356 138
マレーシア 1 1,074 203 548 323
モルディブ 1 752 95 490 167
マーシャル諸島 1 116 17 97 2
ミクロネシア連邦 1 135 31 66 38
モンゴル 1 876 161 468 247
ミャンマー 1 1,233 138 432 663
ナウル 1 45 6 19 20
ネパール 1 840 149 579 112
ニューカレドニア 1 48 1 37 10
ニュージーランド 1 85 0 14 71
ニウエ 1 51 7 42 2
北マリアナ諸島 1 4 0 4 0
パキスタン 1 741 157 438 146
パラオ 1 35 4 20 11
パプアニューギニア 1 336 73 243 20
フィリピン 1 2,397 239 819 1,339
大韓民国 1 475 112 327 36
ロシア 1 358 4 23 331
サモア 1 359 83 135 141
シンガポール 1 281 49 50 182
ソロモン諸島 1 236 34 152 50
スリランカ 1 1,154 202 610 342
タジキスタン 1 131 46 65 20
タイ 1 1,749 227 653 869
東ティモール 1 245 45 143 57
トンガ 1 259 48 143 68
太平洋諸島信託統治領 1 40 7 33 0
トルコ 1 362 18 23 321
トルクメニスタン 1 32 9 3 20
ツバル 1 80 14 52 14
ウズベキスタン 1 204 39 26 139
バヌアツ 1 226 36 158 32
ベトナム 1 1,071 152 503 416

合計
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国、地域等 合計 東京ベース事業 研修所外事業 遠隔学習事業
ESCAP（国連アジア太平洋経済社会委員会） 域外国 140 2,402 401 44 1,957

アルバニア 1 5 3 1 1
アルジェリア 1 14 2 0 12
アンゴラ 1 5 3 0 2
アンティグアバーブダー 1 14 0 0 14
アルゼンチン 1 10 1 0 9
アルーバ※ 7 0 0 7
オーストリア 1 4 0 0 4
バーレーン 1 4 0 0 4
バルバドス 1 9 1 0 8
ベラルーシ 1 33 1 1 31
ベルギー 14 0 0 14
ベリーズ 1 43 2 0 41
ベナン 1 4 1 0 3
バミューダ諸島 1 0 0 1
ボリビア 1 30 4 0 26
ボスニア・ヘルツェゴビナ 1 10 2 0 8
ボツワナ 1 100 3 0 97
ブラジル 1 23 6 1 16
ブルガリア 1 4 2 0 2
ブルキナ・ファソ 6 0 0 6
ブルンジ 1 6 0 0 6
カーボベルデ 8 0 0 8
カメルーン 1 46 12 0 34
カナダ 18 0 0 18
チリ 17 0 0 17
コロンビア 1 21 4 0 17
コモロ 1 5 1 0 4
コンゴ共和国※ 1 0 0 1
コスタリカ 1 11 0 0 11
コートジボワール 1 17 1 0 16
クロアチア 1 8 0 0 8
キューバ 1 3 3 0 0
キュラソー※ 1 0 0 1
キプロス※ 5 0 0 5
チェコ共和国 1 6 1 0 5
デンマーク 6 0 0 6
コンゴ民主共和国 1 6 2 0 4
ジブチ 1 5 1 0 4
ドミニカ国 1 6 2 0 4
ドミニカ共和国 1 10 1 0 9
エクアドル 1 23 4 0 19
エジプト 1 55 27 0 28
赤道ギニア 1 4 1 0 3
エスワティニ 1 11 9 0 2
エチオピア 1 24 15 0 9
フォークランド諸島 1 0 0 1
フィンランド 5 0 0 5
フランス 1 18 0 10 8
ガンビア※ 1 0 0 1
ドイツ 1 6 0 1 5
ガーナ 1 57 25 0 32
ギリシャ 5 0 0 5
グァテマラ 1 15 5 0 10
グレナダ 5 0 0 5
ハンガリー 19 0 0 19
ギニア 1 2 0 0 2
ガイアナ 1 15 0 0 15
ホンジュラス 1 6 4 0 2
アイスランド 2 0 0 2
イラク 1 34 27 0 7
アイルランド 30 0 0 30
イスラエル 5 0 0 5
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国、地域等 合計 東京ベース事業 研修所外事業 遠隔学習事業
イタリア 1 18 1 0 17
ジャマイカ 1 42 4 0 38
ヨルダン 1 25 0 0 25
ケニア 1 66 9 0 57
コソボ 1 6 6 0 0
クウェート 2 0 0 2
ラトビア 1 8 1 0 7
レバノン 1 16 1 0 15
レソト 1 32 10 0 22
リベリア 1 0 0 1
リビア 4 0 0 4
リヒテンシュタイン 1 0 0 1
リトアニア 12 0 0 12
ルクセンブルク 1 4 0 2 2
マダガスカル 1 1 1 0 0
マラウイ 1 14 9 0 5
マリ 1 5 3 0 2
モーリタニア 1 1 1 0 0
モーリシャス 1 50 5 0 45
マルタ共和国 6 0 0 6
メキシコ 1 85 0 0 85
モントセラト※ 13 0 0 13
モロッコ 1 39 0 0 39
モザンビーク 1 21 7 0 14
オランダ 5 0 0 5
ナミビア 1 22 0 0 22
ニカラグア 2 0 0 2
ニジェール 1 5 2 0 3
ナイジェリア 1 147 18 0 129
ノルウェー 1 5 0 1 4
オマーン 1 21 10 0 11
パレスチナ 1 28 15 0 13
パナマ 1 6 2 0 4
パラグアイ 1 4 2 0 2
ペルー 1 40 9 0 31
ポーランド 46 0 0 46
ポルトガル 15 0 0 15
カタール 1 14 0 0 14
北マケドニア共和国 1 0 0 1
モルドバ 1 14 3 4 7
ルーマニア 1 50 3 0 47
ルワンダ 1 17 11 0 6
セントルシア 1 23 1 1 21
セントキッツネヴィス 1 5 0 0 5
セントビンセント及びグレナディーン諸島 1 5 5 0 0
サントメ・プリンシペ 1 1 0 1 0
サウジアラビア 1 9 2 0 7
セネガル 1 22 4 0 18
セルビア 1 6 1 0 5
セーシェル 1 14 1 0 13
シエラレオネ 1 3 3 0 0
スロバキア 1 13 1 0 12
スロベニア 7 0 0 7
ソマリア 28 0 0 28
南アフリカ 1 92 4 0 88
南スーダン 1 7 6 0 1
スペイン 8 0 0 8
スーダン 1 15 12 0 3
スリナム 13 0 0 13
スウェーデン 3 0 0 3
スイス 1 13 0 4 9
トケラウ 6 0 3 3
シリア 1 18 8 0 10
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国、地域等 合計 東京ベース事業 研修所外事業 遠隔学習事業
トリニダード・トバゴ 1 39 0 0 39
チュニジア 1 10 2 0 8
タークス・アンド・カイコス諸島※ 4 0 0 4
ウガンダ 1 29 1 0 28
ウクライナ 1 20 2 0 18
タンザニア 1 69 27 0 42
米国 1 44 0 12 32
連合王国 1 15 0 2 13
アラブ首長国連邦 1 9 0 0 9
ウルグアイ 1 5 1 0 4
ベネズエラ※ 1 0 0 1
ウォリス・フツナ 1 0 0 1
イエメン 1 1 1 0 0
ザンビア 1 15 8 0 7
ジンバブエ 1 26 2 0 24

40 279 0 45 234
（注）令和６年度（2024年度）に追加した「国、地域等」についてはその名称の後に「※」を付している。

国際機関
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